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令和４年第４回大分県議会定例会会議録（第１号） 

 

令和４年１１月２８日（月曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第１号 

           令和４年１１月２８日 

              午前１０時開会 

第１ 議席の一部変更の件 

第２ 会議録署名議員の指名 

第３ 会期決定の件 

第４ 第１０２号議案から第１１６号議案まで

並びに第５号報告及び第６号報告 

   （議題、提出者の説明） 

第５ 議員提出第２２号議案 

   （議題、提出者の説明、質疑、討論、採

   決） 

第６ 議員派遣の件 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 議席の一部変更の件 

日程第２ 会議録署名議員の指名 

日程第３ 会期決定の件 

日程第４ 第１０２号議案から第１１６号議案

まで並びに第５号報告及び第６号報

告 

     （議題、提出者の説明） 

日程第５ 議員提出第２２号議案 

     （議題、提出者の説明、質疑、討論、

     採決） 

日程第６ 議員派遣の件 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４３名 

 議長 御手洗吉生 副議長 古手川正治 

    志村  学     井上 伸史 

    吉竹  悟     清田 哲也 

    今吉 次郎     阿部 長夫 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    衛藤 博昭     森  誠一 

    大友 栄二     井上 明夫 

    鴛海  豊     木付 親次 

    麻生 栄作     三浦 正臣 

    嶋  幸一     元吉 俊博 

    阿部 英仁     成迫 健児 

    浦野 英樹     高橋  肇 

    木田  昇     羽野 武男 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    藤田 正道     原田 孝司 

    小嶋 秀行     馬場  林 

    尾島 保彦     玉田 輝義 

    平岩 純子     吉村 哲彦 

    戸高 賢史     河野 成司 

    猿渡 久子     堤  栄三 

    荒金 信生     末宗 秀雄 

    小川 克己 

欠席議員 なし 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           広瀬 勝貞 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          吉田 一生 

 教育長          岡本天津男 

 人事委員長        石井 久子 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 労働委員会会長      深田 茂人 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       大塚  浩 

 企業局長         磯田  健 

 病院局長         井上 敏郎 

 警察本部長        種田 英明 

 福祉保健部長       山田 雅文 

 生活環境部長       高橋  強 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       佐藤  章 

 土木建築部長       島津 惠造 

 会計管理者兼会計管理局長 廣末  隆 

 防災局長         岡本 文雄 

 観光局長         秋月 久美 

――――――――――――――――――――― 



第４回 大分県議会定例会会議録 第１号 

- 2 - 

午前１０時 

御手洗議長 おはようございます。 

 開会に先立ち、先般、人事委員会委員に再任

された和田久継君及び教育委員会委員に再任さ

れた高橋幹雄君から御挨拶があります。和田久

継君。 

和田人事委員会委員 おはようございます。１

０月２３日付けで大分県の人事委員会委員に再

任した和田久継です。どうぞよろしくお願いし

ます。（拍手） 

御手洗議長 高橋幹雄君。 

高橋教育委員会委員 おはようございます。１

０月９日付けで教育委員会委員に再任した高橋

幹雄です。どうぞよろしくお願いします。（拍

手） 

御手洗議長 次に、先般、新たに警察本部長に

就任された種田英明君から御挨拶があります。

種田英明君。 

種田警察本部長 おはようございます。１０月

２１日付けで警察本部長を拝命した種田英明で

す。よろしくお願いします。（拍手） 

―――――→…←――――― 

午前１０時２分 開会 

御手洗議長 ただいまから令和４年第４回定例

会を開会します。 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

御手洗議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告

をします。 

 まず、監査委員から、地方自治法第２３５条

の２第３項の規定により、９月及び１０月の例

月出納検査の結果について、それぞれ文書をも

って報告がありました。 

 次に、同法第２４２条第３項の規定により、

住民監査請求の要旨について文書をもって通知

がありました。 

 なお、調書は朗読を省略します。 

 次に、去る１０月３日に人事委員会から、地

方公務員法第８条第１項、第１４条第２項及び

第２６条の規定に基づき、職員の給与等に関す

る報告及び勧告がありました。 

 なお、文書は、その写しを既に各議員に配布

しています。 

 次に、知事から、損害賠償の額の決定につい

てなど、５件の報告がありました。 

 なお、報告書は、いずれも議案書の末尾に添

付してあります。 

 次に、去る１１月１日、協議等の場として臨

時的に設けられた政策検討協議会の構成員をお

手元に配布の表のとおり変更しました。 

 次に、会議規則第１２５条第１項ただし書き

の規定により、お手元に配布の表のとおり議員

を派遣しました。 

 以上、報告を終わります。 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 本日の議事は、議事日程第１号に

より行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 議席の一部変更の件 

御手洗議長 日程第１、議席の一部変更の件を

議題とします。 

 お諮りします。会議規則第５条第３項の規定

により、変更議席番号表のとおり議席を変更し

たいと思います。これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、議席は変更議席番号表のとおり変更

されました。 

―――――→…←――――― 

 変更議席番号表 

議席番号 変更前   変更後 

 １５ 三浦正臣  麻生栄作 

 １６ 古手川正治 三浦正臣 

 １７ 嶋 幸一  古手川正治 

 １８ 元吉俊博  嶋 幸一 

 １９ 御手洗吉生 元吉俊博 

 ２０ 阿部英仁  御手洗吉生 

 ２１ 成迫健児  阿部英仁 

 ２２ 浦野英樹  成迫健児 

 ２３ 高橋 肇  浦野英樹 

 ２４ 木田 昇  高橋 肇 

 ２５ 羽野武男  木田 昇 
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 ２６ 二ノ宮健治 羽野武男 

 ２７ 守永信幸  二ノ宮健治 

 ２８ 藤田正道  守永信幸 

 ２９ 原田孝司  藤田正道 

 ３０ 小嶋秀行  原田孝司 

 ３１ 馬場 林  小嶋秀行 

 ３２ 尾島保彦  馬場 林 

 ３３ 玉田輝義  尾島保彦 

 ３４ 平岩純子  玉田輝義 

 ３５ 吉村哲彦  平岩純子 

 ３６ 戸高賢史  吉村哲彦 

 ３７ 河野成司  戸高賢史 

 ３８ 猿渡久子  河野成司 

 ３９ 堤 栄三  猿渡久子 

 ４０ 荒金信生  堤 栄三 

 ４１ 麻生栄作  荒金信生 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 事務局に氏名標及び議席番号を変

更させます。 

 議席を変更された諸君は、変更後の議席に御

着席願います。 

―――――→…←――――― 

 日程第２ 会議録署名議員の指名 

御手洗議長 日程第２、会議録署名議員の指名

を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２３条の規

定により、阿部英仁君及び二ノ宮健治君を指名

します。 

―――――→…←――――― 

 日程第３ 会期決定の件 

御手洗議長 日程第３、会期決定の件を議題と

します。 

 お諮りします。今期定例会の会期は、本日か

ら１２月１４日までの１７日間としたいと思い

ます。これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、会期は１７日間と決定します。 

―――――→…←――――― 

 日程第４ 第１０２号議案から第１１６号議

案まで並びに第５号報告及び第６

号報告 

      （議題、提出者の説明） 

御手洗議長 日程第４、第１０２号議案から第

１１６号議案まで並びに第５号報告及び第６号

報告を一括議題とします。 

―――――→…←――――― 

第１０２号議案 令和４年度大分県電気事業会

計補正予算（第１号） 

第１０３号議案 大分県個人情報保護法施行条

例の制定について 

第１０４号議案 個人情報の保護に関する法律

の一部改正等に伴う関係条例

の整備について 

第１０５号議案 大分県職員定数条例の一部改

正について 

第１０６号議案 職員の給与に関する条例等の

一部改正等について 

第１０７号議案 当せん金付証票の発売につい

て 

第１０８号議案 大分県の事務処理の特例に関

する条例等の一部改正につい

て 

第１０９号議案 公の施設の指定管理者の指定

について 

第１１０号議案 大分県病院事業の設置等に関

する条例の一部改正について 

第１１１号議案 公の施設の指定管理者の指定

について 

第１１２号議案 工事請負契約の締結について 

第１１３号議案 工事請負契約の変更について 

第１１４号議案 大分県県営住宅等の設置及び

管理に関する条例の一部改正

について 

第１１５号議案 警察署の名称、位置及び管轄

区域条例の一部改正について 

第１１６号議案 財産の取得について 

第  ５号報告 令和４年度大分県一般会計補

正予算（第３号）について 

第  ６号報告 反訴の提起について 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 提出者の説明を求めます。広瀬知

事。 

  〔広瀬知事登壇〕 
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広瀬知事 おはようございます。提案理由の説

明に先立ち、一言申し上げます。 

 来年の知事選挙について、私は熟慮を重ねた

結果、立候補しないこととして、今期をもって

職を辞する旨、御報告申し上げたところです。 

 顧みれば、平成１５年の知事就任以来、この

２０年間、少子高齢化・人口減少に拍車がかか

り、また、社会経済が変革のうねりの中にあっ

て、一段と複雑さを増す、そんな難しい時代で

した。そういう中でも何とか安心・活力・発展

の大分県づくりに向かって歩を進めることがで

きたのも、県民の皆様の御支援、そして、県議

会議員各位の御指導のお陰です。心から御礼を

申し上げます。 

 今後、残された５か月の任期についても、現

下の諸課題が少しでも解決へと近づくよう、最

後まで緊張感を持って職務を全うする所存です。

皆様には引き続きお力添えを賜りますようお願

いします。 

 それでは、令和４年第４回定例県議会の開会

にあたり、県政諸般の報告を申し上げ、あわせ

て今回提出した諸議案について説明します。 

 まず、県政諸般の報告、第１は新型コロナウ

イルス感染症についてです。 

 かつてない感染規模となった第７波ですが、

８月中旬をピークに、新規感染者数は順調に減

少を続けていたところ、ここに来て、再び増加

を始めました。先週には、オミクロン株の派生

型ＢＱ．１．１が県内でも初検出されています。

次なる感染拡大を抑えられるかどうか、大変大

事なときであり、十分な警戒が必要です。 

 昨年、一昨年の経験によれば、これからの冬

場は、特に感染の広がりが心配されます。その

ため、大規模なクラスターが発生しやすい福祉

施設等には、職員用の抗原検査キットを追加配

布しました。これにより、週２回の自主検査を

促し、施設内へのウイルスの持込み防止を図っ

ています。さらに今年は、季節性インフルエン

ザとの同時流行も懸念されています。こうした

中、感染防止に肝腎なのは、小まめな換気や屋

内でのマスク着用など、県民一人一人による基

本的な感染対策の徹底であり、そして、ワクチ

ン接種です。インフルと新型コロナ、両ワクチ

ンの同時接種も可能なことから、県民の皆様に

は、ぜひとも速やかなワクチン接種をお願いし

ます。県としても、入院病床・宿泊療養施設の

事前確保や保健所の体制整備、外来医療の拡充

はもちろん、重症化リスクに応じた外来受診、

治療の仕組みを円滑に機能させながら、油断な

く、この冬に臨んでいきます。 

 あわせて、第２、県経済の再興について申し

上げます。 

 気がかりな県内景気の方は、このところ持ち

直しを見せています。雇用情勢についても、有

効求人倍率は高水準にあり、新規の求人に改善

の動きが続いています。 

 旅行の需要も高まっており、１０月１１日か

ら販売を開始した、新しいおおいた旅割第２弾

の売行きが好調なことから、さきの専決処分に

より、割引原資を約２６億円分、追加で措置さ

せていただきました。また、今月２０日に開催

した大分国際車いすマラソンでは、３年ぶりに

海外選手の一般参加がかない、観客の声援もに

ぎやかに、国際色豊かな激走を久々に堪能させ

てもらったところです。ウィズコロナの下、徐

々にではありますが、社会経済活動は正常化に

向かっているのではないかと思っています。 

 他方、エネルギー、原材料価格の高騰は、な

お続いています。県民の暮らしや企業活動を、

この逆風から守らなければなりません。そのた

め、給食の食材費支援や社会福祉施設等への電

気代助成、乗り合いバス、タクシーの燃料費補

助といった各般の施策を、累次の補正予算で急

ぎ措置し、機動的に執行しています。加えて、

国の総合経済対策に呼応した、さらなる施策に

ついて、現在、補正予算案の編成作業を鋭意進

めています。 

 目指すべきは、経済を民需主導の自立的な成

長路線へと戻していくことです。このためにも、

まずは、物価上昇に見合った賃上げが急務であ

ることから、企業間取引の適正化を後押しする

とともに、生産性向上を支援する業務改善助成

金や県奨励金などの活用を促しながら、地場企

業が賃上げに踏み出せる環境づくりに努めてい
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ます。 

 新しい資本主義の観点から、産業のフロンテ

ィアを切り開いていくことも重要です。その際、

時代はデジタル変革、ＤＸを求めています。こ

のため、デジタル企業が事業者のＤＸを伴走支

援する試みについて、現在、運輸、宿泊、建設

など多彩な分野で１０組のプロジェクトを進め

ており、今後、その成果を横展開していきます。

デジタル人材の育成に対する企業の関心も深ま

っており、県としても、ＤＸの先駆者を招いた

セミナーを開催するなど、社員の学び直し等を

応援しています。ドローンやアバター、ＡＩな

ど、先端技術で地域課題の解決を図り、これを

シーズに新しい産業を興していく視点も大変重

要です。例えば、県内各所の酒造会社では、杜

氏の高齢化に伴い、酒造りの技術継承が課題と

なっています。特に蔵伝統の味を決めるのは、

酒米に水を吸収させる工程にあると言われてお

り、吸水加減の判断には長年の経験と勘を要し

ます。そこで、大分市の総合エンジニアリング

会社では、酒米の水分吸収率をＡＩがリアルタ

イムで推定し、経験の浅い杜氏でも最適な判断

ができるシステムを開発中です。先端技術の活

用による、こうした企業の挑戦を、これからも

切れ目なく応援していきます。 

 世界的に伸びゆく宇宙産業にも目が離せませ

ん。一説には、現在約３，４００億ドルの市場

規模が、２０５０年には、５倍の約１兆８千億

ドルにまで成長すると言われています。これを

達成するためのキーワードは民間活力です。宇

宙産業は、民間主体の新たなステージに入って

おり、衛星データの利用や宇宙旅行など、これ

までにないイノベーションが見られるようにな

りました。こうした民間活力の高まりが、大分

県と宇宙との距離を、あと一歩のところまで近

づけてくれています。 

 本県とパートナーシップを組んでいるヴァー

ジン・オービット社は、英国の南西端にあるス

ペースポート・コーンウォールからの人工衛星

の打ち上げを間近に予定しているようです。い

よいよ次は、スペースポートおおいたの出番で

す。大分宇宙港が動き出せば、世界的に急拡大

する民間衛星の打ち上げ需要に応えられるよう

になり、地元には燃料供給や機材調達、スタッ

フ用の宿泊・食の提供など、多くのビジネスが

生まれます。さらに、本県のものづくり技術に

宇宙を掛け合わせることで、大分宇宙港を核と

した、新たな経済循環の創出も期待できるとこ

ろです。また、この大分宇宙港に関して、本県

と、もう一つのパートナーシップを結んでいる

兼松株式会社、シエラ・スペース社は、ＪＡＸ

Ａの事業採択を受け、国内外の関連企業とも連

携しながら、新たな商業宇宙ステーションへの

物資輸送から物資回収・有人帰還まで、宇宙環

境利用に関する一連のビジネスモデルの検討を

始めました。 

 宇宙には、無限の可能性が広がっています。

大分宇宙港を飛躍の象徴に、大人にはビジネス

の次なるフロンティアを、子どもにはその先の

夢を描いてもらいたいと思っています。 

 県政諸般の報告、第３は脱炭素社会に向けた

対応についてです。 

 これからの産業振興にあたっては、カーボン

ニュートラルの実現が不可避の命題であり、い

ずれの業界も難しいかじ取りを迫られています。

特に、大分コンビナートは、もちろん県経済の

牽引役でありますが、二酸化炭素を多く排出し

ていることも事実です。このため、その事業継

続と脱炭素の両立は、今後の県勢発展に関わる

死活問題となっています。将来世代のためにも、

企業群・行政ともに、相当な覚悟を持って、こ

の難局に挑まなければなりません。 

 言うまでもなく、コンビナートは、基礎素材

産業各社の工場施設等がパイプラインでつなが

り、原材料などを相互利用しながら、全体とし

て運営の効率性を高めています。こうした強み

を脱炭素化にもいかしていくには、次世代エネ

ルギー、水素を軸に、新たな企業間連携が求め

られます。このため、関係各社と行政、有識者

が集結したものづくり未来会議おおいたにおい

て、グリーン・コンビナートおおいたを旗印に、

大分コンビナートの将来に向けた多角的、現実

的な議論を進めています。 

 また、大分コンビナートと共にある大分港は、
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世界最大級の大型船が満載状態でも着岸可能な

大水深の港であり、我が国有数の貿易港です。

この先、水素を海外から調達するようなことに

なれば、そのメリットを存分に発揮してくれる

ものと思います。水素に関しては、足下でも、

地熱などの再生可能エネルギーによるグリーン

水素の製造実証を始め、大分コンビナートの副

生水素を利用した停泊船舶への海上給電の可能

性調査や産学官による水素透過金属膜を活用し

た水素精製技術の研究開発などが進んでいます。

技術的なハードルは、なお高いものの、水素の

製造から利活用まで、様々なチャレンジが県下

で沸き起こっており、水素エネルギーの産業化

に向けた、今後の展開が楽しみになってきまし

た。 

 脱炭素社会の実現には、森林吸収源対策も重

要です。このため、伐って使い、植えて育てる、

森林資源の循環利用を確立させるべく、大径木

の伐採や早生樹による再造林などを推進してい

ます。木材利用に関していえば、立命館アジア

太平洋大学が建設中の新校舎には、木造部分の

９割に県産材が使われています。大学の木造建

築としては国内最大級であり、昭和電工武道ス

ポーツセンターに続く、本県カーボンニュート

ラルのシンボルとして、期待が寄せられていま

す。 

 こうした中、今月１２日、１３日の両日にわ

たり、秋篠宮皇嗣同妃両殿下の御臨席の下、全

国育樹祭が開催されました。本県では、昭和５

２年の第１回大会以来、４５年ぶり２度目の開

催でありました。当日の式典行事や様々な関連

行事には、県内外から多くの方々に御参加いた

だき、うれしいことに、学生や緑の少年団など

若者の姿も多数見られました。今回の全国育樹

祭を契機に、県民総参加による森林づくりの輪

がさらに広がり、未来を担う子どもたちへと引

き継がれていくことを心から願っています。改

めて、今大会準備等に御協力いただいた関係者

の皆様、そして、長きにわたり育樹活動や緑化

運動などに御尽力いただいている皆様に対し、

厚く御礼申し上げます。 

 農林水産業に関連し、先月開催された全国和

牛能力共進会について、ここで御報告します。

歴史と伝統ある本県の和牛は、近年、繁殖、肥

育ともに飼育頭数が順調に増加するなど、生産

基盤の強化が進んでいます。流通面でも、平成

３０年には、その最高級ブランドおおいた和牛

を発表し、取扱店舗数は当初の７４店舗から２

６８店舗、県外認知度も４％から１６％へと着

実な伸びを見せています。こうした前向きな展

開の中、今回の全共においては、全出品区で優

等賞を獲得し、種牛の部では生後１４か月から

１７か月未満の雌牛区分を制しました。また、

肉牛に関しては、うまみ成分であるオレイン酸

の含有量で全国トップの成績を獲得するなど、

生産者の皆様には御健闘いただいたところです。

しかしながら、前回の平成２９年の宮城全共に

おける日本一獲得という輝かしい本県の実績か

らすれば、やはり物足りなさを感じます。大事

なことは、枝肉の歩留り改善や若手生産者への

技術継承など、今回の全共を通じて浮かび上が

ってきた諸課題を、急ぎ解決していくことです。

５年後、北海道全共における日本一奪還に向け

て、一層の奮起を期待しています。 

 第４は観光業の復活についてです。 

 コロナ禍で厳しい状況が続いてきた観光業界

ですが、このところ県内の日本人宿泊者数は、

コロナ禍前の水準にまで持ち直しています。地

域の稼ぐ力を高めるためにも、経済への波及効

果が大きい観光業を、持続的な回復軌道に乗せ

ていく必要があります。何といっても県内には、

世界に誇れる豊かな自然が多く、ブーム到来の

グランピングなど、自然体験型の観光資源に不

足はありません。他方、人気の乗り物として期

待される国内唯一のホーバークラフトに関して

も、船体デザインが決定し、また、大分宇宙港

のシンボルとなるターミナルも、これから徐々

に姿を現してきます。観光を盛り上げるイベン

トも次々と予定されており、例えば、来年１０

月には、国際サイクルロードレースの認定を受

け、世界トップ級のプロチームの参加が可能と

なったツール・ド・九州２０２３、そして令和

６年春には、デスティネーション・キャンペー

ンの開催を迎えます。デジタルマーケティング



第４回 大分県議会定例会会議録 第１号 

- 7 - 

を活用したプロモーションを積極的に実施し、

こうした本県の新たな魅力も最大限にアピール

しながら、観光誘客を戦略的に進めていきます。

我が県が誇る多彩な芸術文化も、大切な観光資

源です。特に今年は、日中韓交流の東アジア文

化都市２０２２大分県を、多くの県民に御参加

いただき展開してきました。期間中、各地で関

連イベントが多数開催され、本県芸術文化の懐

の深さを示すことができたものと考えています。

また、今回の交流で培ったきずなは、中国、韓

国からのインバウンド復活に向けた足掛かりに

もなっていくものと思います。各種行事を通じ

て湧き上がった情熱が一過性に終わることなく、

定期的な相互訪問など草の根関係を末永く保ち

ながら、芸術文化はもとより、産業や観光の面

からも、今後、交流がより活発化することを願

っています。 

 そして、締めくくり、第５に防災力の強化に

ついて申し上げます。 

 線状降水帯による豪雨など、近年、自然災害

が激甚化、頻発化しており、活力ある地域づく

りの基盤として、県土強靱化の重要性は一段と

増しています。今年９月の台風第１４号に際し

ては、事前避難の徹底に加え、ダムの洪水調節

やこれまでの河川改修などが奏功し、人的被害

を最小限に食い止めることができました。こう

した防災力をさらに強めるべく、災害情報の収

集・伝達・予測など、防災行政を高度化する防

災・減災プラットフォームＥＤｉＳＯＮ（エジ

ソン）の活用に取り組んでいます。避難所運営

の方も、例えば、避難者の健康管理等を遠隔地

からでも実施できるよう、アバターの導入に向

けた実証訓練を重ねています。ハード面では、

大分臨海部コンビナート護岸などの強化を重点

的に推進しており、河川・砂防インフラ等につ

いても、国土強靱化５か年加速化対策を積極的

に活用しながら、前倒しで整備を進めています。 

 そうした中、今般、悲願の玉来ダムが竣工し

ました。御承知のとおり、地元竹田市は近年、

３度の大水害に見舞われ、多くの人命、財産を

失いました。県土を守る立場にある者として、

大変申し訳ない気持ちで早期完成を強く決意し、

その実現に全力を注いできたところです。事業

化から約３０年、紆余曲折の年月を要しました

が、これにより、稲葉ダムの治水機能とあわせ、

確固たる安全・安心を地域にお届けできるよう

になったものと思っています。円滑な事業進捗

に多大な御協力をいただいた地域の方々、整備

促進に最大限の御尽力をいただいた関係者の皆

様に、改めて深甚なる感謝を申し上げます。 

 次に、提出した諸議案について、主な内容を

説明申し上げます。 

 第１０５号議案大分県職員定数条例の一部改

正については、大分県立病院における一般医療

と感染症医療の両立体制を強化するため、病院

局の職員定員を３８人増員し、７６８人とする

ものです。定数増の内訳は、医師１人、看護師

３５人、臨床工学技士２人です。 

 第１０６号議案職員の給与に関する条例等の

一部改正等については、人事委員会の勧告等の

趣旨を尊重するとともに、国及び各県の給与改

定等の事情を考慮し、職員の給料表や勤勉手当

等の引上げ改定などを行うものです。 

 以上をもって提出した諸議案の説明を終わり

ます。 

 何とぞ慎重御審議の上、御賛同いただきます

ようお願い申し上げます。 

御手洗議長 これをもって提出者の説明は終わ

りました。 

―――――→…←――――― 

 日程第５ 議員提出第２２号議案 

      （議題、提出者の説明、質疑、討

      論、採決） 

御手洗議長 日程第５、議員提出第２２号議案

を議題とします。 

―――――→…←――――― 

議員提出第２２号議案 北朝鮮によるミサイル

の発射に抗議する決議 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 提出者の説明を求めます。木付親

次君。 

  〔木付議員登壇〕 

木付議員 おはようございます。ただいま議題

となった議員提出第２２号議案北朝鮮によるミ
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サイルの発射に抗議する決議について、自民党

会派を代表して提案理由を説明します。 

 北朝鮮は、今年に入り弾道ミサイルを立て続

けに、これまでにない頻度で発射しています。

中でも、先月４日に発射された弾道ミサイルは、

日本の上空を通過して太平洋に落下したとのこ

とであり、また、今月１８日に発射されたＩＣ

ＢＭ級弾道ミサイルは、北海道渡島大島の西２

００キロメートルの日本海の排他的経済水域に

落下したものと見られるとのことです。 

 これら一連の北朝鮮の行動は、日本の安全保

障にとって、極めて深刻かつ重大な脅威である

とともに、国際社会の平和と安全を著しく損な

う許し難い暴挙であり、断じて許すことはでき

ません。 

 よって、本県議会は、連続して強行される北

朝鮮の軍事的暴挙に対して、抗議と非難の意を

強く表明するとともに、あらゆる軍事的な挑発

行為を放棄することを強く求めるものです。 

 案文はお手元に配布しているので、朗読は省

略します。 

 以上で説明を終わります。御賛同いただくよ

うよろしくお願いします。 

御手洗議長 以上で提出者の説明は終わりまし

た。 

 これより質疑に入ります。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

します。 

 お諮りします。本案は、委員会付託を省略し

たいと思います。これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本案は委員会付託を省略することに

決定しました。 

 これより討論に入りますが、ただいまのとこ

ろ通告がありませんので、討論なしと認めます。 

 これをもって討論を終結し、これより採決し

ます。 

 本案は、原案のとおり決することに御異議あ

りませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されました。 

―――――→…←――――― 

 日程第６ 議員派遣の件 

御手洗議長 日程第６、議員派遣の件を議題と

します。 

―――――→…←――――― 

 議員派遣 

 その１ 

１ 目的 

   議員出前講座出席のため 

２ 場所 

   臼杵市 

３ 期間 

   令和４年１２月１５日 

４ 派遣議員 

   志村学、高橋肇 

 その２ 

１ 目的 

   議員出前講座出席のため 

２ 場所 

   由布市 

３ 期間 

   令和４年１２月１９日 

４ 派遣議員 

   平岩純子、猿渡久子 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 お諮りします。会議規則第１２５

条第１項の規定により、お手元に配布のとおり

各議員を派遣したいと思います。これに御異議

ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各議員を派遣することに決定しまし

た。 

 次に、お諮りします。ただいま可決された議

員派遣の内容について、今後変更を要するとき

は、その取扱いを議長に御一任願いたいと思い

ますが、これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、そのように決定しました。 

―――――→…←――――― 
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御手洗議長 以上で本日の議事日程は終わりま

した。 

 お諮りします。明２９日から１２月２日まで

は、議案調査のため休会としたいと思います。

これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、明２９日から１２月２日までは休会

と決定しました。 

 なお、１２月３日及び４日は、県の休日のた

め休会とします。 

 次会は、１２月５日定刻より開きます。日程

は、決定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 本日はこれをもって散会します。 

午前１０時３８分 散会 
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令和４年第４回大分県議会定例会会議録（第２号） 

 

令和４年１２月５日（月曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第２号 

            令和４年１２月５日 

              午前１０時開議 

第１ 第１１７号議案 

   （議題、提出者の説明） 

第２ 第８４号議案から第９８号議案まで 

   （議題、決算特別委員長の報告、質疑、

討論、採決） 

第３ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 第１１７号議案 

     （議題、提出者の説明） 

日程第２ 第８４号議案から第９８号議案まで 

     （議題、決算特別委員長の報告、質

疑、討論、採決） 

日程第３ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４２名 

 議長 御手洗吉生 副議長 古手川正治 

    志村  学     井上 伸史 

    吉竹  悟     清田 哲也 

    今吉 次郎     阿部 長夫 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    衛藤 博昭     森  誠一 

    大友 栄二     井上 明夫 

    鴛海  豊     木付 親次 

    麻生 栄作     三浦 正臣 

    嶋  幸一     元吉 俊博 

    阿部 英仁     成迫 健児 

    浦野 英樹     木田  昇 

    羽野 武男     二ノ宮健治 

    守永 信幸     藤田 正道 

    原田 孝司     小嶋 秀行 

    馬場  林     尾島 保彦 

    玉田 輝義     平岩 純子 

    吉村 哲彦     戸高 賢史 

    河野 成司     猿渡 久子 

    堤  栄三     荒金 信生 

    末宗 秀雄     小川 克己 

欠席議員 １名 

    高橋  肇 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           広瀬 勝貞 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          吉田 一生 

 教育長          岡本天津男 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       大塚  浩 

 企業局長         磯田  健 

 病院局長         井上 敏郎 

 警察本部長        種田 英明 

 福祉保健部長       山田 雅文 

 生活環境部長       高橋  強 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       佐藤  章 

 土木建築部長       島津 惠造 

 会計管理者兼会計管理局長 廣末  隆 

 防災局長         岡本 文雄 

 観光局長         秋月 久美 

 人事委員会事務局長    後藤  豊 

 労働委員会事務局長    田邉 隆司 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

御手洗議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 本日の議事は、議事日程第２号に

より行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 第１１７号議案 

      （議題、提出者の説明） 
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御手洗議長 日程第１、第１１７号議案を議題

とします。 

―――――→…←――――― 

第１１７号議案 令和４年度大分県一般会計補

正予算（第４号） 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 提出者の説明を求めます。広瀬知

事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 ただいま追加提案した第１１７号議

案令和４年度大分県一般会計補正予算（第４号）

について説明します。 

 本議案は、国の総合経済対策に呼応した諸施

策を措置するものです。補正額は４００億２，

１０７万２千円であり、これに既決予算額を合

わせると７，７４７億１，７１１万円となりま

す。 

 以下、主なものを説明します。 

 はじめに、エネルギーや食料品などの価格高

騰に見舞われている生活者、事業者への支援で

す。ウィズコロナの下、社会経済活動の正常化

が徐々に進みつつある中、物価高で消費や事業

活動が抑制され、持ち直しを見せている景気が

腰折れしないためにも、十分な対策を講じなけ

ればなりません。 

 そこで、今回、県全体としては３度目となる

プレミアム商品券を発行することとし、もう一

段の消費喚起を図ります。市町村による上乗せ

分を含め、プレミアム率は３０％、発行額は１

３０億円程度を予定しています。 

 また、事業回復期にある中、中小企業などの

資金繰りを応援すべく、いわゆるゼロゼロ融資

の借換え等に対応可能な融資限度額１億円の県

制度資金を創設します。 

 高止まりするエネルギー価格が、家計や事業

者の経営を圧迫しています。そこで、太陽光発

電や蓄電池などの整備に対する補助事業を拡充

し、家庭や中小企業・小規模事業者、社会福祉

施設等におけるエコエネルギーへの転換を促進

します。 

 農林水産業に関しても、施設園芸農家などに

対して省エネ型電照機器等の導入費用を助成し

ます。土地改良区が管理する揚水機場など、基

幹的な農業水利施設の省エネ化に向けては、ま

ずは様々なソフト、ハード対策に関する費用対

効果の調査と、それを踏まえた省エネ化計画の

策定を支援します。 

 肥料価格の高騰も続いており、その影響を緩

和するには畜産堆肥の活用が効果的です。これ

を促進しようと、本年９月、ＪＡグループを主

軸とした耕畜連携マッチングチームが動き出し

ました。この枠組みの下、耕種・畜産農家間で

の資源循環の輪が大きく広がるよう、堆肥導入

にあたっての圃場診断や堆肥の散布経費などに

対する助成額を拡大します。 

 地域の稼ぐ力も強化していきます。そのため

には、やはり裾野の広い観光業を復活軌道へと

乗せていかなければなりません。お陰様で現在、

県内の日本人宿泊者数は、コロナ禍前と同水準

にまで回復しています。これを確かなものにし

ようと、今月２７日までを期限に、新しい大分

旅割第２弾を実施中ですが、割引率等を見直し

た上で、年明け以降も続けて展開すべく、その

原資を約３５億円分追加で措置します。さらに、

こうした全国旅行支援の終了後も、特にオフシ

ーズンの観光需要を底上げするため、県独自の

旅行支援も実施することとし、その準備に着手

します。また、令和６年春のデスティネーショ

ンキャンペーンに向け、おんせんおおいたＷｉ

－Ｆｉの高速大容量化や公衆トイレ等の環境改

善に対し助成するほか、観光案内標識などの改

修を行います。 

 インバウンドは、この１０月、県内の外国人

宿泊者数がコロナ禍以降、初めて１万人を超え

ました。待ち望まれるインバウンド回復の兆し

がようやく見えてきたところであり、その動き

に弾みを付けていかなければなりません。この

ため、韓国や東南アジア、欧州等に設置してい

る戦略パートナーとも連携を密に、現地での誘

客対策はもちろん、外国人観光客を引き付ける

竹細工や臼杵の食文化、耶馬溪等でのサイクリ

ングといった体験型コンテンツなどを盛り込ん

だ高付加価値な旅行商品の造成、セールスを実

施します。この先、令和７年には、大阪・関西
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万博が開催されます。海外からも多くの来場者

が見込まれており、大型化、快適化されるフェ

リーさんふらわあなどを関西方面からの移動手

段として活用してもらいながら、ぜひとも訪日

客をおんせん県おおいたに引き込んでいきたい

ところです。 

 相次ぐ災害に屈しない県土づくりも着実に前

進させなければなりません。そこで、国土強靱

化５か年加速化対策等に関連する公共事業費約

３００億円を追加で措置します。これにより、

大分臨海コンビナートの護岸改良や西国東干拓

地域の地盤改良などの進捗率を上げていきます。 

 また、盛土災害の発生を防ぐため、盛土規制

法に基づく規制区域の指定に向けた基礎調査を

開始します。なお、政府に対しては、この国土

強靱化５か年加速化対策が終了した後も、中長

期的な見通しの下、引き続き必要十分な予算を

安定的に確保するよう、既に要請しています。 

 災害対策の関係では、本年９月の台風第１４

号に際して、赤潮の影響による被害にも見舞わ

れたブリ類養殖業者の事業回復を支援するため、

今期出荷予定であった養殖魚の死亡に伴う減収

の一部を補 します。あわせて、今後の出荷量

確保に資する中間魚の導入なども応援すべく、

現在、無利子の緊急融資を発動しています。 

 安全・安心の観点から今忘れてならないのは、

幼稚園等に通う子どもの安全管理です。静岡県

牧之原市で起こったような送迎用バスでの置き

去り死亡事故を繰り返してはなりません。この

ため、各施設には、降車時の車内確認などを盛

り込んだマニュアルの作成とその実行を個別に

指導しています。加えて、今回、送迎用バスへ

の安全装置の導入に対する財政支援を講じ、幼

稚園、保育所や放課後児童クラブ、私立小学校

などに早期の対応を求めていきます。 

 なお、特別支援学校のスクールバスについて

も、同様に安全装置を急ぎ整備します。 

 子ども・子育て関係では、ほかにも妊娠時か

ら出産、子育て期まで一貫した伴走型の相談対

応にあわせ、妊娠届のときに５万円、出生届の

際には新生児一人当たり５万円相当の経済的支

援を行います。 

 以上をもって提出した議案の説明を終わりま

す。 

 何とぞ慎重御審議の上、御賛同いただくよう

お願いします。 

御手洗議長 以上で提出者の説明は終わりまし

た。 

―――――→…←――――― 

 日程第２ 第８４号議案から第９８号議案ま

で 

      （議題、決算特別委員長の報告、

      質疑、討論、採決） 

御手洗議長 日程第２、第８４号議案から第９

８号議案までの各決算議案を一括議題とし、こ

れより委員長の報告を求めます。決算特別委員

長河野成司君。 

  〔河野議員登壇〕 

河野決算特別委員長 決算特別委員会の審査の

経過と結果について御報告します。 

 本委員会で審査した案件は、第３回定例会で

付託を受けた第８４号議案令和３年度大分県病

院事業会計決算の認定について、第８５号議案

令和３年度大分県電気事業会計利益の処分及び

決算の認定について、第８６号議案令和３年度

大分県工業用水道事業会計利益の処分及び決算

の認定について、第８７号議案令和３年度大分

県一般会計歳入歳出決算の認定について及び第

８８号議案から第９８号議案までの令和３年度

各特別会計歳入歳出決算の認定についての議案

１５件です。 

 委員会は、９月１６日から１１月８日までの

間に８回開催し、会計管理者及び監査委員ほか

関係者の出席、説明を求め、予算の執行が適正

かつ効果的に行われたか、また、その結果、ど

のような事業効果がもたらされたかなどについ

て、慎重に審査しました。 

 その結果、各般の事務事業等は、議決の趣旨

に沿って、おおむね適正な執行が行われており、

総じて順調な成果を収めているものとの結論に

至り、第８４号議案、第８８号議案から第９１

号議案まで、第９３号議案から第９５号議案ま

で及び第９８号議案については全会一致をもっ

て、第８７号議案、第９２号議案、第９６号議
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案及び第９７号議案については賛成多数をもっ

て認定すべきものと決定しました。 

 また、第８５号議案については全会一致をも

って、第８６号議案については賛成多数をもっ

て可決及び認定すべきものと決定しました。 

 なお、決算審査の結果、お手元に配布の決算

特別委員会審査報告書のとおり、改善、あるい

は検討を求める事項について取りまとめたとこ

ろです。 

 その全ての朗読は省略しますが、いくつかの

項目について申し述べます。 

 まず、財政運営の健全化についてです。 

 令和３年度普通会計決算においては、経常収

支比率の大幅な改善や、財政調整用基金残高の

回復などが見られますが、近年の相次ぐ大規模

災害や、エネルギーを始めとする原材料価格の

高騰など、財政環境は予断を許さない状況であ

るため、事務事業のスクラップ・アンド・ビル

ドや、さらなる行財政改革の推進により、より

一層の行財政運営の効率化、健全化に尽力して

いただきたいと思います。 

 次に、収入未済の解消についてです。 

 県税における徴収強化や早期の滞納整理の実

施のほか、各機関の努力により、収入未済額は

前年度に比べ減少していますが、収入未済額全

体としては依然として多額であることから、今

後も引き続き、収入未済の解消と、新たな発生

防止に努めていただきたいと思います。 

 次に、個別事項について、次の１０項目を挙

げています。 

 ①行政手続の電子化及び文書の電子化推進と

県民の利便性について、②在来線の維持確保と

東九州新幹線について、③子ども子育て支援の

充実について、④介護人材の確保について、⑤

災害対応における高機能共同指令センターの活

用について、⑥公益社団法人ツーリズムおおい

たへの委託事業ついて、⑦県産品ＥＣ販売拡大

について、⑧農業システム再生に向けた行動宣

言及び農業を巡る情勢変化への対応について、

⑨住宅政策について、⑩学校部活動改革サポー

ト事業について、当委員会でまとめた事項につ

いては、今後の事業執行及び来年度の予算編成

に反映させるなど、適時適切な対応を講じられ

るよう要望して、決算特別委員会の報告としま

す。 

御手洗議長 以上で委員長の報告は終わりまし

た。 

 これより委員長の報告に対する質疑に入りま

す。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

し、これより討論に入ります。 

 発言の通告がありますので、これを許します。

堤栄三君。 

  〔堤議員登壇〕 

堤議員 おはようございます。日本共産党の堤

栄三です。私は、第８７号議案２０２１年度大

分県一般会計歳入歳出決算の認定について、反

対の立場から討論を行います。 

 まず、歳入全体についてです。今回の一般会

計歳入決算は７，９６４億９，８２７万円とな

り、新型コロナウイルス感染症対策関連決算な

ど当然必要なものも含まれています。施策ごと

の賛否を問えない以上、以下の意見を付して反

対討論します。 

 コロナ対策や災害復旧などにより県債が増え

るのはやむを得ない場合もありますが、将来的

な公債費の増加は結局県民負担となってしまう

ので、さらなる発行抑制に努めるべきです。 

 県税の歳入決算では２０２１年度で不納欠損

が４．７億円、収入未済が９．６億円となって

います。主に個人県民税が占めていますが、ア

ベノミクスによる異常な金融緩和による円安の

続行やコロナ禍、ロシアのウクライナ侵略戦争

による食料品など輸入品のさらなる値上げのト

リプルパンチによって事業者の経営が厳しく廃

業に至っているケースも多々見受けられます。

また、県税事務所の窓口で納税困難者に対して

は、納期内に納めている人との公平性、安易な

適用でモラルハサードになるなどの考えで対応

してはなりません。滞納させないためにも徴収

猶予や換価の猶予などの制度の積極的な活用を

図ることが大切です。 

 そして、景気対策としての消費税の減税や、

零細事業者に過大な負担を押し付ける来年１０
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月からのインボイス制度の中止を国に求めるべ

きです。 

 以下、歳出決算について反対の理由を具体的

に述べていきます。 

 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策及び

県民の暮らしや福祉応援の予算へ。 

 新型コロナウイルス感染症も３年目を迎えて

います。ＰＣＲ検査の拡充や無料検査の拡充な

ど積極的な対策も見受けられますが、誰でも、

いつでも、無料で受けられる体制への構築が必

要です。さらにコロナ感染症が第８波到来かと

言われるように感染拡大傾向に突入しています。

県内の中小企業や零細事業者はコロナ感染症拡

大や異常な円安等で景気後退の中、塗炭の苦し

みにあえいでいます。国の経済対策でも約２９

兆円もの補正予算が成立しましたが、内容はガ

ソリンやガス代等に対する元売企業への補助金

であり、中小企業に対する直接支援策がないの

が実態です。また、軍事費拡大のための軍事予

算も含まれており、許せるものではありません。 

 国によるマイナンバーカードと健康保険証と

のひも付けを２０２４年１０月までに原則義務

化と突如打ち出したことに怒りの声が上がって

います。しかし、１１月１３日で県内のオンラ

イン資格確認導入医療機関は全体の３７．１％

であり、国民健康保険被保険者については、１

０月１７日時点で一体化に申請登録した人は県

内で僅か２３％でしかありません。県としても

一体化できない人に対する現行の医療制度が守

れるよう国に要望していますが、ぜひひも付け

を中止するよう求めるべきです。 

 また、県としてマイナンバーカードの普及に

も取り組んでいますが、様々なポイントを付け

るなど利益誘導して取得させようとしています

が、それでも１０月末で５１．４％となってい

るのが実情です。多くの県民はマイナンバー制

度による様々なひも付けで、国による一元管理

されることやプロファイリングに利用されるこ

と、情報の流出など危惧しているため取得しな

いのが実態です。強制のようなマイナンバーカ

ード取得は直ちに中止するよう求めるべきです。 

 また、現行コロナ禍で福祉保健部の職員が奮

闘していることは理解していますが、長時間の

時間外勤務が存在し、職員の健康面からも大変

心配されます。保健所の職員を９人増やしたこ

とは評価します。しかし、統合前から比べれば

全体の職員は減少しているのが実態です。県立

病院の医療スタッフも含め、今後新たなウイル

スによるパンデミックに対応するためにも、福

祉保健部門の職員増が必須です。来年度予算で

はぜひ職員増を実施するように求めるものです。 

 次に、補助金漬けの企業立地優先から県内中

小企業支援策へ。そして、正規労働が当たり前

のルールをつくること。２０２１年度は６８件

の企業誘致を行っています。誘致のために工業

団地造成等に約２６億３千万円、企業立地促進

事業として約２億６千万円を支出しています。

企業の立地基準は補助金の多さではなく、労働

力や地理的・自然的条件が立地のための基準と

なっています。大企業などへの補助金は直ちに

やめ、コロナ禍で困っている県内９９．９％の

中小企業にこそ支援策を講ずるべきです。大分

県の地域経済を担っている多くの中小企業やコ

ロナ禍で疲弊している方々に対して固定費など

の支援策を講ずるようにしていただきたい。 

 進出大企業は直接の正規雇用ではなく常用雇

用となっているのが実態です。不安定雇用は働

く人にとっても大分県にとっても安心できる働

き方ではありません。県は企業訪問の際、正規

雇用と要請しているだけであり、立地協定書に

正規雇用を明記すべきです。来る当てのない企

業のために団地造成するのではなく、疲弊して

いる県民の暮らしや福祉応援のためにこそ税金

を使うべきです。来年度予算では、ぜひこの立

場に立つことを強く求めます。 

 県内中小企業支援策としての公共事業も必要

なものです。災害復旧や急傾斜地崩壊対策事業、

生活環境の保全や生活道路の利便性向上などの

ための地域の安心基盤づくりサポート事業や、

身近な道改善事業など生活に密着した公共工事

等もあります。ぜひこれらの事業について来年

度予算を増額し、安心して暮らしていける住環

境をつくるように要望します。 

 また、台風第１４号等、災害による住家の被
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害について、国や県の制度とあわせて一般的な

リフォーム助成制度を創設し推進すべきです。

創設すれば、家の長寿命化やＣＯ２削減にも大

きく貢献します。中小企業の仕事拡大による地

域経済の活性化にも大きく貢献します。来年度

予算に組み入れるべきです。 

 しかし、今回の決算でも、東九州新幹線推進

事業については機運醸成のためとして、シンポ

ジウムの開催で推進だけの意見表明が大きく取

り上げられているのが実態です。並行在来線も

含めた危惧を表明する人も参加させ、聞いてい

る県民が公平に判断できるようにするべきです。

そのようなことを行わず、ただ単に利便性等が

向上するだけの事業への支出はすべきではあり

ません。さらに豊予海峡ルート構想については、

推進協議会に７８万円支出していますが、国で

すら全く推進の意図のないものへの支出は中止

すべきです。 

 次に、日出生台での海兵隊の演習中止と同和

関連の支出は中止すること。 

 今年度の日出生台演習場での米海兵隊の演習

では、事前の情報も外出の情報も県民には全く

知らされないまま行われました。高機動ロケッ

ト砲システムのハイマースが今回初めて使用さ

れ、正に演習の拡大と言わざるを得ません。来

年度以降、米軍の演習は中止するよう国に求め

るべきです。 

 また、相変わらず部落差別の事象があると言

っていますが、実態は大分地方法務局では３年

間で１４件、自治体の相談では４７件と僅かな

件数でしかありません。また県民アンケートで

は、４割近くが差別意識を持っているとして、

生活相談などを運動団体に委託していますが、

憲法１９条にも抵触する可能性のある同和対策

関連事業はいい加減に廃止すべきであり、来年

度予算に計上しないよう求めるものです。 

 また、教育分野でも同和対策としての教育の

推進や、ずさんな貸付けによる地域改善対策奨

学金貸付の焦げ付きなど、負の遺産となってお

り、同和教育関係予算は全廃すべきです。 

 次に、農林水産業の振興についてです。 

 昨年、大分県農業非常事態宣言を発出し、そ

の改革の取組をして危機を脱していくと言って

いますが、現実には九州の中でも、これまで農

林水産業の生産額は最低、あるいは低いのが実

態です。大規模化や企業化等に支援を特化し、

日本古来の家族農業を潰してきたこと、食料は

外国から買えばよいとして日本国内農業の振興

を怠ってきた結果等です。 

 さらにＴＰＰ１１、日ＥＵ・ＥＰＡ、日米Ｆ

ＴＡなど相次いで外国農産物の輸入に道を広げ

てきたことや、最近では円安やウクライナ侵略

戦争によって食料品の輸入が滞り、国民に耐え

難い値上げが強いられています。国に対し日本

農業潰しの悪政をやめるよう強く求めるべきで

す。 

 次に、教育予算の充実で学校教育条件の整備、

充実を図ること。 

 現在、学校の先生の働き方がブラックと言わ

れ、新任教員のなり手が少なくなっているとい

う根本的な問題があります。小中学校現場では、

先生が今年１０月１日で４８人の欠員であり、

今後３５人学級の拡大により９０人の先生が必

要となる見込みです。先生のなり手を増やすこ

ととあわせて、新任の先生の１０年３地区の異

動という大分県独自のやり方が若い先生に大き

な負担を与えています。いくら本人の希望に沿

うといっても、それを言えない環境も問題です。

このような問題があるとして県教育委員会もよ

うやくその見直しの議論を始めています。廃止

するようにすべきです。抜本的にはブラックと

言われる働き方を是正し、少人数学級の高校ま

での拡大で、先生等の定数を増やすことです。

国がやらなければ県独自にでも前倒しで小学校

全学年への３０人学級や中２年、３年、高校へ

の段階的実施をすることが、将来の大分県を担

う子どもたちをつくる前提です。 

 また、教育現場でＩＣＴ推進により、タブレ

ット一人１台体制を実施しています。やはりセ

キュリティーの問題はあります。外部とインタ

ーネットを遮断したとしても機械は１００％安

全ではなく、人為的ミスも生じてしまいます。

このような危惧の中で、また現場の声を十分聞

かないで推進することには反対です。 
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 最後に、２０１６年大分県で問題になった隠

しカメラ事件では、大分県警察が団体の出入り

を監視していたことに使われたビデオカメラの

リース代が４９６万円で、２０２２年３月末で

５５台所有していることが明らかになりました。 

 また最近問題となった商業衛星の画像を購入

し捜査に利用していることも明らかになりまし

た。全く歯止めがない捜査手段の拡大につなが

る危惧があり、あわせて大分県警察が昨年実施

した件数は捜査上の問題であり公表しないとい

う隠蔽体質も明らかになりました。これでは大

分県警察に対して安心して信用できることには

なりません。このようなものに対する支出を認

めるわけにはいきません。 

 日本共産党として今回の一般会計決算につい

て、県民の暮らしと福祉の充実で県民の所得を

向上させ、コロナ禍の不安を解消し、安心して

大分県で暮らせる予算への転換、大企業の身勝

手な大量解雇に反対し雇用を守る県政へ。そし

て、大企業に補助金を出すのではなく、疲弊が

進む地元中小企業者への支援、農林水産業の振

興等を県政の中心に据えることを求めるもので

あり、それを来年度予算に反映させることを強

く求め、反対討論とします。 

 以下、特別会計決算等についての反対討論で

す。 

 まず、第１番目、第８６号議案２０２１年度

大分県工業用水道事業会計利益の処分及び決算

の認定について、電気・工業用水道事業会計に

おける内部留保も、各々２０２１年度、約５７

億円、約６５億円となっています。今後のリニ

ューアル等に経費がかかるにしても、県の一般

会計への繰り出しを企業誘致等に限定するので

はなく、県民の暮らし、福祉を応援するための

繰り出しとすべきです。 

 また、今後、消費税インボイス制度が実施さ

れると、免除事業者から課税事業者への転化な

どが問題になってきます。企業局として入札参

加が全て課税事業者であっても、その１次から

３次下請が免税事業者であることも考えられま

す。企業局として工事元請事業者が下請免税事

業者に対して、強引な課税事業者への転換をす

ることがないよう指導すべきであることを指摘

しておきます。 

 次に、第９２号議案２０２１年度大分県流通

業務団地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定

についてです。 

 負の遺産を少しでも減少させるためには売却

を進めるべきと考えます。しかし、当初計画で

は２００３年度に完売予定でありましたが、そ

れができなく、今では２０２８年度に延長して

います。当然売却が進まなければ利子の負担ば

かり増えてしまいます。企業が来るであろうと

造成した事業が全く計画どおりに進んでいない

のが現状であり、売却が進まなければ負の遺産

が増えるだけです。 

 第９６号議案２０２１年度大分県臨海工業地

帯建設事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

てです。 

 今回の決算で、造成費に係る減債基金や償還

金として約１６億円支出しており、特に６号地

Ｃ―２地区は進出企業のために造成しましたが、

結局進出はなく、県としてセールスを行い、よ

うやく販売のめどが立ったという負の遺産であ

す。 

 第９７号議案２０２１年度大分県港湾施設整

備事業特別会計歳入歳出決算の認定についても、

港湾施設整備事業費に約４３億円支出しており、

これまでも反対理由を述べてきたように、大企

業優遇等の決算であり反対します。 

 以上で各決算議案に対する討論を終わります。 

御手洗議長 以上で通告による討論は終わりま

した。 

 これをもって討論を終結し、これより採決に

入ります。 

 まず、第８４号議案、第８８号議案から第９

１号議案まで、第９３号議案から第９５号議案

まで及び第９８号議案について採決します。 

 各決算は委員長の報告のとおり認定すること

に御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各決算は委員長の報告のとおり認定

することに決定しました。 
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 次に、第８５号議案について採決します。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決及び認定

することに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本案は委員長の報告のとおり可決及

び認定することに決定しました。 

 次に、第８６号議案について、起立により採

決します。 

 本案に対する委員長の報告は、可決及び認定

であります。 

 本案は、委員長の報告のとおり可決及び認定

することに賛成の諸君の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

御手洗議長 起立多数であります。 

 よって、本案は委員長の報告のとおり、可決

及び認定することに決定しました。 

 次に、第８７号議案、第９２号議案、第９６

号議案及び第９７号議案について、起立により

採決します。 

 各決算に対する委員長の報告は認定でありま

す。 

 各決算は、委員長の報告のとおり認定するこ

とに賛成の諸君の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

御手洗議長 起立多数であります。 

 よって、各決算は委員長の報告のとおり認定

することに決定しました。 

―――――→…←――――― 

 日程第３ 一般質問及び質疑 

御手洗議長 日程第３、第１０２号議案から第

１１７号議案まで並びに第５号報告及び第６号

報告を一括議題とし、これより一般質問及び質

疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。三浦正臣君。 

  〔三浦議員登壇〕（拍手） 

三浦議員 皆様おはようございます。１６番、

自由民主党、三浦正臣です。早速、一般質問に

入ります。 

 まず初めに、広瀬知事就任以来５期２０年の

県政運営の総括について伺います。 

 広瀬知事におかれては、本年１０月の記者会

見において、来年の県知事選挙へは出馬せず、

今任期をもって勇退すると表明されました。県

民の皆さんも大変残念な気持ちだと思います。

５期２０年にわたって卓越した行政手腕を存分

に発揮され、県政の発展に尽力いただいたこと

に対して、深く敬意を表し、感謝申し上げると

ころです。 

 さて、広瀬県政も残すところ５か月足らずと

なりましたが、知事におかれては就任以来、県

民中心の県政を基本とし、県政ふれあいトーク

などにより、各地域の県民の思いや課題の把握

に積極的に努められ、安心・活力・発展の大分

県づくりに一貫して取り組んでこられました。

こうした県民と共に、誰もが安心して心豊かに

暮らし、知恵と努力が報われ、将来とも発展可

能性豊かな大分県をつくっていこうとする知事

の姿勢に、多くの県民が期待を寄せ、正に未来

を託してきました。 

 この２０年間を振り返ってみると、危機的な

財政状況に直面する中での聖域なき行財政改革

に始まり、教育委員会の不祥事を契機とした教

育改革や平成の大合併など、様々な困難な課題

にも正面から取り組み、大きな成果を挙げてこ

られました。 

 また、頻発・激甚化する自然災害に何度も遭

遇しながらも、知事自ら先頭に立って懸命に指

揮を取り、迅速な復旧、復興を成し遂げてきた

ことは、私たちも心から敬意を表する次第です。 

 あわせて、本県最大の課題である地方創生の

実現に向けて、子育て満足度、健康寿命、障が

い者雇用率の三つの日本一の実現や、地域に雇

用の場を生み出す企業誘致の促進等の産業振興

などに、力強く取り組んでこられました。 

 他方、このような間も、人口減少・少子高齢

化の流れはなかなか止まらず、地域の活力が失

われてしまうことが心配されるなど、我々には

厳しい現実が突き付けられています。こうした

困難な時代の中にあって、今後の大分県の発展

を考えると、地方創生の加速前進はもとより、

今後の発展の基盤となる新たな産業の創出など、

県民が将来に夢と希望を抱ける大分県づくりの
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必要性がますます高まっていると考えています。 

 そこで、知事に伺います。５期２０年の県政

を振り返って、これまでの県政運営をどのよう

に総括し、次の時代にどうつなげていこうとし

ているのか、知事の考えをお聞かせください。 

 以降は対面より質問します。 

  〔三浦議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

御手洗議長 ただいまの三浦正臣君の質問に対

する答弁を求めます。広瀬知事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 三浦正臣議員の御質問にお答えしま

す。 

 私は就任以来、県民中心の県政を基本姿勢と

し、安心・活力・発展の大分県づくりを目標に

してきました。県民の県政に寄せる気持ちをよ

く理解するために、県内をくまなく回り、しっ

かりと思いを伺ってきました。例えば、県政ふ

れあいトークでは、延べ８８１か所、１万７，

３２４人の皆さんと対話を重ねてきたところで

す。県民の心を心として県政を担ってきたこと

が、県民の支援と協力につながったのではない

かと考えています。 

 大分県は県民の皆さんにとって、暮らしの場

であり、仕事の拠点です。この大分県を、安心

して心豊かに暮らし、生き生きと仕事ができ、

将来にわたって発展可能性豊かなものにしてい

くことが大変大事だと思ってきました。 

 安心の分野では、三つの日本一を目指してき

ました。子育て支援では、出会い・結婚から、

妊娠・出産、子育てまで切れ目のない支援を行

ってきました。障がい者雇用では、障がいに対

する企業側の理解促進に努めてきました。また、

健康寿命では、県民総参加の健康づくりを進め

た結果、お陰様で、男性全国１位、女性４位に

躍進したところです。 

 活力の分野では、知恵と努力が報われる活力

あふれる大分県を目指して、人と仕事の好循環

に取り組んできました。中小企業の振興はもと

より、新たな活力を生み出すベンチャーの育成

や創業を支援してきました。うれしいことに、

創業は年間５００件を超え、このうち女性の割

合が約３割に達しています。また、企業誘致に

も力を入れ、昨年度までに延べ５８７件の誘致

を実現しました。２万２，３４７人の新規雇用

を創出したところです。 

 さらに、発展著しい先端技術を活用した新産

業の創出の支援や、世界的に伸びゆく宇宙分野

にも果敢に挑戦しています。 

 発展の分野では、平成２０年の教育委員会不

祥事を契機に、教育委員会や現場の先生も一体

となって教育改革に取り組んできました。今や

小中学校の学力、体力は九州トップレベルとな

っており、県民の信頼も取り戻せたのではない

かと思います。また、大分県にとっては、交通

ネットワークや防災など、社会資本整備も大変

大事です。国の５か年加速化対策予算を積極的

に活用して、県土強靱化や交通ネットワークの

充実に取り組んできました。 

 以上のとおりです。 

 浅学非才ながら、何とかこれまでやってこれ

たのは、県民の皆様の御理解、御協力と、当県

議会議員各位の御指導のたまものだと、改めて

深く感謝申し上げる次第です。 

 これから大分県、またこれまでのようにいろ

んな課題が出てくると思いますが、県民が力を

合わせてしっかり取り組んで、また新たな明る

い未来を切り開いていただきたいと思っていま

す。 

御手洗議長 三浦正臣君。 

三浦議員 知事、御丁寧な御答弁ありがとうご

ざいました。正に様々なことがあった激動の２

０年だったと思います。災害や新型コロナウイ

ルス感染症など、県民の安全・安心を守るため

に取り組んでいただいたことはもちろん、ラグ

ビーワールドカップや国民文化祭など、夢と希

望をもたらす大きなイベントにも積極的に取り

組んでいただき、誠に敬服する次第です。また、

本議会開会日、知事からは残りの任期も諸課題

が解決へと近づくよう、緊張感を持って職務を

全うするとの御発言もありました。私も同様に

任期満了まで緊張感を持って職責を全うしてい

きます。どうか引き続きよろしくお願いします。 

 それでは次に、円安及び物価等の高騰による

県経済への影響について質問します。 
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 歴史的な円安が進む中、日銀が１０月に発表

した全国企業短期経済観測調査では大企業製造

業の業況判断指数が３期連続で悪化しています。

かつて円安は日本経済の追い風でしたが、構造

変化で恩恵が広がりにくくなっています。 

 円安は輸出企業に輸出量の拡大や利益の改善

をもたらしますが、多くの企業にとっては輸入

物価の上昇でコスト増要因となります。販売価

格も上がってきてはいますが、価格転嫁は道半

ばです。加えて、新型コロナ関連融資の返済負

担ものしかかってきています。中小企業を中心

とした生産性、収益力の向上が急務となってい

ます。 

 一方で消費者側に目を転じると、１０月の全

国消費者物価指数は前年同月比３．６％上昇し、

４０年８か月ぶりの高い伸び率となりました。

政府と日銀が掲げる２％の物価上昇目標の２倍

近い水準となったものの、物価変動を考慮した

実質賃金はマイナスに沈んでおり、十分な賃上

げを伴っておらず、日本経済にとってはマイナ

スの状況が続いています。特にこの１０月から

は、食品の値上げが約６，６００品目にも達す

るなど値上げの波が重荷となっており、消費者

は節約志向を強めています。個人消費の低迷が

景気の減速につながりかねません。 

 このような中、政府は１０月２８日に、国民

生活や事業活動をしっかりと支え、未来に向け

て日本経済を持続的に成長させるため、物価高

騰・賃上げへの取組、円安を活かした地域の

『稼ぐ力』の回復・強化、『新しい資本主義』

の加速、国民の安全・安心の確保を四つの柱と

した新たな総合経済対策を閣議決定しました。 

 電気料金高騰による家計や企業への負担軽減

策や観光需要喚起策、子育て支援など、正に時

宜を得た対策であると思いますが、県でもこれ

と歩調を合わせて、早急な対策を講じる必要が

あると考えます。 

 正に本日、補正予算案が追加提案されました

が、今後も状況を勘案しながらの弾力的な対応

が求められると思います。 

 そこで、円安や物価等の高騰を踏まえ、中小

企業や消費者への影響をどのように分析し、ま

た、特に消費の落ち込みを防ぐために今後どの

ように対策を講じていくのか、知事の見解をお

聞かせください。 

御手洗議長 広瀬知事。 

広瀬知事 円安及び物価高騰による県経済への

影響と対策について御心配いただきました。 

 ウクライナ情勢や円安等に伴うエネルギー・

原材料価格の高騰は、なお続いており、事業活

動や県民生活に影響を及ぼしています。 

 日銀大分支店は、直近の景気判断を持ち直し

ているに引き上げたものの、県が実施している

秋の５００社企業訪問調査では、約７割の企業

が物価高騰の影響への懸念を持っており、先行

きには不安が残ります。 

 個人消費についても、先行きは必ずしも明る

くありません。例えば、大分市の１０月の消費

者物価指数は、前年同月比で２．８％まで上昇

しており、これから家計の消費マインドに与え

る影響を一層注視していく必要があると思いま

す。 

 先日、国が発表した総合経済対策には、ガソ

リンなどの価格を抑制する補助制度の延長のほ

か、新たに電気や都市ガス等の料金を抑制する

ための補助制度の創設が盛り込まれました。こ

れらのエネルギー価格の高騰は今後も継続する

ことが懸念され、本補助制度による負担軽減の

効果が期待されるところです。 

 他方、価格の上昇は、エネルギーのみならず、

日常生活に欠かせない食料品や日用品にまで広

がっています。これらの消費全体を下支えして

いくことが重要になってきました。 

 県では、これまで２度にわたり、市町村と連

携し、プレミアム商品券を発行してきました。

発行総額は約２０７億円、発行冊数は約１９０

万冊と多くの県民に利用され、小売、飲食など

幅広い事業者から売上げの回復に役立っている

との声をいただいています。 

 また、１２月２７日まで延長された新しいお

おいた旅割第２弾の中でも、地域の飲食店や土

産物店などで利用可能なクーポン券を発行して

おり、消費の活性化に一役買っています。引き

続き、発行総額が１３０億円程度になるプレミ
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アム商品券の第３弾や、旅行者向けのクーポン

券の追加配布を実施して、足下の消費を切れ目

なく支えていきます。 

 また、より長い時間軸で、消費の活性化を考

えていく場合には、やはり賃上げは欠かせない

と思います。賃上げを行える企業体質の強化に

は、やはり生産性の向上が重要です。国の総合

経済対策では、事業再構築補助金や生産性革命

推進事業の拡充など、手厚い支援策が用意され

ています。県でも、商工団体などの支援機関と

連携して、県内企業による活用をしっかりと促

していきます。 

 もう一つは、価格転嫁の促進です。賃金の引

上げ分や、原材料の値上がり分を、事業者が価

格に転嫁できることが必要です。消費需要を下

支えしつつ、企業間取引の適正化への働きかけ

を強めることにより、価格転嫁しやすい環境を

つくり出していきます。 

 こうした複層的な取組により、経済を民需主

導の自律的な成長路線へと戻していきたいと考

えています。 

御手洗議長 三浦正臣君。 

三浦議員 知事、ありがとうございました。正

に経済への影響が懸念されていましたが、本日、

国の総合経済対策に呼応した４００億２，１０

７万２千円の補正予算がさきほど提案されまし

た。今後も弾力的かつ切れ目のない迅速な対応

を引き続いてお願いします。 

 次に、東アジア文化都市事業の成果と今後の

展開について質問します。 

 本県が今年１月から取り組んできた東アジア

文化都市事業も今月末で取組期間が終了します。

先月、１１月６日には、韓国慶州市の訪問団も

迎えて閉幕式典が開催されました。式典では、

これまでの取組を総括するとともに、次期開催

都市である静岡県への引継ぎも行われました。 

 本県の東アジア文化都市事業は、「県民総参

加で『おおいた』の文化を発信し、東アジアと

の交流によって新たな文化を切り拓く」を開催

テーマに掲げ、県内の芸術文化団体や市町村と

も連携しながら取り組んできました。音楽演奏、

絵画展示を始め、中国、韓国との文化交流イベ

ントなど、魅力的な催しが県内各地で行われ、

様々な分野の芸術文化活動の機会が創出されま

した。このような取組は、これまでコロナ禍の

中で、芸術文化活動や鑑賞機会が少なくなって

いた方々にとっては、大変良い機会になったと

思います。また、中国、韓国の文化に直接触れ

ることで、国際交流に関心が高まった方も数多

くいたのではないでしょうか。 

 大切なことは、こうした取組を一過性のもの

としないことであり、今後の発展にどのように

つなげていくかが、これからの大きな課題にな

ると思います。 

 東アジア文化都市事業の基本構想において、

人を育ていかす、地域を創造する、東アジアの

相互理解と多様性の尊重に貢献するという三つ

の事業目標を掲げています。これは、人材育成

や、芸術文化の産業への活用、国際交流、相互

理解促進など、現状における芸術文化振興にお

ける課題とも言えます。東アジア文化都市事業

の取組を契機として文化都市として発展してい

くためには、切れ目なく対策を講じていくこと

が肝要です。 

 そこで、知事に伺います。東アジア文化都市

事業の具体的な成果と、その成果に基づく今後

の展開についてお聞かせください。 

御手洗議長 広瀬知事。 

広瀬知事 先日、閉幕式を迎えた東アジア文化

都市事業について御質問いただきました。 

 東アジア文化都市事業では、県民総参加のテ

ーマの下、県内各地で様々な公演やイベントが

開催され、本県芸術文化の懐の深さを示すこと

ができたと考えています。 

 コア事業のアーティスト・イン・レジデンス

の取組では、別府市において、交流都市である

中国温州市と韓国慶州市からのアーティストに

よる作品制作とともに、ワークショップを通じ

た地域交流にも取り組みました。 

 また、大分アジア彫刻展では、温州市と慶州

市で初めての海外展示会を開催し、彫刻展の国

際発信力を一段と高めることができました。 

 さらに、和太鼓集団ＤＲＵＭ ＴＡＯは、久

住高原のＴＡＯの丘で日中韓のコラボライブを
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行い、各国の伝統音楽が一体となる様子は、東

アジアの新たな文化を切り開く可能性を大いに

感じさせてくれました。 

 こうしたコア事業に加え、県内の芸術文化団

体による活動も活発に行われました。１００を

超えるイベントが各地で開催されました。これ

らの活動は、県内の枠にとどまらず、中国、韓

国との草の根交流としても着実に進展しました。 

 例えば、地場産業の下駄を履いてダンスパフ

ォーマンスを行う日田もりあ下駄いの皆さんは、

慶州市でのイベントに出演して、ステージを大

いに盛り上げたと伺っています。 

 このように、今年は、コロナ禍の中という難

しさはありましたが、大分県の芸術文化の情熱

が各地で大いに沸き上がりました。県としては、

これから次の三つの観点からさらなる展開を図

っていきたいと考えています。 

 一つは、アートマネジメント人材の育成です。

芸術文化活動を継続、発展させるためには、ア

ーティストの意図を的確に酌み取り、芸術活動

を社会に広げる必要があります。そのため、芸

術文化と経済活動・産業とを橋渡しし、アピー

ルしていく人材を育てていきたいと考えていま

す。 

 現に、このたびの東アジア文化都市事業にお

いても、県内外のアートマネジメント人材が大

変活躍して、アーティストと大分県の地域社会

とを結んでくれました。非常にこういったもの

がこれからは有効だと思いました。こういう人

材を育てていきます。 

 二つは、地域を活性化することです。芸術文

化がもたらす感動や感性に訴える力を活用して、

そのエネルギーを社会経済の新たな活力につな

げていきます。 

 三つは、草の根交流のさらなる推進です。国

際文化交流は言葉の壁がある中、交流先の情報

入手やアポイントメントを取ることも容易でな

いなど、交流の継続には様々なハードルがあり

ます。できるだけこうしたハードルに丁寧に対

応しながら、芸術文化のみならず、産業や観光

での国際交流も活性化させていきたいと考えて

います。 

 今後もこうした課題に向き合って、東アジア

文化都市事業で得た成果をしっかりといかして、

「創造県おおいた」をさらに前に進めていきま

す。 

御手洗議長 三浦正臣君。 

三浦議員 知事、ありがとうございました。今

後は三つの観点で、アートマネジメント人材の

育成、地域に活性化をもたらしていく、草の根

の交流をさらに深めていくということでした。

正にこれからが本番であると思います。さきほ

ど知事からもあったように、今後は都市間交流

が文化面にとどまらず、観光や産業振興など幅

広い分野で地域の発展につながるよう、ぜひ努

めていただきたいと思います。 

 それでは次に、商工観光行政をめぐる諸課題

について、まず、海外販路の開拓について質問

します。 

 さきほども触れましたが、円安により原油な

どの輸入物価が大きく上昇しており、コロナ禍

からの回復を目指す企業にとって重い足かせと

なっています。日本と外国の物価上昇の差や、

カーボンニュートラルのすう勢などを考えれば、

ある程度の物価上昇は今後も続いていく可能性

があります。企業は物価上昇の時代に対応すべ

く、事業の再構築を進めていかねばなりません。 

 円安は、企業の経営にとって、輸入物価の上

昇という面では確かに打撃となりますが、逆に

海外に商品を売るという面においては、チャン

スでもあります。経済産業省によれば、アマゾ

ンなどのＥＣサイトを使ってアメリカや中国な

どの海外に商品を売る越境ＥＣは、コロナ禍に

おいて着実に増加しています。 

 本県でも、人の動きが制限され、リアル店舗

の顧客が減少する中で、おんせん県おおいたオ

ンラインショップを活用して、ＥＣで域外に活

路を見いだそうとする事業者を増やそうと努力

されていると思います。また、これまで輸出に

なじみのなかった食品販売事業者が、輸出にチ

ャレンジすることをサポートする事業も新たに

始めていると伺っています。 

 コロナ禍、物価高騰を乗り切り、アフターコ

ロナの時代に進んでいくためにも、円安を好機
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と捉え、海外への販路開拓に取り組む事業者を

増やしていくことは大変重要だと思います。海

外販路の開拓については、県内企業の現状と今

後の県の取組について商工観光労働部長にお尋

ねします。 

 次に、誘客対策についてです。 

 観光産業の再活性化に向け、１０月１１日か

ら新しいおおいた旅割の対象が九州、隣県から

全国に拡大されました。国の制度変更に伴う全

国的な措置であり、エリアの拡大とあわせて、

１泊旅行の地域クーポンを含む補助上限額が７

千円から１万１千円に引き上げられました。ま

た、補正予算では約６１億円が追加され、当面

の支援の原資が確保されています。活性化の起

爆剤として、大変有効な支援策と考えています

が、コロナ禍で観光産業が受けた打撃の大きさ

や、いまだに拡大と収束を繰り返しているコロ

ナの不安定な状況を考えれば、今後の不安は尽

きません。 

 また、コロナ前に盛んに言われていた観光の

成長産業化の視点も忘れてはなりません。成長

産業化のためには、他産業に比べ低いと言われ

る生産性の向上が不可欠ですが、その阻害要因

の一つに、顧客数の季節差や休日、平日の差が

大きいという不安定なビジネス環境があります。

コロナ前はインバウンドが顧客の平準化に貢献

している側面がありましたが、インバウンドが

本格化し、コロナ前の水準に戻るまではもう少

し時間がかかるのではないかと思われます。観

光事業者の創意工夫はもちろん必要ですが、こ

うした観光業の特性を踏まえた支援があっても

よいのではないかと思うところです。 

 もう一つの課題として、観光消費の拡大もあ

ります。宿泊業だけでなく、飲食、小売、レジ

ャーなどの観光サービスでの消費をいかに増や

していくかという視点も忘れてはなりません。 

 コロナ禍で大きくつまずきましたが、本県の

観光産業は、製造業に続く基幹産業となる可能

性を秘めた産業であることは間違いないと思い

ます。観光業界の皆さんが一丸となって取り組

む目標として福岡・大分デスティネーションキ

ャンペーンの準備も始まりました。観光産業の

コロナ禍からの回復に加え、成長産業化に向け

た再スタートを切るためにも、もう一段の支援

が必要と考えます。観光産業の復活とさらなる

発展に向けた誘客対策について、観光局長の見

解を伺います。 

御手洗議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 海外販路の開拓につい

てお答えします。 

 海外販路の開拓は、現下の円安状況をいかし

て地域の稼ぐ力を回復し、強化することができ

る重要な課題と認識しています。 

 大分税関が調査した県内港における鉄鋼や事

務用機器など主要品目の令和３年輸出額は７，

７３６億円と、コロナ前の平成３０年と同水準

まで回復しています。本年上半期も、前年同期

比約１５％増の４，４５９億円と着実に増加し

ています。 

 また、県の調査では、中小企業が多くを占め

る食品加工産業の昨年度の輸出額も前年度比１

２１％と拡大しています。 

 県ではこれまでも、ジェトロと連携した現地

フェアの開催、大分県ＬＳＩクラスター形成推

進会議での海外企業とのマッチング、食品加工

産業を対象とした越境ＥＣでの商品提案や商談

のサポートなど、県内企業を幅広く支援してき

ました。 

 今後とも、ウィズコロナの下、リアルとオン

ラインを併用した商談機会の拡大や、海外で活

躍する県内大学卒業生と連携した新市場開拓な

ど、関係機関などとしっかり連携した支援を強

化して、県内企業の海外販路開拓を後押しして

いきます。 

秋月観光局長 私からは誘客対策についてお答

えします。 

 県はこれまで旅割などの需要喚起策に加え、

宿泊施設の自動精算システムの導入や現場リー

ダーの育成など、事業者の生産性向上を下支え

してきました。 

 こうした取組もあり、本年１０月の日本人宿

泊者数は、コロナ禍前と同水準にまで回復しま

した。さらに、事業者が生産性向上のために、

資本の壁を越えて地域で連携する取組を支援し
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ており、例えば、国東地域ではアメニティの共

同購入システムの導入に向け準備を進めていま

す。 

 加えて、宿泊者データを自らの経営戦略にい

かすためのＤＸも進めています。 

 また、観光消費の拡大には、滞在日数の延長

やリピート頻度の向上が重要です。グランピン

グでの星空観賞や湯けむりナイトウォークなど

の体験型コンテンツの開発に取り組む事業者を

これまで支援してきました。 

 現在、本県の豊かな自然をいかしたアドベン

チャーツーリズムやサイクルツーリズム、宇宙

港など、新たな観光コンテンツの創出に加え、

これらも含めた魅力発信のためのデジタルマー

ケティングを展開しています。 

 ポストコロナを見据え、引き続き観光需要の

喚起と観光事業者の生産性向上に取り組んでい

きます。 

御手洗議長 三浦正臣君。 

三浦議員 ありがとうございます。まず、海外

販路の開拓ですが、正に今、世界のＥＣ市場は

急成長を続けています。本県のおんせん県おお

いたオンラインショップも平成３０年３月から

本格稼働していると思います。一時、コロナで

休止していたようですが、しっかりこれまでの

取組の成果や課題を分析して次につなげていた

だきたいと思います。他県では、同様にかなり

積極的に補助等、セミナー等も開催しながら行

っている県もあるので、ぜひ本県の取組と比較

していただければと思います。 

 誘客対策、今御答弁あったように、１０月の

日本人宿泊者数、コロナ前と同水準まで回復し

たということです。今後の感染状況を考えると、

非常に楽観視できないと考えます。特に、さき

ほども言いましたが、季節差、休日、平日の差

が大きいという不安定なビジネス環境にありま

す。成長産業化に向けた再スタートを切るため

にも、もう一段の支援が必要ではないかと考え

ますが、観光局長、いかがでしょうか。 

御手洗議長 秋月観光局長。 

秋月観光局長 観光需要の回復を確かなものに

するためには、今現在、年内を期限に実行して

いる新しいおおいた旅割の第２弾に加え、一層

の支援が必要と考えています。そのため、年明

け以降も割引率等を見直した上で、全国旅行支

援を継続実施するとともに、全国旅行支援終了

後も、特に閑散期の観光需要喚起策として県独

自の旅行支援を実施するために、今回必要な予

算を追加上程したところです。 

 今後も観光需要の急激な変動緩和を図りつつ、

県内事業者をしっかりと支援していきたいと考

えています。 

御手洗議長 三浦正臣君。 

三浦議員 ありがとうございます。正に今御答

弁あったように、閑散期や平日にどうお客様を

呼び込むかがとても大事だと思います。ぜひ引

き続きお願いします。 

 次に、今後を見据えた取組の強化の一つとし

て、そして、新しい資本主義の実現の原動力と

もなる人材の育成に焦点を当てて質問します。 

 隣の熊本県に半導体受託生産の世界最大手の

ＴＳＭＣが工場建設を進める中、半導体製造等

に携わる人材の育成が急務となっています。 

 国はデジタル田園都市国家構想基本方針にお

いて、構想の実現に不可欠であるデジタル推進

人材について、２０２６年度末までに２３０万

人の育成を目指すことを打ち出しており、ＤＸ

人材の育成は喫緊の課題となっています。 

 お膝元の熊本県では、熊本大学に半導体人材

を育成する学部相当の情報基盤融合学環（仮称）

を新設する予定のほか、本県でも県立工科短期

大学校において令和５年度から電気エネルギー

制御科を創設することとしており、デジタル人

材育成の環境整備の兆しが見られます。 

 一方で、さらに裾野が広い高校生の段階から

も今後の産業界に必要不可欠なデジタル人材の

育成が急務であると考えます。大学や企業との

連携による最先端技術を取り入れた授業の展開

のほか、郷土愛を持ち、地域ビジネスなど社会

の発展に貢献できる人材の育成も大切です。 

 折しも教育委員会では、県立高校未来創生ビ

ジョン策定にあたり、全ての高校の魅力向上の

ための議論を進めているようですが、急速に進

むデジタル化を踏まえ、県立高校において、新
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しい時代に対応するデジタル人材の育成に向け

てどのように取り組んでいかれるのか、教育長

に伺います。 

 次に、人材を育成する上で大切な児童生徒の

学力について伺います。 

 文部科学省が実施する全国学力・学習状況調

査は、その目的を、一つ、義務教育の機会均等

とその水準の維持向上の観点から、全国的な児

童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育

施策の成果と課題を検証し改善を図ること、二

つ、学校における児童生徒への教育指導の充実

や学習状況の改善等に役立てること、三つに、

教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立

することとして平成１９年度から実施されてい

ます。 

 開始当時の本県の学力調査結果は、特に小学

校において、全ての教科で全国の平均正答率を

下回り、同年第４回定例会の教育長答弁で、厳

しい結果となったとの答弁もありました。その

後、努力を重ねてきたこともあり、ここ数年の

調査結果は、小学校、中学校とも、全国の平均

正答率と同率、又は上回る結果が表れてきてい

ます。 

 一方で、２年連続で全教科の正答率が全国平

均を超えた小中学校数は前年度より下回ってお

り、コロナ禍での授業計画の変更等もあいまっ

て不安な要素もあるところです。 

 そこでお尋ねします。人材育成に大切な児童

生徒の学力の向上については、これまでの取組

を総括するとともに、今後さらなる向上に向け、

どのように取り組んでいくのか、教育長に伺い

ます。 

 次に、競技力向上対策について伺います。 

 新型コロナの影響により、これまで様々なス

ポーツ大会が延期、中止を余儀なくされてきま

した。こうした中、国内最大級のスポーツの祭

典である国民体育大会が、栃木県において、い

ちご一会とちぎ国体として３年ぶりに開催され

ました。スポーツ界にとどまらず、社会全体に

も明るいニュースを届けてくれたと思います。 

 大会を振り返ると、本県代表選手団であるチ

ーム大分は、目標である天皇杯得点１千点にこ

そ届きませんでしたが、９８９点を獲得し、目

標まで僅か１１点の健闘を見せてくれました。 

 中でも目を引いたのは成年選手の活躍です。

サッカーやフェンシング成年男子、空手道成年

男女、ライフル射撃や、陸上競技成年女子で優

勝するなど、チーム大分躍進の原動力となりま

した。また、少年においても、なぎなたやアー

チェリー少年女子、テニス少年男子が優勝しま

した。２年連続の中止により、少年選手にとっ

て初めての国体であったにもかかわらず、臆す

ることなく堂々とプレーしている姿はとても頼

もしく思いました。 

 私は、スポーツは勝ち負けが全てであるとは

思いません。しかし、スポーツ活動に伴う競争

や勝敗、そこで生まれる交流は、公平、公正を

尊び、他者を尊重し協調する精神を育み、お互

いを認め合いながら支え合う、きずなの強い社

会の実現につながると考えています。 

 ３年ぶりに開催された今回の国体を通して、

地元選手の活躍を身近に感じることができ、改

めてスポーツの魅力を実感し、県民に勇気と感

動を与えてくれる素晴らしい大会だと感じまし

た。 

 そこでお尋ねします。国体の結果を振り返り、

成果や課題をどのように今後の競技力向上にい

かしていくのか、教育長に伺います。 

岡本教育長 ３点についてお答えします。 

 まず、県立高校におけるデジタル人材の育成

についてです。 

 デジタル人材の育成は喫緊の課題であり、県

立高校ではこれまでもオートバックスセブンや

大分大学を始めとする、県内外の企業や大学と

の連携を推進しており、これを加速、充実させ

るため、来年度、学科改編等を行うこととして

います。 

 将来の半導体製造等に携わる人材育成も急務

であり、そのため大分工業高校の電子科の定員

を４０人から８０人に倍増し、県内半導体人材

の確保に努めます。 

 情報科学高校では、県内初の情報系学科のデ

ジタル創造科を新設し、工業、商業の科目も含

め、情報の知識等を幅広く学ぶ環境を提供しま
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す。 

 ＡＩテクノロジー科とビジネスソリューショ

ン科では、情報科目の充実に加え、情報セキュ

リティーやコンテンツ制作など、実践的な学び

を導入します。 

 津久見高校には、地域みらいビジネス科を設

置し、観光ビジネスやマーケティングなどの学

びにデータ活用を取り入れ、地域ビジネスの活

性化に寄与できる人材育成に取り組みます。 

 これらの学科、コースにおける教育活動が円

滑に行えるよう取組を進めていきます。 

 次に、学力向上対策についてです。 

 調査を開始した当初、本県の平均正答率は、

小中学校ともに全国平均に及ばず、九州でも下

位で、課題は組織的な授業改善にありました。

そのため、先進県を参考に、低学力層の底上げ

に主眼を置いた授業改善の指針を示し、校長や

学力向上支援教員等を対象とした研修会、ある

いは芯の通った学校組織の推進により、全県一

体で授業改善に取り組みました。今では、県内

全ての小中学校で新大分スタンダードに基づく

組織的な授業改善が進められています。 

 議員御指摘の全教科の正答率が全国平均を２

年連続で超えた学校数の減少については、全都

道府県で教育水準の底上げが図られ、結果とし

て基準を満たすハードルが高くなったことが主

な要因と捉えています。 

 今後は、小学校教科担任制など、これまでの

取組に加え、国が進める令和の日本型学校教育

において重視されているＩＣＴを活用した個別

最適な学び、協働的な学びも取り入れ、児童生

徒のさらなる学力向上を目指します。 

 最後に、競技力向上対策についてお答えしま

す。 

 今回の好成績につながった要因としては、２

年以上続くコロナ禍により活動制限などがあっ

た中ですが、継続的に取り組んできた強化施策

が成果となって現れたことが挙げられます。 

 具体的には、次世代を担う大分育ちのジュニ

ア選手の発掘を目的とした育成事業です。中で

もアーチェリー競技では、この事業により才能

を見いだされた選手が各種別で活躍し、競技別

総合優勝の原動力となりました。 

 また、トップアスリートの就職支援事業で仕

事に就いた選手の活躍を始め、ライフル射撃の

野畑美咲さんなど、大分育ちの新たなふるさと

選手の獲得、ヴェルスパ大分など県内企業チー

ムとの連携による選手強化が、成年種別の過去

１０年間での最高得点につながりました。 

 他方、課題は少年種別の得点の減少です。少

年の競技力は成年の競技力に直結するので、少

年選手の育成強化が重要です。 

 今後は、単年だけではなく、中長期の視点に

立った少年選手の育成強化と、これまでの強化

施策の一層の充実を図ることによって、競技力

のさらなる向上に努めていきたいと考えていま

す。 

御手洗議長 三浦正臣君。 

三浦議員 教育長、ありがとうございました。

さきほども触れたように、国では２０２６年度

末までにデジタル人材の育成、２３０万人を育

成すると打ち出しています。新年度から大分工

業高校、情報科学高校、津久見高校で新たな学

科の再編ということで、時代の流れはとても速

いので、その流れに遅れないように、ぜひ力強

く進めていっていただきたいと思います。 

 学力向上の分で１点お聞きします。小中学校

は、ＩＣＴやタブレットの活用が今既に日常的

になっています。しかしながら、一部では自宅

への持ち帰りが不可になっているなど、その利

活用が十分にされていないとも伺います。 

 学力向上に向けたＩＣＴやタブレット利活用

について、教育長の考えをお聞かせいただきた

いと思います。 

御手洗議長 岡本教育長。 

岡本教育長 今年７月と９月、１学期と２学期

に、市町村の端末の持ち帰り状況がどうなって

いるか調査しました。ほぼ毎日持ち帰りができ

ている学校も増えてはきていますが、単一の市

町村の中でも学校によって取扱いにばらつきが

見られる実態が見えています。そういった学校

がある市町村に対しては、持ち帰りを実施する

計画書を定め、持ち帰りに努めるよう求めてい

ます。 
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 授業と家庭学習の両方が効果的に連動された

学習指導を進めて、学力向上につなげていきた

いと考えています。 

御手洗議長 三浦正臣君。 

三浦議員 ありがとうございました。このＩＣ

Ｔのタブレット利活用等は、都市部では必要不

可欠で、やはり大分県はまだまだ遅れているの

ではないかと実感しています。当然、学校の先

生方は様々な専門の方を呼び研修等をされてい

ると思いますが、まずは先生方がタブレットを

使う楽しさとか便利さを実感していただくこと

が大事だと思います。少し遅いのですが、ぜひ

大分の子どもたちの教育のためにという原点に

立ち返って、しっかり取り組んでいただきたい

と思います。 

 また、今、小中学生に触れましたが、高校生

においても一人１台タブレットが前提になって

いる中、県立高校ではタブレット整備が進んで

きましたが、私立学校ではまだ整備が十分でな

い学校も見受けられます。タブレットの配備が

目的でなく、スタートラインです。その利活用

に今焦点が移っている中、タブレットの整備は

前提条件です。これもぜひ県として検討してい

ただきたいと思います。 

 さきほど競技力向上に少し触れていなかった

ので、目標の天皇杯得点１千点に１１点届きま

せんでしたが、私は最後に、本当にチーム大分

の底力を見せてくれたと思います。今年の成果、

課題をしっかり共有し、来年の鹿児島国体はぜ

ひ目標を達成するように、また大分でもブロッ

ク国体が開催されるので、各競技への支援をお

願いします。 

 また、少年の選手育成がとても大事というこ

とでしたので、先日、２３日別府で行われた、

チーム大分ジュニア発掘事業、アーチェリー競

技を私も拝見しました。未来のオリンピアンを

早い時期から育成していくことはとても重要で

あり、意義のある事業だと実感しています。こ

の事業は、アーチェリー、ボート、カヌー、ウ

エイトリフティング、ライフル射撃、フェンシ

ングの６競技で構成されていますが、ぜひこの

事業終了後も、６競技の団体や関係者の皆様と

協力し、引き続きチーム大分の未来を見据えて

子どもたちの競技力向上を後押ししていただく

ようにお願いします。 

 それでは最後に、日出町における産業振興に

ついて質問します。 

 我が町日出町は、令和２年国勢調査で人口が

転入超過となりました。県内では豊後高田市、

中津市、別府市と並び４市町のみとなっていま

す。中でも子育て世代でもある３０歳代が増加

しており、活気のあるまちづくりに向け、これ

からが楽しみな状況となっています。 

 その要因を考えてみると、一つには産業の集

積が挙げられると思います。皆さんおなじみの

麦焼酎のメーカー、二階堂酒造を始め、半導体

の開発を行っている企業や車載用の半導体を製

造している企業などの製造業も集積しています。 

 最近では、電気を通したり切ったりすること

で、曇りガラスと透明ガラスを切り替えること

ができるフィルム、機能性液晶フィルムを開発

した企業にも注目が集まっています。 

 このように産業の集積が集積を呼び、そして

新しい雇用を生み出していくことが、正に産業

振興の真髄と考えます。 

 こうしたことを踏まえ、日出町における産業

振興についてどのように評価し、県内全域への

展開も含め、今後どのように地域の産業振興に

取り組んでいくのか、商工観光労働部長に伺い

ます。 

 次に、ハーモニーパークの今後の展開につい

て質問します。 

 昨年３０周年を迎えたハーモニーパークは、

楽しみながら創造性も磨ける参加学習型の都市

公園として、平成３年に供用を開始しました。

有料エリアである約６ヘクタールのハーモニー

ランドと、実証展示林と呼ばれる竹林を含む無

料エリア約２５ヘクタールのフリーゾーンで形

成されています。 

 ハーモニーランドは、現在の指定管理者でも

あり、企画力、演出力、運営ノウハウを有した

株式会社サンリオエンターテイメントにより、

魅力のある施設をそろえ、地域文化に触れなが

ら楽しい一日を過ごせるような施設となること
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を目指して設立されました。 

 現在まで約１，６００万人が来園し、大分県

経済の活性化等にも貢献するなど、県内外から

愛されている施設です。コロナ禍前は年間入園

者数が５０万人を超えていましたが、新型コロ

ナウイルスの影響で、令和２年度は２１万人、

令和３年度は３６万人と入園者数が大きく落ち

込んでいます。 

 一方、ハーモニーランドに隣接するフリーゾ

ーンについては、人と自然が触れ合うことがで

き、ゆっくりと時間が流れる憩いの空間として、

県が遊具やイベントを行うステージなどの整備

を行っているほか、約８ヘクタールに及ぶ実証

展示林では竹林の散策などを楽しむことができ

ます。しかしながら、フリーゾーンについても、

さらなる利活用が望まれており、特に利用者の

少ない実証展示林は、整備やＰＲが必要でない

かと考えます。 

 本県では、令和６年度に福岡・大分デスティ

ネーションキャンペーンが開催されることから、

県内外の多くの観光客が訪れるチャンスである

と考えます。この機を捉え、ハーモニーランド

はもちろんのこと、フリーゾーンの整備とＰＲ

を行い、誘客に努めるべきであると考えます。

ハーモニーパーク全体の今後の展開について、

土木建築部長に伺います。 

御手洗議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 日出町における産業振

興についてお答えします。 

 議員御指摘のとおり、地域の産業振興には、

産業集積の促進が重要と考えます。県としては、

企業誘致や現地調達の促進などに地道に取り組

んできました。 

 日出町には、大分県ＬＳＩクラスター形成推

進会議の会員が大分市に次ぐ１１社あり、半導

体関連産業が集積しています。さらなる市場拡

大が期待される中、県内企業がこの機会を逃さ

ずビジネスチャンスを広げられるよう、販路拡

大などを継続的に支援していきます。 

 また、昨年、機能性液晶フィルムの優れた技

術を有する日出町の企業を地域牽引企業に選定

しました。地元での雇用拡大などが期待されま

す。 

 また、観光業も、宿泊や飲食、物販、交通な

ど裾野が広く、地域経済を支える重要な産業で

す。旅割などの需要喚起策により、さきほどの

観光局長の答弁の中でもあったとおり、１０月

の日本人宿泊者数はコロナ禍前と同水準にまで

回復してきました。日出町には、県内屈指の誘

客力を誇るハーモニーランドのほか、別府湾に

面した美しい自然や、日出藩以来の歴史、文化

をいかしたひじはくを展開しています。デステ

ィネーションキャンペーンに向けて、さらに観

光素材の磨き上げを進めていきます。 

 引き続き日出町を始め、県内各地域の産業振

興に向けて、各市町村とも連携した上でしっか

りと取り組んでいきます。 

御手洗議長 島津土木建築部長。 

島津土木建築部長 私からは、ハーモニーパー

クの今後の展開についてお答えします。 

 まず、ハーモニーランドについては、コロナ

禍で入園者数が減少しているものの、ハローキ

ティに会える数少ないテーマパークの一つとし

て、根強い人気を誇っています。 

 サンリオエンターテイメントでは、さらなる

集客に向けて幅広い世代を対象としたイベント

等を磨き上げながら、ＳＤＧｓに造詣の深い小

巻社長の主導で、環境教育につながるショーを

行うなど、新たな価値の創造にも取り組んでい

ます。 

 一方、フリーゾーンでは、ハーモニーランド

と調和の取れた大型複合遊具を県が新設したと

ころ、利用者の増加につながっており、今後も

家族で触れ合える憩いの空間を順次整備してい

きます。 

 課題の実証展示林については、その活用に向

け、今年度新たに日出町や竹事業者、ＡＰＵ等

とプロジェクトチームを結成しました。京都嵐

山をイメージした竹林散策エリアや、竹細工等

体験学習が可能なエリアなど、多面的な活用を

深掘りして検討しています。 

 コロナ禍で高まる自然回帰の潮流を捉え、今

後も知恵を出しながら、ハーモニーパーク全体

の利活用と、デスティネーションキャンペーン
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を契機とした効果的な情報発信に取り組んでい

きます。 

御手洗議長 三浦正臣君。 

三浦議員 ありがとうございました。ハーモニ

ーパークをめぐっては、今、土木建築部長から

あったように様々な議論があるのは私も伺って

います。例えば、キャンプやドッグラン、グラ

ンピング等ができる施設が整備されると夢が広

がります。また、竹林もあることから、将来ビ

ジョンに合った竹の利活用にも期待しています。

ぜひ積極的な利活用の議論を進めていっていた

だきたいと思います。 

 日出町には、元気の良い企業がたくさん立地

しています。こうした日出町における産業振興

の評価について、ぜひ知事から一言いただきた

いと思います。 

御手洗議長 広瀬知事。 

広瀬知事 今、議員がこれまで言われたように、

日出町は別府、それから杵築に隣接する大変す

ばらしい住宅地として発展してきましたし、あ

わせて、大分県民が大変頼りにしている酒造メ

ーカーもあります。それから、お話があったよ

うに、日本テキサス・インスツルメンツの伝統

ではないかと思いますが、関連の電子機器産業、

特に最近は半導体関連の企業、ＬＳＩクラスタ

ー形成推進会議のメンバーが大分市に次いで多

く集積しています。 

 そういった日出町の状況を考えると、やはり

これからすばらしい住宅地として発展と加えて、

そこにある企業としては、半導体関連の知識集

約的な産業が発展しやすい状況にあるのではな

いかと思っています。現に、パルスオキシメー

ターの話ですが、あれなどは今度のコロナの中

で大変活躍してくれたのですが、ああいうすば

らしいものが半導体関係の企業の中から出てく

るとか、あるいは液晶の非常に新しい技術を使

った窓ガラスもできるとか、そういったものが

出てくるということで、伝統をいかしながら随

分いいものができているのではないかと思って

います。 

 半導体関連の産業は、これから非常に多様に

展開していく可能性があるので、そういったも

のを中心に集積があることは、日出町にとって

は大変大きな資産を持っているのではないかと

思います。こういったものをうまくいかしなが

ら、特に県内には、さきほど話があったＬＳＩ

クラスター形成推進会議や、あるいは東九州メ

ディカルバレー構想のための企業間の協議会が

ありますから、そういったものと手を結んでし

っかりやっていったらいいのではないかと大変

期待しています。 

御手洗議長 三浦正臣君。 

三浦議員 知事、ありがとうございました。今、

知事の温かい御答弁をいただいて、日出町の方

も多分喜んでいただいていると思います。本当

にありがとうございました。 

 以上で私の一般質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手） 

御手洗議長 以上で三浦正臣君の質問及び答弁

は終わりました。二ノ宮健治君。 

  〔二ノ宮議員登壇〕（拍手） 

二ノ宮議員 皆様おはようございます。２７番、

県民クラブの二ノ宮健治です。今回は県民クラ

ブの皆さんに無理をお願いし、一般質問の機会

をいただき、ありがとうございます。広瀬知事

が今期限りで勇退するという話を伺い、どうし

ても公の場でお礼を申し上げたかったからです。

また、今日は多くの傍聴をしていただいている

皆さん、コロナ禍であり、大変お忙しい中をあ

りがとうございます。少し時間が下がり申し訳

なく思っています。 

 早速質問に入りますが、知事、そして、執行

部の皆さんよろしくお願いします。 

 まず、大分県版地方創生についてです。 

 私が県議に初当選したのは、２０１５年のこ

とです。前年の１２月２７日に地方創生を実行

するためのまち・ひと・しごと創生総合戦略が

閣議決定されました。田舎に住む私は、地域の

疲弊を肌で感じていたことから、ようやく国や

県も地方を元気にする取組を始めたと歓喜した

ことを今思い出しています。 

 大分県においては、広瀬知事４期目の初年度

の年でもあり、大分県長期総合計画２０１５の

中では、時代の要請を踏まえ、分野施策として
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大分県版地方創生の加速前進がうたわれました。

具体的には、少子高齢化・人口減少に正面から

向き合い、減少カーブを緩やかにし、歯止めを

かけて、地域の持続的な発展を目指すとありま

す。 

 早いもので計画策定から７年が経過しました

が、この間、私も地方創生、地方創生と機会あ

るごとに叫び続けてきましたが、本日は原点に

返り、地方創生とは何か、そして、なぜ政府主

導で進めなければならなかったかについて改め

て整理してみます。 

 策定当初のまち・ひと・しごと創生総合戦略

では、大きく２点の戦略が示されました。一つ

は人口減少の解消、二つ目は東京一極集中の解

消です。このことが解決されれば地方が創生す

る、地方が元気になり、日本の衰退を食い止め

ることができるとの説明だったと記憶していま

す。 

 大分県版地方創生においては、地方に人をつ

くり、人を育て、仕事をつくり、仕事を呼び、

人と仕事の好循環で地域を活性化していくと分

かりやすく整理され、大分県長期総合計画２０

１５の中で具体的に施策化され、多くの取組が

なされてきました。８年間にわたり広瀬知事の

県政運営を共に考え行動できたことは、私の財

産であり、誇りであると思っています。議員か

らの一般質問に対して真摯で積極的な解決に向

けて取り組んでいただいたことも含め、県民の

皆さん同様に、私からもこれまでの県政運営を

高く評価したいと存じます。 

 ただ、政府が推進する地方創生が始動してか

ら８年が経過しようとしているが、大きく日本

の現状はどうでしょうか。地方創生戦略の肝で

ある人口減少はさらに進み、東京一極集中も解

消されず、地方の疲弊は加速するばかりです。

頑張ってきた地方ではありますが、このまま現

行の地方創生戦略を続けても、地方は衰えて消

滅の危機に陥ることが私の中では現実味を帯び

てきています。 

 ２０１９年末から流行している新型コロナウ

イルスにより、思いがけず時代は転換点を迎え

ました。時代の変化を前向きに捉え、積極的に

新たな施策を打ち出していくことが重要である

と考えます。これからあらゆる課題を攻略し、

さらなる地方創生を推進していくために、ぜひ

広瀬県政８年間の地方創生の取組をどのように

総括しているのか、お聞かせください。 

 以下は対面席から行います。 

  〔二ノ宮議員、対面演壇横の待機席へ移

動〕 

御手洗議長 ただいまの二ノ宮健治君の質問に

対する答弁を求めます。広瀬知事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 二ノ宮健治議員から大分県版地方創

生についてどう総括するかと、大変難しい御質

問をいただきました。 

 私は知事就任以来、県民中心の県政の基本に

立ち、安心・活力・発展の大分県づくりに全力

を挙げてきました。時あたかも少子高齢化・人

口減少が全国的に進行する中、平成２７年度か

ら国・地方挙げた地方創生の取組が始まったと

ころです。どちらかというと、大分県は地方創

生については国よりも先に手がけていたという

自負があり、大分県としては、国が始めた地方

創生、むしろ地方創生は大分県からという気概

で取り組んできました。 

 大分県版地方創生は、次の三つを柱として推

進してきました。 

 一つは、やはり人を大事にし、人を育てる取

組です。子育て満足度、健康寿命、障がい者雇

用率の三つの日本一に向けて、子育て満足度で

は、出会いサポートセンターや子ども医療費助

成など、出会い・結婚から妊娠・出産、子育て

まで切れ目のない支援を拡充してきました。ま

た、健康寿命は官民挙げて取り組んで、全国順

位が男性１位、女性４位に躍進したところです。 

 二つは、仕事をつくり、仕事を呼ぶという取

組です。地域の隅々にまで仕事をつくり出す農

林水産業の構造改革や、事業者の９９％を占め

る中小企業の支援、企業誘致、観光産業の振興

等に力を入れました。また、時代の要請である

ＤＸ、デジタルトランスフォーメーションはも

とより、地方から世界に通じる産業、サービス

の創造のため、アバターやドローンなどの先端
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技術に加え、宇宙産業へも挑戦しています。 

 三つは、基盤を整え、地域を活性化する取組

です。県土の強靱化とともに、本県の発展を支

える九州の東の玄関口としての拠点化や中九州

横断道路、中津日田道路など、広域交通ネット

ワークの充実も着々と進んでいます。 

 移住施策にも大いに力を入れて、平成２６年

度には僅か２９２人であった移住者が、コロナ

禍で地方回帰の動きも追い風となり、令和３年

度には過去最多の１，４１６人となったところ

です。 

 こうした移住施策を始め、これまでの地方創

生の取組に加え、水際対策緩和による外国人の

流入により、本年１０月１日時点での人口推計

では１５年ぶりの社会増となりました。しかも、

１，３９３人の転入超過は人口推計を開始した

昭和５６年以降では過去最多です。 

 一方で、自然減は歯止めがかからず、苦戦が

続いていますが、今日の少子高齢化は、議員も

御存じのとおり、言わば半世紀の長い年月をか

けて形成された人口構成に起因しています。回

復には相当な期間がかかるわけです。自然増、

なかなか時間がかかって、自然減がしばらく続

くと思います。さきほど言ったように、それを

社会増で補いながら、人口減少を緩和しながら

いくというのがしばらくやらなければならない

戦略で、ようやくこの社会増についても１，３

９３人の転入超過が実現できたということでし

て、だいぶ先が見えてきたのではないかなと思

っています。 

 地方創生は大変長い道のりですが、少しずつ

成果が上がってきており、我々の方向は間違っ

ていなかったと考えています。 

 折しも本年６月、国においてデジタル田園都

市国家構想基本方針が閣議決定されました。地

方創生についても、デジタルトランスフォーメ

ーションによる新たな変革の時代を迎えていま

す。この潮流を的確に捉え、大分県版地方創生

もＤＸで加速しながら、全力で進めていきます。 

御手洗議長 二ノ宮健治君。 

二ノ宮議員 ありがとうございます。少し角度

を変えて再質問してみます。 

 この７年間、今、知事が言われたように、県

や市町村は地方創生に向けた積極的な取組をし

てきました。しかし、国の示した地方創生の肝

である人口減少の解消、東京一極集中の解消は、

その兆しさえ見えません。なぜ地方創生が進ま

なかったのか、私は次のように考えています。 

 国が示す地方創生戦略の基本的な考え方は、

人口減少と地域経済縮小の克服です。この構造

的な課題の解決に国が先頭に立ってやると思っ

ていたのですが、いつの時代も日本を支えてき

たのは地方であり、地方が自ら考え、責任を持

って取り組むことが何よりも重要であるとして、

都道府県及び市町村の前向きな姿勢を求めてい

ます。簡単に言えば、地方でやれと言っている

のだと思っています。私はどのように考えても、

人口減少の解消、東京一極集中の解消は地方が

主体でできる課題ではなく、国家戦略でも難し

いと思っています。この後の質問でも取り上げ

ますが、地方は食料の供給基地の役割、そして、

日本人の食料確保の観点からも、国家戦略とし

ての価格保障制度の導入など、農業への手厚い

保護により農業で生活できる環境を整えること

から、農村から都市への人口流出に歯止めをか

け、都市から人を呼び込む唯一の方法だと考え

ています。 

 大分県でも工業化による都市部への一極集中

が進んでいます。地方、農村を活性化するため

には、国策としての農業への手厚い保護政策が

必要と考えます。こうした地方創生をめぐる経

過を鑑みるにつけ、国主導のこの地方創生は進

まなかったと考えますが、知事の考えはどうで

しょうか、再度質問します。 

御手洗議長 広瀬知事。 

広瀬知事 議員御指摘のところは、よく分かる

わけです。例えば、今、日本が一番地方創生の

中で悩んでいるのは、少子高齢化・人口減少で

す。女性の出産を指標に取った子どもの合計特

殊出生率というのがありますが、合計特殊出生

率の高い地域は地方です。一番低いのは東京都

です。一番高いのは沖縄県で、正に子どもを産

み育てているのは地方だと思います。 

 高齢化率も一番高いのは、やっぱり地方です。
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これも大変名誉なことでして、地方はやっぱり

高齢の方と共に暮らしながらお世話もさせてい

ただいているということです。 

 したがって、少子高齢化で一番日本が取り組

まなければならない、この問題について、やっ

ぱり地方が一番大きな貢献をしているのは事実

です。しかし、だから、国が主体でこういうこ

とは取り組まなければいけないかというと、こ

れまでこういった問題への取組は、正に中央集

権、国が中心になって取り組んできたわけです。

今度の問題は、地方が自ら元気を出していかな

ければならない問題だと。地方の問題として、

地方が主体的に元気を出して取り組む、だから、

名前も地方創生となっているのだと我々は理解

しています。したがって、地方が、やっぱり地

方のそれぞれの課題に対応しながら、そして、

主体的に対応していく姿を、一番それがいいの

だろうと考えています。 

 しかし、それでできるかというと、なかなか

地方だけではできないと。例えば、大学は２３

区以内につくるなと、新たにつくるなといった

ような規制も一時やっていたわけですが、そう

は言っても、やっぱり大学に地方から集まると。

それから、２３区がだめならば、東京都内の２

３区以外のところに大学をつくろうではないか

ということで、つくるなと言ったって、どうし

てもやっぱり地方に大学はできないということ

になる。それはやっぱり大学をつくる人口が、

若い人がいないと、あるいはまた大学をつくる

だけの力がまだ地方にはないということになる

わけですから、そういうことで、地方に力を付

けないで、国がとにかく強制的にどんどん中央

から人を排除するというやり方でやっても、な

かなか元気は出ないなと。地方は地方でやっぱ

り力を付けながら創生して、元気を付けていく、

活力を付けていくのが地方創生の真意ではない

かなと思っています。 

 そのために必要な予算とかなんとか、もっと

もっとお金を付けて、もっともっと人員を知恵

の面でも応援してくれるというようなことは必

要かもしれませんが、やっぱり今度こそ国が、

地方が責任を持ってどんどんやってくださいよ

と、何か国がお手伝いすることがあれば何でも

やりますよという姿勢で本当はやってくれると

ありがたいのではないかなと思っています。 

 問題の本質は、やっぱり東京都が解決策を持

っているのではなくて、地方の連中が少子高齢

化問題に対して、さきほど冒頭言ったようなこ

とで、実態的には地方がやっていることも踏ま

えて、やっぱり地方主体でこれからやっていく

のが大変大事ではないかと思っています。 

御手洗議長 二ノ宮健治君。 

二ノ宮議員 ありがとうございます。ちょっと

知事と考え方は違いますが、今のような地方創

生のやり方をしたら、間違いなく私は地方は消

滅していくのではないかと心配しています。ヨ

ーロッパの人口が増えた国、そういう施策をや

っていかないと大変なことになるのではないか

と思っています。 

 そういう中で、少し具体的に農業政策につい

て大きく２点について質問します。 

 ちょっと長くなりますが、まず、食料自給率

と農業の振興についてです。 

 今、世界人口の急激な増加や、世界中で頻発

する干ばつや洪水などの異常気象で、食料が不

足するとの懸念が高まっています。このため、

気候変動や戦争などの不測の事態に備えて、食

料確保のための危機管理を徹底する、いわゆる

食料安保の取組が多くの国で強化されています。 

 食料を安定的に確保するためには、食料輸入

国との友好関係を築くことが重要ですが、今回

の新型コロナウイルス禍やロシアのウクライナ

侵略等で明らかになったのは、このような危機

に遭遇すると世界中の食料価格が上昇し、さら

に、自国民を守るために、小麦やトウモロコシ

などを防衛的に輸出制限する国が増加し、ます

ます食料の確保が難しくなるということです。 

 日本の食料自給率は、ここ数年、カロリーベ

ースでは３７％前後で推移しているが、例えば、

大豆は６％、小麦も１５％の自給率しかなく、

このような状況が深刻化すれば、日本の食卓か

ら、みそやしょうゆ、うどんなどが姿を消す日

が来るのではないかと心配しています。もちろ

ん牛肉や牛乳、卵などについても、その他の食
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品についても同じようなことが言えます。 

 また、農業生産に必要な燃料、肥料、飼料の

高騰が農家経営を直撃しています。特に深刻な

のが化学肥料で、原料のリン酸アンモニウム、

塩化カリウムが１００％、尿素が９６％を輸入

に頼っています。来年以降、化学肥料が農家に

供給できない状況になるのではと不安視する見

方もあり、自給率９７％の米にも影響が出るこ

とが想定されます。 

 そもそも食料自給率が低いとなぜ悪いのか。

もちろん食べるものが自前ではなくなることで

すが、これに加えて、日本の食料生産力が衰退

していくからだと言われています。また、安価

な輸入品の増加や肥料価格の高騰により農家が

もうからなくなり、農家が減少し、農地が荒れ

るという悪循環を起こし、ついには農村が崩壊

し、食料の生産基盤がなくなるという大きな危

険性をはらんでおり、自給率の向上は重要な国

家戦略として捉えるべき課題です。 

 前置きが長くなりましたが、そこで、知事に

お聞きします。さきほど述べたように、食料の

確保が困難になることや化学肥料が十分に供給

できなくなることは、そう遠くない将来に必ず

起こる問題であり、県としても県農業、県民の

食料を守る観点からも重要な課題だと考えます。

全国的には、飼料米への転換、堆肥肥料の見直

し、牛の放牧推進など新たな取組、そして、一

番重要な国産農産物の消費拡大、地産地消を促

す取組も進められています。こうしたことを踏

まえて、知事として本県の食料自給率をどのよ

うに捉え、また、本県の農業についてどのよう

に振興していくのか、お聞きします。 

 次は米の生産・消費拡大の具体策として、こ

こでも２点質問します。 

 まず、米粉ですが、先日、中部振興局のお世

話で、由布市の農政と総合政策の担当者と共に

大分市野津原町にある米粉の製粉メーカー、ラ

イスアルバ株式会社を訪ねました。少量の製粉

でも受け付ける全国でも珍しい工場で、３２ミ

クロンの微細粉の米粉を製粉でき、これまで難

しいと言われていたパン用の米粉も製造できる

画期的な工場でした。 

 現在、世界の小麦の供給が不安定になったた

め、価格が高騰しています。国産で一番自給率

の高い米が代替品になれば、小麦アレルギー対

策など、一石三鳥となることから、県を挙げて

普及促進に取り組んでいただきたいと思います。 

 次に、なつほのかについてですが、本県の今

年の水稲の作況指数は９９と平年並みでした。

北海道は１０６の良を見るに、これも地球温暖

化の影響ではないかと心配しています。 

 その水稲の高温障がい対策として、今年から

県の奨励認定品種として導入したなつほのかの

作付けが本格的に始まりました。県内の作付面

積は１，１５２ヘクタールで、初年度としては

良い滑り出しだと思います。私も５０アールの

田になつほのかの作付けをしましたが、豊作と

言える収量で、食味もおおむねヒノヒカリに劣

らないおいしさと好評でした。茎も強く、もみ

もきれいで、作りやすい品種と思いましたが、

課題は価格の安さとネームバリューの不足です。

例えば、価格はＪＡおおいたの概算金単価一等

米３０キログラムで比較すると、ヒノヒカリが

５，４００円、つや姫が５，６１０円、なつほ

のかは５，１６０円で、３品種の中では断トツ

に安い価格です。もちろん初年度ですから仕方

ない面もありますが、来年度以降、なつほのか

を大分県の主要品種として勝負するなら、売り

込み戦略が重要だと考えます。 

 そこで質問です。米粉利用における国の方針

と現状について、そして、本県における米粉の

利用状況と今後の普及促進の計画について伺い

ます。 

 また、なつほのかについて、今年度どのよう

なＰＲ活動を展開したのか、そして、来年度に

向けた普及、売り込み戦略をどのように考えて

いるのか、あわせて教えてください。 

御手洗議長 広瀬知事。 

広瀬知事 まず、私から食料自給率と農業の振

興についてお答えします。 

 食料自給率は、国民が国内外の多様な食材を

それぞれの嗜好から選び、消費する結果という

側面もあるが、食料安定供給の中心は国内の生

産でして、国も食料自給率の向上を基本政策に
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掲げています。それは議員御指摘のとおりです。 

 そうした中、大分県は生産額ベースの自給率

が１０８％です。むしろ食料の供給サイドとい

う立場にあります。国全体の自給率の向上にも

寄与していることから、本県農業の振興に取り

組んでいくことで、さらなる自給率向上に貢献

ができると考えています。 

 また、昨今、ウクライナ情勢等を契機に、食

料安全保障への関心が高まっています。食料安

全保障にとって重要なことは、有事における食

料供給の担い手や農地、水利施設などの生産基

盤をいつでも利用できるように平時から確保す

ることです。人手と農業生産基盤をちゃんとつ

くっておくということです。そのためにも、マ

ーケットインを軸とした強い産地の育成など、

これまでの政策を着実に進めていく必要があり

ます。 

 まず、産地の育成に向けた基本方針としては、

市場ニーズが高い園芸品目を中心に、就農や規

模拡大への個別的な支援から、農地集積や畑地

化、流通拠点の整備など、産地ベースの支援ま

で切れ目なく取り組んでいます。加えて、本年

度の補正予算において、燃油や肥料等をめぐる

情勢を見通して、施設園芸の省エネ化、耕畜連

携の推進や自給飼料の増産などについて一層踏

み込んで支援するなど、持続性の高い経営環境

の実現を進めています。 

 このような取組は、県土の大部分を占める中

山間地域における担い手の育成にもつなげてい

くことが重要です。このため、現在、農業総合

戦略会議において、その中心的な担い手である

集落営農法人と議論を重ねています。法人から

は、持続的に農地を守るためにこそ、園芸品目

の導入など、次の世代にバトンを渡せるような

経営基盤の強化が必要といった意見を伺ってお

り、今後は市町村とも連携し、持続可能な経営

への転換を後押しします。 

 さらに、こうした担い手が存分に力を発揮で

きるように、効率的で生産性の高い農地や水利

施設の整備にも取り組んでいきます。 

 先日、本格供用を開始した大蘇ダムの受益地

で開催された土地改良振興大会に参加しました。

会の中で、若い青年農業者からの発言ですが、

いつでも水が使える、したがって、自分たち若

い生産者が増えつつあるのだと。あるいはまた、

規模を拡大し、もうかる農業を自分たちは目指

したいといったような言葉がありました。大蘇

ダムを整備した効果を実感し、本県農業がさら

に発展できるのではないかと。農地を整備し、

そして、もうかる農業の可能性を開いていけば、

若い人も入ってくると実感した次第です。 

 現在、農業を取り巻く環境は厳しさを増して

いるが、これを乗り越えていくことで、成長へ

の大きなアドバンテージが得られるチャンスで

もあります。今後も成長、発展への意欲ある担

い手と産地を後押しし、農業の成長産業化を図

っていきたい。農業の成長産業化を図ることに

よって、やる気のある若者が入ってくる。その

ことによって自給率の向上が図られることにな

るのではないかと思っています。 

御手洗議長 佐藤農林水産部長。 

佐藤農林水産部長 米の生産、消費拡大につい

てお答えします。 

 国は需要が減少する主食用米の新しい用途で

の利用を促進しており、米粉用米の生産量も増

加傾向にあります。令和３年度は４万１千トン

となっています。 

 本県では、パン用米粉を製造できる製粉会社

があるので、主にパン用として学校給食等で利

用されています。今後もこうした実需者ニーズ

に対応した推進を図っていきます。 

 次に、気候変化に対応できる品種として導入

を進めていますなつほのかですが、食味の面で

も生産者から高い評価をいただいています。県

では、農業関係団体と共に販売促進等に取り組

む協議会を設立し、ＣＭや情報番組等での紹介、

また、なつほのかのロゴマークを作成し、商品

パッケージに掲示するなど、認知度向上に取り

組んでいます。 

 初年度の価格は、認知度の影響もあり、つや

姫の初年度と同じくヒノヒカリを下回りました

が、今後、販売促進や特Ａ米の取組などを積極

的に進めることで、認知度と単価の向上を図っ

ていきます。 
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御手洗議長 二ノ宮健治君。 

二ノ宮議員 ありがとうございます。質問項目

が多いので、少し整理してみます。 

 まず、食料自給率と農業の振興について、今、

知事から答弁いただきました。特に、米の代替

品として、米粉の利用促進が食料自給率の向上

につながるのではないかということの中、そう

いうことを含めて、農林水産部長に再度質問し

ます。 

 大分県の令和２年度の食料自給率はカロリー

ベースで４０％ですが、県農業を進める中で、

食料自給率という考え方は少なく、農業算出額

の引上げが中心となっています。今回の質問は、

これまで以上に地産地消による農産物の県産物

の消費拡大に取り組み、特に、米の消費拡大に

よる食料自給率の引上げの提案です。 

 戦後、アメリカの余剰農産物の処理先として

日本がターゲットになったと言われ、パンの学

校給食などにより日本人の食生活が欧米化へと

進み、米離れが年々加速しています。その反面、

欧米では日本食の良さが評価され、特に小麦に

含まれるグルテンによって様々な体調不良が引

き起こされるグルテン不耐症が問題になり、小

麦を中心とした食の見直しが始まっています。 

 この機会に、全国に先駆け、大分県から食料

自給率を高め、米の消費拡大の観点から、米中

心の食生活を推進し、米の消費拡大を図っては

いかがでしょうか。農林水産部長に伺います。 

御手洗議長 佐藤農林水産部長。 

佐藤農林水産部長 米の消費拡大ということで

す。さきほど知事から答弁もありましたが、国

民の方は、県民も含めて、何を食べるかはある

程度本人たちの嗜好があって、その中で、食料

自給率が現在３７％、大分県は４０％ですが、

そうなっていると思います。ただ、やはり米に

ついても、おいしいものを作るのは大変大事だ

と思っているので、本県においても、なつほの

か、一昨年、令和２年が８ヘクタールで栽培を

開始して、令和４年に１千ヘクタールを超える

ということで、やはりおいしい米を作っていく

のが米の消費拡大には大事なことだと考えてい

ます。 

御手洗議長 二ノ宮健治君。 

二ノ宮議員 おいしい米を作るのは当たり前で

す。が、今提案しているのは、その米がなかな

か消費されないということなのです。だから、

そういう中で、米粉の良さが見直されて、そう

いう動きになっている中で、やはり行政として

も、そういうものを積極的に推進するべきでは

ないかという提案です。 

 少し具体的に質問します。米粉の利用促進に

ついてですが、この利用が伸びない要因の一つ

に、製粉料が大変高いことを感じています。こ

れに対して、県の補助制度の導入ができないか

を伺います。 

 それから、さきほど学校給食が出たのですが、

まだまだ不十分です。それというのも、やはり

製粉料が高い。３０キログラムで９千円ぐらい

かかるのですね、野津原に持っていくと。本当

に米の消費拡大、まだ言えば米粉の良さを推進

するのであれば、そういうところからやってい

かなければならないのではないかと思っていま

す。 

 それから、なつほのかについて４点お聞きし

ます。 

 まず、なつほのかの名前を戦略的な名前に変

えることができないのか。 

 それから、全国版になるには、やはり米食味

ランキングで特Ａが望ましいが、取れる可能性

は。また、どのような評価で決まるのかをお聞

きします。 

 このなつほのかは鹿児島県で生まれ、長崎県

で特Ａを取っている。全国的な評価は今どのよ

うになっているかということ、それから、ふる

なび等が行っているお米のふるさと納税返礼品

ランキングでは、佐賀県、熊本県、長崎県のお

米がずっと上位にランクされていますが、残念

ながら大分県産は入っていません。県内市町村

のふるさと納税返礼品に米を使用することで、

消費拡大を広げていく取組が必要ではないかと

考えますが、農林水産部長の見解を伺います。 

御手洗議長 佐藤農林水産部長。 

佐藤農林水産部長 まず、米の需要拡大での米

粉の消費、それに向けての県の補助制度の検討
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はということだと思います。 

 米粉の製粉料金の低減につながる効率的な機

械の導入については、県ではこれまでも農山漁

村振興交付金などを活用し支援を行ってきたと

ころです。さらに、実需者ニーズに応じた生産

ができるように、米粉用米に対する水田活用の

直接支払交付金、これを活用した生産面での支

援も行っています。 

 こうした取組に加え、国の補正予算において

も、今回、米粉の利用拡大支援対策事業が実施

されることとなっているので、これらの活用に

ついても実需者にしっかりとＰＲしていきます。 

 それから、なつほのかについて４点ほど御質

問をいただきました。 

 一つが、名前を戦略的な名前に変えられない

かということです。さきほど言ったとおり、な

つほのかですね、今やっと本県においても拡大

しているということで、今年は１千ヘクタール

を超えると。来年度はもっと増やしていきたい

と思っていますが、そういった中で、今あえて

大分県独自で名前を付けて販売するよりも、や

はり高温に強く食味もいいなつほのか、この特

性をいかして、他県も含めてブランド化を図る

方が、より効果的にブランドを確立することが

できるのではないかと考えています。 

 それから、食味ランキング、これで特Ａを取

る可能性についてですが、特Ａなどの食味評価

を行う日本穀物検定協会というところがありま

す。ここで炊飯した白米を外観、香り、味、粘

りなど、六つの項目において基準米となるお米

と対象産地の品種を比べ、専門家の方、約２０

人と聞いていますが、実際に食べてみて評価を

行っています。 

 なつほのかについては、今回初出品となるた

め、ハードルは高いと考えていますが、特Ａ獲

得に向けて、これまで県内の篤農家やＪＡ、そ

れから、県の普及指導員、関係者が一丸となっ

て品質向上に取り組んできたところなので、特

Ａ獲得に向けては厳しい審査になろうと思いま

すが、高い評価を受ける必要があります。動向

を期待しています。 

 それから、なつほのかの全国的な評価という

ことですが、温暖化が進む中、高温に強い特徴

を持つなつほのかについては、やはり九州にお

いては重要な品種だと考えています。また、令

和２年には長崎県産のなつほのかが特Ａを取っ

ているので、大分県もぜひ特Ａを取れるように

頑張って、九州全体での主力品種となると考え

ていますし、そのように頑張っていきます。 

 それから、ふるさと納税、これの県内市町村

での採用、それから、消費拡大につなげる取組

はということだと思います。 

 現在、津久見市と姫島村、この二つを除く１

６の市町でふるさと納税の返礼品にお米がなっ

ています。そのうち、宇佐市、臼杵市、大分市、

それから別府市では、なつほのかを返礼品とし

て取扱いしています。 

 このように、県内の市町村においてもふるさ

と納税にお米を採用しています。ランキングに

ついては、分析はなかなか難しいところはある

のですが、大分県の市町村、様々な魅力ある返

礼品を御用意されているのも一因ではないかと

思います。 

御手洗議長 二ノ宮健治君。 

二ノ宮議員 ありがとうございます。米粉、本

当に魅力的なものだと思っています。なつほの

かについても、本当にすばらしい品種だと思い

ます。ぜひ力を入れていただきたいと思ってい

ます。 

 次に、中山間地域等における小学校の在り方

についてお聞きします。 

 私は由布市の中山間地域に住んでいますが、

母校である谷小学校校区を中心に、市単独の交

付金事業による地方創生に向けた取組が行われ

ています。この事業のコンセプトが谷小学校を

複式学校、廃校にしないことと単純で分かりや

すく、地域のハード整備やソフト事業を行い、

魅力ある地域にすることにより、生徒数の増加、

複式学級の解消、ひいては学校存続を目指して

います。この好循環を地域につくっていきたい

と、地域住民一体となって取り組んでいます。 

 地域、とりわけ中山間地域では小学校の存続

が地域活性化の命綱であり、近くに学ぶ場所が

ない地域には人が集まりにくいのではないかと
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考えています。このようなことから、小学校の

存続に向けた取組は、学校、行政、地域、地区

民の地域に小学校が絶対に必要だとの熱意がな

ければ難しいと感じています。 

 学校基本調査によると、県内の小学校の複式

学級数は２０２２年５月時点で１０１となって

おり、これは全国的にも決して少ない数字では

ありません。また、廃校数にしても２００２年

から２０２０年までの間に廃校となった小学校

は実に１４９校に上り、地域から学びの場が失

われている様がうかがえます。 

 そこで、中山間地域の県内の小学校の複式学

級校、廃校の現状を踏まえ、県としてこうした

状況の解消に向けてどのように取り組んでいる

のか、教育長に伺います。 

 また、課題等についてもあわせて伺います。 

御手洗議長 岡本教育長。 

岡本教育長 少子化により学校の小規模化が進

むと、集団の中で切磋琢磨する機会の確保や社

会性の育成など、教育上の諸課題が懸念されま

す。あくまでも児童等の教育条件改善の観点を

中心に据えながら、地域の実情に応じて学校規

模の適正化の検討がなされることが重要だと考

えています。 

 統廃合を検討する場合には、御指摘にもある

とおり、学校が地域コミュニティの中で果たし

てきた役割や意義を十分に踏まえ、保護者や地

域住民の理解と協力を得て行うことが重要です。

学校を存続する場合は、少人数指導など、小規

模校のメリットをいかしながら、ＩＣＴの活用

によってデメリットの緩和を図ることが考えら

れます。 

 そのような点を考慮しつつ、市町村立学校の

統廃合については、設置者である市町村が自ら

の責任において判断し、決定するものですが、

県教委としても必要な情報提供や助言などをし

ています。 

 また、複式学級への対応については、県単独

教員を配置し、国の編制基準より手厚く複式の

解消に取り組んでいます。 

 加えて、地方創生の観点から、地域と共にあ

る学校づくりは重要であり、学校、家庭、地域

の連携協働の推進にも取り組んでいます。 

御手洗議長 二ノ宮健治君。 

二ノ宮議員 ありがとうございます。２点につ

いて再質問します。 

 一つは、現行制度の中で小規模特認校制度が

あります。これが統廃合対象の学校を救う一つ

の方法だと言われていますが、県内の状況につ

いてお聞きします。 

 全体として制度が有効活用されていないよう

に感じていますが、課題等があれば教えてくだ

さい。 

 ２点目は、複式学級の設置基準が上下の学年

を合わせて、国の基準では１６人以下、県の基

準では１４人以下、市町村の基準では１０人以

下で複式学級になり、国の基準以下は県、市町

村が加配教員を配置して実施しているのが現状

です。 

 少子化の中で、この基準ラインの学校が多く、

市町村の負担が増加しているのではないかと思

っています。県の基準を１２人以下に下げるべ

きだと考えますが、２点について、教育長よろ

しくお願いします。 

御手洗議長 岡本教育長。 

岡本教育長 まず、最初の御質問ですが、いわ

ゆる小規模特認校制度ですが、従来の通学区域

は残したまま、特定の学校について当該市町村

内のどこからでも就学を認める特認校制を小規

模校において取り入れたものです。県内では１

０市２０の小規模小中学校で実施されており、

現在、小中合わせて約２７０人の児童生徒に適

用されています。 

 課題としては、通学区域が広範囲になるので

児童生徒の通学の負担が発生する、あるいは校

区外から通学している子どもにとっては、自分

の住んでいる地域での友人関係が希薄になりや

すいなどが指摘されています。 

 それから、二つ目の基準の話ですが、しっか

り実態を見た上で対応を検討したいと考えてい

ます。 

御手洗議長 二ノ宮健治君。 

二ノ宮議員 ありがとうございます。特認校は

大変いい制度だと思いますが、なかなか成果が
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出ていません。うちの挾間町にとってみると、

大規模が２校あって、小規模が２校あります。

小規模は両方とも特認校を取っていますが、大

規模に集中して、来年、また教室を増やさなけ

ればならないような状況なんですね。何かその

辺の兼ね合いがうまくいくといいのですが、ぜ

ひ県教委も力を貸していただきたいと思ってい

ます。 

 それから、さきほど谷小学校のことを言った

のですが、今から小規模校を解消するには、や

はり教育委員会だけではなくて、行政としてこ

ういう取組をしなければならないのではないか

と思っています。そういうことで、この谷地域

での取組を複式学級解消モデル地区として、県、

市を挙げての取組ができないでしょうか、お願

いします。 

御手洗議長 岡本教育長。 

岡本教育長 地域の活性化、それから、地方創

生といった観点からも、地域と共にある学校へ

の転換が重要であると考えており、コミュニテ

ィ・スクールと地域学校協働活動の一体的な推

進によって、学校、家庭、地域の連携協働の促

進に取り組んでいます。例えば、このような体

制を活用し、地域課題の解決に向けた取組を行

うことで、子どもたちが地域社会の一員として

の自覚や地域への愛着を持つことや、学校が地

域の学びの場となるなど、地域づくりの核とな

り得る様々な効果が期待できると考えています。 

 御紹介いただいた谷地域での取組も参考にし

ながら、好事例の発信や地域コーディネーター

の配置支援などを通じて、地域と共にある学校

づくりを加速させていきます。 

御手洗議長 二ノ宮健治君。 

二ノ宮議員 すみません、事前に通告していな

かったので、よろしくお願いします。 

 では最後に、県民の安全・安心について、ま

ず、防災教育の普及についてです。 

 ２０１８年第４回定例会で、県防災教育セン

ターの設置について質問しました。知事からは、

災害に対して自助、共助、公助の必要性、特に

自助の力を身に付けておくことが大切で、県も

９月の防災週間などで自助の意識の醸成を図っ

ていくとの回答がありました。さらに、防災局

長からは、疑似体験による防災教育が防災意識

の醸成には有効であり、防災教育センター設置

の促進という議員の意見も踏まえ、どのような

方策があるか検討していくとの回答がありまし

た。 

 この質問から４年しか経っていませんが、こ

の間、２０１９年の台風第８号と８月の豪雨災

害、２０２０年には１月の暴風災害、７月の豪

雨災害、そして台風第１０号、２０２１年には

８月の大雨災害、今年になって台風第１４号と、

毎年のように大災害に見舞われています。気象

予報士の花宮さんの、災害は忘れた頃でなく、

忘れる暇なくやってくるとの言葉どおりとなっ

ています。 

 そして、この間に死者、行方不明者は８人、

重軽症の方も２７人に上っており、改めて御冥

福をお祈りします。この方々や関係者のつらい

思いを無駄にしないためにも、県民の防災意識

を向上させる取組の根本的な見直しが重要では

ないかと考えています。 

 そこで質問です。これまでの防災意識向上の

取組の成果と今後の課題について防災局長にお

聞きします。 

 また、防災教育センター設置の可能性につい

てあわせてお聞かせください。 

 次に、大分川水系における治水対策について

です。 

 今年５月、大分川水系のうち、県が管理する

挾間町鬼崎からの上流域を整備する大分川水系

上流圏域河川整備計画が策定されました。さき

にも触れましたが、大分川水系では、２０２０

年７月の豪雨災害、今年の台風第１４号災害で、

死者５人を含む甚大でいたたまれない被害が発

生し、現在も懸命に復旧、復興に取り組んでい

ただいています。 

 この計画では、特に災害の常襲地域を中心に、

堤防の整備、河道掘削などの整備を行い、流下

能力を確保して大分川上流域の治水安全度の向

上を図るとあります。 

 今年の台風第１４号では、災害の常襲地域で

あった小野屋商店街や同尻地域でも、濁流が堤
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防をオーバーする寸前でしたが、大きな被害を

免れました。これは５月以降、早速危険地域の

河道掘削などの応急工事を始めていただいた効

果であり、深く感謝を申し上げます。 

 ただ、湯布院町宮川周辺流域では、今回も広

い地域で床上浸水の被害が発生し、たび重なる

被害に地域の人の悲痛な声を聞いています。 

 そこで、３点質問します。 

 まずは、湯布院町宮川周辺流域整備について

です。 

 この地域は地形的に被害常襲地域ですが、土

砂の堆積、加えて外来種水草であるオオセキシ

ョウモの繁茂が流下能力を低下させており、被

害が拡大しているとの声もあります。県もこの

ことは十分把握していると聞いていますが、河

川拡幅など、抜本的な改修が急がれます。しか

し、緊急措置として、堆積した土砂の撤去、オ

オセキショウモの除去、撲滅から始めていきた

いと思いますが、土木建築部長の見解を伺いま

す。 

 次に、大分川・大野川水系流域治水協議会が

設置されていますが、その活動状況と、協議会

が策定した流域治水プロジェクトの推進状況に

ついてお示しください。 

 また、降雨時におけるダム管理は大変難しい

問題で、判断を誤れば下流域に重大な被害が起

きます。大分川水系に設置されている既存ダム

の洪水調節機能強化に係る協議会の現状と、特

に２０２０年７月の豪雨災害時にどのように機

能したのかについてあわせてお聞かせください。 

御手洗議長 岡本防災局長。 

岡本防災局長 私から防災教育の普及について

お答えします。 

 県では、災害の恐ろしさや早期避難の重要性

をより多くの方々に伝えるため、防災気象講演

会や地震体験車などに加え、令和元年度からは

災害の疑似体験ができるＶＲ動画や啓発動画の

制作、普及に取り組んでいます。これらの動画

はユーチューブでも配信しており、現在の総視

聴回数は１１０万回を超えています。 

 今後の課題は、人的被害ゼロを目指し、早期

避難の定着に向けた取組の強化であると考えて

います。大分大学が実施した令和２年７月豪雨

に関する実態調査では、避難のきっかけとして、

自らの判断のほか、家族など他者からの声かけ

が有効であることが分かりました。そのため、

おおいた防災アプリを改修し、避難スイッチを

あらかじめ決めておくマイ・タイムライン作成

機能や、遠方の家族から避難を促す家族グルー

プ機能を今年度中に追加することとしています。

また、高校生、大学生による効果的な啓発方法

の検討や、減災シンポジウムでの提言発表など、

若年層の防災教育にも取り組みます。 

 防災教育センターの設置については、一定の

効果はあるものの、まずはこれらの取組を積極

的に推進していきます。 

御手洗議長 島津土木建築部長。 

島津土木建築部長 私からは大分川水系におけ

る治水対策について３点お答えします。 

 まず、１点目の宮川に繁茂したオオセキショ

ウモについては、河川環境の悪化や流下阻害が

懸念されるため、これまで県と地元の皆さんが

協働しながら駆除を行っており、今年度完了見

込みです。 

 なお、繁殖力が強いため、再繁茂の状況を今

後も注視していきます。 

 また、宮川と大分川の合流点付近においては、

堆積土砂の撤去も今年度予定しています。 

 ２点目の流域治水協議会については、令和２

年度に策定した流域治水プロジェクトの進捗管

理を毎年行いながら、大分川を始めとした河川

改修や由布市挾間町三船地区での田んぼダムの

実証実験等、計画的に推進しています。 

 ３点目の洪水調節機能協議会は、降雨予測に

基づき、ダム管理者に事前放流を促すことを目

的に、芹川ダムやななせダムなど、四つのダム

について２年度に治水協定を締結しています。 

 令和２年７月豪雨では、事前放流の基準雨量

に達する前に、それぞれのダム管理者が治水に

対する意識を持って貯水位をあらかじめ低下さ

せたことにより、下流域の被害軽減に一定の効

果があったと考えています。 

 水害が頻発化、激甚化する中、流域のあらゆ

る関係者がこのように能動的に取り組む流域治



第４回 大分県議会定例会会議録 第２号 

- 40 - 

水を一層推進していきます。 

御手洗議長 二ノ宮健治君。 

二ノ宮議員 ありがとうございます。資料の裏

面を御覧ください。これは知事の４期、５期の

８年間に建設した公共施設です。建設にあたっ

ては、本当にいつも財政状況を勘案しながら、

県民ニーズも大切にして、私は全て必要不可欠

な施設であると評価しています。 

 さきほど言ったように、そろそろ防災教育セ

ンターがくるのかなと期待していたのですが、

今そうはなりませんでした。記憶が今薄れかけ

ていますが、東北大震災のときに、宮城県の石

巻市の旧大川小学校、それと同じく釜石小学校

の差がずっと報道されました。残念なことに、

大川小学校では児童の８割が亡くなりました。

そして、釜石小学校ではほとんど被害がなかっ

たということです。その中で、訓練の積み重ね

やその地域の言い伝えに従ったからだと、身を

守ることができるのだと言っていました。小さ

いときから災害に対して本当に身をもって経験

する中で、やはり私は防災教育センターが必要

だと思いますが、防災局長、いかがでしょうか。 

御手洗議長 岡本防災局長。 

岡本防災局長 他県の防災教育センターを調査

したところ、その多くが地震体験や図上訓練の

ほか、パネル展示、研修などの機能を有してい

ます。 

 本県においては、センター機能と同様の防災

教育を地震体験車による疑似体験、アドバイザ

ー派遣による訓練、学習会の支援など、アウト

リーチで展開しています。このため、さきほど

言ったとおり、まずは現在の防災教育ツールや

派遣制度、広報啓発活動などを積極的に展開し、

県内全体の防災知識、意識の向上を図っていき

ます。 

御手洗議長 二ノ宮健治君。 

二ノ宮議員 今から恐らく計画されていくので

はないかと思いますが、もしつくる場合は、財

政的な面とか効果面から見て、消防学校の併設

をぜひ検討しておいていただきたいと思ってい

ます。ちょいちょい行くのですが、あそこなら

いいなと思っています。 

 土木建築部長に聞きます。ダム管理は大変難

しいのですが、さきほど言われたように、国の

基準に基づいてやっているということで安心し

ました。 

 オオセキショウモですが、完了予定だと話を

今聞きましたが、そこの資料にも載っているよ

うに、特に大分川と宮川の合流点はものすごい

のですよ。だから、今確かにゆふいん豊水会の

皆さんが除去して、在来種ができているとも聞

いていますが、まだまだだと私は思っています。

しかし、宮川の合流点等の土石流というか、土

砂等をのけていただけるということで、ぜひ早

急にお願いします。本当に３年間に２度も床上

浸水になっているのですよ。この間、現地に行

ったのですが、２０人ぐらいの人が集まって、

何とかしてくれということでした。ぜひこのこ

とについてお願いします。 

 まだ時間があるのですが、だいぶ下がりまし

た。広瀬知事、まだ４か月ありますが、私にと

っては今回が最後の公での質問になるので、最

後にお礼の言葉を贈らせていただきたいと思っ

ています。 

 先日、由布市の保健師と由布市議の皆さんと

雑談していました。突然、保健師が皆さん何歳

まで生きたいですかとの質問をされました。そ

れぞれに８５歳、９０歳、９５歳と答えていま

したが、私は１００歳と答えました。二ノ宮さ

ん、すばらしいと変なところで褒められ、保健

師さんいわく、人間はその思いをいつも口に出

していれば、それに近い年まで元気で生きられ

るとのことでした。広瀬知事、もしこのように

聞かれたら、ぜひ１０５歳までと答え、これか

らもお元気で末永く大分県政に御助言をお願い

します。 

 少し長くなったのですが、私の質問をこれで

終わります。どうも御清聴ありがとうございま

した。（拍手） 

御手洗議長 以上で二ノ宮健治君の質問及び答

弁は終わりました。 

 暫時休憩します。 

午後０時４７分 休憩 

―――――→…←――――― 
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午後１時４６分再開 

古手川副議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

 一般質問及び質疑を続けます。大友栄二君。 

  〔大友議員登壇〕（拍手） 

大友議員 １１番、自由民主党、大友栄二です。

今回も質問の機会を与えていただいた先輩、同

僚議員に感謝し、早速、質問に入ります。 

 先端技術の活用についてです。 

 令和２年１月に新型コロナウイルスが確認さ

れ、世界中に影響を及ぼしながら、はや３年が

経過しようとしています。この間、感染拡大の

防止のために海外との往来が減り、経済活動も

世界で大きく制限されてきました。コロナ禍の

経済的な影響は非常に大きく、また最近はウク

ライナ情勢などに伴う原油価格や物価の高騰が

さらなる追い打ちをかけ、経済を取り巻く環境

は大きな変革のときを迎えています。 

 そうした中でも、コロナ禍以前から広瀬県政

では産業の活力を向上させるため、ものづくり

分野を始めとした様々な挑戦を進めてきました。 

 産学官が共同して、医療分野に加え看護・介

護・福祉分野も含めた医療関連機器産業の集積

を図るため、東九州メディカルバレー構想を宮

崎県と連携して取り組んできたほか、コンビナ

ートや半導体、自動車の関連企業も集積させる

取組を進めてきました。 

 加えて近年、特に力を入れてきたのが先端技

術への挑戦です。ＩＣＴなどとともに様々な先

端技術が創り出され、世の中のありようまで変

えようとしています。本県でも先端技術が多方

面の地域課題の解決に活用され、またその過程

で先端技術を中核とする新しいビジネスも生ま

れてきています。ドローンやアバターなど、こ

れまでにはなかった技術を活用し様々な実験は

もちろんのこと、ビジネス化に向け県内企業の

取組を支援してきました。 

 また、宇宙港として大分空港から航空機を使

用して人工衛星を打ち上げることとしており、

それを契機に衛星データの活用など宇宙産業へ

も挑戦を進めています。 

 このほかにも脱炭素社会に向けては、グリー

ンエネルギーの開発や活用が求められており、

こういった分野にも先端技術の導入が進められ

ています。 

 今後は経済活動も再活性化していく中で、こ

の先端技術への挑戦を加速化させ、それらを商

業ベースに乗せ、強靱な県経済を構築していく

必要があります。 

 特に、ＡＩやロボットなど目覚ましい発展を

遂げている技術分野にも目を向け、新たな産業

の芽を育てていく必要があると考えます。 

 そこで伺います。これまでの先端技術への挑

戦に対する様々な施策をどう評価し、今後さら

なる新産業の創出に向けどのように取り組んで

いくのか、知事の見解を伺います。 

 以下は対面席より質問します。 

  〔大友議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

古手川副議長 ただいまの大友栄二君の質問に

対する答弁を求めます。広瀬知事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 大友栄二議員からは、先端技術によ

る新産業の創出について御質問いただきました。 

 先端技術への挑戦においては、ドローンやア

バター、ＡＩなど、発展著しい先端技術を活用

し地域課題の解決を図るとともに、これをシー

ズに新産業をつくり出していく視点が大変重要

だと思っています。 

 本県では、これまで様々な分野で積極的に取

組を進めてきた結果、他県に先駆けるような事

例も生まれており、今後の全国的なビジネス展

開が期待されています。 

 例えば、県は民間企業と共同してドローンの

飛行性能を評価できるドローンアナライザーを

開発しました。本日からドローンの機体認証制

度が始まりましたが、今後、この制度に合致し

た性能試験手法を確立し、実績を重ねることで、

ドローン産業の拠点化につながるものと期待し

ています。 

 遠隔操作ロボットアバターでは、避難所や遠

隔授業などアバターの活用事例も増えており、

昨年、アバタービジネスを手掛ける企業から、

アバターの製造パートナーとして県内企業が選

ばれ、量産が開始されています。 
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 ＡＩについては、例えば、従業員の高齢化が

進む食品加工工場で、県内企業３社が得意分野

で連携し、目視による異物混入の検査の代わり

に、ＡＩ技術を活用した自動判別装置を開発す

るなど、ビジネス化が進んでいます。 

 防災・減災の分野では、地場企業と大分大学、

世界的なＩＴ企業が開発を進めてきた、防災・

減災のための災害情報活用プラットフォームＥ

ＤｉＳＯＮ（エジソン）の本格運用が始まりま

した。本県の防災対策にはもちろん、民間企業

の防災力向上への活用も始まっています。 

 さらに、次なるフロンティアにおける新産業

の創出にも積極的に取り組んでいます。 

 重要度が増すカーボンニュートラルに向けて、

様々なチャレンジが県下に沸き起こっています。

例えば、九重町では豊富な地熱等を活用したグ

リーン水素の製造実証が進展しています。貯蔵、

運搬から利活用に至る、大分県版水素サプライ

チェーンの構築が期待されます。 

 世界的に伸びゆく宇宙産業では、衛星データ

を活用した農作物の育成状況の分析など、県内

でも取組事例が増えてきました。アジア初とな

る水平型宇宙港の実現に向けた取組とともに、

宇宙港を核とした関連産業の創出への可能性が

広がっています。 

 活力ある大分県づくりには、引き続き先端技

術に果敢に挑戦し、新たな産業を持続的に創出

し、集積させていくことが重要です。 

 そのために、先端技術活用の普及、啓発を行

うとともに、県内企業による先端技術を活用し

たプロジェクトの事業化を支援するなど、これ

からも県内企業の挑戦を切れ目なく応援してい

きます。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 様々な取組を行っていただいていま

すが、今日は先端技術の中でもいくつかピック

アップして伺います。 

 まずは、今後到来するであろう未来のＷｅｂ

の世界への備えということで、Ｗｅｂ３．０へ

の対応について伺います。 

 世界から遅れを取っている感が拭えない我が

国のデジタル技術の活用の取組ですが、昨年９

月にデジタル庁が新設され、デジタル田園都市

構想を始めとしたＤＸの推進、次世代のインタ

ーネットと呼ばれるＷｅｂ３．０への対応が急

がれています。今年６月７日に閣議決定したデ

ジタル社会の実現に向けた重点計画等において、

ＮＦＴなどの技術を用いたデジタル資産の法的

位置付けの明確化や特定プラットフォームに依

存しない本人確認・資格証明の利用環境整備な

どを重点政策とし、ブロックチェーン技術を基

盤とするＮＦＴの利用等のＷｅｂ３．０の推進

に向けた環境整備が盛り込まれたことを踏まえ、

デジタル庁にはＷｅｂ３．０研究会も設置され

ました。 

 有識者会議であるＷｅｂ３．０研究会も既に

数回の会合が開催されており、関係府省庁も施

策や対応の検討を進めていますが、地方自治体

においても仙台市が政府に仮想通貨の課税緩和

などのＷｅｂ３．０規制改革案を提出するなど、

その対応が進みつつあります。 

 Ｗｅｂの世界は通信速度の高速化に伴い、現

在、Ｗｅｂ３．０と言われる時代に突入し、新

たな世界が広がろうとしています。Ｗｅｂ１．

０とはメールやインターネットが始まった時代、

Ｗｅｂ２．０ではＥコマースやＳＮＳから拡大

し、４Ｇのインターネット接続が可能となった

ことで多種多様なものからデータを集めるＩｏ

Ｔ、大量データを解析するＡＩ、決済手段の多

様化といった用途にまで発展し現在に至ってい

ます。ここまではいわゆるＧＡＦＡ（グーグル、

アップル、フェイスブック、アマゾン）といっ

たＩＴ大手企業に管理されてきたネットワーク

の世界であり、中央集権型であったのに対し、

これから広がるＷｅｂ３．０の世界はブロック

チェーン技術の発展により分散型、非中央集権

型へと移行すると言われています。 

 現在、Ｗｅｂ３．０の世界でよく耳にするも

のは仮想通貨やＮＦＴ、メタバースといったも

のがありますが、自治体においても活用が進ん

でいる事例もあります。ＮＦＴにおいては、大

阪府泉佐野市のふるさと納税返礼品へのＮＦＴ

の採用、北海道の観光×ＮＦＴの実証実験、兵

庫県尼崎市の非公認御当地キャラクターのＮＦ
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Ｔへの参戦等が挙げられ、地方創生に関する活

用が進められています。メタバースについては、

天草メタバース計画、バーチャルＯＫＩＮＡＷ

Ａ等、県産品のメタバース上での販売等が挙げ

られます。 

 本県においてはいち早くアバター活用の実証

実験等を行い、デジタル技術を活用した取組を

行っていますが、デジタルサービスは新しい付

加価値を生み出す源泉であり、地方が直面する

少子高齢化や過疎化といった課題を解決するた

めの鍵でもあります。 

 こうしたことを踏まえ、新たな付加価値の創

出に向け、本県としてＮＦＴやメタバースなど、

Ｗｅｂ３．０を始めとした新たなデジタル技術

活用の取組をどのように進めていくのか、商工

観光労働部長に伺います。 

古手川副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 Ｗｅｂ３．０は、デー

タ保有の分散などを通じて従来のインターネッ

トの在り方を変え、社会変革につながる可能性

を有しているものと認識しています。既に、ブ

ロックチェーンを基盤とした暗号資産、ＮＦＴ

やメタバースなどのデジタル技術を活用して、

経済社会の中核を成す金融、資産・取引、組織

などにおいて、新たなサービスがグローバルに

広がっています。 

 Ｗｅｂ３．０の普及に伴い、メタバースの世

界市場は２０３０年に６，７８８億ドルと１０

年間で１７倍になると予想されており、新たな

成長市場と期待されています。 

 国は、新しいデジタル技術を社会課題解決の

ためのツールにするとともに、経済成長につな

げるという基本的な考えの下で、Ｗｅｂ３．０

推進の環境整備などの検討を開始しています。

Ｗｅｂ３．０の未来像を描きながら、暗号資産、

メタバースなどの便益やリスク、社会への影響

などについて議論が重ねられているものと承知

しています。 

 本県でも、県内学生が仮想空間で国際宇宙ス

テーションを体験できるＴＨＥ ＩＳＳ ＭＥ

ＴＡＶＥＲＳＥ ｉｎ 大分というイベントを

本年９月に開催するなど、人材育成などの分野

で活用や検討を進めています。 

 今後も国の動向なども注視し、様々な分野で

の活用や地域課題解決の可能性を検証していき

ます。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 今後、対応、対策を進めていく場合、

アドバイザーとしての専門家や有識者を招くこ

とはもちろん、県の関係部署内の担当者の教育、

育成が必要だと思われますが、その計画、準備

等はあるのか伺います。 

古手川副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 本県では現在、ＡＩや

ＩＣＴに精通した専門家を戦略アドバイザーと

して委嘱し、県施策に関する支援や助言をいた

だいています。また、庁内全部局に担当を任命

した上で、庁内先端技術ワーキンググループを

設置し、戦略アドバイザーなどからの先端技術

に関する情報を随時共有しています。 

 デジタル技術の進歩は目覚ましく、常に最新

動向を捉えておくことが重要であり、引き続き

有識者の力も借りながら、庁内担当者の育成に

努めます。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 ありがとうございます。この分野は、

ようやく国でも動き始めた分野であるので、ま

だまだ認知度も低いし、この分野以外にもＤＸ

の推進とか通信環境の整備とか、先に取り組ま

なければいけないものが山積していると感じて

います。 

 実はまだまだ私も理解し切れていない部分も

多いのですが、上京した際に国会議員との意見

交換会とか講習会とかいろいろ受けている際に、

これらのワードを耳にすることが増えてきたの

で、ぜひとも本県においても活用を検討すべき

ではと感じて質問に取り上げました。 

 まだまだ事例の少ない分野ですが、いずれ到

来するであろうものに対する認識と準備はしっ

かりと進めていただいて、先端技術への挑戦を

掲げる本県が先進県となって取組を進めていた

だくようにお願いします。 

 続いて、ドローン物流の社会実装について質

問します。 
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 さきほどは次世代の先端技術に関する質問を

しましたが、次に本県が掲げる先端技術の活用

の中で現在取組が進められているドローン技術

の活用について伺います。 

 ドローン技術が一般的となった昨今、様々な

分野でドローンが活用されています。災害時や

土木現場での調査、農薬散布などでの活用はも

ちろん、個人でもトイドローンなどで空撮を楽

しんだり、ドローンサッカーのように遊びとし

ても活用されています。これまで規制が曖昧だ

った部分も多かったのですが、本年６月から重

量１００グラム以上の機体が無人航空機の扱い

に変わり、飛行許可承認申請手続を含む、航空

法の規制対象になることなど様々な対応が進め

られています。 

 本県においてはいち早くドローン技術に着目

し、実社会の中で一歩進んだ活用方法を模索し、

多くの実証実験を重ねてきました。ドローンを

活用した物流については、平成２９年度に全国

初の取組として１０キログラムの重量物を山越

えで配送し、以降２点間のドローン定期便や離

島への長距離海上配送を始め、最近では各地域

で企業と連携しながら社会実装に向けて取り組

むなど、実現すれば物流の利便性が大きく向上

すると期待が膨らみます。しかしながら、あく

まで期間や費用負担等のスキームを限定したい

わゆる実証実験の要素が強く、社会実装化され

る見通しが見えてこないのが現状です。当然、

実証実験の中で多くの課題が挙げられ、課題解

決に向け歩みを続けているところだと思います

が、現在挙げられている成果や課題、そして、

それらを解決し、社会実装できるまでの見通し

について、商工観光労働部長に伺います。 

古手川副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 本県では産業振興と地

域課題の解決のため、全国に先駆けて産学官連

携の大分県ドローン協議会を設立するなど、ド

ローンの活用を推進しており、県内関連事業者

の売上げも着実に増加しています。 

 ドローン物流については、津久見市無垢島で

の離島物流や、日田市中津江村での救援物資配

送など、地域住民と一体となった先駆的な実証

実験を実施してきたところです。 

 その結果、県内事業者の機体開発などの技術

力向上、安全飛行などの運航ノウハウの蓄積、

県内外の事業者間のネットワーク構築、県民の

ドローンに関する知識の向上や理解の促進につ

ながったものと考えています。 

 一方で、社会実装に向けては、地域内で運航

体制を構築できる事業者の育成や、採算性が確

保できるビジネスモデルの創出が課題となって

います。 

 このため、本年度、杵築市の関係者などで運

航体制を構築した上で、年明けには、観光名所

に特産品を配送する観光客向けの高付加価値な

ドローンサービスなどを実施し、採算性を確保

した持続的なサービス提供が可能かを踏み込ん

で検証する計画です。 

 これは令和６年度中にビジネスモデルや運航

体制を確立することを目標にしており、課題を

一つずつ克服しながら、ドローン物流の社会実

装を進めていきます。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 ありがとうございます。目視せずに

自動で飛ばせるようにする改正航空法は、本日

より施行されるということです。あと、免許の

交付等も来年３月頃には始まる見通しであり、

いち早く実証実験を重ねている本県なので、社

会実装し、本格的な運用も本県が先駆け、特に

過疎地域の物流を助けていただきたいと思って

います。 

 一つ関連して、オペレーターの育成の件で伺

いますが、農業や土木等の分野でドローンのオ

ペレーターを育成するのに講習費用が結構かか

ると伺っています。これはドローンスクールや

メーカーが講習を開催するパターンが多いと思

いますが、ドローンの機材が新しくなったら新

たに講習を受けなければいけなくて、またそれ

にも講習費用がかかるということで、非常に費

用がかさむとも伺っています。 

 ドローンのオペレーターの育成について、そ

のサポートとか、あと、行政としてオペレータ

ーの育成に取り組むことはできないのか、商工

観光労働部長に再度伺います。 
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古手川副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 ドローンオペレーター

の講習は民間の機関で実施されており、その費

用はドローンの使用目的や日数によって機関ご

とで異なるものと承知しています。 

 県としては、オペレーターの講習費用の助成

は実施していませんが、大分県ドローン協議会

を通じて人材育成に努めています。具体的には、

ドローン産業の最新動向や技術活用事例を紹介

するセミナーを開催するなど、オペレーターも

含めたドローン事業者全体を支援しています。

また、高校への出前講座で高校生の操縦体験も

行っています。 

 引き続き、県内のドローン産業の振興のため、

各種施策に取り組んでいきたいと考えています。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 オペレーターの育成がドローンの普

及をまた加速化させるし、事業者の育成、そし

て関係者、技術者が増えていくことが社会実装

も早めていくのではないかと思っています。ぜ

ひとも引き続き前向きに御検討いただきたいと

思います。 

 続いて、道路保全におけるＩＣＴの活用につ

いてです。 

 土木の分野においてもＡＩによる交通量調査

やドローンによる施設点検など先端技術の活用

が進められています。ここでは道路の維持管理

について、現在活用が進んでいる技術であるア

プリを使って県民の皆さんの気付きをさらに反

映できないかという思いで質問します。 

 通常、道路に関する異常の発見は、道路パト

ロールによる発見だけではなく、県民の皆さん

からの通報で発見されるケースも少なくありま

せん。県民の方が異常を発見したり、改修の要

望を伝えたいと思った際は、まずはその道路、

又は関係するものの管轄がどこなのかを調べ、

連絡する必要があります。例えば、道路には信

号機や横断歩道といった警察の管轄であり、土

木の管轄ではないものもあります。国、県、市、

県警等といった管轄を特定して連絡を入れ、担

当課の担当者に行き着くまでにかなりの時間を

要したという声も聞かれます。先日、知人のＳ

ＮＳに同様の内容の投稿がされ、それに対する

反応のコメントが多く寄せられていました。皆

さんが口をそろえて言っていたのは、ややこし

い、連絡してもたらい回しにされたという内容

でした。 

 平成３０年第３回定例会においてＩＣＴを活

用した道路の保守について質問した際に、中津

市や別府市が運用しているフィックスマイスト

リートというアプリの話をしましたが、このア

プリを例に挙げ、全県で統一して運用してほし

いという声も聞かれます。 

 現在、道路の異常は国交省管理の道路緊急ダ

イヤル♯９９１０や、大分市であると穴ぼこ１

１０番、県であるとサイトにおいて事例ケース

を挙げたＱ＆Ａ形式の一覧を掲載しています。

これが県民の皆さんには少し分かりづらいよう

で、デジタル化や窓口の一元化をしてほしいと

いう声が多数聞かれました。 

 縦割り行政の弊害は土木分野に限らないとは

思いますが、まず県民目線に立ちワンストップ

の窓口対応を行うこと、気軽に通報が行えるア

プリの活用を推進することが必要であると考え

ます。アプリの活用を含め、道路保全における

ＩＣＴの活用について、土木建築部長の考えを

お聞かせください。 

古手川副議長 島津土木建築部長。 

島津土木建築部長 道路の異常や要望等の通報

は、国が全国一括で２４時間受け付ける道路緊

急ダイヤル♯９９１０や直接の電話、メール等

により、県管理道路で年間約３千件寄せられて

います。 

 通報を受け、土木事務所の職員はワンアワー

ワンデーレンポンスの理念に基づき──これは

通報を受けてから１時間以内に現場に駆けつけ、

１日以内に対応方針をお伝えするといった土木

建築部の行動指針ですが、この理念に基づき行

動するとともに、所管外の通報についても関係

機関へ速やかに取り次ぐなど、丁寧に対応する

よう努力しています。 

 近年、インフラの老朽化が進行する中、こう

した道路の保全業務を効率的に進める上で、Ｉ

ＣＴを活用することは極めて有効と考えていま
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す。 

 このため県では、スマホやドローンを活用し

た損傷の把握に加え、通報された情報をリアル

タイムで関係者と共有するキントーンと呼ばれ

るツールの導入に向け、今年度から試行に着手

しました。 

 議員御指摘のアプリを活用した通報システム

は、県内では５市が、また、全国の都道府県で

は８都府県が導入している状況です。 

 こうした中、国が♯９９１０に代わる、ＬＩ

ＮＥを活用したスマホからの通報システムの開

発に今年度新たに着手しており、その動向につ

いて情報収集に努めています。 

 今後とも、ＩＣＴを活用しながら、現場主義

に基づき適切な道路保全に努めます。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 ありがとうございます。土木の方で

はしっかり対応していただいているということ

ですが、担当によって快く受けてくれたりとか

受けてくれないパターンがあるようで、担当者

によって対応が違うということは県民目線とは

言えないので、県民の目線に立った際に、窓口

の一元化、また利便性を考えたときにＤＸ化、

これはしっかりと進めていただきたいと思いま

すし、いろんなことが前に進んでいるなと今の

答弁を聞いて感じました。 

 あと、管理職員の減少という環境の中で、道

路パトロール支援サービスが平成２９年から導

入されていますが、現在の状況とその効果につ

いて、土木建築部長に伺います。 

古手川副議長 島津土木建築部長。 

島津土木建築部長 御指摘の道路パトロール支

援サービスは、スマートフォンのＧＰＳや加速

度センサーを活用して路面の凹凸を感知し、劣

化状況を可視化するシステムです。土木事務所

のパトロール車にスマートフォンを装着するこ

とにより、パトロールの際に道路の縦断方向の

凹凸を自動的に把握することができることから、

補修が必要な箇所を客観的に選定することに役

立てています。 

 また、当システムの運用により、パトロール

時に発見した道路の異常箇所等の位置情報と写

真を事務所にいる職員とリアルタイムで共有す

ることが可能となりました。迅速な意思決定や

対応にも寄与しているほか、パトロール日誌も

自動で作成できるなど、保全業務の省力化も図

られています。 

 引き続き、社会資本整備や維持管理における

様々な場面でＩＣＴの活用を積極的に進めなが

ら、県民サービスの向上に努めます。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 ありがとうございます。お願いしま

す。 

 今、カタールでサッカーのワールドカップが

行われていますが、そのサッカーの中でもＶＡ

Ｒとか、ボールにチップを埋め込んでラインを

出たか出ていないかとか判定するような、そう

いう先端技術が使われているようです。スポー

ツの世界でも先端技術が活用されている時代な

ので、人口減少が進む中で、地域課題の解決に

も先端技術をフル活用していただいて、ぜひ積

極的な活用をお願いします。 

 続いて、全国育樹祭による林業振興について

伺います。 

 昭和３３年に、別府市で第９回全国植樹祭が

開催されました。当時は、戦後からの復興に要

した後の森林資源の確保や災害防止をテーマと

して、天皇皇后両陛下により杉がお手植えされ

ました。 

 昭和５２年には、継続して森を守り育てるこ

との大切さを普及啓発するため、全国で最初と

なる第１回全国育樹祭が本県で開催され、皇太

子同妃両殿下により、お手植えされた杉への施

肥や記念行事が行われました。 

 この全国植樹祭及び全国育樹祭による機運の

高まりもあり、原野などへの植栽や森林整備が

積極的に展開され、現在では杉を中心とした豊

富な森林資源が成熟し、活用の時期を迎えてい

ます。 

 そのような中、先月に本県では２回目となる

第４５回全国育樹祭が「豊かなおおいた森林

（もり）を育み木と暮らし」を大会テーマとし

て開催されました。 

 １１月１２日には、第５１回全国植樹祭の開
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催地である大分県県民の森・平成森林公園で、

皇嗣同妃両殿下による枝打ちなどのお手入れや、

参加者による育樹活動が行われ、１３日には、

昭和電工武道スポーツセンターで、式典行事と

して、緑の少年団による活動発表や、森林に関

するアトラクションなど、盛会のうちに終了し

ました。 

 式典では、皇嗣殿下より、本大会を一つの契

機として、豊かな森林を育む心がさらに広がり、

森林からの恩恵である木材を暮らしの中にいか

す木の文化が、大分の地から全国へと展開して

いくことを祈念しますというお言葉や、次代を

担う子どもたちの非常に頼もしい取組などを聞

くことができました。また、記念行事として、

森林・林業・環境機械展示実演会や森林フェス

などが開催され、県内外から多くの方が来場さ

れたと聞いています。 

 今回の全国育樹祭は、豊かな森林を有し、林

業の先進県である当県の取組や魅力を全国に広

くアピールし、これまでの広瀬県政で推し進め

てきた森林・林業施策の結集した、大変すばら

しい大会であったと思います。知事を始め、関

係された皆様方の御尽力に、心より敬意を表し

ます。 

 植樹祭、育樹祭と続く一連の大会は、先人に

より植え、育てられてきた森林が、長い期間を

経て、バトンタッチされ、新たな森づくりや林

業がスタートを切るという流れを象徴するもの

であり、そういった意味でも、今回の全国育樹

祭を一過性のものとせず、理念や成果を着実に

継承し、いかしていくことが重要です。 

 そこで、第４５回全国育樹祭の成果について

どのように捉え、今後の森づくりを始めとした

林業振興にどのようにいかし進めていくのか、

知事に伺います。 

古手川副議長 広瀬知事。 

広瀬知事 全国育樹祭ですが、お陰様で大変意

義深い、いい祭りができたと思っています。秋

篠宮皇嗣同妃両殿下に御臨席いただき、先月開

催しました。お手入れ行事や式典行事のほか、

多くの関連行事等を通じて、その理念を県内は

もとより全国の皆様に発信できたと思っていま

す。 

 特に、緑の少年団や高校生など、県内の多く

の子どもたちに活躍の場を設けたことや、林業

のイメージアップ、木材利用の重要性などをＰ

Ｒしたことで、森林づくりの輪が大きな広がり

を見せたのではないかと思っています。 

 この成果を今後の林業振興にいかしていくこ

とは大変大事だと思いますが、私どもは次の２

点が重要だと思っています。 

 一つは、伐って使い、植えて育てるといった

脱炭素社会の実現に向けた循環型林業の確立で

す。 

 戦後植栽された県内の杉、ヒノキの森林資源

は１９万ヘクタールに上り、そのうち６０％が

４５年生を超えており、利用期を迎えています。 

 この充実した資源を伐採、活用し、再び植え

て育てることで、多様な林齢からなる森林を作

っていきます。 

 そのため、大径化した高齢林を積極的に伐採

するとともに、その後の植栽には成長の早いエ

リートツリーやコウヨウザンなどの早生樹を導

入し、資源の若返りを図っています。 

 大径材の加工に必要な製材機等の整備や、消

費拡大に向けた非住宅建築物の木造化、内装木

質化を進めるとともに、大消費地である関東・

東海地域等に拠点を設け、木材利用のさらなる

拡大に向けた取組を進めていきます。 

 二つ目は、循環型林業を支える担い手の確保

・育成です。 

 今大会で両殿下に御視察いただいたおおいた

林業アカデミーの充実や、作業現場での機械化、

ＩＣＴ化を促進することなどで、林業の担い手

の拡大を図っていきます。 

 また、将来にわたって林業が持続的に発展し

ていくためには、森林を育む豊かな心を持った

子どもたちの育成が大変大事だと思っています。 

 今大会での多くの子どもたちの頼もしい姿を

目の当たりにして、次代の森林づくりに向けた

取組が着実に芽吹き育っていることを実感しま

した。 

 この芽吹きをさらに広げ、継続させるため、

今後は、緑の少年団への支援を強化するととも
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に、教育機関と連携し、小中学校などでの森林

・林業教育を充実させていきます。 

 早速、玖珠町をモデル町として、全ての小中

学校での実施に向けた取組を進めています。 

 このように第４５回全国育樹祭の成果を継承

し、今後の林業振興にいかすことで、大分の豊

かな森林とその恵みを次の世代につなげていき

たいと考えています。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 知事、ありがとうございます。私も

式典に出席しましたが、本県の特色とか文化と

かがしっかりと出された、大変すばらしい大会、

式典だったと感じています。 

 中でも、今、知事の答弁にもありましたが、

私の地元、中津市の三郷小学校の緑の少年団の

取組の発表もありましたし、多くの子どもたち

が式典に関わっていました。そういう若者とか

子どもたちが森林について学んだり、触れたり、

そういう機会をどんどん増やしていくことが大

切だと感じましたし、担い手の確保も大切です

し、そういうことが森林づくりの輪が大きく広

がりを見せたと知事が言われていることかなと

思っています。 

 ぜひともこの育樹祭の機運を単なるイベント

だけではなくて、レガシーとして継承していけ

るような今後の取組に期待しています。 

 それでは、観光・地域振興で、インバウンド

復活に向けた取組について伺います。 

 １０月１１日から新型コロナウイルス感染症

の水際対策が大幅に緩和され、１日当たり５万

人としていた入国者数の上限が撤廃されました。

また、ツアー以外の個人の外国人観光客もおよ

そ２年半ぶりに入国を解禁し、アメリカや韓国、

イギリスなど、６８の国や地域から観光で訪れ

る短期滞在者のビザを免除する措置も再開され

ています。 

 それに加えて、ここ数か月の間に円安が進ん

だことも追い風となり、日本を訪れる外国人観

光客は急速に回復しており、テレビなどを通し

て、東京浅草の雷門や京都の嵐山を訪れる外国

人観光客の姿を目にする機会も増えてきました。

県内においても、外国人観光客と思われる人を

目にする機会が少しではありますが増えてきた

と感じています。 

 私の地元、中津市ではアメリカから移住され

た夫婦との縁で、外国人向けスポーツツーリズ

ムを手掛ける会社が、アメリカ・ハワイ州から

招いた外国人観光客を対象としたサイクリング

ツアーを開催しました。参加者は自転車で中津

城を出発し、本耶馬渓の青の洞門や羅漢寺、安

心院の鏝絵が並ぶ通りを走るなど、県内の様々

な観光地を巡り大分の魅力を堪能したそうです。 

 また、外国人観光客を呼び込む取組として、

１０月にはシンガポールの旅行会社が中津市の

観光地へ視察に訪れています。こちらも耶馬溪

から本耶馬渓までの道のりを美しい自然を楽し

みながらサイクリングを体験しています。参加

者からは、シンガポールには自然が少ないので、

早速売り込みたいとの声が聞かれたようです。

さらに、中津、宇佐、豊後高田３市などでつく

る協議会は、台湾出身のインフルエンサーに県

北３市の観光名所を巡ってもらい、動画での紹

介により台湾などからの訪問者数増加につなげ

る取組を行っています。このような取組を継続

し、日本を訪れる外国人観光客から、訪問先と

して本県を選んでもらうことがとても重要だと

考えます。 

 １０月に観光庁が公表した訪日外国人消費動

向調査、２０２２年７月から９月期の全国調査

結果（試算値）によると、訪日外国人の一人当

たりの旅行支出は３１万３千円と試算されてい

ます。このことからも、本県を訪れる外国人観

光客が増えることは、観光産業のみならず、県

経済の回復にとっても大変重要なことだと考え

ます。インバウンド復活に向け、外国人観光客

に本県を選んでもらうため、今後どのように取

組を進めていくのか、観光局長の考えをお聞か

せください。 

古手川副議長 秋月観光局長。 

秋月観光局長 １０月の外国人宿泊客数は、コ

ロナ禍以降初めて１万人を超え、９月と比べて

も３．８倍と大きく伸びたところです。この回

復の兆しを確実なものとするため、取組をさら

に加速させていきます。 
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 一つは、コロナ禍前、外国人観光客の約８割

を占めた東アジアのリピーター層の復活です。

今月７日から県内観光事業者と連携して開催す

る台湾３都市での本県単独商談会には、２００

社を超える現地旅行会社の参加申込みがあり、

本県への旅行機運は確実に高まっています。来

年２月には韓国で同様の商談会を行うほか、現

地企業の報奨旅行等の誘致も強化して、東アジ

アからの誘客の早期回復を目指していきます。 

 二つは、高い観光消費が期待される欧米等か

らの新たなインバウンドの獲得です。先月参加

した英国の旅行博では、竹細工や耶馬溪のサイ

クリングなど、体験型観光への関心の高さを実

感したところです。 

 ２０２５年大阪・関西万博も見据え、地域の

伝統文化や自然などを体験できる高付加価値コ

ンテンツの商品化を促すため、観光関係者向け

の研修やモデルコースの造成、セールス等に取

り組んでいきたいと考えています。 

 引き続き各国のニーズを踏まえた情報発信に

も力を入れ、観光事業者等と一体となりインバ

ウンドの復活に向けて取り組んでいきます。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 私も旅館をやっていますが、確実に

インバウンドは増えてきたと感じますし、人が

動き始めたという実感もあります。外国人旅行

者には近年、アウトドアやアクティビティーの

ニーズが高まっているということなので、その

辺の仕掛けもどんどんやっていただきたいと思

っていますが、インバウンドを意識し過ぎるが

余りに、大分県の本来の良さを失わないように

気を付けなきゃいけないと思っています。 

 先日、農林の県外調査で、栗の産地である長

野県小布施町へ行ってきました。小布施町は、

農業と観光、文化、そしてまちづくりが切って

も切り離せない関係だということで、観光やま

ちづくりも踏まえた話をいただきましたが、一

本筋が通っていたと感じたのは、あくまで観光

ありきではなくて、町民との対話を重ねて、歴

史、文化とか町民のことを一番に考えていろん

な取組を行っていった。その結果、町民の協力

が非常に得やすくなって、同じベクトルでまち

づくりを行っていけた。そしてまた、それが観

光につながっていったと、そのような内容でし

た。 

 本県の指針であるツーリズム戦略を見ていく

と、行政、ツーリズムおおいた、地域観光協会、

観光事業者、商業事業者、農林水産事業者、Ｎ

ＰＯ、そして県民一人一人が、共通認識の下、

同じ方向に向かって全力でツーリズムの推進と

観光産業の振興に取り組んでいくと目的に示さ

れていますが、各自治体でも戦略に基づいてそ

れぞれの特色を生かして施策を行っていると思

いますが、この戦略の共有をどのようにされて

いるのか、再度伺います。 

古手川副議長 秋月観光局長。 

秋月観光局長 議員御指摘のとおり、観光と地

域づくりを一体に進めることはとても重要なこ

とだと考えており、本県としても、これまでも

ずっとそうした取組で進めてきました。 

 ツーリズム戦略においては、本県の観光振興

の指針であり、市町村や観光協会を始め、宿泊

やお土産、地域づくり団体など、幅広い民間関

係者の皆さんと議論を重ねて策定しました。戦

略を幅広く知っていただくために、各種会議で

の説明に加え、概要版のパンフレットを今回初

めて作成して、例えば、観光を志す大学生など

にも周知を図ったところです。また、市町村や

観光協会が参画しているツーリズムおおいたで

は、この戦略に沿って中期経営計画を策定して

おり、県と共に観光振興を推進しています。 

 戦略の実行や目標の達成に向けては、市町村

や観光関係団体はもとより、地域づくり団体や

様々な関係団体との連携はもとより、県民の皆

様との連携や共通認識が不可欠であると考えて

います。 

 今後もあらゆる機会を捉え、引き続き多くの

方々に周知を図っていきたいと考えています。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 自然、歴史、文化等の良さをいかし

て、指針に基づいて同じ温度で県内で取組をし

ていただいて、自然な姿に近い大分の魅力を外

国人の旅行者に知ってもらうことが大切だと思

っているし、その指針となるものがツーリズム
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戦略であると思っているので、この戦略をより

深い共有にしていただけるよう、また引き続き

よろしくお願いします。 

 続けて、インバウンドの視点も盛り込みなが

ら、国内に向けた誘客対策で、ＤＣについて伺

います。 

 本年の第２回定例会でも質問しましたが、令

和６年春には、ＪＲ各社が取り組む国内最大規

模の観光イベント、福岡・大分デスティネーシ

ョンキャンペーンが開催されます。７月には、

福岡・大分ＤＣ実行委員会と大分、福岡の両県

にそれぞれのＤＣ実行委員会が設立され、ＤＣ

に向けての推進体制が整ったところです。現在、

この実行委員会や下部組織に設けられたおもて

なし推進などの三つの専門部会を通じてＤＣに

向けた準備等が進められていると思います。 

 ＤＣまで残り１年と僅かになりました。ＤＣ

の前年、来年春には全国から旅行会社や交通事

業者、出版社等の関係者を招いた全国宣伝販売

促進会議も開催されます。 

 前回、広瀬知事の答弁にもありましたが、Ｄ

Ｃは全国最大級の旅行キャンペーンであり、準

備には相当な期間を要することからその取組を

加速する必要があると私も考えます。 

 また、ＤＣの成功に向けては、前回のＤＣと

同様に、観光客に好評だった様々なおもてなし

に力を入れていく必要があります。県民による

おもてなしとして、おもてなしサポーターの募

集や県内各地域で行う花いっぱい運動といった

取組、市町村や各事業者などと進める観光案内

看板やトイレなどのハード面の整備も必要だと

考えます。 

 少し前になりますが、地元紙のコラム欄に

「クルマを走らせていると『一村一品大分県』

看板が目に入った。旧町名そのままもいただけ

ない。観光とはブランドをいかに磨き上げてい

くかに尽きる。古い看板一つで観光地の印象を

損ねてしまう」という内容の記事が掲載されて

いました。この観光案内看板はその内容からし

て前回のＤＣの際も整備されなかったと思われ

ますが、限られた時間の中で、県として市町村

や各事業者などと連携しながらインフラ環境の

整備などを含めた準備を進めていくことが大切

です。 

 こうしたことを踏まえ、ＤＣに向けたおもて

なしの取組をどのように進めていくのか、観光

局長の考えをお聞かせください。 

 また、市町村や各事業者が行う取組に対して、

県からの支援も必要ではないかと思いますが、

どのようにお考えか伺います。 

古手川副議長 秋月観光局長。 

秋月観光局長 おもてなしは、デスティネーシ

ョンキャンペーン成功の要となるものと考えて

います。住んでいる方も訪れる方も、誰もが地

域への愛着を抱き、再び訪れたいと感じてもら

えるようなおもてなしの取組が大切です。 

 現在、おもてなし推進部会において、観光関

係者を対象とした旅行者の満足度をさらに向上

させるホスピタリティー研修や、県民総参加に

よるおもてなしの実現に向けた企画など、具体

的な取組内容などを議論しています。 

 また、安心・安全で快適な旅を支える環境の

整備も大変重要なポイントです。まずは、旅行

者の印象に大きな影響を与えるトイレや、絶景

ポイントや沿道における支障木、観光案内標識

の表示内容などについて、市町村等と連携して

点検を進めており、今後、必要な整備を進めて

いきたいと考えています。 

 加えて、おんせんおおいたＷｉ－Ｆｉの高速

化などのため機器更新を行う事業者などを支援

したいと考えています。 

 デスティネーションキャンペーン本番におい

ては、花壇の設置や装飾など、歓迎ムードの演

出も欠かせません。県内の機運醸成にもしっか

り取り組み、県民一丸となって旅行者の記憶に

残る旅となるような、おもてなしの実現に取り

組んでいきたいと考えています。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 さきほど指針の話をしましたが、例

えば、別府市が公衆トイレにトイレットペーパ

ーを必ず常備する取組も行っているし、ほかに

も県下で統一した、例えば、ピクトグラムを案

内板に盛り込むとか、各自治体で特色のあるも

のを一つだけ推し出していこうとか、そういう
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細かい戦略の共有、そしてまた支援も必要だと

思いますし、それが県民挙げてのおもてなしの

機運の向上につながると思っています。 

 本日上程された追加補正案にも、トイレや看

板整備等が盛り込まれていますが、同じやるな

らそういう細かい戦略の共有もお願いしたい。

今答弁の中にも市町村と連携してということが

ありましたが、再度、観光局長に伺います。 

古手川副議長 秋月観光局長。 

秋月観光局長 デスティネーションキャンペー

ンを見据えて、観光客等が快適に利用できる公

衆トイレの美化を目指して、今年、早速１０月

に庁内におもてなしトイレ推進本部会議を設置

しました。本部会議において、例えば、トイレ

内の明るさであったり、トイレットペーパーを

常備しているかどうかであったり、清掃体制の

確保などの点検項目を設けて、市町村と共に徹

底することにしています。また、県管理の観光

案内標識についても、観光庁が定めたガイドラ

インに沿った表記であったり、ピクトグラムが

適用されているかどうかなどを確認した上で改

修を行っていきたいと考えています。 

 デスティネーションキャンペーンの受入体制

を万全とするためにも、市町村が管理する標識

なども同様に、適切に改修が進められるように

要請して環境を整えていきたいと考えています。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 ぜひとも県下で統一した取組をお願

いします。 

 観光県である本県としてやらなければいけな

いことはまだまだ山積していると思いますが、

コロナ等々で観光は大打撃を受けているので、

一度原点に立ち返って、一本筋を通した中で、

県民の皆さんが望んだ地域づくりを行って、お

もてなしの機運、そして、本県の魅力が高まっ

ていくような施策を引き続きお願いします。 

 それでは最後に、ツール・ド・九州２０２３

について伺います。 

 令和５年秋に福岡、熊本、大分の３県で開催

が予定されている国際サイクルロードレース、

ツール・ド・九州２０２３について、本年９月

末に国際自転車競技連合（ＵＣＩ）から大会日

程とクラスが発表されました。これによると、

ツール・ド・九州２０２３は令和５年１０月６

日から９日までの４日間の日程で、ＵＣＩアジ

アツアーのクラス１として開催されることが正

式に決定しました。 

 このＵＣＩ国際レースの認定は、九州・山口

の各県と経済界で構成する九州地域戦略会議の

皆さんの意気込みの結果だと思います。クラス

１のレースとなると、最高クラスのワールドツ

アーに出場しているチームも海外から参加する

ことになるため、国内外からの注目度も一段と

高まることが期待されます。 

 また、オートポリスと日田市街地をつなぐコ

ースで実施する大分ステージは、レースの最終

日に開催されることから、有終の美を飾るべく

大会を大いに盛り上げるとともに、この国際ス

ポーツイベントの開催を通じて、地域の元気づ

くりへとつなげていくことが大変重要だと考え

ています。 

 そのためには、情報発信を戦略的に進めるこ

とや、会場を盛り上げ、しっかりと集客してい

く必要があると思っています。 

 そこで、ツール・ド・九州２０２３について、

本県でのこれまでの取組の進捗状況とともに、

今後どのように取り組んでいかれるのか、企画

振興部長の見解を伺います。 

古手川副議長 大塚企画振興部長。 

大塚企画振興部長 大会の運営や盛り上げに向

けて、大分ステージ推進委員会を立ち上げ、コ

ース会場となる日田市の経済界や観光事業者等

と連携し、機運醸成や受入体制などの様々な取

組を進めています。 

 地元における大会認知度の向上では、５月の

川開き観光祭においてサイクリスト１００人に

よるパレードを行ったほか、８月のママチャリ

レースや１１月の天領祭りでのバーチャルサイ

クリング体験など、季節ごとのイベントにあわ

せてレースのＰＲに取り組んでいます。 

 全県下での機運醸成としては、県内２５か所

の道の駅とタイアップした大会をＰＲするオオ

イタチャリメシスタンプラリーや、食に関心の

高い学生を対象にサイクリスト向け食事メニュ
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ーの開発コンテストも現在実施しています。 

 今後、大会の準備が本格化する中、会場を盛

り上げ、しっかり集客していくためには、受入

体制の充実や、大会の魅力を分かりやすく幅広

に発信していくことが重要と考えています。 

 受入体制の面では、レースのライブ映像を流

すパブリックビューイングの設置、日田市内と

オートポリスをつなぐシャトルバスの運行など

を検討しています。 

 情報発信では、大分ステージのイベント情報

に加え、コースやレースの見どころをＳＮＳ等

で発信したり、国内外のインフルエンサーの活

用も検討していくこととしています。 

 引き続き、大会の成功に向け、しっかりと準

備を進めていきます。 

古手川副議長 大友栄二君。 

大友議員 ありがとうございます。現在、本県

では自転車プロチームができたりとか、サイク

ルトレインの検討もされているということです

し、また、以前、私、ＯＮＯＭＩＣＨＩ Ｕ２

という、自転車ごと泊まれるホテルの紹介をし

ましたが、サイクル・ハブとしての環境が本県

も整ってきているところだと思っています。 

 このイベントを契機に、それらが加速して、

自転車といえば大分県だというぐらいの、そう

いう整備が進んでいけば、サイクルツーリズム

にもつながっていくし、夢があるなと感じてい

ます。ぜひこれを契機に幅広な検討を進めてい

ただくことをお願いして、私の質問を終わりま

す。ありがとうございました。（拍手） 

古手川副議長 以上で大友栄二君の質問及び答

弁は終わりました。原田孝司君。 

  〔原田議員登壇〕（拍手） 

原田議員 県民クラブの原田孝司です。 

 去る１０月、広瀬勝貞知事は、今期をもって

勇退されることを表明されました。５期２０年

にわたり、時代を先取りし、卓越した手腕を発

揮され、私たち県民の先頭に立っての大分県の

安心・活力・発展の実現に導いていただいたこ

とに厚く感謝を申し上げる次第です。 

 この２０年間の功績については、多くの議員

の方が述べられているので、私からは言いませ

んが、残りの任期とともに、これからも大分県

へぜひいろいろな立場で御助言いただきたいと

思っています。 

 質問に入ります。 

 １番に教育行政について質問します。 

 大分県の教員不足はとても深刻な状況と言わ

ざるを得ません。県教育委員会として様々な対

策に取り組まれていることも知っているが、今

年の教員採用試験の募集状況の話を聞いてもな

かなか解決に至っていないのだと思います。私

たちも批判ばかりでなく、どうしたらいいのか

を共に考えていく立場で質問します。 

 本県では、教員の大量退職に伴う大量採用が

行われているものの、受験者数が減少するとと

もに、受験倍率も低下し、採用予定数の確保自

体が困難な危機的状況にあります。このままで

は、教員の欠員が増加し、年度途中の病休、産

・育休者の代替確保も困難となっていきます。 

 このため、受験者確保の取組や労働環境改善

の取組、教職員研修を通じた人材育成などが行

われているとは思いますが、さらなる取組が必

要不可欠です。 

 また、本県では、教員の採用からおおむね１

０年３地域の広域異動が実施されています。こ

れは、教育改革の一環として２０１２年度に導

入されたもので、周辺部の教員確保などに効果

がある一方、負担感から他県に人材が流出する

要因になっているという指摘もあります。 

 本年、１０月１８日に開催された、広瀬知事

と県教育委員による県総合教育会議では、教職

員の人材確保や育成について意見交換が実施さ

れましたが、広瀬知事は、制度を維持しながら、

教員の負担感がなくなるよう改善してはどうか

と発言されたと報道されています。 

 周辺部の教職員不足を解消するためには、私

も広域異動は必要だと考えていますが、現在の

制度は余りにも負担を強いていると考えていま

す。 

 今回の見直しを始めるという方針を私は支持

しますが、教員の人材確保及び育成による全県

的な教育水準の向上は、地方創生を担う人材育

成の観点からも教育委員会を中心に全庁を挙げ



第４回 大分県議会定例会会議録 第２号 

- 53 - 

て取り組むべき課題と考えます。 

 こうしたことを踏まえ、教員の人材確保及び

育成についてどのように考えか知事に伺います。

また、教員の広域異動について知事の思いをお

聞かせください。 

 続いて、教育現場における再任用について質

問します。 

 教員不足解消に向けた一つの方策として、や

はり退職後の再任用の方々に助けていただくこ

とが重要だと考えています。 

 しかしながら、再任用教員・職員は同じ仕事

をしていながら約７割という賃金水準がネック

になっているのではないかと考えています。 

 これまでの多くの経験がありながら、体力的

なものを含めてモチベーションを維持していく

のは大変なことだと思います。 

 そこで、教育現場の再任用者の現状について、

２点お尋ねします。 

 まず、再任用制度における賃金などの処遇改

善はできないか、お尋ねします。さらに、再任

用制度にはフルタイム勤務と、短時間勤務があ

りますが、令和３年度末でフルタイム勤務を希

望した方の割合は５４％と伺っています。親の

介護等の様々な理由で短時間勤務ならできると

いう方も、現状では再任用を断っているのでは

ないかと思うので、対策をお聞かせください。 

 続いて、特別支援学級の学級編制についてお

尋ねします。 

 特別支援学級の学級編制の標準は現在８人と

されていますが、在籍する児童生徒の障がいの

重度・重複化等の実態から、担任されている教

員の負担はとても大変な状況になっており、学

級編制の標準の引下げを望む声が多くの教職員、

保護者から上がっています。 

 特別支援学級に在籍する児童生徒数は急速に

増加しており、今後もその傾向が一定程度継続

すると考えられます。 

 文部科学省内に設置された特別支援教育の在

り方に関する特別委員会においても、特別支援

教育に関わる教職員定数の改善を図っていくこ

とが重要であることも踏まえつつ、学級編制の

標準の在り方について今後検討する必要がある

と提言されています。 

 本県でも早急に実態調査を行い、特別支援学

級の学級編制について、改善に向けて取組を進

めるべきではないかと思いますが、教育長の見

解を伺います。 

 以下、対面席で質問します。 

  〔原田議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

古手川副議長 ただいまの原田孝司君の質問に

対する答弁を求めます。 

 広瀬知事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 原田孝司議員から教員の人材確保に

ついて御質問いただきました。 

 大量退職期を迎える中、教員の人材確保は教

育県大分にとって喫緊の課題です。 

 教育委員会では、大量退職に備え、教員採用

予定者数を増やすなど、前広な教員採用試験を

行ってきたところですが、依然として多数の欠

員が生じている状況です。 

 これまでも、１次試験の免除拡充など、採用

試験に係る受験者の負担軽減や、他県教諭特別

選考等を行っていますが、受験者確保に向けて

教育委員会にはさらなる工夫をしてもらいたい

と考えています。 

 また、今年度の教員採用試験においては出願

倍率が低く、特に小学校教諭では顕著であるこ

とから、採用後の人材育成も大事です。 

 このため、拠点校指導教員の配置や、初任者

研修など法定研修の実施はもとより、授業力向

上アドバイザーによる教科指導など、常日ごろ

のＯＪＴも充実させてもらいたいと考えていま

す。 

 このような中、先日の総合教育会議では、県

教育委員と今後の教員確保・人材育成に向けた

議論を行ったところです。 

 教育委員からは、教育水準の維持向上や教職

員の意識改革の観点から、広域異動の重要性に

ついて多くの意見が出されました。 

 また、県内各地の伝統文化や人とのつながり

などを学ぶことは、教員の資質向上を図る上で

非常に大切であるとの意見もありました。 

 特に、周辺部の市町村教育委員会からは、教
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育水準の維持向上には広域異動が必須だという

声を聞いています。 

 他方、１０年の間に広域異動を繰り返すこと

は、教員への負担が大きいという意見があるこ

とも耳にしています。 

 私としては、広域異動の制度を維持しながら、

教員の負担感を軽減するよう改善する必要があ

るのではないかと指摘したところです。少し欲

張りですが、両方をやったらいいのではないか

と思います。 

 小中学校の教員の人事異動については、地方

教育行政法により、市町村教育委員会からの内

申に基づき行うものと承知しています。 

 教育委員会には、教員の人材確保のため、教

員の負担軽減の観点も踏まえつつ、市町村教育

委員会の意見も聞きながら、魅力的な職場環境

の構築に向け検討を進め、できるだけ早く結論

を出してもらいたいと考えています。 

古手川副議長 岡本教育長。 

岡本教育長 ２点についてお答えします。 

 まず、教育現場における再任用についてです。 

 再任用職員の給与については、他の職員同様、

地方公務員法により、生計費、国及び他の地方

公共団体の職員並びに民間企業の従事者の給与、

その他の事情を考慮して定めることとなってい

ます。 

 法の趣旨を踏まえ、人事委員会勧告に基づき、

給与改定等も行う必要があり、国や各県動向等

も見ながら考えていきたいと思っています。 

 来年度施行される定年年齢の引上げにより、

再任用短時間勤務は、定年前再任用短時間勤務

又は暫定再任用短時間勤務となります。 

 今年９月、今年度末に５９歳となる教職員を

対象とした意向調査を行ったところ、小中学校

で約３割の６７人が非常勤講師を含む短時間勤

務を希望しており、昨年度の４４人を大きく上

回る状況です。 

 現在、今年度末６０歳及び５９歳の教職員を

対象に再度意向調査を実施しています。 

 今後、意向調査を踏まえ、市町村教育委員会

と連携し、短時間勤務同士の組合せや非常勤講

師との組合せなどの工夫を行いながら、再任用

短時間勤務のさらなる活用を図りたいと考えて

います。 

 続いて、特別支援学級の学級編制についてで

す。 

 特別支援学級の学級編制基準は、義務標準法

において、小中学校ともに８人と規定されてお

り、本県の基準も同様です。 

 しかしながら、本県では、進学先の中学校に

特別支援学級が設置されていない場合や、近隣

に特別支援学級を設置する学校がない場合など

は１人でも新設を認めるなど、これまでも現場

の実態等も踏まえながら、柔軟に対応してきた

ところです。 

 その結果、本県における特別支援学級数は、

本年５月現在で７４５学級と、前年度に比べ７

８学級増加しています。 

 さらに、特別支援学級における指導の充実を

図るため、児童生徒の個別の指導計画等の作成

では、特別支援学校の特別支援教育コーディネ

ーターが専門的見地からの援助・支援を行って

います。 

 特別支援学級の学級編制基準の引下げについ

ては、国の配分定数の充実が不可欠であり、国

の動向も注視していきたいと考えています。 

古手川副議長 原田孝司君。 

原田議員 ありがとうございました。採用から

おおむね１０年、３地域の広域異動については、

私自身、とてもこれは問題があるなと思ってい

ました。その中で、知事がこういったふうにや

る見直しについて発言していただいたことは本

当に深く感謝しています。 

 そこで、教育長に質問しますが、この広域異

動の見直しについてどのように見直していくの

か、また、スケジュール的なことも含めて御回

答をお願いします。 

古手川副議長 岡本教育長。 

岡本教育長 お答えします。 

 市町村教育委員会からは、教育水準の維持の

ために広域異動が必要という強い要望を受けて

いますが、今後、具体的な見直しの検討にあた

っては、来年１月に予定されている市町村教育

長会議を皮切りに、市町村教育委員会の意見も
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しっかり聞きながら、できるだけ早く検討を進

めたいと考えています。 

古手川副議長 原田孝司君。 

原田議員 異動方針の見直しも進める中で、公

平、公正な異動という観点が重要だと私は考え

ています。以前は、周辺部の勤務に応じて、点

数を設定して、異動の優先度合いというか、そ

れを進めながら広域異動を進めてきましたが、

これから具体的に公正、公平を担保するために

どのように考えているのかというのはぜひお答

え願いたいと思います。 

古手川副議長 岡本教育長。 

岡本教育長 人事異動においては、公平、公正、

透明性の観点から、教職員評価システムと異動

調書により実施しています。 

 その評価結果等に基づき、教職員一人一人の

能力、適性、意欲などを踏まえた適材適所の配

置が重要であると考えています。 

 今後とも人事異動方針に基づいて適材適所の

人材配置を行いたいと考えています。 

古手川副議長 原田孝司君。 

原田議員 分かりました。 

 では次に、再任用について提案します。 

 さきほど短時間勤務同士を組み合わせるとい

う言い方を教育長はされていました。実は今、

高校とか中学校では、この短時間勤務の先生方

は、例えば、教科担任制の中で、その教科を教

えるという形で入っている方は結構多いですね。

ただ、小学校はなかなかそうはなっていなくて、

なかなか短時間勤務がしにくい側面があるわけ

です。 

 ただ、今小学校の高学年で教科担任制が結構

入っているので、そういった形で短時間勤務が

できる形、受け入れがしやすいような形をつく

ってあげるというのが、これが短時間勤務の導

入にされる方にとっては本当に役に立つのでは

ないかなと思いました。ぜひ御検討願いたいと

思います。 

 特別支援学級の学級編制ですが、今教育長の

言われたとおり、国の配分定数が大きく引っか

かるのはよく理解しています。ですが、今現場

の実態は本当に厳しい状況である。ですから、

ぜひ実態調査を行っていただきたいなと思って

います。その中でまた教育委員会が国への要請

も含めてぜひ取り組んでいただきたいなと思っ

ています。 

 では続いて、新年度予算に向けた歳入の確保

について質問します。 

 来年度の予算編成について伺いますが、当面

は骨格予算、そして新しい知事の下、肉付け予

算になると思いますが、歳入予算に着目して質

問します。 

 今年度の予算は、いつもとは違う予算編成で

あったと私は思っています。当初、私はコロナ

禍により県税収入は落ち込むのではないかと考

えていましたが、県税収入は企業の業績回復な

どで法人２税と地方消費税が伸び、１３．６％

増となる過去最高の１，２９８億円と見込んで

います。 

 他県では、例えば、秋田県の前年度比１４．

８％増のように、本県と同様に多くの県で製造

業などを中心とした企業業績の回復により県税

収入増としています。 

 また、自治体の健全な財政運営の判断基準の

一つである経常収支比率は、近年、９５％前後

で推移していましたが、８月に出た２０２１年

度の決算報告では、７．４ポイント改善の８７．

１％と報告され、私は驚きました。 

 今回、経常収支比率がこのような数値になっ

たのは、県税や地方交付税の増などによって収

入が増えたためと考えますが、現下の円安など

の動向により、所得税や法人税など国税収入を

その原資としている地方交付税の今後の動向が

気になります。 

 そうした中、これからの財政運営の見通しは

とても厳しくなるのではないかと考えます。そ

のため、財政的に余裕のあるうちに、貯金に当

たる財政調整用基金などの基金残高をできるだ

け増やしておくことが大事だと考えます。 

 さきの９月補正予算の記者発表において、知

事からは今年度末の財政調整用基金は３３０億

円ぐらいになり、目標額の達成が見込まれてい

ると発表されていました。 

 しかしながら、半導体の供給不足、原材料や
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原油価格の高騰、急激な円安など、社会経済状

況の不安要素が多く存在する中では、安心はで

きないと考えています。 

 そのような経済情勢の中、来年度の予算編成

に向け、県税収入や地方交付税をどのように確

保し、財政調整用基金残高とのバランスをどう

保っていく方針なのか、総務部長に伺います。 

古手川副議長 若林総務部長。 

若林総務部長 新年度予算に向けた歳入の確保

についてお答えします。 

 まず税収ですが、税収に大きく関わる県内の

景気動向については、国の全国旅行支援などに

より、個人消費や観光で持ち直しが見られてい

ます。 

 一方で、海外経済に起因する原材料高など景

気への不安材料も払拭できない状況にあります。 

 こうした景気動向を踏まえながら、来年度の

税収については、国が作成します地方財政計画

を考慮の上、適切に見込んでいきたいと考えて

います。 

 現在の国税収入の伸びなどを見ると、今年度

と同水準は確保できるのではないかと考えてい

ます。 

 地方交付税について見ると、国の総合経済対

策で国税収の補正に伴い、今般増額されていま

す。増額されたうち、１．４兆円程度は令和５

年度、来年度の交付税財源として活用されるこ

ととなっています。 

 また、国の概算要求においても、地方の一般

財源総額は確保される見通しが示されていると

いうところです。 

 今年度追加で措置された交付税については、

国の経済対策の趣旨にものっとり、県独自対策

が展開できるよう、今回の補正予算案において

適切に活用することとしています。 

 また、国の予算編成過程において、地方負担

の動向をしっかり注視しながら、安定的な財政

運営に必要な一般財源総額の確保と充実につい

ても、引き続き国に対して強く要望していきま

す。 

 こうした歳入の確保に加えて、国庫支出金や

各種の基金等を効果的に活用しながら、財政調

整用基金残高にも注意を払い、今後、当初予算

を編成したいと考えています。 

古手川副議長 原田孝司君。 

原田議員 今年度並みの地方交付税は確保でき

そうだという言葉に安心しました。今、多分予

算編成がされているのではないかなと思います

が、大変な毎日だと思いますが、ぜひ頑張って

いただきたいなと思います。 

 続いて、医療や高齢者をめぐる諸課題につい

て質問します。 

 今期の４年間で医療をめぐり様々な出来事や

改革がありました。一番大きな出来事は新型コ

ロナウイルス感染症対策だと思います。この冬

にはインフルエンザとの同時感染拡大も起きる

のではないかと危惧されていますから、油断は

できません。この間の福祉保健部、また県病を

始め、県職員の皆さん方に本当に感謝を申し上

げる次第です。 

 最初に、オンライン診療について質問します。 

 私は今潰瘍があって大分市内の病院に通って

いるのですが、その病院でもオンライン診療が

始まったと知り驚きました。というのも、オン

ライン診療は医療機関が少ない周辺部の地域で

展開されると思っていたからです。 

 私も一度オンライン診療を受けてみようと思

い、申し込み、先日診療を受けました。オンラ

イン診療は１，５００円の別途料金がかかった

のですが、とても便利でした。 

 私の場合、診療は夕方の６時からでした。そ

れまで普通の診療をして、夕方からオンライン

診療するという形だったようです。こうしたや

り方は、なかなか仕事を休めず薬を切らしてし

まうような勤労者も、仕事に影響なく受診でき

る仕組みだと感じました。 

 そこでお尋ねします。本県でのオンライン診

療推進への取組状況とその課題について、福祉

保健部長に伺います。 

 続いて、後期高齢者医療制度について質問し

ます。 

 本年１０月から後期高齢者医療制度が見直さ

れ、７５歳以上で、課税所得が２８万円以上か

つ年金収入とその他の合計所得金額が、単身世
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帯の場合は２００万円以上、複数世帯の場合で

は合計３２０万円以上の方は、自己負担割合が

１割から２割になりました。つまり、倍になっ

たわけです。 

 負担を抑える配慮措置として、外来受診患者

の窓口で支払う額の負担増加額が１か月当たり

３千円までに抑えられています。その配慮措置

も３年間の限定となっています。医療費の増大

で現役世代の負担がさらに大きくなることが懸

念されているための措置であり、基本的には国

の段階で検討される問題です。それに地方が振

り回されている気がしてなりません。 

 様々な医療制度改革が行われていますが、大

分県後期高齢者医療広域連合が財政運営の主体

となっている後期高齢者医療制度について、現

在の財政運営の課題を県としてどのように認識

されているのか、福祉保健部長に伺います。 

 続いて、認知症高齢者等の安全・安心対策に

ついてお尋ねします。 

 認知症高齢者等が他人にけがを負わせたり、

他人の持ち物を壊したりして、御本人や御家族

等が法律上の損害賠償責任を負った場合に、保

険金の支払を受けることができる認知症高齢者

等個人賠償責任保険があります。 

 認知症の家族を持つ人にとって、徘徊などで

行方不明になる心配とともに、そのような事故

を起こすのではないかという不安は常に付きま

とっています。 

 この認知症高齢者等個人賠償責任保険の保険

料は、１億円の補償を付けても年間数千円程度

で済みます。 

 現在、大分市、別府市、豊後大野市、九重町

など八つの自治体で保険料を負担する事業が始

まっています。 

 本年１０月から始まった別府市では、申請の

あった方々に適用され、市が負担する保険料は

全部で１０万円もかかっていません。多額にな

らない負担で、多くの方々が救われる事業であ

ることから、全県下でこのような制度が実施さ

れるとよいと考えています。 

 こうしたことを踏まえ、認知症になってもで

きる限り住み慣れた地域で、自分らしく安心し

て暮らし続けることができる社会の実現に向け、

さきの保険事業の推進を含め、県としてどのよ

うに取り組んでいくのか、福祉保健部長に伺い

ます。 

古手川副議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 ３点についてお答えします。 

 １点目は、オンライン診療についてです。 

 県内でオンライン診療を行っている医療機関

は、県が運営するポータルサイトであるおおい

た医療情報ほっとネットにおいて、現在２９施

設が確認できます。 

 このうち、過半の１８施設が大分市や別府市

にあり、持病があるものの通院時間の確保が難

しい現役世代の活用も見受けられます。 

 厚生労働省のガイドラインでは、かかりつけ

医が対面診療と組み合わせて行うことを求めて

いるほか、得られる患者情報が限定されること

から、医師が適切に診断できるかが課題とされ

ています。 

 また、昨年度県が行った実証実験でも、医師

から画面越しの問診だけでは、初診から適正な

診断を行うことは難しいとの意見もありました。 

 このため、県では、実際にオンライン診療に

取り組んでいる医師からの診療時の注意点等を

学ぶ医療従事者向けセミナーを開催し、適切な

運用の普及に努めています。 

 このほか、診断の精度向上に向け、オンライ

ン診療の活用が特に期待されるへき地において、

聴診音遠隔伝達システムなどＩＣＴ機器の有用

性の実証実験も行っています。 

 こうした取組により、対面診療を補完するオ

ンライン診療への理解促進に努めます。 

 ２点目は、後期高齢者医療制度についてです。 

 本県の後期高齢者一人当たりの医療費は、令

和３年度で１０５万３千円と、制度創設時から

年々増加傾向にあり、全国平均よりも高い水準

で推移しています。 

 団塊の世代が順次後期高齢者へ移行する中、

今年度の保険料算定では、前年度比でプラス１

３.７％、年間では８千円増の約６万６千円と

なる大幅な増額改定を行ったところです。 

 一方、現役世代の負担も増加しており、昨年
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度の国保の被保険者一人当たりの支援金は約６

万４千円と、保険料に匹敵する額となっていま

す。 

 広域連合の財政運営については、今後も厳し

い状況が続くと予想されることから、医療費急

増等による財政リスクの軽減や医療費の適正化

が喫緊の課題と認識しています。 

 このため、本年８月、剰余金を活用した広域

連合独自の安定化基金を設置し、年度間の医療

費の不均衡を調整できる仕組みを整えたところ

です。 

 また、医療費適正化に向けては、栄養指導な

どの保健事業と通いの場などの介護予防事業の

一体的な実施を促しており、来年度は全市町村

で展開される予定です。 

 今後とも、広域連合との連携を密にし、後期

高齢者医療制度の安定運営に努めます。 

 ３点目は、認知症高齢者等の安全・安心対策

についてです。 

 認知症高齢者が安心して暮らせるためには、

地域における見守り体制の構築が重要です。 

 そのため、行方不明になった場合に、警察や

消防、地域包括支援センター、民間事業者等が

連携して、速やかに捜索、保護するＳＯＳネッ

トワークを全市町村で整備しています。 

 また、地域住民等が参加する捜索模擬訓練が、

昨年度は８市町で実施されたほか、別府市では、

連絡先などが読み取れるＱＲコード付きのステ

ッカーを靴に貼る取組など、各地域で工夫を凝

らした対策が取られています。 

 議員から御指摘のあった民間の個人賠償責任

保険については、国の認知症施策推進大綱を踏

まえ、県の高齢者いきいきプランにおいて、住

民に身近な市町村における導入を推進すること

としています。 

 そのため、毎年度市町村担当者会議等を通じ

て、導入事例の共有を図っており、その効果に

ついても分析していきたいと考えています。 

 今後とも、こうした取組も含め、県内１４万

人を超える認知症サポーターや関係機関と連携

しながら、認知症の方とその家族が安心して生

活できるよう支援の充実に努めます。 

古手川副議長 原田孝司君。 

原田議員 今、福祉保健部長の答弁はオンライ

ン診療について、全ての人ができる診療ではな

いと言われましたが、確かにそうですよね。私

が行っている病院では、３回のうち１回は実際

に来てくださいと言われていて、また、そこで

処置が必要な方はオンライン診療できませんよ

と、いろんな条件があるのですよ。ただ、多く

の方々は、例えば、定期的に行って薬を出して

もらうなんていう方は、オンライン診療でも大

丈夫かなと思っています。それぞれの使い方に

よって、便利な使い方ができる制度でとっても

いいなと思っていますから、ぜひこのことは後

押ししてあげてほしいなと思っています。 

 後期高齢者医療制度についてですが、ある方

々から相談を受けて、いつもは歯医者に毎月行

っているが、そのとき、会計でいつも１千円出

してお釣りをもらうと。１０月以降は２千円出

さなきゃいけなくなった、倍になったのは実感

すると言っているのですよね。なかなか年金の

収入だけでやっている方々については負担感が

大きいのだなと思います。これはもちろん国の

制度によるものですが、ぜひそういった方の支

援が何かできないかなと思っています。 

 認知症高齢者の件については、今、福祉保健

部長が言われましたが、（現物を示す）これを

御存じでしょうか。オレンジリングといって、

認知症のサポーターの講習を受けた方々に配布

されるものです。今、大分県で１４万人と言わ

れましたね。これは全国的には目標が１，２０

０万人だったのが、ちょうど１年前に達成し、

現在は１，３００万人までこれを持っている方

がいると。それだけ多くの方々が認知症患者に

対してとても理解が進んだのだなと思っていま

すし、これは正に行政がやったお陰だなと思っ

ています。 

 私が言った、いわゆる賠償責任制度について、

一つの在り方ですが、そういったものを含めて

制度的なものをぜひもっと推進していただきた

いなという思いで発言しました。 

 続いて、ＳＮＳ上の誹謗中傷対策について質

問します。 
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 「私は人間を信じています、誹謗中傷をなく

していけると信じています」、この言葉は、１

０月に大分市で行われた木村響子さんの講演会

において、「誹謗中傷はなくならないと思いま

す」という会場からの声に対して、木村さんが

静かに言われた言葉です。 

 御存じの方も多いと思いますが、この講演を

していただいた木村響子さんの娘さんは、恋愛

リアリティー番組出演中に起きた口論をめぐり、

誹謗中傷を受け、自ら命を絶ったプロレスラー

の木村花さんです。享年２２歳の早過ぎる御逝

去でした。 

 お母さんの木村響子さんによると、誹謗中傷

した人の情報開示は時間やお金もかかり、運営

会社が外国の場合では英語で申請しなければな

らないなど、ハードルが高いとのことでした。 

 木村響子さんは裁判を起こして勝たれていま

すが、いまだに賠償金は支払われていないそう

ですし、御自身も「お金のために娘をだしにし

て活動している」などの誹謗中傷を受けている

と言われていました。 

 ＳＮＳをめぐる誹謗中傷は、現在でも大きな

人権問題となっています。インターネットサー

ビスプロバイダの大手である企業が実施した調

査では、２０代から６０歳代のＳＮＳを利用し

ている男女７７０人のうち、１７．５％の人が

「ＳＮＳで他者から誹謗中傷されたことがある」

と回答したそうです。 

 ２００１年に旧プロバイダ責任制限法が制定

され、発信者情報開示請求権が認められました

が、ＳＮＳの普及に伴い、発信者情報開示の迅

速化が指摘されるようになりました。 

 さらに、被害者救済と表現の自由等の確保に

留意した改正プロバイダ責任制限法が、本年１

０月１日に施行されました。 

 また、悪質な侮辱行為に厳正に対処するため、

本年６月には刑法の一部改正により侮辱罪の法

定刑が厳罰化されています。 

 このようなＳＮＳ上での誹謗中傷事案に対し、

２０２０年１２月に、群馬県で「群馬県インタ

ーネット上の誹謗中傷等の被害者支援等に関す

る条例」が制定されたことをきっかけに、他の

自治体でもＳＮＳ上での誹謗中傷に対する条例

制定の動きが出ています。 

 本県においても人権尊重施策基本方針を策定

し、ネット社会の人権問題に取り組んでいます

が、実際に本県において、このようなＳＮＳ上

の誹謗中傷の事案について、どのように把握し、

どのような措置や対策を取られているのか、生

活環境部長に伺います。また、こうしたことを

踏まえ、ＳＮＳ上の誹謗中傷をなくす取組につ

いて今後どのように進めていくのかあわせて伺

います。 

古手川副議長 高橋生活環境部長。 

高橋生活環境部長 お答えします。 

 ＳＮＳ上の誹謗中傷は、深刻な人権問題であ

ると受け止めていますが、現実には被害を受け

た方の把握が難しいことから、声を上げやすい

環境づくり、これに努めています。 

 そのため、今年３月の改正人権条例、これを

解決すべき課題として盛り込んだところです。 

 県では、ＳＮＳで誹謗中傷を受けた方の相談

に対応するとともに、被害の実態や対処方法を

学ぶ講演会の開催、あるいは企業研修等への人

権講師の派遣、広報媒体等を活用した啓発等々

に取り組んでいます。 

 また、県内の中高生自らがＳＮＳやインター

ネット等の正しい使い方を考え議論する場とな

るＩＣＴカンファレンスといった会議開催を通

じ、青少年のネットリテラシーの向上にも取り

組んでいます。 

 今後は、人権相談ネットワーク協議会、ある

いは青少年安心ネット環境づくり会議等を通じ、

法務局や市町村などとの連携をより強化すると

ともに、誹謗中傷への対処や削除方法に関する

情報を提供するなど、解決につながる施策につ

いて一層の充実を図りたいと考えています。 

 また一方、被害者の救済には、国による全国

的な手当も必要だと考えています。引き続き、

全国知事会等を通じ、人権救済制度の確立を国

に要望したいと考えています。 

古手川副議長 原田孝司君。 

原田議員 生活環境部長が言われたとおり、把

握するのはなかなか難しいのだろうなと思って
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います。 

 その中で、学校現場でのいじめ事案の中にも、

ＳＮＳ上での誹謗中傷といったものがあるので

はないかと思いますが、教育長に把握している

実態と、その対応についてお聞かせ願いたいと

思います。 

古手川副議長 岡本教育長。 

岡本教育長 昨年度の県内学校現場におけるネ

ットいじめの件数は３６３件となっており、い

じめ全体の２．５％に当たります。 

 ネットいじめは、早期発見、あるいは早期対

応、いずれも難しいので、情報モラル教育が重

要だと考えています。 

 県教委では、生徒、保護者、それから教員向

けに専門家によるネットトラブル講演会であっ

たり、あるいはスクールロイヤーによるいじめ

予防授業などの取組を行っています。 

 また、小、中、高校別に児童生徒向けの動画

教材、それから指導案を作成し、学校現場で活

用していただいたところです。 

 加えて、県立学校では、児童生徒、教員のタ

ブレットにこれらの動画、それから相談窓口の

アイコンを表示しており、引き続き情報モラル

教育の取組を推進したいと考えています。 

古手川副議長 原田孝司君。 

原田議員 これからも進めていただきたいと思

います。 

 私、この問題を考える中で感じたのですが、

誰もが被害者になるし、誰もが加害者にもなり

得るのだなと思ったことです。 

 今、サッカーワールドカップが行われていま

す。日本がドイツに勝って、全国から選手や監

督にすごい称賛の声が上がった一方、次戦のコ

スタリカ戦で負けて、すごい数の誹謗中傷が選

手や監督に届いたという話を聞きました。とて

も残念だったなと思いながら、これが本当のサ

ッカーファンなのかなと思ったりもしたのです

よね。自分自身が、一人一人が気を付けていか

なきゃいけない問題だなと思っています。 

 ちなみに、今晩どことするのでしたかね。

（「クロアチア」と呼ぶ者あり）クロアチア戦

なので、日本が勝つようにみんなで優しく応援

していきたいと思いますし、知事、勝ったらぜ

ひどこかでブラボーと声を上げてほしいなと思

います。 

 では最後に、地域公共交通について質問しま

す。 

 地域公共交通をめぐる計画の策定についてで

す。私ごとなのですが、８月中旬から１０月中

旬にかけて自家用車がなく、バスと電車を利用

して県議会に通っていました。私の家はバスの

便もよかったこともあり、スムーズに通勤でき

ましたが、公共交通機関のありがたさや必要性

を強く感じた２か月間でした。 

 現在、多くの地域で人口減少の本格化に伴い、

バスを始めとする公共交通サービスの需要の縮

小や経営の悪化、運転手不足の深刻化などによ

り地域の公共交通の維持、確保が難しくなって

います。 

 他方、高齢者の運転免許の返納が進むなど、

受皿としての移動手段を確保することがますま

す重要な課題になっています。 

 本日午前中には、県民クラブの二ノ宮議員が

地方創生について質問しましたが、公共交通機

関の整備抜きに地方創生は成り立たないことは

明らかです。 

 国は、公共交通の改善や移動手段の確保に取

り組める仕組みを拡充するとともに、特に過疎

地域などでは、地域の輸送資源を総動員して移

動ニーズに対応する取組を促すため、地域公共

交通の活性化及び再生に関する法律を２０２０

年５月に改正しました。 

 本県では、県内を６圏域に分け、持続可能な

公共交通ネットワークの構築を目指し、地域公

共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計

画を策定しています。この計画が現在、どのよ

うに進められているのか、また、これまでに明

らかになった課題をどのように考えているのか、

お尋ねします。 

 また、県が策定した計画を具体的に実施する

ためにも、基礎自治体での地域交通に関するマ

スタープランとなる計画、地域公共交通計画の

策定が必要です。 

 現在計画が策定済みである市町村は、県内で
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は７市１町です。５年以内に地域公共交通計画

を策定すると、その計画に基づいた事業には国

からの補助金が出ることになっていますから、

まずこの計画の策定が急務だと考えますが、県

内市町村の現状とこれからの取組についてあわ

せてお聞かせください。 

 続いて、持続可能な地域公共交通ネットワー

クの構築について質問します。 

 各地域のバス路線は、基幹路線から血管の様

に広がっていますが、周辺部では採算の取れな

い路線がほとんどとなっているのが現状です。

それを補うためには、例えば、デマンドタクシ

ーなどのデマンド交通、自治体が運営するコミ

ュニティバス等の仕組みが必要となると思いま

す。 

 私の地元の別府市でも、１９６０年に運行を

開始し、山あいの傾斜地に連なる棚田を車窓か

ら楽しめる内成棚田線が８月末で廃止されまし

た。赤字路線の維持について、これまでのよう

に１事業者に任せきりでは限界が生じます。 

 他県では、皆で広く支えようと交通税や上下

分離方式などの議論も始まっているようです。 

 こうしたことを踏まえ、県として、持続可能

な地域公共交通ネットワークの構築についてど

のように取り組もうとされているのか伺います。 

古手川副議長 大塚企画振興部長。 

大塚企画振興部長 まず、地域公共交通をめぐ

る計画の策定についてお答えします。 

 路線バス等の地域公共交通は、住民の日常生

活に必要な移動手段であり、その維持は必要不

可欠です。 

 県では、持続可能な公共交通網を形成するた

め、交通事業者等関係者と協議を重ね、マスタ

ープランとなる県内６圏域ごとの地域公共交通

計画の策定を昨年３月に終えたところです。 

 加えて、そのアクションプランとなる地域公

共交通利便増進実施計画の策定も本年度末には

終える見込みとなっています。 

 計画の策定を通じ、自治会、交通事業者、市

町村等が一緒になって公共交通網の維持確保に

取り組むことが重要な課題であると関係者間で

認識を共有したところです。 

 そこで、マスター、アクション両プラン策定

後も住民、事業者、行政等からなる協議会を定

期的に開催し、公共交通ネットワークの在り方

について協議を継続しています。 

 また、市町村計画が未策定の自治体では、順

次策定に向けた作業を進めています。県として

も、協議会の場の活用を含め、市町村の計画策

定が円滑に進むよう支援します。 

 次に、持続可能な地域公共交通ネットワーク

の構築についてお答えします。 

 地域の周辺部においては、交通事業者による

自力運行が経営的に厳しく、赤字路線が多くあ

ることは認識しています。 

 そのため、県では、交通事業者に対して運行

による赤字への補助や車両購入の支援などを行

うことで、路線の維持を図っています。 

 また、交通事業者による運行が困難となり、

市町村がコミュニティバス等として維持を図る

際にも、運行経費への補助や利用促進の取組に

対する支援を行っています。 

 持続可能な地域公共交通ネットワークの構築

のためには、住民、交通事業者、行政等による

丁寧な議論を通じて、それぞれの地域の実情に

即した計画を策定、共有することがとても大事

です。県としても、地域ごとの計画に基づく路

線や車両の最適化、ダイヤの適正化、車両保有

と運行の上下分離などの施策検討、実施を支援

し、地域公共交通ネットワークの利便性や効率

性向上に努めます。 

古手川副議長 原田孝司君。 

原田議員 住民の公共交通を守るためには、い

ろんな考え方があると思っています。さきほど

言ったデマンド交通とかコミュニティバス、ま

た、今度大分空港からするＭａａＳなんていう

のもその一つかなと思っています。 

 その中で、さきほどお願いした上下分離方式、

今度、ホーバークラフトでそういうことをやり

ますが、ここはとっても有効になるのではない

かなという思いを持っています。 

 先日、総務企画委員会で東京に行ったのです

が、そのとき、都内を水素燃料電池バスという、

水素で動くバスですね、オリンピックを機会に
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たくさん入れたのが流れているのかなと思った

のですが、かなり走っていました。それから、

帰ってきて調べると、普通のバスは大体２千万

円から２，５００万円ぐらいするそうです。そ

れに比べて、水素燃料電池バスは大体１台１億

円ぐらいするそうです。とてもではないが、民

間が独自で購入するのはなかなか難しいものだ

と思います。 

 そこで、例えば、自治体等がカーボンニュー

トラルの施策として購入して、それを民間に貸

す、そういった上下分離方式のやり方もあるの

ではないかなと思ったのですが、こういったや

り方を大塚企画振興部長はどのように考えにな

るかを、個人的な意見でも結構なので、お聞か

せ願えたらと思います。 

古手川副議長 大塚企画振興部長。 

大塚企画振興部長 基本的に上下分離は、県内

では電気バス、水素バスではありませんが、例

えば、コミュニティバスを市が運営する場合に、

車両は市が購入し、県が支援ということで、既

に行われています。 

 今、御質問にあった電気バス、あるいは水素

バスは本当に多額の経費がかかる。そこに国の

支援は既にカーボンニュートラルを目指し、補

助制度はありますが、その補助を入れてもなか

なか収支は大変厳しいと思います。そういうこ

とで、都会では、確かに先行、モデル的にやら

れていますが、地方では、そこはいきなりとい

うのはなかなか難しいのではないかと考えてい

ます。 

古手川副議長 原田孝司君。 

原田議員 よく分かりました。考え方として、

これからそういった考え方が広まっていくので

はないかなと思うので、ぜひまた御検討願いた

いと思います。 

 以上で質問を終わります。どうもありがとう

ございました。（拍手） 

古手川副議長 以上で原田孝司君の質問及び答

弁が終わりました。 

 お諮りします。本日の一般質問及び質疑は、

この程度にとどめたいと思います。 

 これに異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

古手川副議長 異議なしと認めます。 

 よって、本日の一般質問及び質疑は終わりま

す。 

―――――→…←――――― 

古手川副議長 以上をもって本日の議事日程は

終わりました。 

 次会は、明日定刻より開きます。日程は、決

定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

古手川副議長 本日はこれをもって散会します。 

午後３時４０分 散会 
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令和４年第４回大分県議会定例会会議録（第３号） 

 

令和４年１２月６日（火曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第３号 

            令和４年１２月６日 

              午前１０時開議 

第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 一般質問及び質疑 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４０名 

 議長 御手洗吉生 副議長 古手川正治 

    井上 伸史     吉竹  悟 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     太田 正美 

    後藤慎太郎     衛藤 博昭 

    森  誠一     大友 栄二 

    井上 明夫     鴛海  豊 

    木付 親次     麻生 栄作 

    三浦 正臣     嶋  幸一 

    元吉 俊博     阿部 英仁 

    成迫 健児     浦野 英樹 

    木田  昇     羽野 武男 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    藤田 正道     原田 孝司 

    小嶋 秀行     馬場  林 

    尾島 保彦     玉田 輝義 

    平岩 純子     吉村 哲彦 

    戸高 賢史     河野 成司 

    猿渡 久子     堤  栄三 

    荒金 信生     小川 克己 

欠席議員 ３名 

    志村  学     高橋  肇 

    末宗 秀雄 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           広瀬 勝貞 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          吉田 一生 

 教育長          岡本天津男 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       大塚  浩 

 企業局長         磯田  健 

 病院局長         井上 敏郎 

 警察本部長        種田 英明 

 福祉保健部長       山田 雅文 

 生活環境部長       高橋  強 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       佐藤  章 

 土木建築部長       島津 惠造 

 会計管理者兼会計管理局長 廣末  隆 

 防災局長         岡本 文雄 

 観光局長         秋月 久美 

 人事委員会事務局長    後藤  豊 

 労働委員会事務局長    田邉 隆司 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

古手川副議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

古手川副議長 本日の議事は、議事日程第３号

により行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 一般質問及び質疑 

古手川副議長 日程第１、第１０２号議案から

第１１７号議案まで並びに第５号報告及び第６

号報告を一括議題とし、これより一般質問及び

質疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。尾島保彦君。 

  〔尾島議員登壇〕（拍手） 

尾島議員 皆さんおはようございます。県民ク

ラブの尾島保彦です。今日は質問の機会を与え

ていただき感謝します。４項目について質問す

るので、どうぞよろしくお願いします。 
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 まず最初に、人口減少対策についてです。 

 令和２年３月改定の大分県人口ビジョンによ

ると、大分県の人口は緩やかな減少が続いてお

り、令和元年時点で約１１３万４千人となって

います。 

 出生数に目を向けると、平成２５年は９，６

０５人でしたが、平成３０年は８，２００人、

令和２年には７，５８２人、令和３年は７，３

２７人と減少傾向が続いており、令和３年の合

計特殊出生率は１．５４となっています。コロ

ナ禍の影響もあるのだろうと考えられますが、

大分県まち・ひと・しごと創生本部会議の資料

（令和４年６月１日時点）によると、令和４年

度大分県人口ビジョン目標出生数８，３６６人

に対し、推計出生数は７，０３２人で、目標数

を１，３３４人下回る見込みとなっています。 

 一方、社会増減は令和２年が２，７８３人の

減、そして、令和３年が２，３３５人の減、令

和４年は入国制限の緩和によって留学生や技能

実習生といった外国人が増加し、３５７人の増

加と見込まれており、令和４年１０月１日段階

での推計人口は目標の１１１万８５２人に対し、

４，８５２人未達成の１１０万６千人となって

います。 

 本県の人口の将来展望については、２０２５

年に出生数９千人、合計特殊出生率１．８３及

び社会増減の均衡を目指していますが、現状に

鑑みて、今後本県の人口減少に歯止めをかける

ための取組をどのように加速していくのか、知

事に考えを伺います。 

 以下、対面席で質問します。 

  〔尾島議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

古手川副議長 ただいまの尾島保彦君の質問に

対する答弁を求めます。広瀬知事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 尾島保彦議員から、人口減少対策と

いう大変難しい課題について質問いただきまし

た。 

 最新の人口の動きを見てみると、本年１０月

１日現在の人口推計ですが、１１０万６，２９

４人と前年から７，４５５人減少しました。そ

の内訳を見ると、自然増減、社会増減で、議員

御指摘のとおり、大きく異なっています。 

 まず、自然増減は８，８４８人の減と過去最

多の減少となりました。これまで続いていた婚

姻数の減少や若年女性の県外流出に、さらにコ

ロナ禍が拍車をかけ、出生数が大きく減少した

ことが主な原因と考えます。 

 合計特殊出生率は全国上位を維持しているも

のの、今後の出生数の増加に向けては、特に婚

姻数の増加が大事です。今や１３７組の成婚に

つながった出会いサポートセンターの取組を強

化するとともに、引き続き結婚、妊娠、出産、

子育てに至るまで切れ目のない支援に取り組ん

でいきます。あわせて、若年女性が住んでみた

い、住んでよかったと思えるような魅力ある大

分県づくりにも力を入れていきます。 

 また、男性全国１位、女性４位まで躍進した

健康寿命の延伸も重要です。高齢者の通いの場

の充実や企業ぐるみの健康づくりに引き続き取

り組んでいきます。 

 自然減の大きな流れを変えることはなかなか

容易ではなく、息の長い取組が必要です。今後

とも自然増対策を粘り強く進めていきます。 

 一方で、社会増減は１，３９３人の増と実に

１５年ぶりの社会増となりました。しかも、こ

の転入超過数は人口推計を開始した昭和５６年

以降、過去最多です。 

 これまでの地方創生の取組に加え、水際対策

緩和による外国人の流入もあいまって、大幅な

社会増につながったものと考えています。この

成果に甘んじることなく、農林水産業の成長産

業化とか、中小企業・小規模事業者に対する生

産性向上への支援、企業誘致、観光振興などの

取組をさらに充実させていきます。 

 昨年度、過去最多の１，４１６人を記録した

移住施策も、転職なき移住等、時流に乗った取

組を強化します。 

 また、デジタル・トランスフォーメーション

を活用した仕事づくりや、ドローン、アバター

など先端技術を活用した新産業の振興も大事で

す。楽しみなのは宇宙への挑戦です。大人には

ビジネスの次なるフロンティアを、子どもには

その先の未来を描いてもらいたいと思っていま
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す。 

 言うまでもなく、急激な少子高齢化・人口減

少は地域活力に大きな影響を及ぼします。また、

地方のみならず、日本の社会や経済、福祉を縮

小させ、ひいては国際社会での日本の存在感を

減退させる要因ともなります。 

 そのため私は、地方創生は大分県からという

強い思いを持って、人口減少対策に真っ正面か

ら取り組んできました。未来への道筋を確たる

ものにすべく、残された任期も人口減少対策に

邁進していきます。 

古手川副議長 尾島保彦君。 

尾島議員 昨日、二ノ宮議員からも質問が出て

いました。その答弁の中で印象に残っているの

ですが、今日の少子高齢化・人口減少の実態は、

長い年月をかけて形成された人口構成に起因し

ている、だから、一朝一夕に解決することはな

かなか難しいという答弁がありました。正にそ

のとおりだと思っています。さきほどの答弁で

も、自然減が過去最多を記録した、社会増減は

何とか頑張っているわけですが、今後も人口減

少は間違いなく続いていくと思います。 

 大切なことは、やはり以前から知事が言われ

るように、この人口減少のカーブをいかに緩や

かにしていくか、そのことが肝要だろうという

気がします。 

 さきほど様々な取組が紹介されました。婚姻

とか、それから、健康づくり、あるいは産業振

興、観光振興、そして、これからの先端技術の

活用、正にあらゆる手法を総合的に総合力で乗

り切っていくことが大変重要ではないかという

感じがしました。 

 知事には、あと残存任期がありますが、引き

続いて人口減少に歯止めをかけるべく、魅力あ

る大分県づくりのために御尽力を賜ればと思っ

ています。 

 続いて、小規模集落対策について伺います。 

 住み慣れた地域に住み続けたいという住民の

希望をかなえるため、複数集落が連携協力して

集落機能を維持していくネットワーク・コミュ

ニティ推進事業は、今や小規模集落にとって不

可欠な事業となっています。令和３年度、県下

では１１７地域に１２５組織のネットワーク・

コミュニティが構成され、その構成集落数は１，

８４３集落となっています。中山間地域、周辺

地域では、過疎・高齢化が一層深刻化し、ネッ

トワーク・コミュニティの構築の必要性に迫ら

れています。構築の加速化が正に求められてい

るわけです。 

 また、小規模集落は農村部にも多く存在する

ことから、農林水産省では、複数集落の機能を

補完し、農地保全活動や農業を核とした経済活

動とあわせて、生活支援等、地域コミュニティ

の維持に資する取組を行う農村型地域運営組織

（農村ＲＭＯ）形成推進事業を始めています。 

 そこで質問ですが、現時点でのネットワーク

・コミュニティを必要とする集落数と構築すべ

きネットワーク・コミュニティの数について伺

います。 

 また、今後の早期構築に向けた取組及びその

スケジュール、そして、農村ＲＭＯに対する考

えについて、あわせて伺います。 

古手川副議長 大塚企画振興部長。 

大塚企画振興部長 ネットワーク・コミュニテ

ィは、小中学校区や旧町村等の単位で、そのエ

リア内の複数集落が生活機能や集落機能を補い

合う取組です。ネットワーク・コミュニティを

必要とする集落数や構築すべき数については、

地域の実情に応じて異なるため、事前に把握す

ることは難しい。 

 県では、人口減少が特に進む山村、離島など

を中心に、これまでに構築した集落を含め、令

和６年度までに２，１２５集落をカバーするネ

ットワーク・コミュニティ構築を目指していま

す。そのため、専門家を派遣し、地域で円滑な

話合いや計画づくりができるよう、地元自治体

と連携しながら支援しています。 

 農村ＲＭＯですが、集落営農など農業者を母

体にした組織等がさらに活動の幅を広げ、生活

支援活動等にも取り組むものと理解しています。

現時点では、まずは個々の集落営農法人等の経

営強化に取り組む段階だと考えています。 

古手川副議長 尾島保彦君。 

尾島議員 ありがとうございました。宇佐市で
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は随分早くにネットワーク・コミュニティの基

となるまちづくり協議会を発足しています。一

番古いところを見ると、平成２０年１１月に佐

田地区でまちづくり協議会、１２月には南院内

地区で里づくり協議会が発足しました。既に１

４年という期間が経っているわけですが、課題

となっているのは、予想されたこととはいえ、

過疎化、高齢化が随分と進んでいるということ

です。そうなってくると、リーダーの高齢化も

あるし、あるいは財源の問題、そして何より、

活動がマンネリ化して幅が広がってこないとい

う課題もあるわけですが、そういった中、農村

ＲＭＯに非常に注目が集まっています。 

 先般、農林水産委員会で長野県の農業視察を

行いました。長野県では、既に二つの農村ＲＭ

Ｏが結成されて、取組が今年度からスタートし

ています。一つは旧村単位の組織、そして、一

つは小学校区単位の組織です。これのすばらし

いところは、農村で農業とか、そういう農地保

全活動に加えて、生活支援をやっている、正に

ネットワーク・コミュニティの重なる部分だと

思うので、今検討の段階でしょうが、今後とも、

早くモデル地区を一つでもつくっていただいて、

推進していただければと思いますが、その点い

かがでしょうか。 

古手川副議長 佐藤農林水産部長。 

佐藤農林水産部長 農村のＲＭＯについてです

が、議員言われるとおり、ネットワーク・コミ

ュニティのある地域、それから、集落営農法人

がある地域、ほぼ一体となった地域だと思いま

す。その中で、集落営農法人等、農業活動をす

る方たちが中心となって地域コミュニティとし

ての全体の維持、発展をさせていくのがＲＭＯ

の趣旨だと思っています。 

 将来的にはそういった形で、農業を行って、

農業でもうかって、農業を行う人がそこで後継

者も育てて残っていく。そうした農業活動を行

う中で、地域の方と一体となって生活まで支援

するのがＲＭＯの精神だと思っています。 

 ただ、今回、農業戦略会議の中等で集落営農

法人の方たちの話を聞くと、どちらかというと、

まずは自分たちの集落営農法人が生き残ってい

くためには、例えば、園芸品目とかもうかる作

物を作って、後継者を育てていく、まずはそこ

の課題認識を持っている方が非常に多くいます。 

 それで、県としては、そういった集落営農法

人がまずはもうかって、後継者ができて、生き

残っていく施策を重点的に置いて、その上で、

そうやってもうかって地域で元気にやっていく

集落営農法人等が地域課題全体を支える組織と

なっていくのが理想だと思っているので、そう

いった意味でまずはという形で言いました。 

 ただ、全体としてそういう形でもうかってい

く集落営農法人が地域を支える法人になってい

くことは、今後、県としても頭の中に置いて支

援していきます。 

古手川副議長 尾島保彦君。 

尾島議員 ありがとうございました。 

 次に、障がい者の就労支援について伺います。 

 まず、障がい者雇用の促進についてです。 

 障害者雇用促進法では、事業主に対し、常時

雇用する従業員について一定割合以上の障がい

者を雇うことを義務付けており、民間企業では

２．３％、国、地方公共団体で２．６％、都道

府県の教育委員会では２．５％の法定雇用率が

示されています。 

 厚生労働省の資料によると、本県の障がい者

雇用率は令和３年度実績で２．５９％と前年に

比べて若干伸びているものの、全国１位の奈良

県２．８８％、同２位の沖縄県２．８６％に比

べて、やや見劣りする数字となっています。 

 平成２６年度に全国順位２位の状況で障がい

者雇用率日本一に向けた挑戦が始まったと思い

ますが、平成３０年度以降の全国順位を見ると、

６位、５位、７位、７位となっており、ここ数

年で長崎県と島根県が大分県を抜き、高知県や

岡山県が迫っている状況です。 

 一方、法定雇用率達成企業の割合は令和３年

度実績で６１．２％、全国６位となっています

が、全国平均の４７％を上回っているものの、

順位変動は激しく、令和２年度は１３位まで順

位を落としています。 

 これまで障がい者就労環境づくり推進事業を

始め、様々な就労支援事業に取り組んでこられ
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ましたが、現状に照らし合わせると、障がい者

雇用率日本一の奪還の道のりは厳しいものとな

っています。 

 令和３年の全国民間企業全体の障がい者雇用

数は５９万７，７８６人であり、雇用数、実雇

用率ともに過去最高を記録しています。民間企

業への就労者数を増やすことは重要であり、雇

用率未達成企業に対する周知と協力が求められ

ています。 

 そこで、障がい者雇用をどう促進していくの

か、知事に伺います。 

 次に、障がい者の工賃向上についてです。 

 障がい者雇用率向上とあわせて、障がい者が

地域で自立して暮らしていくために欠かせない

のが、福祉的就労の場となっている就労継続支

援Ｂ型事業所における工賃向上の取組です。と

りわけ企業等の一般就労と違い、福祉的就労に

係る工賃向上の取組が求められています。 

 県では、平成１９年度から大分県障がい者工

賃倍増５か年計画や平成２４年度から大分県障

がい者工賃向上計画に基づいて各種施策に取り

組んでこられ、令和３年度から５年度において

は大分県障がい者工賃向上計画（第４期）に取

り組んでいますが、最近の実績を見ると、工賃

向上計画対象事業所の平均月額工賃は、令和２

年１万７，９２４円、令和３年１万８，９１７

円となっています。 

 長期総合計画においては令和６年度の工賃目

標額が２万円となっていますが、達成の見通し

について福祉保健部長に伺います。 

 また、工賃月額の全国順位を全国トップレベ

ルに引き上げる目標を掲げたことがありました

が、本県の賃金はどの水準にあるのか、あわせ

て伺います。 

古手川副議長 広瀬知事。 

広瀬知事 初めに、私から障がい者雇用の促進

についてお答えします。 

 昨年の本県の障がい者雇用率は２．５９％と、

前年より０．０４ポイント上昇し、雇用者数も

３年連続で増加しています。 

 また、昨年３月からの法定雇用率引上げによ

り、全国的に達成企業割合が低下する中、本県

はその割合を伸ばしており、全国３位の伸び率

となっています。 

 これまでの取組の成果が徐々に現れています

が、雇用率と順位の引上げのためには、障がい

者団体や就労系事業所だけではなくて、就労先

の企業も一体となった取組を強化する必要があ

ります。 

 それらの関係者が参画する障がい者雇用支援

合同会議等を通じて現場の声を聞きながら、次

の二つを柱に雇用促進に取り組んでいきます。

何とか成果を上げていきたいと思っています。 

 一つは、企業への働きかけの強化と支援の充

実です。 

 平成２７年度から配置している雇用アドバイ

ザーが雇用率算定対象企業を中心に訪問し、仕

事の切り出しやマッチング支援などを行ってい

ます。本年１０月末までに雇用につなげた障が

い者数は延べ１，６０８人に上っています。特

に従業員３００人以上の雇用率未達成企業４１

社には、県と労働局が合同で個別に訪問し、業

務内容に適した人材を紹介するとともに、支援

制度の活用を促しています。 

 さらに、年２回発行する情報誌により達成企

業をＰＲするほか、経営者協会の会議で障がい

者雇用のメリットを説明するなど、企業の採用

意欲の向上にも力を入れていきます。 

 二つは、低迷している知的・精神障がい者の

雇用促進です。 

 今年度から知的・精神障がい者を新たに５人

以上雇用する企業等に対して、受入れに必要な

環境整備の支援を開始しました。これにより、

二つの法人が事務機器の整備やジョブコーチの

配置等を行い、雇用拡大を図っています。 

 また、利用者の多くを知的・精神障がい者が

占める就労系事業所からの一般就労も重要であ

り、移行実績に応じて支給する奨励金制度を創

設し、Ａ型だけではなくて、Ｂ型事業所からの

就労も後押ししています。 

 そうした中、５月にはＩＴ企業と連携した就

労支援に取り組むＡ型事業所が大分市に開設さ

れました。ＩＴ業務は在宅就労を選択できるこ

とが魅力であり、精神障がい者の応募も多く、
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ハンディキャップを乗り越えて、デジタル人材

としての活躍が期待されます。 

 令和６年４月からは、週２０時間未満の短時

間勤務を行う精神障がい者等が雇用率の算定対

象に追加される見込みであり、雇用の裾野がさ

らに広がります。こうした環境の変化にも適切

に対応しながら、引き続き障がい者雇用率日本

一の奪還を目指して取り組んでいきます。 

古手川副議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 障がい者の工賃向上につい

てお答えします。 

 Ｂ型事業所利用者のさらなる工賃向上を図る

ため、昨年度、おおいた共同受注センターにＩ

Ｔコーディネーターを配置し、高単価が期待で

きるデータ入力やホームページ作成などのＩＴ

関係業務の受注拡大を進めています。 

 また、労働力不足に悩む農業分野に参画する

事業所にはアグリ就労アドバイザーを派遣し、

昨年度は７５事業所に栽培技術の指導や販路拡

大の支援を行いました。県からの物品や役務の

優先発注にも積極的に取り組んでおり、歳出決

算額に占める調達額の割合は、令和２年度で全

国４位の高水準となっています。こうした取組

を継続することで、令和６年度における平均工

賃月額２万円の目標達成は可能と見込んでいま

す。 

 なお、平均工賃月額の全国順位は令和２年度

で１２位となっています。 

古手川副議長 尾島保彦君。 

尾島議員 ありがとうございました。就労者の

雇用ということで企業への働きかけ強化、そし

て、支援が大事だという話があったのですが、

本県知事部局において実施する大分県障がい者

活躍推進計画では、知事部局の障がい者雇用率

を令和元年２．６４％から計画年度の令和６年

度には２．７％にすると目標が掲げられていま

す。令和３年度の大分県は２．６％に対して、

全国平均では２．８２％、府県によっては３％

を超えるようなところも見受けられます。 

 障がい者雇用については、公的機関である県

が率先して取り組むべきと考えますが、雇用率

を上げるためのどのような取組を進めていくの

か、総務部長に伺います。 

 それから、工賃向上について質問します。 

 以前言われていた共同受注とか、それから共

同販売、この取組は最近はどうなっているので

しょうか。それが１点です。 

 それから、さきほど答弁の中にもあったよう

に、農福連携は随分進んでいると思います。県

下、就労支援Ｂ型事業所は令和３年４月１日現

在２３５か所あるわけですが、こういった事業

所の取組状況について教えていただきたいのと、

今後どのような展望を持っているのか、その点

についても伺います。 

 それから、関連して、Ａ型事業所は雇用契約

型ということで最低賃金を払うわけですが、最

近、２年連続して最低賃金が大幅にアップされ

ました。令和３年３０円、それから、令和４年

には３２円。最近、物価の高騰もあって、事業

所にとっては大変厳しいと聞きます。こういっ

た実態と支援策について伺います。 

古手川副議長 若林総務部長。 

若林総務部長 まず、私から障がい者雇用に係

る県庁の取組についてお答えします。 

 障がい者雇用率を向上させるためには、障が

い者の積極的な採用を進めていくとともに、採

用後の職場定着のための支援を行うことが重要

と考えています。 

 採用については、令和元年度から職員採用選

考から障がいの区分なく募集を行っています。

採用後は支援員による定期的な面談のほか、今

年度からは自身の特徴や必要な配慮等を整理し

た就労パスポートを導入し、その定着を図って

います。 

 また、県庁で最大２年間、非常勤職員として

雇用して、そこで必要な知識、技能を習得とし

て、民間の企業等への就労につないでいく取組

も行っています。 

 こうした取組を通じて、県庁の中だけではな

く、大分県全体の障がい者雇用が統一されるよ

うに取り組んでいきます。 

古手川副議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 ３点お尋ねがありました。 

 まず１点目は、共同受注や共同販売体制の最
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近の取組状況についてです。 

 まず、共同受注については、Ｂ型事業所単独

ではなかなか対応が難しい大量受注とか新規開

拓について、Ｂ型事業所で共同で運営する、さ

きほど答弁でも言ったおおいた共同受注センタ

ーが担っています。このセンターは平成２５年

度に県が設置したもので、現在１１０の事業所

が加入しており、昨年度の受注実績は１億３７

７万円で年々増加しています。 

 共販体制については、農福マルシェと銘打っ

て大型商業施設等での販売会を開催したりとか、

県の農林水産祭等のイベントへの出店等により

販売会の創出に努めています。 

 ２点目、農福連携の取組状況と今後の展望に

ついてです。 

 現在、Ｂ型事業所の半数近い１０５の事業所

が農業に取り組んでいます。そのうち、７７の

事業所が施設内に農場を持って農業をする、２

８の事業所が農家に出向いて就労するという形

で取り組んでいます。 

 今後の展望ですが、農福連携は障がい者の工

賃向上につながるだけでなく、担い手不足が課

題となっている農業分野での新たな働き手の確

保にも結び付くということで、大変有益な取組

であり、さらなる拡大を期待しています。 

 今後とも、振興局と連携して農家と事業所の

マッチング支援、あるいはさきほど言ったアド

バイザーの派遣や農福マルシェの開催等でしっ

かりと支援していきます。 

 ３点目、Ａ型事業所は最低賃金が適用される

わけですが、この最低賃金アップの影響、ある

いは物価高騰の影響についてです。 

 令和３年度の決算で、７０のＡ型事業所のう

ち、１６の事業所が赤字決算となっています。

また、そのうち五つの事業所がＢ型に移行して

います。最低賃金の引上げや物価高騰の影響が

少なからずあるものと考えています。 

 支援策としては、８月に、Ａ型事業所も対象

となる中小企業向けの業務改善助成金がありま

す。これについて、Ａ型事業所を集めた説明会

を開催して、その活用を促しています。 

 さらに、９月補正で福祉施設等に対する電気

代高騰分の一部の支援事業を創設しましたが、

これは障がい者の就労支援施設も対象として、

現在申請を受け付けています。 

古手川副議長 尾島保彦君。 

尾島議員 ありがとうございました。 

 それでは、３点目、県立学校における諸課題

について伺います。 

 これからの社会は、これまで私たちが信じて

いた成功物語は通用しない、新しい多様な価値

観に基づいたものになると考えられます。それ

に伴い、教育内容も大きく変化していく時代を

迎えています。 

 本県の教育も、過去の常識にとらわれず、大

分県長期教育計画の基本理念である、生涯にわ

たる力と意欲を高めることに立ち返って、子ど

もたちだけでなく、県民全体の教育施策を見直

す時期に来ていると考えます。 

 そこで質問ですが、まず１点目は、県立高校

の学科改編等に伴う課題についてです。 

 県では、魅力ある高校づくりを目指した県立

高校未来創生ビジョンを策定するにあたり、先

行実施の取組として、情報科学高校、津久見高

校、２校の学科改編・新設とコースの新設、国

東高校、安心院高校、２校の全国募集導入、国

東高校、安心院高校、竹田高校、中津南高校耶

馬溪校、４校の学校運営協議会の設置が５月に

公表されました。 

 この公表は現場教職員にとっては突然の話で、

急遽新しい教育課程の編成等の業務が追加され、

負担が大きくなったと聞いています。 

 そこで、学科改編、学科新設、コース新設を

行う高校の現状と課題をお聞かせください。 

 また、全国募集を導入する高校の全国からの

受入体制の確立と課題、その分析、今後予想さ

れる受入後の課題をあわせてお聞かせください。 

 加えて、学校運営協議会を新たに設置する高

校の現在の課題とその分析状況についてお聞か

せください。 

 ２点目は、地元高校への進学についてです。 

 ここ２年、大分市、別府市以外の県立高校入

学者の定員割れが激しくなっています。このこ

とは、周辺地域の過疎化がより一層進んでいく
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のではないかという懸念を抱かせます。しかし、

周辺地域の私立高校に進学した生徒もいるため、

高校進学実態の地域性を把握することは難しい

状況です。各市町村の中学卒業生がどの程度自

分の住む市町や、市町に高校のない場合は近隣

の高校に進学していると分析しているのか、教

育長に伺います。 

 ３点目は、教職員の確保についてです。 

 年度当初から教職員の欠員となる学校が多く

なっています。また、本年度の教員採用試験は

低倍率となり、次年度への教職員確保の心配は

さらに増大しています。昨日の原田議員の質問

にもありましたが、教員の人材確保について知

事から幅広な答弁をいただきましたが、さらな

る確保に向け、少し細かな点も含め提案します。 

 コロナ禍において、陽性となったために採用

試験を受けることができなかった方もいたので

はないかと推察しています。 

 そこで提案ですが、教職員を少しでも多く確

保するために、採用試験における新型コロナウ

イルス感染者への特例として、再試験又は分割

した採用試験日程を設定することはできないで

しょうか。現在、新型コロナウイルス感染症は

２類に相当する感染症の扱いとされており、国

の特別な病気の扱いです。高校入試では救済が

あるわけですから、不足している教職員を確保

するためにも、採用試験にも救済が必要と考え

ます。 

 また、介護や看護、保育の分野で実施されて

いるような学費補助制度の検討など、教職員を

確保するための工夫も必要だと考えます。教職

員のさらなる確保に向けた方策について、教育

長の見解をお聞きします。 

 ４点目は、特別支援学校の再編についてです。 

 このたび第３次大分県特別支援教育推進計画

を改訂するにあたり、パブリックコメントの募

集が行われ、結果が公表されました。様々な意

見が寄せられていますが、大きな変更は行われ

ず改訂すると聞いています。 

 そこで、いくつかの点をお尋ねします。 

 大分市内の知的障がい特別支援学校の新設と

南石垣支援学校の旧別府羽室台高校への移転に

ついてですが、施設の改修等、今後の計画はど

うなっていますか。 

 また、これらの学校の新設や移転に関し、現

場の教職員の声を聞く機会は設定されているの

でしょうか。実際に使用する教職員の経験や意

見を聞くことは生徒への教育を充実させるため

にも重要と考えていますが、そのような機会を

つくることについてどのような考えか、教育長

の見解を伺います。 

 南石垣支援学校の旧別府羽室台高校への移転

により、これまでよりも遠くなる児童生徒が出

ることも心配されることから、交通手段を検討

することも必要と考えます。教育的な配慮とし

て、一般就労に向けた路線バスを利用する機会

を設けることも検討する必要があると考えます

が、あわせて見解を伺います。 

 ５点目は、部活動の地域移行についてです。 

 本年１１月の中学校の休日の部活動の地域移

行を前に、ガイドラインの改定案が公表されま

した。国では来年度から地域移行の準備が進ん

でいます。 

 本県でも中学校部活動の地域移行に関する研

究がなされています。県内の中学校の状況を考

えると、少子化によりチームが組めなくなるな

ど、部活動の選択肢が少ないという地域も存在

します。教育の一環として考え、よりよい形に

整備する必要があると思います。部活動の地域

移行は地域のつながりを強くし、そこで育った

子どもたちが将来地域に戻ってくるという過疎

化対策にもなると考えています。 

 中学校の部活動の地域移行について、現在の

状況と課題をどのように分析しているのか、教

育長に伺います。 

 また、高校の部活動についてはどのような方

向性を考えているのか、あわせて伺います。 

古手川副議長 岡本教育長。 

岡本教育長 ５点についてお答えします。 

 まず、県立高校の学科改編等に伴う課題につ

いてです。 

 県立高校においては、生徒が魅力を感じ、そ

こで学びたいと思える、選ばれる学校づくりを

進めていくことが重要だと考えています。 
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 学科改編を行う２校については、ＩＴ人材の

育成や地域ビジネスの活性化につながるよう、

カリキュラム及び環境整備に取り組んでいます。 

 全国募集実施校における受入体制については、

２校のうち、安心院高校には寮がないため、宇

佐市や同校ＰＴＡとの連携により、下宿などの

準備を進め、受験者や保護者が安心できる環境

づくりを目指しています。受入後は、慣れない

地で安心して生活できる相談体制の確立が必要

であるので、地域の協力の下、準備を進めてい

きます。 

 学校運営協議会については、委員の人選が何

より重要です。導入する４校については、現在

あるコンソーシアムなどにこだわらず、幅広に

人選を行います。 

 次に、地元高校への進学についてです。 

 大分、別府、両市以外においては、中学校卒

業者の地元県立高校への進学率は、過去３年間、

５０％前後で推移しています。地元高校以外の

進学先は、他地域の県立高校のほか、県内外の

私立高校や県外公立高校、高専などであり、進

路が多様化している状況です。 

 そのような中ですが、豊後高田市では地元進

学率が約７５％と非常に高く、九重、玖珠、両

町では２年前から１５％上昇するなどしていま

す。これは地域との積極的な連携や、地域から

の支援などの取組の成果でもあると考えていま

す。 

 引き続き全ての高校において生徒の希望や保

護者のニーズに応えられるような魅力、特色あ

る学校づくりに努めるとともに、地域と連携、

協働した取組を推進していきます。 

 ３点目は、教職員の確保についてです。 

 本県の教員採用選考試験では、事前に受験者

に対して、新型コロナ等に罹患又は濃厚接触者

となり受験できなかった場合、再試験を実施し

ない旨を通知しています。 

 １次試験では教科、科目ごとに３６種類の問

題を作成する必要があり、その作成には４か月

を要することから追試験は困難であり、全国的

にも実施している自治体は見られません。 

 ２次試験は、ほとんどの自治体で救済策を講

じていませんが、本県の１次試験合格者には、

次年度において１次試験を免除することで、２

次試験の受験機会を確保しています。 

 また、教職員確保の学費補助制度については、

九州各県でも実施しているところは見られませ

ん。 

 教職員を十分確保するために、他県状況など

も参考にしながら、引き続き教員採用選考試験

の工夫、改善を行います。 

 特別支援学校の再編についてお答えします。 

 大分地区で新設する特別支援学校については、

令和６年４月の開校に向けて、旧聾学校校舎の

改修など準備を進めています。また、南石垣支

援学校については、旧別府羽室台高校の改修に

向けて、設計作業を行っています。これらの取

組を進めるにあたって、教職員の意見を聞くこ

とは当然必要です。そのため、新設校の教育課

程の検討にあたっては、関係校の主幹教諭など

からなる検討会を設置しています。また、羽室

台高校の設計では、業者との打合せに校長、教

頭なども出席しています。 

 路線バスの利用については、今年度、児童生

徒１１９人のうち通学で使用しているのは９人

にとどまっていますが、ほとんどの児童生徒が

授業や職場実習でバス等の利用方法を学んでい

ます。 

 移転後は、運行本数の多い鉄輪バス停の活用

など、工夫しながら、子どもたちの社会参加と

自立に向けて生きる力を身に付けてもらいたい

と考えています。 

 最後に、部活動の地域移行についてお答えし

ます。 

 県では、昨年度から市町村に対して、中学校

の部活動の実態を把握し、検討委員会を設置し

て、運営を担う受皿団体や指導者の確保の在り

方など、円滑な移行に向け協議を進めるよう指

導、助言してきました。 

 市町村によっては、検討委員会を設置し協議

を重ねている地域もあれば、設置のみで具体の

動きがない、あるいは設置に至らず担当課の協

議にとどまる地域もあるなど、今後、移行の進

捗に地域差が出ることが懸念されます。 
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 ガイドラインの改定を受け、今後は県の推進

計画を市町村に示すとともに、各市町村の推進

計画の策定に向け、具体的な取組の内容やスケ

ジュール等の指導、助言を行っていきます。 

 なお、国のガイドライン案では、高校の部活

動は学校等の実情に応じて改革に取り組むこと

が望ましいとあり、高校に適した在り方を研究

していきます。 

古手川副議長 尾島保彦君。 

尾島議員 時間がなくなったので、２点だけ申

します。 

 ２番目の地元高校への進学です。 

 さきほど答弁の中で、過去３年間の平均、別

府、大分以外は５０％と約半数の生徒が地元の

高校に、私立も含めてですが、半数がよそに行

っているという、地域にとっては大変厳しい数

字ではないかという気がしました。 

 以前から指摘があるように、全県１区にした

影響もあるでしょうし、地域によっては地域と

の連携や協働によって何とか生徒の足止めがで

きているところもあるわけですが、現在の定員

割れ、特に県教委では配慮いただき、いわゆる

虫食いと言われる３０人・３５人学級によって、

学校そのものを維持していこうという取組につ

いては大変ありがたいと思っています。現在の

状況を考えると、地元の地域の子どもを地域に

残す、そのことをひとつ教育委員会としても、

これから市町村に頼るのではなしに、県として

も主導的に考えていただき、地域の学校は地域

の文化の殿堂でもあるし、ある意味、地域の活

性化の大きな役割を担っているわけですから、

地域に学校を残す、子どもをそこで育てる、そ

のことをこれからも念頭に御尽力いただければ

と思っています。 

 それから、支援学校のことについて関連して

ですが、今年４月にさくらの杜高等支援学校が

開校しました。正にこれから職業を選べる、そ

のための高度な技能や技術を学べる学校として

大変期待が高まっているわけですが、半年を経

過して、現在の課題をどのように分析している

のか、分かる範囲で結構ですから答弁ください。 

古手川副議長 岡本教育長。 

岡本教育長 さくらの杜高等支援学校について

お答えします。 

 本年４月に開校して、１年生３２人が在籍し

て、一般就労１００％を目指して教育を行って

いますが、具体的には、杉乃井ホテルの元料理

長など専門性の高い企業経験者に特別非常勤講

師をお願いしており、職業教育に特化した授業

を行っています。 

 また、この学校はコミュニティ・スクールを

導入していますが、その委員に県商工会議所連

合会長など経済界のトップの方々に自らなって

いただいており、特に企業との連携、それから、

生徒に対する理解の促進に重点を置いて進めて

います。 

 課題としては、何といっても卒業生全員の適

性に応じた就労先を２年後から毎年確保し続け

ることだと考えています。そのため、ジョブコ

ンダクターの活用などにより積極的に職場開拓

を進めて、卒業生全員の一般就労を実現するた

めの取組に注力します。 

古手川副議長 尾島保彦君。 

尾島議員 最後に、農業をめぐる諸課題につい

て伺います。 

 １点目は、集出荷施設等の整備についてです。 

 農業振興の中で柱の一つが園芸振興であり、

短期集中県域支援品目のねぎ、ピーマン、高糖

度かんしょ、ベリーツを中心に、生産拡大に取

り組まれています。生産地の分散化も進んでお

り、かつて豊後高田市が主生産地であった白ね

ぎは、今や県内全域に広がっています。 

 生産拡大に伴う出荷量の増加で気になるのが、

集出荷施設や予冷・貯蔵庫の整備です。さきほ

どの白ねぎについては豊肥地区でも近年栽培が

増えてきていますが、鮮度を保つための予冷施

設が近くになくて、生産者は困っているのでは

ないかと感じています。 

 園芸産地の拡大を支える集出荷施設等の整備

の状況について、農林水産部長に伺います。 

 ２点目は、農業分野の企業参入についてです。 

 平成１９年から積極的に取組を始めた農業分

野への企業参入は、今年で１６年目を迎え、令

和３年度までに３３８社が参入しており、農業
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産出額の向上、雇用の創出、農地・荒廃地の活

用など、大きな波及効果をもたらしています。 

 最近の参入状況も２０社を超える実績を上げ

ていますが、さらなる参入促進のための取組に

ついて伺います。 

 また、これまでに撤退や休止した企業も多く

存在しますが、これらの遊休施設、圃場の活用

や再活動の支援についてどのように考えている

のか、あわせて伺います。 

 ３点目は、お茶の生産振興についてです。 

 全国的なお茶の生産量は、１位静岡県、２位

鹿児島県で、全体の約７割を占めていますが、

九州各県でも栽培は盛んで、令和２年の荒茶生

産量は、４位宮崎、６位福岡、８位佐賀、９位

熊本、１２位長崎、そして、大分が１４位とな

っています。 

 本県の荒茶生産量は昭和５４年時点で８７２

トンでしたが、平成１６年には３３３トンまで

落ち込みました。その後、令和２年実績では５

４９トンと増産傾向にあります。背景には、株

式会社伊藤園とのドリンク茶の茶産地育成事業

の成果が挙げられます。この事業では、杵築市、

臼杵市、宇佐市に大規模な茶園造成を行い、新

規参入企業４社が育成、生産にあたっています。 

 そこで質問ですが、茶産地育成事業の実績と

さらなる事業拡大についての見通しについて伺

います。 

 また、荒茶加工施設の整備について、あわせ

て伺います。 

 ４点目は、農村・地域農業を支える担い手に

ついてです。 

 担い手不足の中、集落営農が推進されていま

すが、中山間地域を始め、地域農業を支えてい

る多くは高齢者専業や兼業農家という実態があ

ります。こうした農業者は、中山間地域等直接

支払制度、多面的機能支払交付金など国の制度

を活用しながら、狭隘な田畑において農業を行

い、農地や農業用水路、農道等の農村の集落機

能を維持していますが、それ以外の県や市の農

業施策の恩恵を受けることはほとんどありませ

ん。農作物の販売を直売所のみに依存している

方も多くいます。 

 県では、直売所を拠点とした中山間地域農業

推進事業で直売所の販売拡大に取り組んでいま

すが、栽培技術指導や小規模ビニールハウス等

の補助事業枠の創設など、多品種・少量生産農

業生産者に対する直接的支援も必要ではないで

しょうか。 

 農村・地域農業を支える担い手への支援につ

いて、農林水産部長の見解を伺います。 

古手川副議長 佐藤農林水産部長。 

佐藤農林水産部長 ４点質問いただきました。 

 まず、集出荷施設等の整備についてお答えし

ます。 

 園芸産地の拡大には、生産拡大とあわせてマ

ーケットニーズに対応できる効率的な流通体制

の構築を進めることが重要です。このため、農

業総合戦略会議では農業団体と連携して、行動

計画に基づいた産地拡大と同時に、産地の拠点

となる集出荷施設等の施設整備を進めています。 

 白ねぎについては、令和５年までに北部、豊

肥地域等で１８４ヘクタール以上の産地拡大が

見込まれており、豊後高田市の呉崎集出荷場、

それから、大分市の全農青果センターの２拠点

で県内全域の集荷、予冷、出荷ができる体制を

整えました。 

 他の品目でも、ベリーツのパッケージセンタ

ーや高糖度かんしょの貯蔵施設など、産地拡大

を見据えた施設整備を進めています。 

 生産者が安心して経営拡大できるよう、計画

的な施設整備を支援し、マーケットインの園芸

産地の育成に急ぎ取り組みます。 

 次に、農業分野の企業参入についてお答えし

ます。 

 令和２年度までに参入した企業の農業産出額

は約１４５億円となっています。県産出額の１

割を超えるなど、地域農業の活性化につながる

重要な経営体です。そのため、企業誘致にあた

っては、営農実績のある企業には農地を事前に

確保して紹介するなど、企業の特徴に応じた相

談対応を行っています。 

 また、営農実績のない企業に対しては、作り

やすく販路も確保できている品目を優先的に提

案して、参入当初には定期的に栽培指導するな
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ど、きめ細かく支援を行っています。 

 一方、親会社の経営方針の転換等により、撤

退した企業の施設や圃場については、現在交渉

中のものを除き、全てがマッチング支援により、

新たな生産者が再活用しています。 

 今後とも、企業ニーズに対応した柔軟かつス

ピーディーで円滑な企業参入を進めていきます。 

 次に、お茶の生産振興についてお答えします。 

 県では、ドリンク茶需要の高まりを受けて、

平成１８年と２４年に株式会社伊藤園と茶産地

育成協定を締結し、合計２００ヘクタールを目

標に産地拡大を進めています。 

 これまでに県内の４社が新規参入し、規模拡

大に取り組んだ結果、令和３年度には栽培面積

が１８５ヘクタール、販売額は４億円まで拡大

し、お尋ねの荒茶加工施設も３社で整備が完了

し、残り１社も整備を計画しています。これに

加えて、来年度にかけては３社により約１７ヘ

クタールの面積拡大も予定されています。 

 県では、園地造成や新植、機械導入、防霜施

設の整備等を支援することで、目標である２０

０ヘクタールの達成を図るとともに、成園化に

向けた栽培指導等を行い、より一層の生産拡大

を目指します。 

 最後に、農村・地域農業を支える担い手につ

いてお答えします。 

 産地や地域を守り、発展させていくためには、

核となり地域を牽引する力強い経営体の育成と

あわせて、その礎となる元気で豊かな農山漁村

づくりを進めていくことが必要です。このため

県では、農地の約７割が位置する中山間地域等

の営農継続を支援するため、日本型直接支払交

付金、年間約３８億円の直接的な支援を行って

います。 

 また、議員御指摘のとおり、直売所の販売増

に向けた取組も支援しており、平成２８年度か

ら令和元年度には本事業を活用して簡易ハウス

計１１棟が導入されました。 

 加えて、現在、農業総合戦略会議の中で、中

山間地の担い手の在り方について、集落営農法

人や市町村等と議論を重ねています。持続可能

な経営の確立に向けた仕組みづくりに取り組ん

でいきます。 

古手川副議長 尾島保彦君。 

尾島議員 ありがとうございました。時間があ

りませんので、１点だけ再質問したいと思いま

す。 

 お茶の生産ですが、今、伊藤園の話が出まし

た。一般のお茶についてはどのような実態なの

か教えてください。特に、伊藤園が持ち込んだ

最先端の技術をいかして県内のお茶の振興を図

ることも考えられるのではないでしょうか。 

古手川副議長 佐藤農林水産部長。 

佐藤農林水産部長 一般茶の生産の実態と伊藤

園の生産技術の普及という質問をいただきまし

た。 

 まず、県内の茶の生産実態ですが、令和２年

度、栽培面積は４７１ヘクタール、荒茶生産量

は５４９トンとなっています。そのうち、一般

茶葉の栽培面積は２９４ヘクタール、荒茶生産

量は１３２トンとなっています。 

 一番茶を中心とする一般茶葉と、伊藤園は摘

採を３回まで行うドリンク用茶葉であり、摘採

のタイミングや荒茶までの加工方法、蒸す温度

等がかなり違っており、ドリンク用の茶葉を直

接的に一般茶葉にいかすのはなかなか難しいと

ころがあるのではないかと思っています。 

（「終わります」と呼ぶ者あり）（拍手） 

古手川副議長 以上で尾島保彦君の質問及び答

弁は終わりました。清田哲也君。 

  〔清田議員登壇〕（拍手） 

清田議員 皆さんおはようございます。４番、

自由民主党、清田哲也です。 

 今回、一般質問の機会をいただいた先輩、同

僚議員の皆さんに感謝します。また、今日は佐

伯市本匠、蒲江地区より市議会時代の先輩のお

二人と大分県漁協より幹部のお二人、傍聴に来

ていただきありがとうございます。 

 まずは、造船業を取り巻く諸課題について伺

います。 

 造船業は産業規模が大きい業種であることか

ら、今後の振興策としてどのような支援が適切

なのかを考えていかなくてはなりません。造船

業が持つ魅力を本県の強みにしながら、また、
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本県が他県に先駆けて取り組んでいる産業政策

とのマッチングの中に本県造船業の未来がある

のではないかと思うので、そのような観点でい

くつか質問します。 

 まず、１点目です。造船業の振興について。 

 船舶の建造による経済波及効果は、建造費の

３倍との試算もあります。造船、舶用工業等の

海事産業クラスターを形成する地域に大きな経

済波及効果をもたらしています。２０２１年の

新造船竣工量は世界全体で６，０６０万総トン

となっており、前年比４．８％の増、日本国内

においては１，０７０万総トンで対前年比１６．

４％の減となっています。 

 総トン数ベースにおける世界シェアは、中国

４４％、韓国３２％、日本１７％となっており、

この３か国で世界の９３％を占めています。し

かしながら、海運税制の格差もありますが、中

国と韓国の両政府はＷＴＯ補助金協定に抵触す

る可能性のある公的支援を行っており、公正な

受注競争環境とは言い難い状況の中で我が国の

造船業は戦わなければなりません。また、鋼材

の価格高騰や人材確保、顧客である船主やオペ

レーターに対する優遇税制が今年度末に適用期

限を迎えることなど、造船業を取り巻く環境は

厳しさを増しています。 

 このような状況の中、県内では大分市、臼杵

市、佐伯市が加盟し、造船業が立地する全国４

４市町村で構成される海事産業の未来を共創す

る──共に創るですね、共創する全国市区町村

の会が地元に立地する造船業を守るため、本年

８月、海運税制の競争国との格差是正や公正な

競争環境確保のためのＷＴＯへの提訴、次世代

技術開発への支援や人材確保等に関して国に要

望活動を行っています。 

 言うまでもなく、大分市、臼杵市、佐伯市に

立地する造船業は地域における雇用、経済を担

う基幹産業であり、大分県にとっても大切な主

要産業であると認識しているが、国政が解決す

べき課題も含め、県としても造船業に対する理

解をさらに深め、しっかり後押ししていくべき

と考えます。 

 また、カーボンニュートラルへの挑戦は造船

業においても例外ではなく、水素、アンモニア

等のゼロエミッション燃料や他の代替燃料の導

入に向けた技術開発と環境整備を着実に進めて

いかなくてはなりません。既に近距離内航船に

おいては、１００％バッテリーで稼働する電気

船が就航しており、来年度は佐伯の造船所でも

電気船を建造するべくチャレンジが始まってい

ます。ちなみに、これが実現すれば九州では初

の電気船の建造となるそうです。県では９月補

正予算において、水素エネルギーのサプライチ

ェーンに関する技術開発支援を決定しています。

カーボンニュートラルに対応できる船舶の建造

技術獲得が受注競争の大きな要素になり得るこ

とが予測される中、水素先進県を目指す本県の

エネルギー政策と造船業とのマッチングを検討

することや、水素に限らず、クリーンエネルギ

ーによる船舶建造技術開発に対する支援など、

県内造船業が取り組む新たな技術開発に対して

支援を行うことが大切です。これにより競争力

を強化し、受注を安定させ、ひいては雇用を守

り、県経済の発展にも資するのではないかと考

えます。 

 こうしたことを踏まえ、業界が抱える課題に

関してどのように認識し、新技術への挑戦に対

する支援も含め、今後その振興にどのように取

り組んでいかれるのか、知事に伺います。 

 以降、対面席にて行います。 

  〔清田議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

古手川副議長 ただいまの清田哲也君の質問に

対する答弁を求めます。広瀬知事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 清田哲也議員から造船業の振興につ

いて御質問いただきました。 

 造船業は御指摘のとおり、県南から中部にか

けてのリアス式地形を利用し、多数の関連事業

者が集積する裾野の広い産業であり、長年にわ

たり地域の経済や雇用に大きく貢献してきた大

変重要な基幹産業です。 

 昨年３月、造船６社の代表者と意見交換を行

いました。各社とも中国や韓国との競争激化に

加え、新型コロナウイルス感染症の世界的な流

行から物流の停滞に伴う建造需要の低迷や営業
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機会の喪失により受注が減少し、手持ち工事量

が厳しい状況にあると伺いました。 

 こうした話の中で最も懸念されたのが、厳し

い経営環境にあっても、生産現場を支える技術

人材の雇用の維持を図ることでした。このため、

県では、労働局と連携し、雇用調整助成金の特

例措置や従業員を一時的に出向させる在籍型出

向制度の情報提供などを支援してきました。ま

た、各社や地元自治体と協議の上、個社ごとの

相談に対応して新たな業務の受注確保を後押し

するため、機器整備補助や産業創造機構による

新規取引開拓等の支援に取り組んできました。 

 このような支援や各社の営業努力により、受

注状況はその後改善されましたが、昨今の鋼材

価格の値上がりが新規受注を難しくし、さらに

は既存受注の利益率を悪化させ、各社の収益に

大きな影を落としています。 

 こうした原材料価格の高騰に対しては、県と

して本年１０月に新たな制度資金を準備し、金

融面からの支援を整えたところです。中長期的

には、国際的に海運業界が進めるカーボンニュ

ートラルに対応した次世代技術開発への挑戦が

重要な課題となります。 

 県内では、海運における環境負荷の低減を図

るため、中型ＬＰＧ船や小型ケミカルタンカー

の新たな船型の開発が行われています。また、

佐伯市の企業は本年３月、海事産業強化法に基

づき、優れた省エネ装置等を備えた特定船舶導

入計画について、内航船としては初となる国の

認定を受けました。 

 県としても、こうした高い技術力を有する県

内造船業のさらなる挑戦を後押しするため、今

年度、大分県エネルギー産業企業会を通じ、水

素エネルギーとして利用する次世代燃料船の研

究開発を補助しています。 

 また、デジタルの活用を通じた生産性向上に

よる事業基盤の強化も避けては通れません。こ

のため、県では、自動化が困難な船体溶接の品

質を可視化するデジタルツールや、大型構造物

の高精度な計測を可能とする３次元測定システ

ムの導入等を支援してきました。 

 今後とも地元自治体と連携し、業界を取り巻

く環境や各社の状況をしっかりと把握した上で

造船業の振興に取り組んでいきます。 

古手川副議長 清田哲也君。 

清田議員 知事ありがとうございます。 

 昨年、大変受注が滞っている状況があり、様

々な御支援、御配慮いただいたこと、大変感謝

します。また、受注が回復してきたら鋼材高騰

で、造船業独特の商習慣というか、鋼材の契約

をしたときの価格でずっといく、価格転嫁しな

いという商習慣もあり、知事の答弁にあったよ

うに利益率の圧縮に苦しんでいます。 

 ただ、御答弁の中にあった先端技術の挑戦と

いう部分、また、今後の県内造船業の新たな飛

躍というところのＤＸ化とか、新たな技術への

挑戦に対する支援も引き続きまたこれからよろ

しくお願いします。大変ありがとうございます。 

 ２点目の質問に行きます。造船業の戦略的な

情報発信についてです。 

 本県の主要産業といえば、中津市のダイハツ

を中心とした自動車関連産業、日本製鉄、昭和

電工を始めとする大分コンビナート、大分県Ｌ

ＳＩクラスターとして産業集積を進める半導体

産業が挙げられますが、さらにアジア初の宇宙

港としての大分空港が大きく注目を集めていま

す。その中、宇宙関連産業の発展にも期待が集

まります。当然ながら、これらの産業は県のホ

ームページを始め、紙媒体においても様々な情

報発信がなされており、人材確保や新たな取引

先の創出においてもその効果が表れているので

はないかと思います。 

 県外、海外からの企業誘致を着実に進めてい

くことが重要であることと同様に、地場産業と

して古くから県内に根を張っている造船業にも

光を当て、その魅力を県内外に情報発信してい

くことも造船業に対する大きな支援になると考

えています。 

 さきほども言いましたが、日本の貿易を支え

る船舶を造る技術が大分県にあり、本県の主要

産業としてこれからも造船業が発展していくよ

う、その魅力や実績をホームページや教育現場、

東京、大阪、福岡の各事務所においても他の主

要産業と同様に発信することで、人材確保や造
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船各社の受注にも寄与すると考えます。造船業

の戦略的な情報発信について、商工観光労働部

長の見解を伺います。 

古手川副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 造船業は、地域経済を

支える重要な産業です。この認識については、

本県の中小企業支援の基本方針たる中小企業活

性化条例でもうたっています。 

 先日、地元学生も参加した佐伯市の進水式に

参列しました。関係者に造船への思いや歩みを

伺い、地域における重要性を改めて実感しまし

た。 

 県としては、小学５年生を対象に毎年発行す

る副読本おおいたものづくり発見ブックの中で、

造船企業の魅力に加え、船の仕組みや建造過程

などを分かりやすく紹介しています。 

 また、大学や高専の学生に企業の技術などを

紹介するイベントに今年度から造船会社も参加

いただいています。学生からは、大きなものを

つくる達成感を感じてみたい、ものづくりの楽

しさと壮大さを知ったなど興味を持つ声が多数

ありました。 

 県内の造船業は、戦前の木造船の時代から今

日の大型鋼船に至る長い歴史があり、今後、電

気推進船や水素などを利用する次世代燃料船の

開発も期待されます。また、壮大な進水式や立

地するリアス式海岸の美しさなど多くのアピー

ルポイントを有する産業でもあります。 

 造船業の多様な魅力に関するもう一段の戦略

的な情報発信の方策について、地元自治体や各

社とともにしっかり検討します。 

古手川副議長 清田哲也君。 

清田議員 商工観光労働部長が進水式を見に行

っていただいたと、増田社長に伺いました。大

変ありがとうございます。 

 そこで、今御答弁いただいたのですが、１点、

要望に行ったときに私が言った、ぜひともおん

せん県おおいたと並んで造船県おおいたを執行

部の皆さんでも気軽に共有していただきたい。

正にこれをキャッチフレーズにもっと造船を身

近に感じていただきたいと思いますが、造船県

おおいた、いかがでしょうか。 

古手川副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 造船県おおいたのアイ

デアですが、キャッチフレーズで様々な課題が

すぐに解決するわけではないと認識はしていま

すが、さきほど言ったとおり、正にこの造船業

は県としても非常に重要な産業なので、その振

興に向けてしっかりと取り組んでいきます。 

古手川副議長 清田哲也君。 

清田議員 大変塩辛い答弁ありがとうございま

す。今日は日本代表に敬意を表してサムライブ

ルーで来たので、鋭く三苫選手のドリブルのよ

うに切り込んでいくので、よろしくお願いしま

す。 

 キャッチフレーズでは解決しませんが、気軽

に感じていただきたいという思いで言ったので

あり、造船県おおいた、しっかり部内でそうい

う思いを共有していただきたい。それですぐに

解決ということではなくて、そういう思いで言

っているので、もう一度答弁してください。 

古手川副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 造船業の重要性につい

ては、商工観光労働部の中だけではなく、県庁

でも広く重要性を認識しているので、正に造船

県おおいたというその思いは既に認識されてい

ますが、改めて今後の造船業の振興に向けてし

っかりと共有して、様々な取組を進めていきま

す。 

古手川副議長 清田哲也君。 

清田議員 ありがとうございます。 

 では、次の進水式の観光資源としての活用に

ついて伺います。 

 進水式において、大きな船体が海に滑り込ん

でいく姿は圧巻で、現地で見学すると感動すら

覚えます。佐伯市ではホームページで市内３社

の進水式に関し、日時や一般見学の可否、船の

大きさ等を公開し、進水式を目的に佐伯市へ訪

れる方々を増やす取組の一つとして活用してい

ます。私たち自民党会派も９月に進水式を見学

しました。地元私立高校のブラスバンド演奏や

チアリーディング、地元小学生がわくわくしな

がら見守る様子、船主を迎え入れる際の造船会

社スタッフの独特の緊張感など進水式が始まる
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までの様子も、ほかでは見ることのできない式

典でした。 

 進水式は、造船所が立地するまちの風景とし

て大変魅力ある観光資源だと思います。地元自

治体との連携による進水式の観光資源としての

活用に関して観光局長の見解を伺います。 

古手川副議長 秋月観光局長。 

秋月観光局長 巨大な船が轟音とともに水しぶ

きを上げながら海に向かっていく進水式は、造

船の技術力や地域の文化を体験できる絶好の機

会であり、その迫力ある光景は、造船所が立地

する地域ならではの特別感のある魅力的な観光

資源です。 

 県では、これまでも地元自治体と連携し、進

水式を観光素材として、ＳＮＳ等による情報発

信や旅行会社との商談会での積極的な売り込み

など誘客対策に取り組んできました。 

 例えば、佐伯市では、進水式を活用したツア

ー造成支援や見学ハンドブックの作成などにも

取り組んでいます。最近では、ななつ星のツア

ーに造船所周辺を散策しながら造船業を学ぶコ

ースが組み込まれるなど、産業観光としての広

がりを見せています。今後、教育旅行の素材と

しても活用を検討していきます。 

 進水式は祝福のセレモニーで、デスティネー

ションキャンペーンのキャッチフレーズである

「至福の旅！大吉の旅！福岡・大分」にも通じ

ます。船主や企業、地元自治体等と連携を図り、

地域の食や体験と組み合わせ、デスティネーシ

ョンキャンペーンにおける観光素材としても活

用し、多くの集客が得られるように取り組んで

いきます。 

古手川副議長 清田哲也君。 

清田議員 観光局長、ありがとうございます。 

 コロナがあったので、なかなかたくさんの人

を集めての進水式はできなかったのですが、久

方ぶりにやっとそれができるようになり、もち

ろん教育素材としての進水式も当然いいですし、

なかなか見る機会がありませんので、今後とも

佐伯市と連携を深めながら、観光資源としての

活用を推進していただくようよろしくお願いし

ます。 

 それでは、水産業の将来展望についてです。 

 本県は、周防灘から豊後水道に面し、良好な

漁場に恵まれ、関あじ、関さばを始め、城下カ

レイ、クルマエビ、ハモ、タチウオ等、大分県

産の天然魚のブランドは高い評価を得ています。

県内広域で付加価値の高い天然魚が捕れる中で

も、水産業の盛んな佐伯市では江戸時代以前よ

り延長２７０キロメートルにも及ぶ海岸線の沿

岸で漁業が営まれ、その品質は日々世界中から

新鮮な魚介類が集まる東京豊洲市場でも高く評

価され、養殖や水産加工の技術もトップクラス

の水産都市として知られています。 

 「佐伯の殿様 浦でもつ」これは江戸時代か

ら佐伯で言い伝えられる言葉ですが、古来より

漁業が経済活動の支えであったことを表してい

ます。合併により九州一広い市となった佐伯市

の内陸部は、祖母傾国定公園の山々に囲まれ、

東には国内有数のリアス式海岸が広がり、その

風光明媚な大自然を結ぶ清流・番匠川が森から

の栄養分を海へと運ぶことで海岸線に多様な生

物が集まり、３５０種類とも言われる豊富な魚

種を誇ります。藩祖である毛利高政公は、この

海洋環境を守るために日本で初めて山林伐採を

規制する触れ書きを出し、他藩にも影響を与え

たと言われています。 

 しかし、近年では、まき網や底引き網、定置

網等での漁獲量が減り、燃油高騰も重なり、漁

船漁業者の経営は厳しさを増しています。漁獲

量は自然条件によるところが大きく、漁獲量が

少なくても経営を安定させるため、カキ養殖を

始め、他の水産業を兼業する方もいると聞いて

います。豊後水道の漁船漁業が存続していくた

めにも、兼業を始める事業者に対する支援策を

始め、対策が必要であると考えます。 

 一方、生産量において全国１位のヒラメ、２

位のブリを始め、フグ、アジなど全国でも上位

を占める本県の養殖漁業は、本県農林水産業の

大きな柱となっています。県が進める関東圏を

中心とした販売戦略が功を奏し、養殖ブリにお

いては関東圏の大手量販店を中心に販路が拡大

しており、農林水産省の輸出拡大実行戦略の重

点品目として選定され、輸出産地として本県が
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記載されています。養殖漁業は自然条件の影響

を受けにくく、技術の向上もあり、経営面にお

いても資源管理の面においても安定した漁業形

態であると言えます。しかしながら、昨年生じ

たブリの稚魚、モジャコの不漁や赤潮の発生に

よる養殖魚のへい死など解決すべき課題はまだ

残されています。 

 本年９月の台風第１４号で最大瞬間風速５０．

４メートルを記録した佐伯市蒲江地区において

は、陸上養殖施設の倒壊、養殖設備の損壊によ

るヒラメのへい死や湾内への退避時の低酸素水

塊の発生により大量の養殖ブリがへい死しまし

た。その被害額は約８億円に上り、養殖事業者

の事業存続に大きな影を落としています。漁業

共済での対応が基本となることは承知している

が、このままでは２年間収入がなくなると同時

に事業再開に向けた稚魚の購入もできないこと

から、途方に暮れていたところ、今回、経営継

続緊急支援事業が補正予算として上程されてお

り、このことは知事の御英断に大変感謝する次

第です。 

 令和６年度には本県で全国豊かな海づくり大

会も開催される予定となっており、引き続き水

産業の振興を図っていく必要があります。特に

県の主力水産品目である養殖ブリ、養殖ヒラメ

の付加価値は、それ自体の品質の高さはもちろ

んですが、同じ海域の天然魚の評価にもよると

ころが少なからずあると思われ、漁船漁業と養

殖業とが車の両輪のごとく発展してこそ、本県

水産業の振興があると考えます。 

 こうしたことを踏まえ、漁船漁業と養殖業の

振興に向けた本県水産業の将来展望について知

事の考えを伺います。 

古手川副議長 広瀬知事。 

広瀬知事 水産業の将来展望について御質問い

ただきました。 

 本県は、豊前海から別府湾、そして、豊後水

道まで豊かな漁場に恵まれ、底引き網や一本釣

り、あるいはまき網等により多種多様な魚種が

捕れる全国有数の産地となっています。また、

生産者の不断の努力により、ブリ、ヒラメ、最

近ではクロマグロなど全国に誇れる養殖魚の産

地としても、その地位を確立しています。 

 そうした本県の水産業を将来にわたって発展

させていくためには、漁船漁業、養殖業のそれ

ぞれの課題を乗り越えていくことが重要であり、

次の３点に取り組みます。 

 一つは、漁船漁業の振興です。水産資源の減

少が大きな課題となっていることから、その回

復に向けた資源管理と種苗放流の一体的な取組

が不可欠となっています。 

 このため資源管理では、ＩＣＴを活用した資

源評価を新たに導入することで漁業者自身の自

覚も高め、漁獲管理を徹底していきます。種苗

放流では、建て替えを進めている国東の漁業公

社の機能強化により、種苗生産能力を１２０％

に増やし、安定供給していくとともに、高単価

で取引されるキジハタなど新規魚種の取組を推

進していきます。 

 あわせて、漁場の環境整備も重要です。産卵

場や稚魚の育成場となる藻場を造成するととも

に、漁業者が実施する保全活動を支援するなど、

魚の住みやすい環境づくりに努めます。 

 二つは、養殖業の振興です。中でも養殖ブリ

は国内外で加工需要が拡大しており、既存の加

工場では賄い切れなくなっていることから、県

漁協が計画する新たな加工場の建設を後押しし

ます。 

 あわせて、モジャコ不漁時の稚魚の安定確保

や出荷端境期の解消のため、人工種苗の生産技

術開発等に継続して取り組みます。 

 また、これまでの生産者の努力により後継者

も育っています。今回の台風及び赤潮の影響で

被害に遭った後継者が将来に向けて事業継続で

きるように予算を提案したところです。 

 三つは、流通対策です。県では関東方面で多

くの店舗を展開する３社をパートナーシップ量

販店に認定し、その店舗数は合わせて２００を

超えました。これに加え、本年度は外食需要の

回復を見据え、関東で約３０店舗を展開するす

し店をパートナーシップ飲食店として認定しま

した。今後とも認定店の拡大や連携強化により、

県産魚のさらなる消費拡大に努めます。 

 輸出では、養殖のブリやクロマグロを中心に、
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北米、中国での現地業者との連携や量販店での

フェア等による販路拡大を進めます。 

 令和６年度に開催が決まった全国豊かな海づ

くり大会を絶好の機会と捉え、生産者、関係団

体と連携し、取組を着実に実行することで、水

産業の振興にしっかりとつなげていきます。 

古手川副議長 清田哲也君。 

清田議員 正に知事が御答弁いただいたように、

今回の台風は複合災害というか、台風と赤潮が

同時に重なってしまったということで、台風が

明けてすぐ現場に行ったのですが、本当に涙な

がらにへい死したブリを片付ける生産者の話を

聞いて、今までたくさんいろんな被害はあった

が、さすがに今回は心が折れそうだという話を

聞きました。そしてまた、特に被害が大きかっ

た県漁協、蒲江の上入津支店管内ですが、いわ

ゆる大学を卒業して３代目がちょうど帰ってき

て、その３代目たちがおやじからの業を継いで、

そこでまた自分たちの子を産み育てる。そうい

う養殖業の存続もそうですが、地域の活性化も

正にいい感じになっていた矢先のことでしたの

で、今回の知事の御英断に関しては大変地元の

皆さんも喜んでいるし、将来に光が差したのか

なと思っています。 

 また、今回の件にあたり、私たち自民党の調

査会、同僚、先輩議員の皆様も蒲江まで足を運

んでいただき、また、農林水産部水産担当の皆

さん方も大きく大きく骨を折っていただいて、

御尽力いただいたこと、この場を借りて皆さん

に御礼申し上げます。大変ありがとうございま

した。 

 では、次の質問に移ります。 

 佐伯港についてです。 

 佐伯港は旧藩時代から交易が行われ、天然の

良港として、四国など近隣沿岸地域との交通の

要衝として栄えてきました。さらに戦前には軍

港として、戦後はパルプ、造船、セメント、合

板等の工場が立地する臨海工業地域を形成しま

した。また、木材集散地としても重要な地位を

占めており、昭和５０年代初頭には木材埠頭と

して水深１０メートル岸壁を整備し、その後、

取扱貨物量の増加や船舶の大型化に対応するた

め、平成５年から国際物流ターミナル整備事業

に着手し、当時としては九州でも数少ない水深

１４メーター岸壁を平成２６年３月に供用開始

しています。また、平成３０年度には水深１４

メートル岸壁と水深１０メートル岸壁の間の未

整備区間７０メートルの整備も完了し、女島岸

壁は７２０メートルの連続バースとして一体的

な利用が可能となりました。さらに東九州自動

車道宮河内－佐伯間の４車線化工事も着工され、

陸上交通とのネットワーク向上も視野に入って

います。 

 しかし、近年では、高知県宿毛市と佐伯市を

結んでいたフェリー航路の休止を始め、原木、

石膏、バイオマス発電用燃料のヤシ殻の取扱い

はあるものの、港の規模に見合った活用がなさ

れていない状況にあります。自動車産業の利用

により活況を呈す中津港や別府、大分港はもと

より、八幡浜市に２社２航路が就航する臼杵港

では新たなフェリーターミナルの建設も始まり

ます。津久見港はセメント産業を中心に港の利

用がなされています。岸壁の整備が大きく前進

したことは地元佐伯としては大変喜ばしいこと

ですが、フェリー航路の休止や取扱貨物量の減

少などを踏まえ、佐伯港の将来展望をどのよう

に考えるか、土木建築部長の見解を伺います。 

古手川副議長 島津土木建築部長。 

島津土木建築部長 佐伯港は、立地企業の事業

縮小等による専用岸壁での貨物量減少が大きく

影響し、かねてから取扱貨物量の回復が課題で

あると認識しています。 

 このため、県、市、地元経済界が連携し、港

の利用拡大に向けたポートセールスを推進して

います。その結果、近年、バイオマス燃料の輸

入や中国への原木輸出が開始され、佐伯港の原

木輸出量は全国４位となるなど、令和２年以降、

全体の取扱貨物量は増加に転じています。 

 こうした産業面での利用を促進するため、現

在、港湾荷役作業の効率化に向けた埠頭用地の

整備を進めているほか、防災面では、南海トラ

フ地震を見据えた耐震強化岸壁を整備するなど

港湾機能の拡充を図っています。また、観光浮

揚を目指す佐伯市等の取組が功を奏して、これ
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まで５回のクルーズ船寄港も実現し、観光面で

の活用も進められています。 

 こうした中、東九州自動車道の４車線化が着

々と進められており、九州の東の玄関口として

のポテンシャルが高まっています。今後とも地

元関係者との連携を深め、佐伯港の強みをいか

したポートセールスを展開し、県南や宮崎県北

部地域における貨物集積港を念頭に多面的な利

活用を図っていきます。 

古手川副議長 清田哲也君。 

清田議員 土木建築部長、ありがとうございま

す。今後とも背後地のもろもろ、また市からも

要望があっているかと思いますが、アドバイス

を含め、多方面での御支援をよろしくお願いし

ます。 

 では、次の質問に移ります。 

 浄化槽の維持管理についてです。 

 令和３年度の汚水処理人口普及状況総括表に

よると、汚水処理人口９０万５，６２２人、人

口普及率８０．５％で、全国では４３位となっ

ています。普及率の向上は道半ばであり、各施

策の推進を見守っていかなくてはなりませんが、

この普及率の中で合併処理浄化槽による処理人

口普及率は２４．３％、処理人口は２７万３，

６９０人となっています。 

 合併処理浄化槽は、地震災害に強く、下水道

施設のように大規模な管路の敷設や処理場建設

が不要で汚水処理が可能となることから、初期

費用、維持管理費用の両面から自治体財政に及

ぼす影響が少ないため、かねてからの下水道計

画を見直し、合併処理浄化槽へ転換する傾向も

顕著です。しかしながら、設置後の維持管理が

所有者の責任となり、保守点検を怠ってしまう

場合や、法定検査を受けずに使用を続けること

で浄化槽の性能が発揮されずに汚水を垂れ流し

ている状況になってしまうなどの欠点もありま

す。 

 浄化槽法第１２条では、保守点検又は清掃に

ついての改善命令等の権限を都道府県知事に認

めており、大分県浄化槽指導要綱の中に保健所

長等の指導、助言、勧告を規定しています。現

状では、おおむね半数の市町村で権限移譲を受

けているようですが、権限移譲を受けていない

市町村の浄化槽の維持管理について、保守点検、

清掃、法定検査が適正になされているかどうか

の確認体制はどのようになっているのか、まず

伺います。 

 また、責務を果たしていない浄化槽管理者の

特定が行われた場合、迅速に指導、勧告を行い、

浄化槽の機能回復を行わなければ水質環境の悪

化が進むばかりとなります。権限移譲を受けて

いない市町村においては、県主導の下、市町村

との連携により調査と改善を推進していくべき

と考えます。さらに保守点検業者の登録も県と

なっていることから、適切な保守点検業務が行

われているのか、技術者の在籍確認など保守点

検事業者の資格要件、業務内容の審査、改善も

同時に行うべきと考えます。 

 浄化槽の維持管理をめぐる以上３点の課題に

ついて、生活環境部長の見解を伺います。 

古手川副議長 高橋生活環境部長。 

高橋生活環境部長 浄化槽の維持管理について

は、一般家庭など各浄化槽管理者が保守点検、

清掃及び法定検査の三つを適正に受けることが

義務付けられています。 

 法定検査については、県から指定を受けた大

分県環境管理協会が行い、保守点検や清掃の実

施状況もあわせて検査しています。 

 権限が移譲されていない８市町村ですが、そ

の情報を県環境管理協会から受け、県において

適正管理の確認体制を整備しています。また、

管理が不十分な浄化槽設置者に対しては、文書

による指導を行っている状況です。 

 指導に従わず、公衆衛生上、著しい支障があ

る場合は、市町村との連携の下、訪問指導を始

め、勧告、改善命令などにより対処することと

しています。 

 保守点検業者に対しては、新規登録や更新登

録時に資格者などの配置状況、点検記録の整備

状況等をしっかり確認し、適宜指導しています。

また、適切な保守点検業務を行っていない業者

には、勧告等により対応することにしています。 

 今後とも、市町村や県環境管理協会としっか

り連携し、浄化槽の適切な維持管理に取り組ん
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でいきます。 

古手川副議長 清田哲也君。 

清田議員 ２点ほど再質問します。 

 改正浄化槽法第５４条第１項、浄化槽の設置

及び管理に関し必要な協議を行うための協議会

を組織することができる規定が追加されました。

県、市町村、管理協会、関係業界が地域ごとの

課題を共有し、地域ごとの課題を迅速に解決し

ていくためには必要な協議会であるとともに、

台帳の整備を進めていくためにも有効な組織に

なるのではないかと思います。この法定協議会

の設置に向けた取組を迅速に進めていくべきと

考えますが、見解を伺います。 

 ２点目、不適切な設置者に対する文書指導は

さきほど答弁の中でも伺いました。ただ、指導

後も是正が確認できない設置者に対しての浄化

槽法第１２条第１項に基づく勧告、同条第２項

及び第６２条に基づく罰則の適用も適時、的確

に行っていかなければ浄化槽の機能が発揮され

ません。 

 設置はしているが、汚水が出続けているとい

う本末転倒な状態が生じ、法を遵守し、費用を

負担しながら浄化槽を適切に管理している設置

者に対して不平等な扱いとなってしまうので、

勧告、罰則の適用もしっかり視野に入れて、的

確に適時行っていく必要があると考えますが、

見解を伺います。 

古手川副議長 高橋生活環境部長。 

高橋生活環境部長 議員から２点御質問いただ

きました。 

 まず、浄化槽の法定協議会の話です。 

 正に議員御指摘のとおり、浄化槽に関する台

帳整備、あるいは法定検査の受検率の向上につ

いては、なかなか難しい問題と認識しているが、

県、市町村、環境管理協会、業界団体等が一体

となり、認識を共有した上で地域の課題につい

て対応、協議するこの協議会については、浄化

槽の適切な維持管理に有意義な取組だと考えま

す。 

 全国の協議会の設置状況を調べてみると、全

国で今のところ１０県が設置しているというこ

とで、九州においても福岡、宮崎が設置してい

る状況です。 

 本県においても、他県状況の調査、環境管理

協会の声を聞くなど、正に今検討しており、市

町村や環境管理協会など関係機関との調整を早

々にまとめ、年度内の協議会設置を進めたいと

考えます。これが１点です。 

 もう一点は、なかなか指導が生ぬるいと、勧

告、罰則の適用も含めてという話です。 

 これまでも罰則の適用までは至らないものの、

１１件、保守点検、清掃に関する勧告を実施し

ています。 

 本県においての状況ですが、今のところ、勧

告、改善命令等を行ったことは確かにありませ

んが、今後、浄化槽から汚水が出続ける等の事

案について、浄化槽設置者に対して文書指導、

訪問指導を行ってもなおその状況が改善しない

ということについては、やはり支障があるとい

う認識です。そのため、事案によっては保守点

検業者も含め、躊躇することなく、罰則の適用

も含めて厳正に対処していきます。 

古手川副議長 清田哲也君。 

清田議員 生活環境部長、ありがとうございま

す。 

 みなし浄化槽とか台帳の整備は、非常に困難

な作業であることは承知しています。また、な

かなか１１条検査も理解が進んでいない状況も

ありますが、啓発と、明らかに悪質な設置者に

関しては法に基づいた毅然な対応が逆に改善に

もつながっていくと思うので、大変前向きな答

弁をいただきありがとうございます。今後とも

よろしくお願いします。 

 次の質問に移ります。 

 佐伯市は９０３平方キロメートルと九州一広

い市です。通院や買物、銀行など周辺部から市

街地に行くのも一苦労です。県ではオンライン

診療の実用化に向けた実証実験を行っています

が、医療だけではなく、日常の困り事の解決に

もオンライン技術の活用が可能ではないかと考

えます。 

 高齢者の皆さんは、パソコンやスマートフォ

ンの操作には不慣れな方も多いため、市町村が

持つケーブルテレビ伝送路を活用し、テレビ画
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面を見ながら、ふだん使い慣れたテレビのリモ

コンを使ってテレビ画面上で医療機関の予約が

できたり、宅配があれば日用品の注文ができた

り、コミュニティバスの時刻表を見ることがで

きるサービスが提供できたら、市街地から離れ

た場所に住む高齢者にも安心と安全をお届けで

きるのではないかと思います。 

 既に開発に着手している県内民間事業者の話

も伺っているし、長野県では一部の地域でこの

ようなサービスが既に開始されているとも聞い

ています。周辺部に住むデメリットをデジタル

技術によって解決する取組として、ケーブルテ

レビ伝送路を活用した日常生活における各種サ

ービスの提供について調査、研究を進めていく

べきと考えますが、商工観光労働部長の見解を

伺います。 

古手川副議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 県内ケーブルテレビは

官民の２１事業者により運営され、加入世帯は

３８万６千世帯、全体の７１．３％となってい

ます。この率は九州１位、全国でも９位であり、

県民に広く普及するメディアであると認識して

います。 

 ケーブルテレビは、地域の祭りや行事、議会

中継など地域に密着した情報発信や災害時の避

難指示などの行政情報の伝達に加え、インター

ネットサービスの提供など地域生活を支える重

要な通信基盤となっています。 

 こうしたコンテンツとインフラ両方の強みを

さらにいかして、日常生活を支える地域のＤＸ

を目指すビジョンが昨年、日本ケーブルテレビ

連盟から示されました。議員御指摘のような伝

送路を活用したＩｏＴサービスによる社会課題

解決の動きが各地で加速しています。 

 本県においても、ネットワークカメラを設置

して高齢者やお子様の様子を外出先から確認で

きる見守りサービスや、エアコンや照明を外出

先から操作できるサービスが一部の民間事業者

により開始されています。 

 このような日常生活の困り事や利便性向上に

つながるサービスの県内展開について、県下１

０市町村で構成する自治体ケーブルテレビ推進

協議会と連携して調査、研究を進めます。 

古手川副議長 清田哲也君。 

清田議員 商工観光労働部長、堂安選手の素晴

らしいシュートのような答弁ありがとうござい

ます。 

 いわゆるＦＴＴＨといって、幹線も引込線も

両方光化されているとなれば、さらに拡張性が

高まっていろんなサービスの提供ができていく。

今、全てのケーブルテレビ事業者の伝送路網契

約世帯がＦＴＴＨ化されているかといえば、恐

らく全てはなっていないと思います。 

 ただ、ほぼどこのケーブルテレビもＦＴＴＨ

化を進めていると思うし、これはコンテンツさ

えできれば有効な手段になり得ると思うので、

もう既に幹線が出来上がっているわけですから、

ぜひとも答弁のとおり今後も調査、研究を進め

ていってください。よろしくお願いします。 

 それでは、最後の質問です。 

 離島の振興についてです。 

 県内には姫島、地無垢島、保戸島、大入島、

大島、屋形島、深島の七つの有人離島があり、

これらが離島振興対策実施地域に指定されてい

ます。 

 離島は四方を海に囲まれ、人口の減少が長期

にわたり継続し、かつ高齢化が急速に進展する

など、他の地域に比較して厳しい自然的、社会

的条件の下にあるため、活力ある地域活動を維

持するため、さらに振興対策を強化する必要が

あります。 

 昭和２８年に離島振興法が制定されて以来、

１０年ごとに離島振興計画を策定し、各種施策

等に取り組んできたところですが、本年度は平

成２５年度からの１０年間の計画年の最終年で

す。活気ある島づくり推進のため、生活交通の

確保や生活環境の整備、住民福祉の充実など生

活の利便性の向上による地域間格差の是正はも

とより、島特有の地域資源に磨きをかけ、自然

や文化などの島の特性をいかしたツーリズムな

ど新たな可能性を切り開き、島の魅力をいかし

た交流の促進などを通じて、住民が安心して生

きがいを持って住み続けられる島づくりを目指

してきたことと思います。その成果について、
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まずお尋ねします。 

 また、国では、離島振興において関係人口の

ような島外の人材を巻き込んでいく視点などを

追加した新たな向こう１０年間をつかさどる離

島振興法の一部を改正する法律が先月成立しま

した。デジタル技術の進展を踏まえた場所に制

約されない働き方の普及や定住促進を図るため

の空き家の有効活用など、時代の潮流を反映さ

せた離島に対する配慮規定の充実が盛り込まれ

たところです。 

 こうしたことを踏まえ、本県では次期離島振

興についてどのような方針で取り組もうとされ

ているのか、あわせて伺います。 

古手川副議長 大塚企画振興部長。 

大塚企画振興部長 県では離島振興計画を策定

し、住民が安心と生きがいを感じながら住み続

けられる島づくりを地元自治体と共に推進して

います。 

 例えば、佐伯市では、屋形島でのゲストハウ

ス整備や深島でのみそ作り体験プログラムの提

供、大入島でのオルレコース開発などの観光振

興策を通じて島外との交流を促進しています。 

 あわせて、大島では医薬品のドローン配送実

証実験を行ったほか、津久見市の保戸島では遠

隔診療システムの導入など、島民の安心につな

がる取組を行っています。 

 姫島村では、魚介類の種苗放流や養殖用クル

マエビの種苗生産施設の整備等により、基幹産

業である水産業の振興に取り組むほか、ＩＴア

イランド構想の推進が県外企業の進出と移住に

つながっています。 

 次期計画については、改正法及び国の基本方

針を踏まえつつ、本県の離島の特性をいかしな

がら、地元自治体と連携し、策定していきます。 

 策定にあたっては、先端技術を導入した医療

の充実やリモートワークなどを活用した産業振

興、空き家を使った交流人口の拡大や関係人口

の創出等も検討していきます。 

古手川副議長 清田哲也君。 

清田議員 企画振興部長、ありがとうございま

す。離島振興、また今後も引き続きよろしくお

願いします。 

 最後に広瀬知事、私は４年間しか御一緒でき

ませんでしたが、しっかり県政の光を全県下に

届ける広瀬知事の率先した姿勢、大変勉強させ

ていただきました。今後も、私もその一助を担

えるようにしっかり取り組んでいくので、勇退

後も様々なアドバイスをいただきますようお願

いして、私の一般質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手） 

古手川副議長 以上で清田哲也君の質問及び答

弁は終わりました。 

 暫時休憩します。 

午後０時５分 休憩 

―――――→…←――――― 

午後１時 再開 

御手洗議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 一般質問及び質疑を続けます。猿渡久子君。 

  〔猿渡議員登壇〕（拍手） 

猿渡議員 日本共産党の猿渡久子です。切実な

問題ばかりなので、ぜひ前向きな答弁をよろし

くお願いします。 

 まず、物価高騰による県民生活への影響につ

いてから質問に入ります。 

 止まらない値上げラッシュの影響で県民生活

の悪化が深刻になっています。お金に困らない

暮らしのために地方自治体が果たす役割はます

ます重要だと考えています。 

 ２か月ほど前のことです。命の危機を親戚の

支援で何とか乗り越えたという方から相談があ

りました。食べる物にも本当に困る状況で、１

０日間も物を食べることができずに水など水分

だけで過ごしたと聞いています。どんなにつら

かったかと胸が痛みます。塗装業で働いていた

そうですが、３年ほど前にけがをされて、その

後、コロナが追い打ちをかけたと。体格が以前

の半分ぐらいに痩せていたと聞きました。社協

の生活福祉資金なども知らなかったそうです。

生活保護にも大変抵抗があったと言われていま

した。私は、コロナになってから宣伝カーで制

度の活用や相談を呼びかけたり、行政にも制度

を幅広くお知らせするように繰り返し求めてき

ましたが、不十分だったと反省しています。 

 こうした状況を打開するためには、賃上げを
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軸に実体経済を立て直すこと、とりわけ内需を

活発にすることに本腰を入れることが必要です。 

 日本共産党は、物価高騰から暮らしと営業を

守るために緊急提案を行いました。この緊急提

案は、大企業の内部留保に時限的に課税し、大

企業も中小企業も賃上げを実現する、国の責任

で全てのケア労働者の皆さんの賃上げを進める

など、日本経済の脆弱な体質、冷たく弱い経済

を優しく強い経済へと大本から改革し、持続可

能な成長を実現する経済政策の抜本的転換の提

案ともなっています。 

 その一つ目、消費税の減税についてまず伺い

ます。 

 資本金１０億円以上の大企業が２０１２年以

降に増やした内部留保額に対して毎年２％、５

年間で合計１０％の時限的課税をし、この税収

１０兆円で中小企業・小規模企業の賃上げのた

めの直接支援を行うことを日本共産党は提案し

ています。 

 私が別府を中心にお願いした県政アンケート

では、物価高で大変という声が９７％を超えて

います。物価高の対策には消費税減税が一番手

っ取り早いのではないかという声や、年金生活

だけでは食べていくのがやっとだなどの声がた

くさん寄せられています。今こそ消費税減税を

国に求めるべきだと考えます。コロナ以降、世

界の１００の国や地域で、消費税や付加価値税

の減税が実施されています。日本でも消費税を

緊急に減税すべきだと考えますが、知事の見解

を伺います。 

 ２点目、物価高対策についてです。 

 物価高はあらゆる分野に及んでいますが、国

の対策はガソリンや輸入小麦、電気、ガス代と

いった部分的、一時的な価格抑制策だけです。

物価高によって、１年前に比べ家計の負担増は

１世帯当たり約１０万円にもなります。電気代

の影響は、このうち２割程度です。物価高への

対策は消費税の減税が一番効果的ですが、その

ほかにも物価高から家計を守り、消費を温め、

景気を回復させる早急な対策が求められます。 

 日田市は、電気、ガス、灯油、ガソリン、軽

油、重油などエネルギー関連経費に対して、独

自の支援策を市内中小業者などを対象に実施し

ています。大分県としても医療、福祉関係など

の施設への電気代の助成など支援策を実施して

おり、これは評価しているが、さらに幅広い対

象への支援策が必要です。大分県としても、物

価高への対策として中小業者や県民へのさらな

る支援策を実施すべきと考えますが、知事の見

解を伺います。 

 ３、ガソリン価格についてです。 

 県政アンケートに、大分県には九州で唯一製

油施設があるのに庶民は製油所を眺めながら全

国でトップクラスに高いガソリン代を払ってい

る、そこから運ぶ福岡などは格段に安いではな

いか、なぜこのような状態になっているのか、

こんな状態を何年放置するのかという声や、パ

ンドラの箱を開けてほしいという声が寄せられ

ています。大分県が他県に比べてガソリン代が

高い理由を県としてどう認識しているのか、対

策が必要だと考えます。 

 ４、最低賃金の引上げについてです。 

 最低賃金を自給１，５００円、手取りで月収

２０万円程度に引き上げることは、最低限の生

活という面でも、地域経済の底上げと日本経済

の活性化のためにも急務です。鍵は、中小企業

・小規模事業者の賃上げへの直接支援です。し

っかり支援することで賃上げできるようにすべ

きだと考えます。全ての企業で賃上げできるよ

うに、赤字企業も負担している社会保険料を賃

上げに応じて軽減すること、社会保険料軽減で

は賃上げできない業者には賃上助成を行うこと

を日本共産党は提案しています。最低賃金のさ

らなる引上げを国に求めるべきだと考えますが、

どうでしょうか。 

 また、県と受注する事業者との間で結ばれる

契約に、生活できる賃金など人間らしく働くこ

とのできる労働条件を定める公契約条例を制定

することが必要だと考えますが、あわせて答弁

を求めます。 

 ５、会計年度任用職員など非正規職員の賃金

引上げについてです。 

 国や自治体が管轄する分野での賃上げを速や

かに行うことも大切です。大分県が雇用する会
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計年度任用職員など非正規職員の賃金を１，５

００円以上に引き上げるべきだと考えますが、

見解を求めます。 

 ６、国民健康保険税や介護保険などの負担に

ついてです。 

 １０月から高齢者の医療費窓口負担の値上げ

が強行されました。また、国民健康保険税など

の保険料が高く、貯金を取り崩して生活してい

るという年金生活の方の声も寄せられています。

来年の介護保険法改定に向け、利用料の２割、

３割負担の対象拡大、要介護１、２の在宅サー

ビスの保険給付外し、ケアプラン有料化、介護

保険料金の支払年齢の２０から３０歳代への引

下げなど、介護関係者が史上最悪と呼ぶ改悪案

を政府が今検討しています。 

 物価高騰の中で、医療、介護という命にも関

わるところでの負担増は、非人道的であるとと

もに暮らしを破壊してしまいます。国の負担を

増やし、国民の負担を軽くすることこそ今必要

です。 

 国保税については、公費１兆円投入を国に求

め、国保税の値上げをやめさせるべき、人頭税

のような均等割、平等割をなくして、抜本的に

引き下げるべきと考えます。このような国保税

や介護保険の負担についてどう認識しているの

でしょうか。 

 以上、６点について県の見解を求めます。 

 以下は対面席より質問します。 

  〔猿渡議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

御手洗議長 ただいまの猿渡久子君の質問に対

する答弁を求めます。広瀬知事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 ただいま猿渡久子議員から物価高騰

による県民生活の苦境に対してどういう手を打

つかについて、いろいろ政策提言をいただきな

がら御質問いただきました。まず、私からお答

えします。 

 初めに、消費税についての御質問でした。 

 我が国経済は、ウィズコロナの下、社会経済

活動の正常化が徐々に進展する一方で、原材料

価格の上昇や円安等によるエネルギー、食料品

等の価格上昇はなお続いており、国民生活や事

業活動に大きな影響を及ぼしています。 

 物価高騰で厳しい状況にある生活者、事業者

に対しては、国・地方を挙げて、特に家計への

負担が大きい低所得世帯への給付金の支給や、

エネルギー、食料品等への重点的な対策などの

支援をこれまで講じてきたところです。 

 さらに、国は足下の物価高を克服し、経済再

生の実現を図るための総合経済対策を１０月末

に策定しており、県においても、経済対策に呼

応した県独自の対策が展開できるように補正予

算を今議会に提出しています。 

 議員からは、物価高騰への対策として、諸外

国と同様に我が国においても消費税減税を実施

するよう国に求めるべきだとの御意見をいただ

きました。しかしながら、消費税は、急速に進

む少子高齢化の中で厳しい日本の財政状況に鑑

み、財政健全化への内外への信任を得て、世界

に誇るべき社会保障制度を次の世代に引き継ぐ

ために必要な財源であると認識しています。 

 消費税率の引上げによる増収分は、その全額

を社会保障財源に充てることとされており、幼

児教育・保育の無償化や医療、介護保険制度の

改革などに活用され、全世代を通じた社会保障

の充実につながっています。 

 持続可能な社会保障制度の確立とそのための

安定財源の確保、財政の健全化のためにも、こ

れ以上、将来世代に過重な借金を背負わせるこ

とのないようにするためにも、消費税率の引下

げについては慎重に考えるべきではないかと思

います。 

 県としては、物価高騰の逆風から県民の暮ら

しや企業活動を守るため、国や関係機関と連携

しながら、厳しい状況にある生活者、事業者へ

の支援を、冒頭言ったようにいろんな手を使い

ながら、きめ細かく講じていきます。 

 次に、物価高騰対策についての御質問でした。 

 世界規模の物価高騰が見られる中、円安の進

行とあいまって、輸入物価の上昇を通じたコス

トプッシュ型の物価上昇が続いています。他方

で、円安にありながら、日本銀行はコロナ禍か

ら回復途上にある経済を支えるため、金融緩和

を継続しており、大変厳しい環境の中で物価高
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への対応を迫られている状況です。 

 国では、上昇幅が大きいエネルギー、食料品

に的を絞った価格抑制策を講じており、今回の

総合経済対策では、例えば、エネルギーについ

てガソリン等の燃料油に加え、新たに電気やガ

スの料金を抑制する補助制度が創設されます。

県でも、価格転嫁になじまない公的なサービス

を維持するため、福祉施設、医療機関、地域交

通機関等を対象に電気代や燃料費を補助してき

たところです。 

 これらの直接的な支援を届ける一方で、支援

を受ける事業者にとどまらず、社会経済全体へ

の波及効果を生み出していくためには、ヒト、

モノ、カネの流れを活性化し、経済の好循環を

つくり出す施策が必要です。 

 このため、県では、県民の家計への支援を行

いつつ、価格転嫁しやすい環境づくりにもつな

がるプレミアム商品券事業を２度にわたり実施

しています。県内全体の登録店舗数は、小売、

飲食、理美容などの生活関連サービスを中心に

１万１千件を超えました。ただ、多くの市町村

では今月末をもって第２弾が終了となるので、

足下の消費を切れ目なく支えていくため、発行

総額１３０億円程度の第３弾を速やかに実施し

たいと考えています。 

 また、持続的に消費を上向かせていくために

は、賃金の引上げが欠かせません。県では既に

最低賃金を引き上げる事業者の設備投資等に対

する独自の業務改善助成金、奨励金を実施して

います。加えて、国が総合経済対策で拡充する

事業再構築補助金や生産性革命推進事業などの

活用も促し、賃上げを可能にする生産性の向上

を後押ししていきます。 

 その他、中小企業の自家消費型のエコエネル

ギーの導入補助を行っていますが、太陽光発電

と蓄電池で蓄えた電気を使用することにより、

エネルギーコストを抑える効果もあります。１

０月の公募では、予想を上回る６０件もの申請

がありました。今回その予算を増額するととも

に家庭向け事業も新設し、脱炭素化とエネルギ

ー高対策の双方に役立てていきます。 

 ウィズコロナの中、物価上昇に対応しながら、

社会経済活動の再活性化を図ることは容易なこ

とではありません。国や市町村、商工団体など

の関係機関と連携し、県内の消費を支え、事業

者をしっかりと支援することにより、県経済を

民需主導の自立的成長路線へと戻していきます。 

 そのほか、大変大事な御質問をいただきまし

た。これらについては担当部長からお答えしま

す。 

御手洗議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 ガソリン価格について

の御質問及び最低賃金等についての御質問につ

いてお答えします。 

 まず、ガソリン価格についてです。 

 ガソリン価格は、各給油所の立地環境、経営

規模、仕入価格などを踏まえ、事業者の自主的

判断で設定されています。本県のガソリン価格

は他県に比べて高い状況にありますが、市場原

理に基づくものと認識しています。 

 ガソリンは県民生活に欠かせない商品である

ため、消費者がガソリン等を購入する際の判断

材料として活用できるよう、県では毎年２回、

石油製品販売価格等調査を行い、市や郡ごとの

価格差や価格変化を公表しています。 

 給油所は、移動手段を持たない高齢者への灯

油宅配などのサービスも提供するなど、地域社

会に必要不可欠なインフラです。一方で、後継

者不足や従業員確保、施設老朽化、販売量減少

などの課題を抱えているものと認識しています。

そのため、事業者に様々な支援制度の活用など

を促し、地域社会のインフラとしての機能を維

持しつつ、適正な販売価格で営業が継続できる

よう支援していきます。 

 続いて、最低賃金等についてお答えします。 

 最低賃金の引上げは重要ですが、急激かつ大

幅な引上げは中小企業等の雇用や事業継続への

影響が懸念されます。地域ごとの生計費や企業

の支払能力などを十分に考慮することが必要で

す。 

 その際に重要となるのは、企業が持続的な賃

上げに踏み出せる環境整備です。県としても、

国に呼応して生産性向上と賃金引上げをあわせ

て行う中小企業等への支援や、価格転嫁などの
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下請取引の適正化に取り組むとともに、国に対

してさらなる支援強化を要望しています。 

 国は、来春の賃金交渉で物価上昇率をカバー

する賃上げを目標とした議論を労使に求めると

ともに、今年度第２次補正予算に賃上げを条件

とした補助金拡充などを盛り込んでいます。 

 公共事業等の従事者の適正な賃金等の確保に

ついては、公契約条例を始め、様々な手法を部

局横断で検討し、労務単価の引上げや最低制限

価格制度の導入など効果的な対策を実施してい

ます。引き続き国や他県の動きも注視しつつ、

より効果の高い対策を不断に検討していきます。 

御手洗議長 若林総務部長。 

若林総務部長 会計年度任用職員の報酬に関す

る御質問です。 

 同職員の報酬単価の決定については、制度導

入時より国から示された通知等に基づき、個々

の業務内容を踏まえた上で、類似する職務に従

事する正規職員との権衡を考慮して定めていま

す。 

 具体的に言うと、標準的な業務に従事する会

計年度任用職員の報酬単価については、正規職

員の大学卒の初任給基準額相当を上限としてお

り、その上で学歴及び職歴を考慮して決定して

います。 

 時給について御指摘がありましたが、標準的

な勤務形態である月１８日、１日６時間４５分

の勤務の場合の報酬単価は、日額８，１１０円

となっています。これを時給にすると１，２０

１円です。 

 これは地方公務員法に定める均衡の原則の規

定などを踏まえた給与決定であり、適正な報酬

水準であると考えています。引き続き、正規職

員の給与の動向、国や他の都道府県の状況等も

注視しながら、適切に給与決定を行っていくよ

う努めます。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 国民健康保険制度等におけ

る負担についてお答えします。 

 現下の超高齢社会において、増加する医療や

介護の費用を負担能力に応じて全ての世代で公

平に支え合う仕組みが求められています。特に

国民健康保険税は、被用者保険にはない均等割

や平等割が課されており、低所得者への軽減措

置が導入されてはいるものの、負担感があるこ

とは県としても認識しています。 

 そのため、本県単独の提言活動や全国知事会

等を通じて、財政支援の拡充や子どもに係る均

等割保険税軽減措置の導入等について毎年国に

要望してきました。その結果、今年４月から未

就学児分の均等割保険税の５割軽減が実現した

ところです。 

 また、介護保険制度についても、毎年、国庫

負担割合の引上げなどを国に要望しています。

現在、国において制度の持続性を確保するため

の給付と負担の見直しが検討されており、情報

収集に努めています。今後とも県民が安心して

暮らせるよう、国に対して必要な要望を行って

いきます。 

御手洗議長 猿渡久子君。 

猿渡議員 ありがとうございます。 

 消費税の減税についての答弁で、社会保障の

充実につながっていると知事は言われたのです

が、国民はそういう実感はありません。社会保

障は改悪に次ぐ改悪、物価が上がっても年金は

減っているし、いろんな負担は増え続けている。

第一、介護保険料はスタート時点の２倍ですよ

ね。本当に社会保障に使われているのだったら、

今言われているような改悪はないと思うのです

よね。そういう中で、知事に物価高の対策や暮

らしの支援策について再度答弁をお願いします。 

 物価高や過剰債務、インボイスへの危惧など

による倒産や廃業が増えることが心配されてい

ます。一方、大企業の内部留保は５００兆円を

超えて、５０５兆円まで増えてきています。こ

れはどんどん増えて、この間まで４８４兆円と

言っていたのがまた増えましたよね。５００兆

円というと国家予算の５年分、大変な格差が広

がっている。これも政治の責任だと思うのです

ね。 

 都道府県の最賃審議会でも政府の支援策では

不十分だと、賃上げへの直接支援が必要だとい

うことを、政府への要望、意見が相次いでいま

す。 
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 私が今、別府を中心にお願いしているアンケ

ートには、３１１の回答が寄せられています。

その中に、介護士として２０年働いているのに

給料が上がりません。昇給は年千円です。子ど

もを育てていくのに不安で仕方がない。手取り

で１６万円ほどしかありません。こういう声や、

コロナ禍で売上げが戻らない中で、燃料や仕入

れが高騰し、もうお手上げ状態ですと。何とか

支援してほしい。あるいはコロナがまた増えて

きて、商店街で生き残る自信がなくなる。こう

いう声、たくさんの悲鳴が寄せられています。 

 私たちは、やはり今、この声に本当に応えな

ければならないと思うのです。しっかり支援す

ることが答弁の中にあったかと思うので、幅広

い県民を対象にした暮らしや営業の支援策、さ

らなる支援策がどうしても必要なので、今後さ

らにそこを拡充していく考えがあるのか、知事

に再度答弁をお願いします。 

御手洗議長 広瀬知事。 

広瀬知事 いろいろ御質問いただきましたが、

まず、社会保障についてですが、日本はどちら

かというと低負担、高福祉というところを担っ

てやってきたわけですが、少子高齢化がこれだ

け進んでくるとなかなか厳しくなる。したがっ

て、これまで、あるいはこれまで以上の社会福

祉サービスをやりながら、しかも、財政負担と

いうか、国民の負担を軽減していくのはなかな

か難しいということで、消費税も投入しながら、

加えて、できるだけ福祉の充実を図っていこう

ということでやっているわけで、結果的に自己

負担率が増えたとか、いろいろな話がありまし

たが、それだけ福祉のサービスが広がり、かつ

また、それだけ財源が厳しくなっていると考え

ざるを得ない。国民のいろんな世代でこれを維

持していく工夫をしていかなければいけないと

いうことなのではないかなと思っています。 

 その話と、それから、言われるように企業の

留保が非常に多くなっているという話とは別で

あり、それはそれで多いかどうか、いろんな議

論があると思いますが、多いとすれば、やっぱ

りもっともっと従業員の給与に出すべきだとか、

あるいはまた、もっと先のことにいろんな投資

をして、ぜひ国にもどんどん法人税を納めても

らうようにもうかってもらう、そういう投資を

やってくださいとか、そういうことはあるので

あって、何かもうけ過ぎていろいろ貯金してい

るから、それを物価高騰対策に使えというのは

ちょっと筋が違うような気がします。それはそ

れで、では、どういうふうにもっともっと公平

に歩合のようにするのか、もっともっと有効に

日本の経済産業のために使うのか、こういう議

論をしていかなければならないと思います。い

ろんなところを財源別に議論すべきではないか

と考えます。 

 猿渡議員の言われることはよく分かるし、何

とか物価高騰対策をやらなければいけないなと

いう気持ちもよく分かります。乏しい財源の中

ですが、今度もいろいろやらせていただいてい

ます。十分ではないかもしれませんが、お気持

ちはよく理解しながら、できることをやってい

るというのが私どもの現状です。 

御手洗議長 猿渡久子君。 

猿渡議員 次の質問に移ります。 

 新型コロナウイルス感染症対策についてです。 

 これまでも保健師など職員の増員等に取り組

んできたことや、無料検査や宿泊療養施設を増

やしてきたことなど、また、今度の議会で県病

の看護師などを３８人増員しようと提案されて

いることなど、本庁の関係各部署を含め、皆さ

んの努力に敬意を表します。その上で、再び増

加傾向にある中で、さらに対策の強化、充実が

必要です。 

 一つ目に、検査・医療体制の強化について。 

 高齢者施設、医療機関などへの頻回検査をさ

らに進めること、特に無料のＰＣＲ検査を充実

すべきと考えます。 

 また、地域医療への支援を強化し、感染者や

疑いのある人が十分な検査と医療を受けられる

ようにすることが必要で、救急などコロナ以外

の医療の逼迫が起こらないように体制を強化す

べきと考えますが、あわせて答弁を求めます。 

 ２点目、コロナ感染時の支援策についてです。 

 コロナに感染し、自営業の方が休業したが、

体力が落ちて、以前のように仕事ができるよう



第４回 大分県議会定例会会議録 第３号 

- 90 - 

になるまでには随分期間を要した。しかし、何

の支援もないという声が上がっています。 

 国民健康保険の傷病手当金のコロナ特例は、

事業主にはありません。検査で陽性となった自

営業者に対する休業支援金の支給など、県とし

て安心して休むための所得保障、何らかの支援

が必要だと考えますが、どうでしょうか。 

 ３点目、保健所の体制強化について。 

 保健所は、臨時的なスタッフ増など、また、

職員増など取り組んでいますが、保健所の統合

により保健所の機能が低下したという声も寄せ

られています。第７波のピークとなった今年８

月の保健所職員の時間外勤務は、過労死ライン

超えの８０時間以上が３６人、そのうち１００

時間超えは１５人もいます。さらなる増員と保

健所の増設が必要と考えますが、県の見解を求

めます。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 私から２点お答えします。 

 １点目は、検査・医療体制についてです。 

 高齢者施設等におけるクラスター対策は、職

員への頻回検査や新たな入所者等への検査が重

要です。１１万人を超える対象者の数を考える

と、時間や費用のかかるＰＣＲ検査よりも迅速

で安価な抗原検査が合理的と考えられます。こ

のため、本県では、通所施設を含む高齢者施設

や障がい者施設、幼児教育・保育施設、精神科

病院など約６，７００か所の施設に対し、抗原

検査キットを２６８万個配布して、職員の定期

検査を促しています。 

 また、救急を含めた医療逼迫の回避は極めて

重要であり、この冬に危惧されるインフルエン

ザとの同時流行にも万全を期す必要があります。

そのため、８月末には自己検査による陽性者の

登録センターを開設し、軽症者が医療機関を受

診せずに陽性者登録して、健康観察を受けられ

る仕組みを整備しました。 

 加えて、全国６位の水準にある診療・検査医

療機関をさらに増やすとともに、診療時間の延

長や休日のドライブスルー方式での外来診療等

により対応力の強化を図っていきます。 

 ２点目は、保健所の体制についてです。 

 ２次医療圏の見直しに伴う平成２０年の保健

所の再編は、限られた専門職種の複数配置等に

より、地域保健の広域的、専門的かつ技術的拠

点として複雑高度化する課題に的確に対応でき

るようにしたものです。 

 今回のコロナ禍では、この体制の下で正規職

員の増員や会計年度任用職員の配置を始め、人

材派遣会社の活用や全庁的な応援の仕組みを構

築するなど、感染状況に応じて機動的に対応し

ています。 

 同時に、クラウドサービスの活用やアウトソ

ーシング等による業務の効率化を進め、職員の

負担軽減を図りながら、地域保健の拠点として

の役割を果たしています。 

 また、９月下旬の全数届出見直しに伴う健康

フォローアップセンターの開設により、長時間

勤務はかなり改善されています。とはいえ、長

期にわたるコロナ対応により疲労の蓄積も心配

されることから、引き続き健康管理に十分配慮

しながら、必要な体制の確保に努めていきます。 

御手洗議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 コロナ感染時の支援策

についてお答えします。 

 個人事業主やフリーランスを含む中小企業が

新型コロナウイルス感染症の影響などで事業活

動に支障を来さないよう、いわゆるゼロゼロ融

資の借換えなどに対応可能な制度資金を創設し、

資金繰りへの支援を一層強化していきます。 

 さらに、困窮している事業者には生活福祉資

金貸付制度や国税、県税の納税猶予制度などを

紹介しています。 

 また、国は個人事業主やフリーランスと取引

を行う発注事業者に対して、当該個人事業主な

どからコロナ感染などを理由として納期延長な

どの求めがあった場合には、できる限り柔軟な

対応を行うよう業界団体を通じて要請していま

す。 

 県としても、個人事業主などが取引事業者か

ら適切でない対応を受けた場合は産業創造機構

に設けている下請かけこみ寺に相談するよう、

商工団体などを通じて周知しています。 

 個人事業主やフリーランスを含む中小企業・
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小規模事業者がコロナ禍でも事業活動を継続で

きるよう、引き続き商工団体などとも連携し、

必要な支援を行っていきます。 

御手洗議長 猿渡久子君。 

猿渡議員 個人事業主の支援について再度答弁

を求めます。 

 今言われたような融資だとか、いろんな制度

は使った上でのことなのですよね。そういう中

でもやっぱり仕事を休まなければいけないのに、

収入が減っているのだから、それに何らかの支

援が必要だということなのです。そこをもう一

度、答弁をお願いします。 

御手洗議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 まずは、さきほど言っ

た資金繰り支援として今議会で上程した県制度

資金を漏れなく周知した上で、様々な支援策を

しっかり活用していただくことに注力していき

ます。 

 引き続き国の動向も注視して、必要な対応を

検討していきます。 

御手洗議長 猿渡久子君。 

猿渡議員 安心して休めなければ、下手したら

感染が広がることにつながってしまうと思うの

です。安心して休める状況、検査ができる状況

をつくらなければならないと思うので、重ねて

さらなる支援策を求めます。 

 ３点目の質問に移ります。 

 子育て、教育施策の充実についてです。 

 子どもの医療費助成制度についてから質問に

入ります。 

 高校卒業まで入院や通院の医療費が無料とな

る制度は、県下でも豊後高田市、宇佐市、由布

市、国東市、玖珠町で実施されており、次第に

広がっています。全国的にも高校卒業まで無料

が当たり前という状況になってきています。本

県としても１８歳の年度末、高校卒業年齢まで

の医療費無料制度に取り組むべきだと考えます

が、どうでしょうか。 

 また、高校卒業年齢まで通院医療費を無料に

した場合に必要な金額の試算について、あわせ

て答弁を求めます。 

 ２点目、給食費無償化など学校での保護者の

負担軽減についてです。 

 文科省の子どもの学習費調査によると、入学

時に必要な費用として、中学校では制服、学用

品、通学用品で約９万９千円、高校では教科書

代が加わって約１４万４千円とのことです。実

際にはこれでは済みません。入学後すぐに必要

なものの追加や年度途中で購入するものも多く、

保護者の負担は大変です。 

 物価高騰の中で、義務教育の無償をうたった

憲法２６条を踏まえ、国の制度として学校給食

費や教材費など義務教育に係る費用を無料にす

ることを求めるとともに、県として給食費など

について市町村への支援を行う、学用品は学校

の備品とするなど、高校を含めて保護者の負担

を軽くし、無償化に向けての努力を求めます。

教育長の見解を伺います。 

 また、沖縄県は、就学援助についてお知らせ

するためのテレビやラジオのコマーシャルを県

として行っています。学ぶこと、それは子ども

の権利、安心して学ぶ環境をつくるために就学

援助制度がありますと、権利だということをし

っかりお知らせしているのですね。詳しくは学

校又は市町村へというもので、子どもたちの声

で「就学援助」とコマーシャルで流れるのです

ね。これに学び、就学援助などの制度や相談窓

口などをテレビのコマーシャルやポスターをス

ーパーマーケットに貼るなどして幅広くお知ら

せするべきだと考えますが、あわせて答弁を求

めます。 

 ３点目、包括的性教育についてです。 

 包括的性教育とは、人権教育を基盤に人間関

係を含む幅広い内容を体系的に学ぶ性教育です。

お互いを尊重し、よりよい人間関係をつくるこ

とを目指す教育で、国際的に進められています。 

 日本財団は、予期せぬ若年妊娠などを減らし

て、子どもや若者が性に関する学習を通じて生

殖や性的行動の知識を学ぶことができ、人権の

尊重や多様性への肯定的な価値観を育むことが

できる包括的性教育の推進に関する提言書を今

年８月に発表しました。現状の日本の中学校学

習指導要領では、妊娠の経過、性交については

取り扱わないとする歯止め規定があり、子ども
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たちが性や妊娠、出産に関する正しい知識を学

ぶ機会が不足しています。 

 ２０２０年の内閣府の調査では、無理やりに

性交等された女性の約６割、男性の約７割はど

こにも相談していないんです。性教育を受けて

いないために、子どものときに性被害に遭った

場合に、自分自身が性被害に遭ったという認識

が持てない、意味が分からないために継続的に

被害を受けてしまうケースもあります。自分を

守るためにも低年齢から発達段階に合った性教

育が必要だと考えます。 

 提言書をまとめた有識者会議の委員の一人で

ある自民党の自見はなこ参議院議員、小児科医

ですが、この方は若年妊娠や予期しない妊娠は

妊産婦自身の身体的、精神的、経済的負担が大

きい、生まれた子どもにとっても児童虐待、貧

困などのリスク要因で、対策が急務であり、そ

のためには包括的性教育が不可欠だ、性や生命、

家族、社会の在り方に政治が責任を持つことに

ついて、超党派で合意形成ができたと述べてい

ます。 

 この提言の立場に立って包括的性教育に大分

県としてしっかり取り組むべきだと考えます。

教育長の答弁を伺います。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 私からは、子ども医療費の

助成についてお答えします。 

 この制度は、安定的かつ持続的な運営が求め

られ、地域の小児医療体制への影響にも留意す

る必要があります。本県では、限られた財源の

中で保護者の負担が大きい入院は小中学生まで、

通院は受診回数が多い未就学児までを対象とし、

所得制限を設けることなく実施しています。 

 また、本年１０月からは、県内の全市町村に

おける中学生までの入院及び通院の医療費助成

が実現し、県民の皆さんにとっては他県と比較

しても遜色のない制度が整いました。ちなみに

１８歳の高校卒業年度までの助成を行っている

都道府県は、昨年４月時点で５県となっていま

す。 

 子ども医療費助成は、本来国の責任において

全国一律の制度として運用されるべきものであ

り、本県独自の提言活動や全国知事会などを通

じて政府に要望しています。 

 なお、小学生から高校生までの通院医療費を

助成した場合の県の負担は約１２億円の増と見

込まれます。 

御手洗議長 岡本教育長。 

岡本教育長 ２点についてお答えします。 

 まず、学校での保護者の負担についてです。 

 法律及び最高裁の判例によると、義務教育の

無償化の範囲は授業料と教科用図書とされてい

ます。加えて、生活困窮世帯に対しては、市町

村の就学援助制度により保護者負担が軽減され

ています。 

 県立高校においては、就学支援金により授業

料の実質無償化を図るとともに、生活困窮世帯

に対して奨学給付金を支給しています。さらに

令和元年度からは、エアコンに係る経費を公費

負担とするなど保護者負担の軽減を図っていま

す。 

 なお、県内全ての市町村では、入学時及び毎

年の進級時に児童生徒全員に就学援助に係る文

書を配布し、周知を図っています。今後とも、

物価高の状況や社会情勢の変化などを踏まえ、

公費と保護者負担の在り方について、国や他県

の動向も注視しながら不断の見直しを行ってい

きます。 

 次に、人権教育等を基盤とした性教育につい

てお答えします。 

 性に関する指導については、学習指導要領に

基づき、児童生徒の発達段階に応じて、体育科

や道徳、特別活動など学校の教育活動全体を通

じて指導しています。そのうち、妊娠の経過な

ど発展的な内容については、個々の子どもが抱

える課題の解決に向けて個別に対応しています。 

 県では、性に関する適切な指導に資するよう、

自己の性別に対する認識や人間関係の側面も踏

まえた指導の手引を平成２７年度に作成し、活

用してきています。また、実践的指導力の向上

を目的とした研修会を１０年以上にわたって毎

年開催しており、子どもを性被害者、加害者に

しないために等を内容とした今年度の研修会に

は教職員ら９１人が参加しました。 
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 今後も児童生徒が性に関する正しい知識を習

得し、自分や相手を大切にするという価値観に

基づき、主体的に考え、適切に行動できるよう

指導の充実を図っていきます。 

御手洗議長 猿渡久子君。 

猿渡議員 医療費助成の問題と性教育について

再答弁を求めます。 

 給食費についても今広がっていて、赤旗の調

査によると、全国で給食費完全無償化している

自治体は豊後高田市など２５６に広がっていま

す。この問題でも重ねて実現を求めます。 

 医療費助成についてですが、大分県では１２

年間改善がなく、さきほど答弁がありましたが、

通院は小学校入学まで、入院は中学校卒業まで

が対象ですが、上限はあるものの、大分県の制

度としては１日５００円の自己負担があります

よね。さきほど他県に比べて遜色ないと言った

のは、市町村の努力で無料にしているわけです

から、大分県の制度を私が言っているのは、市

町村の努力に頼るばかりではなくて、大分県と

してももっと充実すべきでしょうということを

重ねて何度もこれまでも質問してきたように求

めているわけです。 

 お金の心配がない子育て環境が、今、本当に

求められている状況にあります。それはアンケ

ートへの声にも表れていて、義務教育は制服、

かばん、ランドセル、靴、ノート、鉛筆、給食

等は無償にすべきだという声や、子育て支援は

大学まで補助してほしいという声、教育費にお

金がかかり過ぎるので、若い世代は子どもを育

てる自信がないという声、明石市のように子育

て支援にもっともっと力を入れてほしいという

声、たくさん寄せられています。 

 パネルを準備しました。資料もお配りしてい

ます。（パネルを示す）これは市町村の制度に

ついてですが、子どもの医療費助成を行う市町

村数の推移です。２００９年と２０２１年を比

較したものですが、２００９年のときに高校ま

で対象としている市町村は２か所でしたが、そ

れが２０２１年には８１７まで一気に増えてい

ます。中学校卒業までを対象とする市町村は２

００９年３４５だったものが８３２まで増えて

います。就学前までは９８０だったものが４０

に減って、大変多くのところで充実が進んでい

るという状況がこのグラフで分かります。 

 ３月の一般質問でも私が言ったように、豊後

高田市や明石市など子育て支援が大いに充実し

ている地域では、子育て層がどんどん増え、若

い世代が増えて、その方たちがしっかり税金を

払っていただくお陰で税収も増えて、その財源

を生かして幅広い世代の皆さんの施策が充実し

ているという状況で大変喜ばれています。子育

て支援の充実が地域の活性化につながっていま

す。 

 今日午前中、知事は人口減少対策について、

自然減が８，８４８人と、減り方が過去最多で

自然増は容易ではなく、子どもを増やすことは

容易ではないと答弁されたのですが、私はこの

明石市や豊後高田市などなど子育て支援が大い

に充実している地域の取組に本当に学ぶべきだ

と思うのです。 

 子ども医療費無料化について、高校卒業年齢

まで入院を含め無料にした場合の試算とその実

施について再度答弁を求めます。 

 一度に高校卒業までが難しければ、段階的に

でも県の制度として充実させていくことが必要

です。それが子どもを産む人を増やす、自然増

を増やす、人口減少対策にとって大変有効だと

考えますが、どうでしょうか。 

 包括的性教育の具体的な取組についても再度

答弁を求めます。 

 有識者会議の一人である尾木直樹氏、尾木マ

マとして知られていますが、こう言っています。

学校で包括的性教育に最優先で取り組まなけれ

ばならない理由は、性教育は子どもたちの命に

関わる基本的な人権問題だからだと、その必要

性を強調されています。具体的な取組を進める

ためには、まず、この提言についてしっかり学

ぶことが必要であり、研修が必要だと考えます。

今の性教育では歯止め規定があるので、子ども

たち、やはり知識が得られないと考えますが、

どうでしょうか。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 子ども医療費を高校卒業時
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まで拡大したときの入院医療費の試算です。 

 本県では中学生までの入院医療費を既に助成

しているので、高校生分が追加になるわけです

が、おおよその試算で約１億円の増となります。

したがって、さきほど言ったように、入院及び

通院の医療費全てを高校卒業時まで拡大すれば、

締めて１３億円の増となります。 

 この件については、議員御指摘のとおり、子

育て経費の負担を軽減するということは非常に

大事なことで、それが少子化対策にも結び付く

し、移住の促進にも効果があるということはそ

のとおりではないかと思います。 

 ただ、子育て支援策というのはこれ以外にも

いろいろあり、さきほど議員が言われたように

給食費の無償化といったものにも莫大な予算が

必要になるし、今行っている幼児教育・保育の

無償化とか、不妊治療の先進医療費の助成とか、

放課後児童クラブの拡充とか、様々な事業との

バランスを考慮しながら総合的に考えていく必

要があるのではないかと考えています。 

御手洗議長 岡本教育長。 

岡本教育長 現時点の指導の仕方ですが、さき

ほども答弁しましたが、個々の児童生徒の実態

から指導が必要と判断したとき、あるいは養護

教諭などが相談を受けた場合などに指導を個別

に行っていますが、これは個々の児童生徒で発

達段階の差異が大きいこと、また、児童生徒や

保護者、教職員が持つ性に対する価値観が多様

であることによるものです。そういう中ではあ

りますが、学習指導要領では初経や精通などの

身体的側面だけではなく、異性の尊重や性情報

への適切な対処、行動の選択など様々な観点か

ら学習が行われています。 

 というものの、児童生徒の実態に応じて全体

への指導が必要な場合には、教科等においても

発展的な内容について触れることもあり得ると

いうのが実態です。 

御手洗議長 猿渡久子君。 

猿渡議員 豊後高田市は、高校卒業までの医療

費無料、保育園、幼稚園の保育料完全無料、出

産祝い金も大変充実しているという中で、住み

たい田舎９年連続ベストスリーということです

よね。 

 いつも総合的な子育て支援をと言われるので

すが、そういうことに取り組んできたけど、今

日、午前中答弁があったように自然増はなかな

か難しい状況に今あるわけですよね。ですから、

私が言っているのは、さらに医療費無料化を段

階的にでも充実していくとか、給食費の無料と

か、そういうことが効果を上げているではない

ですかと言っているわけですね。それが地域の

活性化につながり、それは少子化問題、人口減

少問題に非常に有効ではないですかと言ってい

るわけです。 

 最後にもう一回、知事に答弁をお願いできる

とありがたいのですが、こんなに私が強調する

のは、子育て支援策が充実していって、子ども

を望む人が望む人数の子どもを持てるようにな

っていくことは、子どもを持たない人、あるい

は持てない人、そういう多様な生き方を尊重す

ることになっていくと思うのです。また、包括

的性教育の取組も、やはり多様性を尊重し合う

社会にしていくために大変大事だと考えていま

す。 

 そこで、県の大変重要な課題である人口減少

対策に対して子育て支援は重要だと、さらに充

実すべきだということについて知事の考えはい

かがでしょうか、もう一度答弁をお願いします。 

御手洗議長 広瀬知事。 

広瀬知事 子育て満足度日本一の大分県をつく

ろうということで、若い世代のお父さん、お母

さん方にアンケート調査をしたことがありまし

た。そしたら、理想のお子さんは３人に近い数

字でした。現実に持っているお子さんは２人に

近い数字でした。重ねて、それはどうして差が

あるのですかというアンケートをしたら、やっ

ぱり子育てには経済的な負担がかかるからだと

いう話がありました。そういう意味では、猿渡

議員が言われるように、子育て中のお父さん、

お母さんに医療費だとか、保育料だとか、教育

費、いろんなことで応援することは大事なこと

だと思います。それがまた自然増にもつながっ

ていく、大事なテーマだなと思っています。そ

ういう意味で、我々もできる限りの保育料の支
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援、あるいは医療費の支援、教育関係の支援等

々やってきているつもりですが、県だけではな

かなか足りませんから、足らないところは市町

村が独自にそれをカバーしているということで

やっています。 

 豊後高田市の話がありましたが、それは県の

分と合わせて相当充実したものになっているわ

けであり、受け取る方のお父さん、お母さんに

してみると、県が出そうが市が出そうがそれだ

けのものをやってくれれば大変ありがたいとい

うことになり、そういった意味で経済的な支援

はやっていかなければならない。経済的支援を

やるにあたって、県だけではなくて、市町村と

一緒になってやっていくことでこれからも担っ

ていきます。 

 市町村がやっているから県もやるべきだとい

う話ではなくて、市町村と県が力を合わせてや

っているというのが現実です。県がやっている

から市町村が足らない分を補っていく、全体と

してここまで医療費を見ているというようなこ

とができるわけですから、そこのところはどう

ぞ御理解をお願いします。 

御手洗議長 猿渡久子君。 

猿渡議員 そうなんですけどね、市町村にした

ら県にもっと応援してほしいと、市町村では大

変だから県がもっとやってほしいというのが市

町村の立場ですよ。だから、県に求めているわ

けですよ。県としてのそういう役割を果たさな

いといけないのではないですかということです

ね。 

 初めに述べたように、命の危機に直面するほ

ど暮らしが厳しい状況が広がっています。住民

福祉の増進を図るという地方自治体の役割、そ

の発揮が今本当に求められている、重要になっ

ていると思うのです。ですから、そのためにお

互いに知恵を出し合い、力を合わせていくこと

を呼びかけたいと思います。 

 最後に一言言いたいのですが、今、岸田政権

は防衛費を５年間で２倍にするとか、敵基地攻

撃能力を持とうとかいう動きを強めていて、こ

れは非常に危険な動きだと思っていますが、そ

ういう中で国の言いなりの大分県ではだめだと

常々思っています。県民の暮らしや命は、国の

言いなりでは守れないと考えています。そのこ

とを最後に言って、今後ともやはり暮らしを守

っていく、福祉増進のために役割を果たすとい

うこと、そのために今日言った具体的な施策に

ついて充実していただくように重ねて求めて、

質問を終わります。ありがとうございました。

（拍手） 

御手洗議長 以上で猿渡久子君の質問及び答弁

は終わりました。後藤慎太郎君。 

  〔後藤議員登壇〕（拍手） 

後藤議員 ８番、自由民主党、後藤慎太郎です。

今回も質問の機会を与えていただいた会派の皆

様ありがとうございます。 

 早速質問に入りたいと思います。 

 まず、脱炭素社会の実現に向けた取組につい

てです。 

 昨年８月から今年４月にかけて、国連の気候

変動に関する政府間パネルは、第６次評価報告

書を公表しました。昨年８月公表の自然科学的

根拠に関する第Ⅰ作業部会報告書では、温暖化

の原因について、人間の影響が大気、海洋及び

陸域を温暖化させてきたことは疑う余地がない

と初めて明記されました。人間活動の影響によ

る可能性が高いや極めて高いという不確実性を

残した今までの報告書と異なり、地球温暖化は

人間活動によって起こっていることが初めて断

言されました。 

 温暖化による影響により、国内外で深刻な気

象災害等が発生しています。地球温暖化の進行

に伴い、今後、豪雨や猛暑のリスクがさらに高

まると予想されています。昨年８月中旬から下

旬は、西日本から東日本の広い範囲で大雨とな

り、総降水量が多いところで１，４００ミリを

超え、本県を含め全国的な被害が発生しました。

また、豪雨による大規模な災害といえば、令和

２年７月豪雨など記憶に新しいものもあります。 

 このような地球温暖化を抑制するため、国で

は、令和３年１０月に地球温暖化対策計画を改

定し、２０３０年度において、温室効果ガスを

２０１３年度から４６％削減することを目指し、

さらに、５０％の高みに向け、挑戦を続けてい
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くことが示されました。その実現のために、新

たな脱炭素地域の創造や国民のライフスタイル

の転換など、カーボンニュートラルへの需要を

創出する経済社会の変革や世界的な削減への貢

献等に力を入れていくことにしています。 

 県においても令和２年３月に２０５０年カー

ボンニュートラル宣言を行い、取組を加速する

とともに、第５期大分県地球温暖化対策実行計

画の改訂に向けて動いていると聞いています。 

 こうしたことを踏まえ、脱炭素社会の実現に

向け、今後、県としてどのように取り組むのか、

知事に伺います。 

  〔後藤議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

御手洗議長 ただいまの後藤慎太郎君の質問に

対する答弁を求めます。広瀬知事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 後藤慎太郎議員から脱炭素社会の実

現に向けた取組について御質問いただきました。 

 地球温暖化の影響により、言われるように、

近年、過去に経験したことのない大きな災害が

頻発し、県民の暮らしが脅かされています。脱

炭素社会づくりは、正に待ったなしの重要課題

であり、県民、事業者、行政が一体となって取

り組むことは何よりも大事です。そのため、２

０５０年温室効果ガス排出実質ゼロを表明し、

県を挙げて進めていく覚悟を示したところです。

脱炭素社会の実現に向けては、現在改訂中の実

行計画に基づき、三つの観点から取り組んでい

きます。 

 一つは、温室効果ガスの排出削減です。何よ

りも大切なことは、ものづくり県大分ならでは

の取組を進めることです。本県は日本のものづ

くり産業の縮図と言われています。国内有数の

企業がバランスよく立地し、進出企業と地場中

小企業が共に発展する厚みのある産業集積を誇

っています。一方で、だからと言うべきかもし

れませんが、県内総生産当たりの二酸化炭素排

出量が全国最大となっていることも事実です。

将来にわたって、ものづくり県大分を維持、発

展させつつ、脱炭素との両立を目指すには、相

当な覚悟を持って取り組まなければなりません。

そのため、関係各社と行政、有識者が集結した

ものづくり未来会議おおいたにおいて、多角的、

現実的な議論を深めています。 

 二つは、エコエネルギーの導入と利用促進で

す。ものづくり産業の脱炭素化にとって、水素

は有望なエネルギーです。九重町では、大手企

業２社による豊富な地熱や木質チップを活用し

たグリーン水素の製造実証が進展しています。

また、県内の産学官による水素透過金属膜を活

用した水素精製技術の研究開発なども進んでい

ます。水素に関する技術的なハードルはなお高

いものの、その製造から利活用に至る検証を行

って、大分県版水素サプライチェーンの構築を

進めていきたいと思います。 

 三つは、吸収源対策です。本県の豊かな森林

は貴重な二酸化炭素の吸収源です。吸収力が年

々減退している高齢林を積極的に伐採し、そこ

に成長が旺盛な早生樹を植栽することで、森林

の若返りを図り、吸収能力を高めます。 

 また、炭素を吸収、固定化した木材利用も大

事です。現在建設中のＡＰＵ新校舎など、非住

宅分野での木材利用も進めていきたいと思いま

す。 

 脱炭素社会の実現は大変厳しい道のりですが、

環境と経済社会のバランスを保ちながら、実効

性のある施策をしっかりと盛り込んで、着実に

取り組んでいきたいと思っています。 

御手洗議長 後藤慎太郎君。 

後藤議員 ありがとうございました。さきほど

も言われていました、今回、蓄電池とか、それ

から、パネル、前回に続いて補正予算でまたい

ろんな措置を取られると思いますが、私はとて

も重要なことだと思っています。自分自身は農

業族だと思って、議員になってから様々な問題

を取り上げましたが、農業は環境問題と直結し

ているものですから、こういった問題をぜひ大

分県は進めてほしいと随分前から思っていまし

た。 

 さきほどの広瀬知事の、あと、猿渡議員の答

弁でありましたが、子どもを持ちたい方は、こ

の地球上に子どもを産んで本当によかったと思

えるかどうか、そこをすごく私たち大人が責任

持ってできる社会にしていかないといけないと
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思っています。子育て満足度日本一を目指すな

ら、やっぱり同じく子どもたちが生まれてよか

ったと、本当にそう思えて、産んでよかったと

親たちが思えるような環境をつくっていく必要

があると思うものですから、この脱炭素社会の

実現は本当に重要な施策なのだと思っているの

ですね。 

 アルベルト・アインシュタインは、この世の

中から蜜蜂がいなくなったら人類は４年で滅び

ると、そういう話もしています。２０１４年、

オバマ政権のときに、アメリカの食料安全保障

は、蜜蜂とか養蜂家をしっかり育てようと言っ

ているわけです。やっぱりそれだけポリネータ

ー、例えば、チョウや蜂やコウモリとか鳥がポ

リネーターでいられる環境がなければ、この地

球環境は何ともできないわけですから、温暖化

は限りなく進むのでしょう。しかし、やっぱり

同じく温暖化のスピードを少しでも緩めていく

ように私たちが取り組む必要があると思ってい

ます。 

 私たちは先月、常任委員会で長野県に行きま

したが、長野県は先進県と言われているだけあ

って、様々な取組をしていました。その中で大

事だなと思ったのが、やっぱりお子さんたちに

環境教育とか消費者教育をしっかりしているの

だなとも感じました。今の子どもたちが大人に

なったときに、そういった思いを持って大人に

なると少しは違うのではないかなと思っている

し、海のない長野県の方も、やっぱり自分たち

のごみが海に行かないように、そういったこと

も含めて考えられて、そういった運動もされて

いたし、とても参考になりました。 

 その中で、触れる地球儀というのがあって、

２１００年ぐらいまで地球はどういうふうに温

暖化が進むのだとかものすごく面白い地球儀を

見たのですが、ああいうのはぜひ学校現場に、

私は１校に一つぐらい置いてもいいのではない

かと思うものでしたので、ぜひ教育長を始め、

学校関係者もまた触れる地球儀というのを見て

いただければ、あれは学校教材にとてもいいと

思いましたので、一度参考にされてみてはどう

かと思います。 

 あとは、林業も、さきほど言われましたが、

私は前々から早生樹の育成は耕作放棄地の解消

で絶対に、もともと林業は、実がなるものでは

ないと農地から山林に地目変更しろとかがある

ものですから、そういうことを関係なしに、荒

れてどうしようもない耕作放棄地については早

生樹を植えて山に戻すと。そうすると、林業者

も山の奥まで行かなくたっていいわけですから、

２０年、３０年先には大分県がそういうのを進

めてよかったなと、そう思うと思います。しっ

かりそういうものをやっていただきたいなと思

っています。 

 そういった問題も含めて、ぜひこれからも大

分県が環境先進県であり続けるための政策を皆

さんで考えていただければと思います。どうか

よろしくお願いします。 

 続いては、福祉・保健をめぐる諸課題につい

て伺います。 

 一つ目は、地域包括ケアについてです。 

 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分ら

しい暮らしを人生の最期まで続けることができ

るよう、県は地域包括ケアシステムの構築に取

り組んできました。就任３期目だった広瀬知事

が全国に先駆けて、平成２４年度に地域ケア会

議を県内に立ち上げてから、今年度でちょうど

１０年を迎えます。この１０年で進んだものは、

言うまでもなく高齢化です。総務省が本年度公

表した人口推計では、全人口のうち６５歳以上

の高齢者が占める割合である高齢化率は２８．

９％、大分県内では３３．７％と、実に３人に

１人が高齢者となっています。平成２４年時点

の当県の高齢化率が２７．６％でしたので、高

齢化の進行が顕著と言えます。 

 また、令和２年の国勢調査によると、全国の

６５歳以上の高齢者のうち一人暮らしをしてい

る方は１９％と、約５人に１人が一人暮らしで

す。コロナ禍による外出控えもあり、高齢者の

孤立化と孤独化が心配されます。さらに、生き

生きとした老後を過ごしていただくため、また、

持続可能な社会保障制度を構築するためには、

認知症になったり介護が必要となる前段階にお

ける予防の取組を充実させることも求められて



第４回 大分県議会定例会会議録 第３号 

- 98 - 

います。つまり、この１０年は、単に高齢化が

進んだだけではなく、抱える課題が多様化、複

雑化したとも言えるのではないかと考えていま

す。 

 地域包括ケアシステムでは、地域包括支援セ

ンターで働く保健師、社会福祉士、主任ケアマ

ネジャー等が中心となり、地域の医療機関や福

祉事業所等と連携して高齢者を支えますが、こ

のままではそうした支え手が不足する事態に陥

るのではないかと心配しています。 

 地域包括ケアシステムの維持のためには、専

門人材の育成はもちろんのこと、地域住民やボ

ランティアを含めた多様な主体の参画を促し、

力や知恵を結集する必要があると考えます。 

 全国で手本とされた大分県版地域包括ケアシ

ステムですが、先進県として、今このタイミン

グで検証と発展が求められているのではないで

しょうか。 

 そこでお尋ねします。１０年を迎える地域包

括ケアシステムのこれまでの取組に対する総括

と、今後どのように発展させるべきかについて

知事の考えを伺います。 

 二つ目は、子ども食堂への支援についてです。 

 全国で初めて東京都大田区に子ども食堂の名

を冠した食堂が設置された平成２４年８月から、

こちらも１０年が過ぎました。ＮＰＯ法人全国

こども食堂支援センターむすびえが公表した調

査結果では、令和３年度時点で全国に６千か所

を超える子ども食堂が設立されています。当県

はもちろん、全国に支援の輪が広がっていると

いうことで、心強く感じます。 

 近年は、新型コロナウイルス感染防止のため、

みんなで集まって食事を取ることが難しいなど、

食堂としての運営が難しい面もありますが、感

染が拡大している時期は、弁当配達に切り替え

たり、屋外で食事を取ってもらうなど、現場の

皆様の創意工夫により子どもたちに対する支援

は継続されているようです。 

 しかしながら、今般の物価、燃料費の高騰、

民間企業の経営悪化に伴う寄附額減少など、子

ども食堂を取り巻く環境はさらに厳しさを増し

ています。子ども食堂は、単に生活が困窮する

子どもたちの食料支援の場にとどまらず、子ど

もたちの第２、第３の居場所として、地域住民

と交流できる場でもあります。子ども食堂を舞

台に地域と交流し、心の成長を育むことが子ど

もたちが地域社会で生き生きと暮らしていくこ

とを下支えし、行く行くは社会で活躍する準備

につながるのではないかと私も期待しています。 

 県内の子ども食堂も約１００か所にまで増え

ていると聞いています。そして、その運営もＮ

ＰＯ法人によるものや大学生主体のもの、地域

の高齢者が集まって運営しているものなど様々

で、活動内容も夕食だけでなく、朝食の提供や

勉強を教えてくれるところもあります。回数も、

月１回のところもあれば、ほとんど毎日開いて

いるところもあるなど、本当に様々です。 

 このように、地域の実情に応じて活動してい

る子ども食堂の果たす役割について県はどのよ

うに認識しているのか、また、今後県としてど

のように支援していくのか、福祉保健部長に見

解を伺います。 

 三つ目は、梅毒への対策についてです。 

 性病の一つである梅毒の感染者数が急増して

います。国立感染症研究所によると、今年の感

染者報告数は１０月下旬までの速報値で１万人

を超えました。現在の調査方法になった１９９

９年以降、１万人超えは初めてのことであり、

昨年１年間の約８千人を既に大きく上回ってい

ます。本県でも状況は同様で、１１月１日時点

で６２人の感染が確認されており、最多を記録

しています。 

 梅毒は早期に発見して治療すれば治る感染症

ですが、放置すれば死に至る危険性もあるとさ

れています。原因は定かではありませんが、交

流サイトなどの普及で、不特定多数の人と性行

為を行うハードルが下がっていることが影響し

ているとの見方もあります。気がかりなのは、

全国的に女性の感染者割合が増えている傾向で

す。１０年前は約５分の１だった割合が、今年

は３分の１を占めています。年齢別で見ると、

男性は２０代から５０代と比較的幅広い一方で、

女性は２０代で半数を超え、２０代前半だけで

３分の１を占めている状況です。 
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 こうした状況を受け、県としてどのような梅

毒への対策を講じているのか、福祉保健部長に

伺います。 

御手洗議長 広瀬知事。 

広瀬知事 初めに、私から地域包括ケアについ

てお答えします。 

 高齢者が生きがいを持って、健康で安心して

暮らせるように、私は次の二つを車の両輪とし

て地域包括ケアシステムの構築を進めてきまし

た。 

 一つは、地域ケア会議と自立支援型ケアマネ

ジメントの推進です。本県では、平成２４年か

ら全国に先駆けて、全市町村での地域ケア会議

の立ち上げに取り組みました。作業療法士や管

理栄養士などの複数の専門職が参加し、一人一

人の状況に応じて生活機能の改善につながるケ

アプランの作成を推進してきました。 

 このようなお世話型から自立支援型のサービ

スへの転換により、要介護認定率は全国的な上

昇傾向の中、本県は平成２３年度の２０．１％

から平成２８年度の１８．０％へと大きく改善

させることができました。あわせて、リハ職が

介入した自立支援型短期集中予防サービスの普

及を図り、全国で唯一、全市町村で提供体制を

整えたところです。 

 二つは、住民主体の介護予防の推進です。県

では、これまで住民同士でめじろん元気アップ

体操などの介護予防に取り組む通いの場の普及

を進めてきました。その結果、県内２，５７７

か所の通いの場が整備され、その参加率は８年

連続で全国１位を維持しています。 

 こうした取組は、要介護認定率の低下に加え、

介護保険料の上昇抑制にもつながったことから、

平成３０年度には本県をモデルとした国の交付

金制度が創設されました。この制度は、市町村

の自立支援、重度化防止の取組に対する都道府

県の支援を評価し、その順位に応じて交付金を

配分するものですが、本県は今年度、全国１位

となっています。 

 こうして発展させてきた地域包括ケアは、高

齢者に限らず、障がい者や生活困窮者にも有効

です。例えば、杵築市では、高齢者の地域ケア

会議で構築した関係機関との連携体制を強化し

て、全世代型包括支援センターを設置し、８０

５０問題など、複合的な課題について検討する

重層的な支援会議を開催しています。また、介

護予防により改善につながった高齢者は、困り

を抱える方々の地域生活を支える側で活躍して

いただくことも大切です。 

 九重町では、多世代交流食堂や住民同士によ

る支え合い活動が広がっており、草刈りやごみ

出しなどのサービスでは、認知症の方も担い手

として活躍していただいています。 

 地域包括ケアの先進県として、今後はこのよ

うな取組を県内全域へ拡大して、複雑・多様化

する課題に対応できる全世代型の地域包括ケア

システムへと発展させていきたいと思っていま

す。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 私から２点お答えします。 

 １点目は、子ども食堂への支援についてです。 

 子ども食堂は、食事の提供のみならず、学習

支援や悩みの相談などにも応じる子どもたちに

とって大切な居場所です。最近は高齢者や障が

い者なども気軽に立ち寄り、子どもと触れ合う

多世代交流の場となっている子ども食堂も増え

ています。 

 県では、これまで子ども食堂の新規開設や学

習支援などの機能強化へ支援するほか、ネット

ワーク化の推進等にも取り組んできました。ま

た、運営を支援するため、昨年度、クラウドフ

ァンディングを開始し、約６３０万円を６８か

所に配分しました。今年度も約５４０万円の寄

附が寄せられており、県内外の多くの方から温

かい支援をいただいています。 

 さらに、更新時期を迎える災害備蓄物資のア

ルファ米やレトルトカレー、生理用品等の無償

譲渡も昨年度から行っています。 

 今年度は物価高騰対策として、食材費や電気

代の上昇分への助成事業を予算化したほか、子

ども食堂に食材を提供する市町村社協やフード

バンク運営団体等に対し、食品保冷庫の整備等

にも補助しています。 

 今後も子ども食堂に携わる方々の声を大切に



第４回 大分県議会定例会会議録 第３号 

- 100 - 

しながら、しっかりと支援していきます。 

 ２点目は、梅毒への対策についてです。 

 県内の梅毒感染者は１１月末時点で６６人に

上り、過去最多となった昨年の６０人を既に上

回っています。このうち、女性が２５人と３７．

９％を占め、中でも１０代から３０代の若い層

が１５人と６割に上っており、全国と同様の傾

向を示しています。 

 このように本県でも増加している梅毒の予防

には、正しい知識とそれに基づく注意深い行動

が重要です。このため、ホームページ等による

情報提供に加え、毎年１２月１日の世界エイズ

デーに合わせ、保健所での特設コーナーの設置

や大学等でのリーフレット配布、ＳＮＳ等を活

用した情報発信など、若者への普及啓発に力を

入れています。 

 また、感染拡大の防止と重症化予防には早期

の発見が重要です。このため、県内の全ての保

健所で常時相談を受け付けるとともに、毎月２

回、無料で匿名の検査を実施しています。これ

らに加え、今後、若い世代を対象に、検索連動

型のいわゆるリスティング広告等も活用した、

より効果的な普及啓発にも取り組んでいきます。 

御手洗議長 後藤慎太郎君。 

後藤議員 ありがとうございました。先に梅毒

からですが、梅毒トレポネーマというんですか

ね、細菌感染していくというのですが、場合に

よっては流産とか死産とかという話も聞きまし

た。新生児がかかったら先天梅毒になるという

ことで、せっかく生まれてきてもかわいそうな

ので、その辺も含めて、ぜひさきほどの性教育

なんかとも大いに関係するところはあると思い

ますが、そういった問題もぜひ若い層からしっ

かり必要なのではないかなと思うこともあるも

のですから、ぜひこれはまた対策をしていただ

ければと思います。 

 それから、要望ですが、最近はダブルケアや

８０５０問題など、地域住民が抱える課題が複

雑化、複合化していることから、生活支援コー

ディネーターなどと呼ばれる、いわゆるコミュ

ニティソーシャルワーカーたちが活躍していま

す。支援を必要とする高齢者や障がい者、子育

て中の親などに対して、見守りや課題の発見、

相談援助、必要なサービスや専門機関へのつな

ぎをするなど、彼らの課題を解決するための支

援を行っています。また、地域の福祉力を高め

たり、セーフティーネットの体制づくりを始め、

地域福祉の計画的な推進を図るために、関係機

関、団体などに働きかけを行ったりもしていま

す。 

 県でもこのような方々と共に、困り事を抱え

る方が一人ぼっちにならないように、市町村や

関係機関等と協働しながら、高齢者や障がい者、

児童などの属性を問わずに、困り事を包括的に

受け止める相談支援体制づくりを積極的に進め

てもらいたいと考えています。 

 私が思うコミュニティソーシャルワーカーは、

民生委員とか、児童委員とか、そういったのを、

例えば、地域できちんと給料も払えるような形

にして、市町村とか地域ごとに配置するとか、

そういうことをして、民生委員とかも自治会長

なんかと一緒になって、一人ぼっちの孤独な方

をつくらないと、そういったことを進めていく

必要があるのではないかなと思っています。地

域の問題も本当に複雑化しているし、社会のこ

ういった様相で、本当に世知辛い世の中になっ

ていますから、そういったことも含めて、地域

の課題を解決できる専門家を大分県もつくって

いけたらなと思っているので、ぜひコミュニテ

ィソーシャルワーカーについては再度検討して

いただきたい課題かなと思っています。 

 続いて、いじめ・不登校対策について伺いま

す。 

 １０月末に文部科学省が発表した児童生徒の

問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関す

る調査結果が出ました。県内の児童生徒の不登

校は３，２５４人で、データのある１９９９年

度以降で最多となったほか、いじめ認知件数は

１万４７６件で、千人当たりでは全国３番目に

多い８８．２件となったとのことでした。 

 不登校については、ほぼ増加傾向の状況が続

き、千人当たりで小中学校は全国１６番目です

が、高校は全国で最も高いという結果でした。

要因は無気力・不安、生活リズムの乱れといっ
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た本人に関わるものが目立つようですが、教育

委員会を始め、関係者が一丸となって対策を講

じてきただけに、何とも複雑な気持ちです。 

 また、いじめについても、一旦減少した件数

が再び１万件を超えており、見逃しゼロを目標

にした結果かもしれませんが、コロナ禍を背景

に子どもたちへの環境の変化の影響が心配され

るところです。 

 こうしたことを踏まえ、いじめ・不登校の現

状をどのように分析し、早期対応や未然防止策

を含め、今後どのように対策を進めていくのか、

教育長の見解を伺います。 

御手洗議長 岡本教育長。 

岡本教育長 いじめの認知件数の増加は、コロ

ナ禍で学びの環境が変化する中、各学校が些細

なトラブルも見逃さず、子どもを丁寧に見守り、

積極的に認知した結果でもあると考えています。 

 いじめを積極的に認知することは文科省も肯

定的に捉えており、本県では引き続き早期発見

・早期対応のためのいじめ見逃しゼロを徹底し

ていきます。 

 不登校について、本県では中学３年で最も多

くなる傾向にあります。その多くの生徒が進学

するので、高校で見ると、１年時の不登校者数

が最も多くなっています。各高校ではこれら生

徒に真正面から向き合い、粘り強く丁寧に指導

を行っています。その結果、例年、２年後の３

年時には不登校生徒数が半減、あるいは年によ

っては３分の１まで減少しています。必然的に

教室復帰率は５８．２％となり、全国平均の４

５．３％より１０ポイント以上高くなり、退学

率も全国平均を下回っています。 

 今後とも、いじめ・不登校対策として、スク

ールカウンセラー、スクールソーシャルワーカ

ーの配置強化による相談体制の充実や、スクー

ルロイヤーによるいじめ予防授業、公立小、中、

高校全校における人間関係づくりプログラムの

推進などの取組を進めていきます。 

御手洗議長 後藤慎太郎君。 

後藤議員 ありがとうございました。 

 一つ教育長に再質問ですが、１年前に起立性

調節障がいの方の質問をしたのですが、それも

不登校と随分関わるところがあり、その１年前

の話でガイドラインの作成をお願いしたところ

ですが、それについてお答えしていただければ

と思います。 

御手洗議長 岡本教育長。 

岡本教育長 昨年３月に大分県地域保健協議会

内に専門部会を設置し、私ども県教育委員会が

主体となって、福祉保健部であったり、医師会、

小児科医会などと連携して取り組んでいます。

これまでに部会を３度開催して、ＯＤに対する

基本的な理解、あるいは学校での支援、家庭と

の連携など、ガイドライン案の作成を進めてい

ます。 

 明日４回目の部会を予定しており、それを経

て、ガイドラインは年度内に完成させる見込み

です。 

御手洗議長 後藤慎太郎君。 

後藤議員 ありがとうございました。今、今年

度内にガイドラインができるということで、も

のすごく安心しました。本当に親御さんたちが

この問題が出てから、私の周りも実はうちもだ

ったという方が結構いて、先生も、この起立性

調節障がいを知らなかったのですが、学校でや

ることによって子どもたちのことが分かったと

いう方もいました。なので、本当に現場でずっ

と待たれているので、本当に一日も早くこのガ

イドラインのことをよろしくお願いします。 

 あとは要望ですが、不登校の増加は、教育機

会確保法の考えが浸透して、無理に登校させな

くなっていることも一つの要因とも考えられま

す。デジタル教材などによる自宅学習を出席と

認める学校が増えており、特に、鳥取県ではこ

の８月にハードルを大幅に引き下げています。

これまで明確な規準がなく、校長の判断に委ね

ていたところ、鳥取県では不登校生の支援事業

の指針を改定し、基本的にＩＣＴ学習教材への

ログインで出席扱いとする方針を示しています。 

 このように、学ぶ場所を子どもが決める時代

が訪れつつあります。ぜひ本県でも柔軟な取扱

いをお願いしたく、これは要望でお願いします。 

 では最後に、交通環境をめぐる諸課題につい

てです。 
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 本県の重要な交通インフラを担っているバス

業界は、コロナ禍、原油の高騰等により、取り

巻く環境がより深刻なものになっています。バ

ス利用者の減少という業界の課題は、事業者の

運賃収入に直結しており、それにより路線の廃

止や減便をもたらしています。これは交通弱者

と呼ばれる本来公共交通に頼らざるを得ない方

々にとって死活問題です。 

 路線の廃止や減便の問題は、低賃金、長時間

労働などを背景とした運転士不足の問題も一因

にあります。これはバス運転士の平均年齢が５

０代半ばに達していることにも表れており、あ

と１０年もすればバス運転士はほとんどが定年

を迎えることになり、このままでは運転士不足

によりバス業界は成り立たなくなることが予測

されます。 

 公共交通を守るため、バス業界は国や自治体

からの補助金で何とか事業を継続している状況

ですが、補助金も無限ではありません。また、

バス業界は近年、運賃収入を上げるため値上げ

を予定しているようですが、昨今の値上げラッ

シュにより、本来バスを利用しなければならな

い方々にとって、ますます負担を強いられる結

果となることが予測されることから、さらなる

負のスパイラルに陥る可能性があると思われま

す。 

 本県の交通インフラを、今までも、これから

も守り続けることは必須であると思われるため、

特に、バス事業を軸に、いくつか交通環境をめ

ぐる諸課題について質問します。 

 一つ目は、バス輸送における貨客混載につい

てです。 

 貨客混載とは、貨物と旅客の輸送、運行を一

緒に行う形態のことです。貨客混載は、運送業

界、バス業界の双方にメリットをもたらします。

運送業界ではトラックドライバーの人手不足の

状態が続いており、また、年間時間外労働の上

限が規制される、いわゆる２０２４年問題を目

前に控え、輸送体制の再構築が迫られています。

一方、バス業界では過疎地の公共交通機関の機

能低下や経営状態の悪化が進み、存続が危ぶま

れています。貨客混載を活用することで、運送

業界は労働力不足のカバーが可能であり、バス

業界は運賃収入を得られ、公共交通機関の経営

改善が期待できます。 

 ２０２０年１１月に地域公共交通の活性化及

び再生に関する法律が改正され、貨客混載の手

続を迅速に行えるようになりました。近隣県の

宮崎や長崎でも取り組んでおり、一定の効果を

上げています。もちろん運送ルートや積み下ろ

し場所など課題もありますが、これからの地域

公共交通の維持を図っていくためにも有益な取

組であると考えます。 

 バス輸送における貨客混載について、今後の

取組について伺います。 

 二つ目は、利便性を高めた路線編成について

です。 

 バスの利用者離れの原因として、適切なダイ

ヤ編成になっていない問題や最適なルート選定

がされていない問題など、柔軟な路線編成がで

きていないことが挙げられます。この大分市で

も駅南に新しいまちが形成されたにもかかわら

ず、バス路線は旧来の駅北が中心となっていま

す。例えば、住宅地域から中心部へ朝夕のみ直

行バスを運行するなど、まだまだ需要喚起でき

る余地もあるのではないかと考えます。 

 そこで考えられるのが、間合い運用です。間

合い運用とは、特定の路線、便のために用意さ

れた車両、機材を遊休時間に本来の用途ではな

いほかの路線、便へ流用することです。もちろ

ん一義的には事業者が取り組む問題かもしれま

せんが、事業者にとって、ダイヤ改正や路線の

再編は複雑な手続と経費がかかるものです。ま

ずは県が主導して、間合い運用を用いた実験運

用など、利便性を高める取組を積極的に推進し、

今後１０年、２０年先を見据えた県民生活に根

を張った柔軟な路線の編成について議論を重ね

ていく必要があると思います。 

 また、本県の地域公共交通を担う会社は、主

に大分バス、大分交通、亀の井バス、日田バス

及びその地域の子会社などですが、事業者が異

なる場合、利用者は目的地に行くために乗換え

を強いられます。複数の事業者の参入により利

便性の向上やＩＣカードの全県での共通利用の
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ほか、事業者間の垣根を越えた相互乗り入れや

路線の再編成を推進するなど、今後、柔軟に対

応していく必要があると考えます。 

 今は自動車の運転ができたとしても、これか

ら世代が高齢化していくと地域公共交通が必須

となります。今後１０年、２０年先を見据えた

議論が今こそ必要です。人口減少社会を見据え、

間合い運用の活用などを含め、利便性を高めた

ダイヤ、ルートなどの路線編成や事業者間の垣

根を越えた路線の再編成などについて県として

どのように取り組んでいくのか、企画振興部長

に伺います。 

 それから三つ目は、デジタル技術を活用した

交通安全対策についてです。 

 少し角度を変えた質問をします。今年の県教

育行政において大きな前進となった政策の一つ

に、４月の県立さくらの杜高等支援学校の開校

があります。第１期生として３２人の生徒を迎

え、卒業後、企業への一般就労を目指し、日々

奮闘されていると思います。 

 １年次も残り３か月となり、この一年の成果

を教育関係者だけではなく、保護者、何よりも

生徒の皆さん自身が楽しみにしているのではな

いでしょうか。 

 第３次大分県特別支援教育推進計画に基づく

大分地区特別支援学校の再編整備では、同校の

設置だけではなく、県立聾学校の盲学校敷地内

への移転開校も今年４月に実施されました。そ

のため、関係のある市内金池町から東大道、大

道地区における障がいを持った子どもたちの通

学も経路等が改められたことと思います。 

 通学そのものが一つの社会経験であるとは思

いますが、保護者を始め、関係者は日々心配し

ながら過ごしておられると考えます。特に、今

回の再編のあった一帯は大分市内でも交通量が

多いため、地域の皆さんを始め、各校の先生方

も街頭に立ち、見守り活動を行っていただいて

います。こうした方々の心配を少しでも軽減さ

せることも行政の務めではないかと考える次第

です。例えば、盲・聾学校寄宿舎近くの顕徳町

一丁目交差点は非常に交通量も多く、朝には交

通集中により慢性的な渋滞が発生する場所です。

障がいを持った方だけではなく、高齢者や金池

小学校に通学する児童、市内中心部に通勤する

方々と多くの歩行者も利用するところです。こ

うした交差点には、視覚障がいのある方を誘導

する音響信号機が設置されているのですが、夜

間から早朝は音が鳴らない時間帯があり、全国

的には死亡事故につながった実例もあります。

この交差点の安全を高める上で、さらなる取組

が必要であると考えます。 

 警察庁では、この状況を憂慮し、スマートフ

ォンを活用した歩行者支援装置を導入した信号

機の整備を行っていると聞いています。障がい

者雇用率日本一を目指す本県としては、誰もが

安心して住むことができるまちづくりの一環と

して、こうした信号機などデジタル技術を活用

したシステムをいち早く導入し、交通事故防止

に向けた取組を強化すべきと考えますが、県警

本部長の見解を伺います。 

御手洗議長 大塚企画振興部長。 

大塚企画振興部長 私からは２点についてお答

えします。 

 まず、バス輸送における貨客混載についてで

す。 

 国では、自動車運送業の生産性向上に向け、

貨客混載を公共交通運行事業者の新たな収入源

とするべき事業として、関係法令を改正し、過

疎地域等での活用を念頭に政策を展開していま

す。既に宮崎県等では交通事業者と運送事業者

が連携し、中山間地域において、貨客混載サー

ビスを実施していることは認識しています。 

 県内でも本年４月から日田市津江地区におい

てデマンドバスを活用し、農産物を運搬する実

証事業が実施されています。 

 一方で、議員御指摘のとおり、実際の運行で

はバス車内における荷物スペースの確保や、荷

物を安全に積み卸すことができる適切な場所の

確保など、課題もあります。 

 県としては、県内の交通事業者が貨客混載の

導入を検討する際には、運送事業者との連携が

円滑に行えるよう支援するとともに、先行事例

等の情報提供を行っていきたいと考えています。 

 次に、利便性を高めた路線編成についてお答
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えします。 

 地域公共交通ネットワークについては、市町

村域内の路線は当該基礎自治体が、複数市町村

をまたがる路線は県がそれぞれ主体となり、交

通事業者などと調整し、利便性、効率性の向上

に努めています。例えば、日田彦山線ＢＲＴで

は、沿線住民やＪＲ九州、県及び日田市等で調

整を重ね、停留所の数が４倍増、居住区に近い

ルート、朝夕の通学等に合わせた柔軟な運行な

どです。ＢＲＴ開業後も利用者などの意見を踏

まえ、利便性向上に取り組んでいくこととして

います。 

 議員御指摘の間合い運用など、柔軟な路線編

成についても最適化を図る上で有効な手段と考

えますが、実装に至るには運転手の確保などの

課題もあります。 

 こうした中、県主導で運行を始めた大分空港

アクセスバス、佐臼ライナーは、事業者の垣根

を越えた共同運行を行っており、県南の利用者

が乗換えをせず空港まで移動でき、利便性向上

が図られている好事例です。 

 今後とも運行の最適化につながる先行事例や

アイデア等が県内各地で導入されるよう、県と

しても情報提供や関係者との調整を積極的に行

っていきます。 

御手洗議長 種田警察本部長。 

種田警察本部長 私からはデジタル技術を活用

した交通安全対策についてお答えします。 

 デジタル技術の進展により、交通安全に寄与

する装置などの開発も進んできています。その

うちの一つが、御指摘があったスマートフォン

等を活用した歩行者支援装置です。この装置は、

導入された信号機から歩行者のスマートフォン

等の端末に対し、交差点名や信号が青なのか赤

なのかといった情報が送信され、スマートフォ

ンから音声で歩行者に通知されるといったシス

テムです。令和２年に全国で運用が開始され、

本年１０月末現在で１８都府県３７２か所に整

備されているものと承知しています。 

 本県では導入の実績はないものの、先進県の

視察を行うなど、県内の交通状況に即した整備

をすべく準備を進めてきています。 

 今年度は御指摘があった盲学校近くの顕徳町

一丁目交差点及び各種イベント等により多数の

利用者が見込まれていますＪ：ＣＯＭホルトホ

ール大分付近の大分駅南口広場交差点、この２

か所に設置を計画しています。 

 設置後は関係者の意見や利用状況等を踏まえ、

問題点や課題の洗い出しを行い、必要な対策や

改善を実施する予定としています。 

 今後とも新たな技術の実証と点検を行いつつ、

デジタル技術等の新技術の活用を視野に入れて、

歩行者の交通安全対策に取り組んでいきます。 

御手洗議長 後藤慎太郎君。 

後藤議員 ありがとうございました。警察本部

長が言われたように、できたら僕も行ってみた

いなと思いますが、こういう時代ですから、Ｄ

Ｘとか、いろいろ言うような時代。ほかの県に

遅れないように、交通政策もしっかりしていた

だければなと思います。 

 今回の私の質問は、いずれにしても、やっぱ

り大分県で生まれ育った子どもたちが大分県に

本当に育ってよかった、そもそも生まれてよか

ったなと思える県であってほしいなと思うから

こそした質問です。学校でいじめなんかが多い

という話もありますが、それを大人たちも見逃

さないようにして、しっかりその子どもたちを

ケアしてあげられるような体制をつくっていた

だきたいとも思いますし、一番最初に言いまし

たが、やっぱり今生きている私たち大人が、こ

れから生まれてくる子ども、それから、さらに

その子どもとか、子どもたちのためにも、今い

る大人たちがちゃんとしていたから、何とか環

境破壊も進まなくてよかった、それから、環境

政策もしっかり取り組まれたというような大分

県であってほしいなと常々思います。 

 農業をしていたから感じる環境問題がやっぱ

りあり、最近、僕は蜂のことしか言わないとず

っと言われるのですが、それだけ蜂は環境問題

と直接リンクしていたのですね。蜂の巣箱を見

てみると、本当に蜂は偉くて、社会性昆虫です

から、どこに蜜があって、どこに飛んでいった

らいいと、それから、外来種のスズメバチが来

たらこうやって倒すのだとかをみんなで考えて
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いるので、本当にすばらしいなと思って、本当

に僕も巣箱の点検をするたびに、人間も蜜蜂み

たいになれたらいいのになと本当に思うのです

ね。今、都市養蜂といって、まちで養蜂をする

方が増えているのも、恐らくそういった蜜蜂な

んかの社会性昆虫としての活動を見ると、きっ

と安心するような、そういうものを感じるので

はないかなと思います。 

 今、東京都心ではそういった都市養蜂もある

ものですから、いつの日か、ぜひ県庁の屋上で

も蜜蜂を飼って、社会性昆虫はすばらしいとい

うところも含めて、環境問題を考えていただき

たいと思いますし、蜜蜂が取ってきた蜜なんて

いうのは、ぜひいつの日か知事も巣箱で食べら

れたら、これだけ環境があるから私たちが生き

ているなというのを感じていただけると思いま

す。ですから、人間のことも肝腎ですが、私た

ちが生きているのは、そういった環境問題があ

ってからこそだというのをぜひ皆さんと一緒に

考えながら、この環境問題、大分県の問題を一

緒に考えられたらなと思って、いつもこういう

質問をしているので、ぜひこれからも大分県の

ために皆さんに頑張っていただきたいと思いま

す。 

 ということで、質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手） 

御手洗議長 以上で後藤慎太郎君の質問及び答

弁は終わりました。 

 お諮りします。本日の一般質問及び質疑は、

この程度にとどめたいと思います。これに御異

議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本日の一般質問及び質疑を終わりま

す。 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 以上をもって本日の議事日程は終

わりました。 

 次会は、明日定刻より開きます。日程は、決

定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 本日はこれをもって散会します。 

午後２時５９分 散会 
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令和４年第４回大分県議会定例会会議録（第４号） 

 

令和４年１２月７日（水曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第４号 

            令和４年１２月７日 

              午前１０時開議 

第１ 一般質問及び質疑、委員会付託 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 一般質問及び質疑、委員会付託 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４１名 

 議長 御手洗吉生 副議長 古手川正治 

    井上 伸史     吉竹  悟 

    清田 哲也     今吉 次郎 

    阿部 長夫     太田 正美 

    後藤慎太郎     衛藤 博昭 

    森  誠一     大友 栄二 

    井上 明夫     鴛海  豊 

    木付 親次     麻生 栄作 

    三浦 正臣     嶋  幸一 

    元吉 俊博     阿部 英仁 

    成迫 健児     浦野 英樹 

    木田  昇     羽野 武男 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    藤田 正道     原田 孝司 

    小嶋 秀行     馬場  林 

    尾島 保彦     玉田 輝義 

    平岩 純子     吉村 哲彦 

    戸高 賢史     河野 成司 

    猿渡 久子     堤  栄三 

    荒金 信生     末宗 秀雄 

    小川 克己 

欠席議員 ２名 

    志村  学     高橋  肇 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           広瀬 勝貞 

 副知事          尾野 賢治 

 教育長          岡本天津男 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       大塚  浩 

 企業局長         磯田  健 

 病院局長         井上 敏郎 

 警察本部長        種田 英明 

 福祉保健部長       山田 雅文 

 生活環境部長       高橋  強 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       佐藤  章 

 土木建築部長       島津 惠造 

 会計管理者兼会計管理局長 廣末  隆 

 防災局長         岡本 文雄 

 観光局長         秋月 久美 

 人事委員会事務局長    後藤  豊 

 労働委員会事務局長    田邉 隆司 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

御手洗議長 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

御手洗議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告

をします。 

 まず、監査委員から、地方自治法第１９９条

第９項の規定により、知事室など１４１か所の

定期監査の結果について、東部振興局日出水利

耕地事務所など２３か所の臨時監査の結果につ

いて、それぞれ文書をもって報告がありました。 

 なお、調書は朗読を省略します。 

 次に、第１０６号議案職員の給与に関する条

例等の一部改正等について、地方公務員法第５

条第２項の規定により、人事委員会の意見を聴

取した結果、適当と考える旨、文書をもって回

答がありました。 

 以上、報告を終わります。 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 本日の議事は、議事日程第４号に
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より行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 一般質問及び質疑 

御手洗議長 日程第１、第１０２号議案から第

１１７号議案まで並びに第５号報告及び第６号

報告を一括議題とし、これより一般質問及び質

疑に入ります。 

 発言の通告がありますので、順次これを許し

ます。衛藤博昭君。 

  〔衛藤議員登壇〕（拍手） 

衛藤議員 おはようございます。９番、自由民

主党の衛藤博昭です。このたびの定例会におい

ても貴重な一般質問の機会を与えていただき、

誠にありがとうございます。 

 議会の諸先輩、同僚諸氏に、そして、中継を

御覧いただいている皆様、日頃の活動を支えて

いただき、議会に送り出していただいている支

援者の皆様に感謝、御礼申し上げます。 

 振り返ると、私が初当選した平成２７年は、

大分駅ビルと県立美術館が開業し、大分のまち

が大きく変貌を遂げ、大分がこれから変わって

いくという期待にあふれていました。翌平成２

８年には熊本地震が起きました。本県でも大き

な被害が発生し、危機的な状況でしたが、広瀬

知事におかれては、九州地方知事会長としての

リーダーシップも発揮されながら、完璧な危機

管理で乗り越え、そして、一時的に落ち込んだ

観光誘客もⅤ字回復を遂げました。平成３０年

には国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭を開

催し、令和元年にはラグビーワールドカップが

開催されました。知事のリーダーシップの下で

官民一体となり練り上げられた誘致活動がなけ

れば、あれだけのカードが大分で開催されるこ

とはなかったと思います。 

 この頃の大分県は、希望で輝いていました。

今日よりも明日が良くなる、バブル崩壊後の失

われた３０年。斜陽の国で育った我々の世代が、

初めて明るい未来を描けた時代でもありました。

県議会の立場から、広瀬県政という歴史に残る

時代に立ち会えた幸運に感謝します。 

 結びに、広瀬知事をこれまで支えてこられま

した夫人に心より敬意を表します。 

 選挙の洗礼を受ける政治家の家族は、政治家

本人に面と向かって言えないことを周囲から言

われたり、時につらい思いをすることもありま

す。選挙になれば、本人に成り代わり家族が代

理で駆り出されることもあります。そのような

中で、陰にひなたに知事を支えてこられた奥様

あってこその２０年間の広瀬県政でもあったの

ではないでしょうか。 

 不出馬を表明された記者会見で、知事を引か

れた後は第２のふるさと、スペインに行きたい

と述べられたと伺っています。ぜひ奥様と一緒

にスペインを旅し、得意料理と評判のパエリア

にますます磨きをかけていただければと思いま

す。ありがとうございました。 

 それでは、改めて一般質問に入ります。 

 初めに、県職員のエンゲージメントについて

伺います。 

 県議会議員に当選以来、多くの県職員と様々

な政策議論をしてきました。優秀な職員に接し、

地方自治の多くを学びました。時に意見が激し

くぶつかることもありましたが、大分県をより

よくしたいという思いは共通し、共有できてい

たと思います。 

 近年、若手職員を中心に離職が増えていると

いう話を伺います。自分自身も仕事で関わった

優秀な若手職員が何人か退職していくのを見て

きました。人口減少が進む中、有望な人材の奪

い合いに大分県庁もますます直面しているよう

に感じます。最近の部長会議でもこの問題がテ

ーマになったと仄聞しています。 

 少子高齢化の下、人的資本の価値が高まる中

で、個人と組織の成長の方向性が連動し、互い

に貢献し合える関係という意味のエンゲージメ

ントという概念が注目されています。 

 知事は職員のエンゲージメントについてどの

ように考え、２０年間県政のかじ取りをしてこ

られたのか、そして、活力ある県庁のためにト

ップはどうあるべきか、考えを伺います。 

 以降は対面席より質問します。 

  〔衛藤議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

御手洗議長 ただいまの衛藤博昭君の質問に対

する答弁を求めます。広瀬知事。 
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  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 ただいま衛藤博昭議員から大変温か

い慰労の言葉をいただき、恐縮でありました。

ありがとうございます。ただ、お言葉の中で我

が家のパートナーについての言及もありました

が、こちらは我が家の大変強力な家庭内野党と

していつも言いたいことを言われており、こち

らが対応に大わらわだったことを一言申し添え

ます。 

 それでは、県職員のエンゲージメントについ

てお答えします。 

 私は就任以来、県の仕事に対する姿勢とその

仕事で目指す目的について、県職員が思いを共

有することが非常に大事だと考えて、新規採用

職員訓示式や職員研修などには毎年出席し、公

務員として、県勢を発展させ、県民を幸せにす

るために仕事をすることに誇りと自負を持って

職務に励んでほしいと繰り返し伝えてきました。

当時はまだそんなことはありませんでしたが、

今でいうエンゲージメントの向上には役立った

のではないかと思っています。 

 県庁の中で机の前に座って仕事をしているだ

けでは何も進みません。現場に出かけていって、

県民の皆さんの悩みを直接聞き、どこにニーズ

があるのかを知る現場主義が重要であるとも言

ってきました。 

 また、ただ悩みを聞けばいいというわけでも

ない。しっかりと思いを聞いた上で、公務員と

して培ってきた専門知識をいかして、その悩み

を解決し、それに喜びを感じるようになること

が大事だとも訴えてきました。 

 こうした具体的なやり方を職員に話し、理解

していただくことも大変大事だと思っています。 

 令和元年の大分県職員の２０代以下の離職率

は２．０％であり、民間企業の離職率１７．６

％と比較して大きく下回っています。これは、

職場環境を整えるだけではなくて、訓示や研修

を通じて、県庁が組織として職員一人一人と県

の仕事の姿勢や目的を共有し、職員が同じ方向

性を持って施策を進めてきた成果だと考えてい

ます。 

 今後もエンゲージメントの高い職場であり続

けるためには、これから県庁に入る人たちにも、

しっかりとした職業観を持って入ってもらうこ

とが重要だと思っています。 

 若い人たちの中には、自分がどう生きるか、

何のために仕事をするのか、それが分からずに

立ち止まってしまう人たちも多くいます。そう

ならないためにも、学生の頃からのキャリア教

育により、家庭や学校で仕事について話をし、

自分が将来何をやりたいか、そのためにどんな

仕事を選ぶのかについて考え、努力することが

大事だと思います。 

 教育委員会も、そういった意味でキャリア教

育についても力を入れて最近考えていただいて

います。 

御手洗議長 衛藤博昭君。 

衛藤議員 ありがとうございます。大分県庁と

いう職場が、やりがいや愛着、思い入れを持て

る職場になっているか、組織としてのセルフチ

ェックもこれから大事な要素になってくると思

います。自分が役に立っていると実感できる職

場づくりができているか、自由に意見を言える

かなど、若手職員の働きがい、エンゲージメン

トを高める工夫も、これからの時代はますます

重要になってくるかと思います。 

 この７年半、県議会での仕事を通じて、数多

くの立派な職員に接してきました。改めて、今

後も活力ある大分県庁であってほしいと強く願

っています。 

 次に、新型コロナウイルス対策について伺い

ます。 

 新型コロナウイルス感染症については、全国

的に新規感染者数が増加傾向にあります。南半

球でインフルエンザと新型コロナウイルスの同

時流行が先行的に発生した中で、今後、年末年

始に向けた人流の増加や季節性インフルエンザ

との同時流行により、これまで以上に保健・医

療提供体制が逼迫することが懸念されます。 

 インフルエンザと新型コロナウイルスは症状

に類似点が多い一方で、感染症の分類の違いか

ら隔離基準など罹患時の対応も異なります。 

 仮に新型コロナが今夏のような流行規模とな

り、かつインフルエンザが過去７年間で最大と
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なった２０１８年と同じ規模であった場合、県

内における患者数は、合わせて最大で１日約７

千人と想定されるとの発表があり、外来医療体

制の逼迫が懸念されます。特に、平日の診察能

力の確保はもとより、大半の医療機関が休業す

る土日や祝日には発熱外来等が逼迫するおそれ

があるため、その対策が必要です。 

 また、検査体制の強化も重要です。検査によ

る迅速な診断がより一層求められる中で、新型

コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザ

を同時に検出できる抗原検査キットなどの検査

用品を十分に確保し、検査体制を強化しておく

ことも重要です。加えて、高齢者施設等、クラ

スターが発生しやすい施設における感染対策も

忘れてはなりません。 

 令和２年３月に県内で初めてコロナウイルス

感染症への感染が確認されてから、早くも３年

余りが経過しようとしています。本県では、時

には国と歩調を合わせ、時には独自の対策を講

じながら、コロナウイルス感染症へ立ち向かっ

てきました。これまでの対策を総括するととも

に、これらの知見をいかして、第８波にどのよ

うに対応していくのか、知事に伺います。 

 次に、救急搬送対応について伺います。 

 第７波では、第６波までを大きく上回る感染

者の急増による病床圧迫と、医療機関でのクラ

スターの発生や濃厚接触者の急増による医療従

事者の不足もあり、救急医療体制もまた危機に

瀕する状況が発生し、救急搬送の困難事例が増

加しました。 

 報道でも取り上げられましたが、高熱、ふら

つき、意識障がいで救急要請のあった県内の５

０代の女性が、１１の病院に合計１４回の受入

要請を行ったが受入れを断られ、１２番目の病

院でようやく搬送ができたものの、翌朝死亡す

るというショッキングな事例がありました。こ

の女性は、発熱はありましたが、コロナは陰性

で死因は熱中症でした。 

 管外搬送を想定した広域搬送のさらなる強化

が必要となりますが、本事案を受け、第８波に

おける救急搬送困難事例を減らすため、どのよ

うな対応を県として行っているか、福祉保健部

長に伺います。 

 また、救急搬送困難事例への対応は、病院、

救急、医療行政を始め、多くの関係者の協議と

調整が必要になります。本来であれば、関係者

が集まり、意見や情報を吸い上げ、対応を検討

する場として、大分県新型コロナウイルス感染

症対策協議会が設置されていましたが、第４波

を最後に開催されていないと伺っています。協

議会が第４波以降開催されていないのはなぜな

のでしょうか。救急搬送関係者との協議の状況

について、あわせて伺います。 

 次に、長期化する入院患者への対応について

伺います。 

 第７波の病態の特徴として、感染によって発

熱や倦怠感、食欲の減退、咽頭痛により食事が

取れなくなり、体力が低下し、夏場の気温の上

昇による脱水、意識障がいを起こす事例が多く

見られました。特に、高齢者で症状が悪化する

方が多く、それまでは元気だった方がコロナ感

染によって体力が低下し、入院中に介護が必要

な状態になってしまうものの、コロナの症状が

回復しても自宅に介護体制がないため、病院か

ら先の受入先が見付からず入院が長期化しコロ

ナ病床が不足するという問題が発生しました。 

 このようなケースに対応するために後方支援

病床という制度を設けていますが、残念ながら

効果的に機能していないのが実態です。コロナ

病床の入院の長期化を抑え、入院が必要とされ

るのに入院できない方を減らすため、どのよう

に取り組んでいくのか、福祉保健部長に伺いま

す。 

御手洗議長 広瀬知事。 

広瀬知事 まず私から、新型コロナウイルス対

策のこれまでの総括と今後の感染拡大防止につ

いてお答えします。 

 令和２年３月に県内で初めて感染者が確認さ

れて以来、これまで７度にわたって大きな波が

押し寄せてきました。この間、県では、検査や

医療提供体制の整備、ワクチン接種などに全力

を挙げて取り組んできました。 

 検査体制については、１日最大２万件余りの

検査能力を確保したほか、無料検査場の整備や
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検査キットの配布も行っています。 

 医療提供体制については、入院病床を最大５

６病院５５２床、宿泊療養施設も最大１１棟、

１，３７０室まで拡大しました。加えて、診療

・検査医療機関も５６１か所と全国６位の水準

まで確保しています。 

 ワクチン接種については、市町村と連携して

１日最大１万人の接種体制を整えており、県営

接種センターでは、平日夜間や休日の接種機会

を提供し、好評いただいています。 

 また、長期にわたるコロナ禍にあって疲弊し

た経済の立て直しも急務であることから、感染

拡大防止に対応しながら、あわせて社会経済の

再活性化を図っていく必要があります。 

 このため、オミクロン株の流行下では、感染

の中心が飲食の場から高齢者施設や学校、家庭

内へと変わってきたことから、営業時間短縮な

どの行動制限は効果が薄いと判断し、換気対策

の徹底へと軸足を移しました。 

 この冬はコロナとインフルエンザの同時流行

が危惧されますが、経済を止めることなく、次

の対策に取り組んでいきます。 

 まずは、診療・検査医療機関をさらに追加す

るとともに、診療時間の拡大等を図り、平日の

診療能力を約１万人として、十分な外来医療体

制を確保していきます。 

 加えて、日曜・祝日対策としては、医師会等

の協力をいただき、ドライブスルー方式の発熱

外来等を実施する予定です。 

 また、高齢者施設等のクラスター対策として

は、約６，７００の施設に抗原検査キットを２

６８万個配布し、職員の定期検査を促していま

す。 

 なお、コロナとインフルエンザの同時検査キ

ットについては、医療機関向けに十分な量が確

保されており、自己検査用に一般販売も解禁さ

れました。 

 感染拡大防止には、何よりも県民一人一人の

取組が欠かせません。換気を始めとする基本的

な感染対策の徹底や乳幼児なども含めたワクチ

ン接種等について、引き続き呼びかけていきま

す。 

 今後も、感染状況に応じた対策を臨機に講じ

ながら、感染拡大防止に万全を期していきます。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 私からは２点お答えします。 

 １点目は、救急搬送体制についてです。 

 ８月中旬の１週間当たりの搬送困難件数は、

それまでの最多件数を１１件上回る４８件とな

り、議員御指摘の死亡事案はこの時期に発生し

たものです。 

 感染の有無がその場で把握できれば、搬送時

間の短縮につながる可能性がありますが、現行

法では救急救命士は抗原検査を行うことができ

ません。 

 このため、県では、消防や救急病院、医師会

等と検討を重ねた結果、救急車に抗原検査キッ

トを準備し、患者や家族の同意の下、自己検査

する方法で対応することとしました。 

 具体的には、コロナの疑いがあり２回受入れ

を断られた場合に実施することとします。本日

１２月７日から、搬送件数の多い大分市、別府

市で試行を開始し、効果を検証した上で他地域

への横展開を検討することとしています。 

 なお、御指摘のあった新型コロナ感染症対策

協議会は、流行初期に、幅広い関係者により、

コロナ対策の基本方針等を諮るために開催した

ものです。 

 一方、個別分野に特化した迅速性が求められ

る課題については、下部組織の専門部会に諮る

ほか、今回のように必要な関係者を緊急に招集

して協議し、方針を決定することとしています。 

 続いて、２点目の長期化する入院患者への対

応についてです。 

 議員御指摘のとおり、限られたコロナ病床を

効率的に運用していくためには、後方支援病院

の役割は大変重要と認識しています。 

 第７波においては、１日に３千人を超える新

規感染者が発生するなど、これまでに比べ桁違

いの流行となったため、県ではコロナ病床の確

保と宿泊療養施設の拡充を優先的に進めてきま

した。 

 この結果、コロナ病床を１０病院４４床上積

みし、５６病院５５２床とこれまでの最大規模
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を確保しましたが、上積みした１０病院のうち、

６病院はやむを得ず後方支援病院からの転換で

賄ったため、１７か所あった後方支援病院が１

１か所に減少したものです。 

 後方支援病院の確保は全国的な課題となって

いることから、さらなる確保に向け国に対し、

全国知事会を通じて、後方支援病院への財政支

援の拡充を要望しています。 

 引き続きコロナ患者が安心して療養できる体

制づくりに努めていきます。 

御手洗議長 衛藤博昭君。 

衛藤議員 ありがとうございます。救急搬送困

難事例の問題は、現行法を踏まえた独自対応を

されているということで大変感謝しています。 

 現場の医療機関、救急、消防など、多くの関

係者がしっかりと協議、調整する場を設けてい

ただき、現場の最前線で働く方々が納得感を得

られる体制を整えていくことを切に望みます。 

 後方支援病床の問題は、御答弁のように、コ

ロナ病床確保が最優先であることは理解してい

ますが、第４波の頃、１年半以上前から十分に

機能していないとの指摘が現場からなされてい

ます。有効な改善が行われないまま、ここまで

来ているところもあります。 

 最大の課題は、患者の費用負担とその財源だ

と思いますが、令和３年度決算を見ると、新型

コロナウイルス感染症療養体制確保事業費は、

予算に対して１２億２，８００万円の未使用が

ありました。国庫事業として要件等もあるとは

思いますが、このような未使用の財源などを基

に、新たに老健施設なども活用してコロナ病床

の回転率を上げて、第７波で問題になった入院

長期化の解消を図っていくことができればと思

います。国への働きかけも含め、後方支援病床

の問題にもしっかり御対応いただくよう、よろ

しくお願いします。 

 続いて、新たな産業の基盤づくりに向けた人

材育成について伺います。 

 米中対立の激化や、新型コロナによるパンデ

ミック、ロシアのウクライナ侵攻など、近年、

グローバル化した経済を揺さぶる事態が相次い

でいます。多くのグローバル企業では、様々な

リスクを念頭に置いたサプライチェーンの見直

しが進んでおり、米国や欧州などでは、基幹産

業の核心となる半導体や蓄電池などの域内投資

が活発になっています。 

 日本でもお隣の熊本県において、世界最大の

半導体メーカーとも言える台湾のＴＳＭＣが新

しい工場の建設を開始しています。企業の投資

先の選定には、人材の確保も重要なファクター

の一つだと思います。 

 ＴＳＭＣの工場建設が進む熊本県では、熊本

大学とＴＳＭＣの共同研究施設の開設や、熊本

大学における半導体人材を育成する学部の新設

が相次いで発表されています。高専についても、

国立高等専門学校機構の旗振りの下、熊本高専

と佐世保高専において、半導体に特化したカリ

キュラムがスタートしています。また、国でも、

シリコンアイランド九州の復活を目指し、九州

半導体人材育成等コンソーシアムを設立し、こ

うした動きを熊本県にとどまらず九州全域に広

げようとしています。 

 また、全国に目を転じれば、半導体だけでは

なく、関西ではカーボンニュートラルのキーテ

クノロジーである蓄電池に着目し、蓄電池製造

に関わる人材の育成、確保を目的とした産学官

のコンソーシアムが発足しています。これから

高専や工業高校で、そのための教育カリキュラ

ムの導入などが検討されていくようです。 

 このように、各地で次の時代の地域産業の基

盤づくりに向け、産学官の連携による人材育成

の動きが加速しようとしています。半導体につ

いては、本県の経済を支えてきた重要な産業の

一つであり、いまだ大企業の工場も健在です。

また、大企業に育てられた中小企業も、半導体

にとどまらず新たなビジネスに挑戦するなど、

県経済の活力を支える存在となっています。 

 本県においても、こうした企業を核に、さら

なる投資を呼び込んでいくためにも、大学や高

専と連携した人材育成を強化していく必要があ

るのではないかと思います。こうしたことを踏

まえ、新たな産業の基盤づくりに向けた産学官

連携による人材育成について知事に伺います。 

 次に、企業立地適地について伺います。 
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 米中対立を背景とした世界的なサプライチェ

ーンの再構築が進む中で、本県もこの機会を逃

さずに企業誘致に結び付けていく必要がありま

す。 

 今後、企業誘致を積極的に進めようとする中

で気がかりな点が二つあります。 

 一つは、用地の問題です。さきの令和４年第

２回定例会の一般質問でも伺いましたが、流通

業務団地が全て商談に入り、最も企業側からの

ニーズが高い大分市において大型の用地が不足

しています。大分市も含めた県内の企業立地適

地確保の状況について商工観光労働部長に伺い

ます。特に大分市について協議も踏まえた最新

の状況をあわせて御教示願います。 

 次に、新規誘致に向けた工業用水の確保につ

いて伺います。 

 半導体産業の重要性が一層高まる以前から、

本県は広瀬知事のリーダーシップの下、ＬＳＩ

クラスター事業など、かなり早い段階から半導

体産業の集積に努めてきました。 

 米中経済戦争と呼ばれる現状で半導体がその

中心となっているところを見るに、世界情勢ま

で先読みして布石を打ってこられた知事の御慧

眼に感服するばかりです。 

 さきの令和４年第２回定例会の一般質問にお

いても、サプライチェーンの再構築の中での企

業誘致で半導体産業や自動車産業の企業が多い

との話でした。 

 ここに来て心配されるのが、工業用水の確保

の問題です。とりわけ半導体産業は、その製造

工程で大量の水を使用することで知られていま

す。一方で、直近では、企業局の提供する工業

用水の契約率が９９％を超えたとの話も伺って

います。今後、新規誘致を加速する必要がある

中で、誘致の話が進む一方で、必要とする工業

用水が提供できないために破談になることがあ

ってはいけないと懸念しています。 

 企業局の契約水量が１００％に近い水準を迎

えている今、どのように対応する考えでしょう

か。持続可能なものづくり環境の構築を目指し、

新規誘致に向け工業用水をどのように確保して

いくのか、商工観光労働部長に伺います。 

御手洗議長 広瀬知事。 

広瀬知事 まず私から、新たな産業の基盤づく

りに向けた人材育成についてお答えします。 

 新たな産業の基盤づくりを担う人材の育成は、

大分県のものづくり産業を支えるとともに、産

業構造の転換に対応して、本県が持続的に成長

するために大変大事な課題です。 

 そのため、ものづくり未来会議おおいたにお

いて、２０３０年、２０５０年を見据えた産業

の在りたい姿に思いを巡らせて、それを実現す

るための人材育成等の議論を深めています。 

 会議では、ものづくり現場が必要とするその

具体的な人材像や、その育成、確保に向けた産

学官の連携による効果的な人材育成のアイデア

など、様々な御意見をいただいています。 

 国においても、ＤＸ等の成長分野を推進して

いくためには、特にデジタル人材等の高度専門

人材の育成が必要だとの強い危機感の下で、文

部科学省や経済産業省等の関係省庁が一体とな

って取り組んでいます。私も全国知事会等を通

じ、デジタル人材の育成体制の強化を強く要望

してきました。その結果、国の第２次補正予算

で、大学の学部再編等による成長分野への転換

等のため、基金が３，００２億円もの規模で創

設されました。 

 県としては、産学官が連携した人材育成をこ

れまでも重点的に進めてきましたが、産業界や

大学等の新たなニーズに応え、できる取組を既

に開始しています。 

 例えば、本年９月には大分大学理工学部教員

とＬＳＩクラスター形成推進会議の会員企業が

一堂に会して、大学の研究と企業の技術とのマ

ッチングや意見交換を行いました。さらなる連

携についても議論を進めています。せっかく基

金ができたので、そういうものの活用方法とし

ても、大学としてさらなる議論を進めて前に持

っていきます。 

 また、大分高専では、イメージセンサーやパ

ワーデバイス等の半導体技術の実用例について、

半導体関連企業の現役のエンジニアによる授業

の実施に向け、調整を図っています。１月から

一部の授業を開始できる見込みとなっています。 
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 さらに、県立工科短期大学校では、来年度に

学科を再編し、製造ラインへのＩｏＴ導入等に

対応できる人材を育成します。その際、自動車

メーカーのエンジニアを講師に招いて、業界ニ

ーズも踏まえた技術指導等を行います。 

 半導体人材の育成は、大分県に限らず、シリ

コンアイランド九州の各県が共有する課題です。

このため、産学官で九州半導体人材育成等コン

ソーシアムを本年立ち上げ、必要とされる人材

像の調査や、産学官が連携した講座の検討等を

進めています。本県も、他県に先駆けて設立し

た企業会の強みをいかして、コンソーシアムの

議論をリードしていきます。 

 今後も、産業界や大学、高専等との連携を一

層強化して、本県のものづくり産業を将来にわ

たって支えていく人材の育成にしっかりと取り

組んでいきます。 

御手洗議長 利光商工観光労働部長。 

利光商工観光労働部長 企業立地適地について

の御質問と、新規誘致に向けた用水の確保につ

いての御質問にお答えします。 

 まず、企業立地適地についてです。 

 企業誘致には、多様化する企業の要望にタイ

ムリーに対応できる適地が欠かせません。大分

市の流通業務団地は、ほぼ完売の状況ですが、

玖珠町、豊後高田市の北部中核工業団地に加え、

宇佐市や中津市も新たに適地を整備しています。 

 特にニーズが高まっている大規模工業用地に

ついては、臼杵市が整備中の野津東部工業用地

に加え、今年度から拡充した補助金を杵築市に

早速活用いただき、地質調査などが始まってい

ます。適地確保に向けた動きがこのように各地

で進展している状況です。 

 県も様々な取組に対し、相談や助言、加えて

民間開発事業者への営業活動の強化など、引き

続き支援していきます。 

 大分市とは企業誘致に向けた議論を重ねてき

ましたが、用地を開発、分譲する民間事業者向

けの補助金を大分市が創設し、本年１０月から

公募しています。県も県外事務所を含め、周知

に努めています。 

 現在開催中のものづくり未来会議おおいたの

場などを通じ、企業の意見や要望をしっかりと

受け止めた上で、市町村と引き続き連携しなが

ら、受入環境の整備を通じたさらなる企業誘致

に全力で取り組んでいきます。 

 続いて、新規誘致に向けた用水の確保につい

てです。 

 新たな企業誘致にあたっては、用水の安定的

な確保も重要なポイントです。河川を水源とす

るには流量などの調査や許認可等の手続、供給

体制の整備など、時間も費用も必要です。その

ため、９月補正で県内河川の用水確保可能量調

査にまず着手しました。 

 企業局の工業用水については、新規企業の申

込みに備え、供給余力を確保するには大規模な

施設整備が必要となるので、既存利用者の料金

値上げにつながりかねない状況です。 

 これまで新規申込みには、既存利用者と使用

料を調整して対応してきました。今後とも既存

利用者の操業に支障がないよう対応していきま

す。 

 しかしながら、さらなる企業誘致に備えた工

業用水確保は、引き続き県と大分市が連携して

取り組むべき課題です。河川以外の水源確保の

検討も重要であり、排水の再資源化などの可能

性について市と協議しています。 

 大分市以外も用水確保に苦慮している状況で

す。用水不足を理由に本県に関心を持つ企業が

投資を断念することがないよう、引き続きしっ

かりと対策を講じていきます。 

御手洗議長 衛藤博昭君。 

衛藤議員 ありがとうございます。企業誘致に

ついては、国内の他都道府県との競争のみなら

ず、海外との立地競争にも勝ち残っていけるよ

うな環境整備を今後ともどうぞよろしくお願い

します。 

 次に、放課後児童クラブの待機児童について

伺います。 

 学童期の保育機能を支える放課後児童クラブ

は、安心して子育ても仕事もできる環境づくり

を目指す本県において重要な存在であり、御夫

婦で働く家庭からも強いニーズがあります。施

設数は年々増加するなど行政側も努力している
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と伺っていますが、それを超えて希望者も増加

し、待機児童が多く発生していると伺っていま

す。 

 国全体では、放課後児童クラブの待機児童数

は１０年前の１．８倍に増えていますが、本県

における放課後児童クラブの待機児童数の現状

を福祉保健部長に伺います。 

 また、未就学児の認定こども園、幼稚園、保

育所の待機児童数との比較状況もあわせて御教

示ください。 

 次に、放課後児童クラブの運営について伺い

ます。 

 放課後児童クラブは運営上いくつかの課題を

抱えています。 

 一つ目が開所時間です。１８時半までに閉所

してしまう施設が全体の約４割を占め、夏休み

など長期休暇中の預かり開始が８時以降の施設

が６割以上を占めるなど、働く保護者のニーズ

と乖離が生じています。このため、フルタイム

就労ができず転職を迫られるケースも発生する

など、ニーズに合わせた開所時間で対応できる

施設が限られているという課題があります。 

 次に、保護者負担です。月の利用料が６千円

未満の施設が４６％であるのに対して、６千円

以上１万２千円未満の施設が４４％を占めるな

ど、施設ごとの利用料に格差が生じています。

過疎地では放課後児童クラブを利用していない

と遊び相手がいないとの声もある中で、住む地

域によって利用料を払える、払えないという問

題が生じています。 

 最後に、職員の確保難です。責任の割に給与

が低い、職員が高齢化し、先が見通せない、不

定期シフトが対応可能で、夏休み対応の可能な

どの人材が集まらないといった課題を抱えてい

ます。このような待遇と勤務内容のミスマッチ

は、施設の自助努力だけでは限界があります。 

 国による運営支援を比較すると、令和４年の

当初予算ベースでは、認定こども園、幼稚園、

保育所の１か所当たりの支援額が３，０４８万

円に対して、放課後児童クラブは１か所当たり

３６４万３千円と約８倍の差があります。運営

形態が違うので単純な比較は難しいですが、保

護者負担や職員の確保難などに対する負担の軽

減や財政支援の強化は、放課後児童クラブの待

機児童解消にもつながるし、多くの子育て世帯

から強く求められています。 

 こうしたことを踏まえ、放課後児童クラブを

取り巻くこれらの課題をどのように認識し、今

後どのように対応していく考えなのか、福祉保

健部長の見解を伺います。 

 次に、プレコンセプションケアについて伺い

ます。 

 卵子は、女性が生まれる前から持っており、

胎生期が最も多く、その後は新たに作られるこ

となく、年齢を重ねるとともに卵子の数は減っ

ていきます。また、年齢が高くなるにつれて、

卵子の老化が起こることが分かっています。特

に、３０代以降は徐々に老化が進み、妊娠率が

下がるとともに、子どもの染色体異常の発生率

も上昇していきます。 

 こうしたことから、最近は、妊娠前からのケ

アを意味するプレコンセプションケアが注目を

集めています。 

 他の自治体では、その考え方の普及にとどま

らず、一歩踏み込んだ支援を行う事例も出てき

ました。福岡市では、その取組の一つとして、

クーポンを利用して医療機関で血液検査を受け、

その検査結果とともに、医師から健康づくりに

関わるアドバイスを受けることができる支援を

自己負担額５００円で実施しています。また、

国東市でも県内初としてプレコンセプションケ

ア健診費助成事業を本年８月から開始していま

す。 

 本県でも不妊検査費助成事業において、将来

子どもを望む夫婦が早期に検査を受け、必要に

応じ早期に治療へ誘導するための支援を行って

いるものの、不妊検査では心理的なハードルも

高く、なかなか気軽な受診に結び付かないので

はないかと懸念しています。 

 本県は子育て満足度日本一を目指して子育て

政策を充実させてきました。単なる普及啓発だ

けではなく、このような実効性のある取組を進

めることが出生数の増にもつながっていくので

はないでしょうか。将来の妊娠を考えながら健
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康に向き合うプレコンセプションケアの推進に

ついて、福祉保健部長の見解を伺います。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 ３点お答えします。 

 まず１点目は、放課後児童クラブの待機児童

についてです。 

 放課後児童クラブは、子どもの健全な育成や

共働き家庭等の支援に重要な役割を担っていま

す。 

 県内の待機児童は、法改正で平成２７年度か

ら利用対象年齢が引き上げられたため、単純な

比較はできませんが、１０年前の平成２３年度

の１８人から平成２８年度の１８９人をピーク

に減少に転じ、令和３年度は３２人となってい

ます。 

 また、保育所や認定こども園における待機児

童は、平成２３年度の２４人から、平成２７年

度には求職中の家庭の子どもも対象に加えられ

たため５３６人まで増加しましたが、令和３年

度からはゼロとなっています。 

 放課後児童クラブにおける待機児童は、保育

所と同様に、ピーク時からは減少しているもの

の、解消するまでには至っていません。 

 引き続き市町村と連携して、放課後児童クラ

ブの施設整備や放課後児童支援員の育成に取り

組み、一日も早く待機児童を解消できるよう、

利用ニーズに見合う受皿の整備に努めていきま

す。 

 ２点目は、放課後児童クラブの運営について

です。 

 開所時間については、限られた人材の中、地

域の保護者ニーズ等を踏まえた運営に努めてい

ただいており、県では、長時間の開所等に対す

る運営費の加算措置を行って支援しています。 

 保護者負担については、大分県内では利用料

が６千円未満のクラブが９割を超え、全国と比

較しても低廉となっています。また、低所得者

向けに本県独自の減免事業も実施しています。 

 職員の確保については、放課後児童支援員の

養成研修を行うほか、希望するクラブへの社会

保険労務士の派遣を通じた労働環境の改善や賃

金向上等に向けた取組を支援しています。 

 しかしながら、夏休みなど時期により就業時

間が異なるというクラブ運営の特性もあり、依

然、人材の確保、育成は大きな課題であると認

識しています。 

 そのため、処遇改善につながる運営費補助単

価の拡充等について引き続き国に要望するとと

もに、就業支援サイトの活用によるマッチング

支援など、放課後児童クラブの人材確保をしっ

かりと応援していきます。 

 ３点目は、プレコンセプションケアについて

です。 

 若いうちから男女ともに、将来の妊娠等に備

えて、健康に関する正しい知識や習慣を身に付

けることは大変重要と考えます。 

 このため本県では、自身の健康やライフプラ

ンを考えるきっかけとなるよう、高校生等を対

象に、出前講座の開催や啓発冊子の配布を行っ

ています。 

 また、妊娠を希望する夫婦の早期の不妊検査

を促すために、県独自で妊活応援検診助成制度

として３万円を限度に支援しており、この対象

には、福岡市が実施する抗ミュラー管ホルモン

検査も含まれています。 

 しかしながら、この検査は卵子の数を血液検

査で測定するものですが、得られる情報が限ら

れるため、本県では医師が受診者の要望等に応

じて、必要と判断する超音波検査や内分泌検査

などに対しても幅広く助成することとしていま

す。 

 今後も若い世代への普及啓発や助成制度の周

知に力を入れ、将来の健やかな妊娠・出産を含

めた希望するプランの実現に向けて、しっかり

支援していきます。 

御手洗議長 衛藤博昭君。 

衛藤議員 放課後児童クラブの問題については、

自民党会派としても先日、厚労省を訪問して加

藤勝信大臣に直接要望してきました。共働き、

働き盛りの御夫婦にとっては、未就学児の保育

のみならず、小学校入学後の放課後児童クラブ

も非常にニーズが大きいことを、改めて社会全

体で共有していく必要があると思っています。 

 放課後児童クラブは、保育の延長線上にある、
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正に学童期の保育です。生産年齢人口が減少す

る中で、いかに働きたい人が働ける環境をつく

っていくか、放課後児童クラブに代表される学

童期の保育の充実は、その鍵を握っていると思

います。 

 一時期、保育所の待機児童の問題が全国的に

大きく取り沙汰された時期がありました。この

問題は、国や地方自治体の努力もあって、徐々

に解消されてきましたが、今後は学童期の保育、

放課後児童クラブの充実にも一層取り組んでい

ただければと思います。 

 プレコンセプションケアは、答弁を伺うと不

妊治療の文脈の中で語られていますが、私はむ

しろ、本来はライフデザインの話ではないかと

思います。結婚の有無にかかわらず、ライフデ

ザインを考える、希望される方が広く検査の対

象となるような位置付けの見直しも今後御検討

いただければと思います。 

 最後に、大分市内の渋滞対策について伺いま

す。 

 大分市東部の渋滞対策については、私が県議

会議員に当選して、初めて臨んだ一般質問の場

でも取り上げました。 

 その年に、東部地区の渋滞対策として事業化

された国道１９７号鶴崎拡幅については、新し

い乙津橋の橋脚ができるなど、この７年半の間

に、目に見えて進捗が図られており、地元の景

色も変わり始めました。これも地域の皆様の御

協力のお陰です。今後数年の間に新しい橋梁が

完成し、渋滞の緩和といった事業効果を体感で

きることを期待しています。 

 一方で、大分市内全域に目を向けると、いま

だ９７か所もの主要渋滞箇所が残されています。

朝夕を中心に、大分市街地を通過する国道１０

号や２１０号、県道大分臼杵線などの各交差点

における渋滞はもとより、大分川や大野川を渡

る橋梁部周辺の渋滞は依然として深刻です。 

 渋滞は、県民に時間の損失を与えるだけでな

く、物流を始めとする経済活動にも大きな影響

を及ぼします。これまで県議会でも、渋滞対策

の必要性、重要性について、多くの議員が取り

上げられてきました。 

 私も前回の一般質問の際に、国道１９７号バ

イパスの渋滞対策について見解を伺いましたが、

東九州自動車道の４車線化や今後整備が進めら

れるであろう中九州横断道路の宮河内接続など

を考えると、大分市内全域でさらに渋滞が激し

くなるのではないかと懸念します。 

 そこで、大分市内の渋滞解消のために、現在

の交通の状況をどのように捉え、将来に向けた

ネットワーク整備をどのように進めていくのか、

土木建築部長に伺います。 

御手洗議長 島津土木建築部長。 

島津土木建築部長 高度経済成長期以降のモー

タリゼーションの進展に伴う道路整備の需要に

対し、本県では国道１０号や２１０号を始めと

した幹線道路の整備を計画的に進めてきました。

近年では、１日当たり２万５千台が通行する宗

麟大橋の開通に伴い、周辺の橋梁等において渋

滞緩和の効果が認められています。 

 一方で、県都大分市では、活発な社会経済活

動の下、朝夕を中心に、議員御指摘のとおり、

多くの渋滞箇所が残っています。 

 このため、まずは都市間連携軸として、国道

１９７号鶴崎拡幅や庄の原佐野線など、周辺へ

の大きな波及効果が期待される区間を重点的に

整備しています。 

 こうした中、九州の東西を直結する中九州横

断道路の宮河内接続は、広域的な物流や人流の

活性化に大きく貢献するとともに、市内各所で

車の流れを変化させると考えられます。 

 今後、長期的な交通動態を見定めつつ、都市

計画決定済みの国道１９７号バイパスの４車線

化や交差点の立体化を始めとした各所の渋滞対

策について、整備効果や優先度を見極めながら、

国や大分市と連携し、しっかりと取り組んでい

きます。 

御手洗議長 衛藤博昭君。 

衛藤議員 ありがとうございます。県議会議員

として活動する中で、各地各所で地域からの切

実な声として渋滞対策の問題を伺います。地域

住民の安全・安心のみならず、大分県経済の発

展にも大きな影響を及ぼす問題です。今後とも

お力添えいただくよう、何とぞよろしくお願い
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します。 

 以上で一般質問を終わります。大変ありがと

うございました。（拍手） 

御手洗議長 以上で衛藤博昭君の質問及び答弁

は終わりました。戸高賢史君。 

  〔戸高議員登壇〕（拍手） 

戸高議員 おはようございます。公明党の戸高

賢史です。一般質問の機会をいただきありがと

うございます。まずは、環境を巡る諸課題につ

いて質問します。 

 本県は緑豊かな山野、清らかな河川、変化に

富んだ海岸線など豊かな自然に恵まれています。

このような大分の恵み豊かな自然環境を守り、

将来に継承するため、身近なごみ問題から地球

温暖化といった地球規模に至る環境課題の解決

に向け、環境活動を通じて地域を活性化する県

民運動、おおいたうつくし作戦を展開してきま

した。県民の環境に対する意識の醸成と、持続

可能な活動の基盤づくりに一定の成果を挙げて

きたものと考えます。 

 例えば、企業やＮＰＯ法人、学識経験者など

多様な団体で構成されるおおいたうつくし作戦

県民会議を設置するとともに、県民一斉美化活

動を始め、県内各地におおいたうつくし推進隊

を組織し、活動基盤の強化を図ってきました。

また、おおいたうつくし感謝祭などのイベント

を通じて、幅広い世代に対し取組を展開してい

ます。 

 こうした取組を継続して行っていくことは、

資源の消費を抑制し、環境への負荷が少ない循

環型社会の実現には不可欠であり、循環を基調

とした地域社会を構築していくことは、本県に

とっても大きな課題であると考えます。 

 また、県民一人一人が自らの問題として環境

に関心を持ち、環境保全活動について自ら考え、

主体的に行動することが必要であり、あらゆる

世代やあらゆる場における環境教育がますます

重要となってきます。 

 知事は就任以来、県民総参加型の取組である

ごみゼロおおいた作戦を皮切りに、その成果を

いかし、地域活性化型の環境保全活動にステッ

プアップさせたおおいたうつくし作戦などを通

じ、恵まれた環境の未来への継承に心を砕いて

こられました。 

 こうしたことを踏まえ、就任以来この２０年

間の環境政策をどのように評価し、また、恵ま

れた環境の未来への継承に向け、今後どのよう

に取り組んでいくのか、知事に伺います。 

 以下は対面より行います。 

  〔戸高議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

御手洗議長 ただいまの戸高賢史君の質問に対

する答弁を求めます。広瀬知事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 戸高賢史議員から、環境の未来への

継承について御質問いただきました。 

 本県は、全国に誇れる豊かな天然自然や恵ま

れた環境を有しています。このかけがえのない

財産を将来にわたって確実に継承していくため、

私は知事就任以来、県民の皆さんと共に、三つ

のことに力を入れてきました。 

 一つは、県民総参加による美しく快適な大分

県づくりです。県民の声を広く環境施策に反映

させたいという思いから、事業者やＮＰＯ法人、

ボランティア団体などによる県民会議を創設し

ました。また県民運動として、自発的な活動を

結集してクリーンな大分県を実現するごみゼロ

おおいた作戦を展開してきました。 

 作戦を支える推進隊は、今ではお陰様で２２

５団体、２万３千人を超え、地域に密着した活

動は県内各地に広がっています。平成２８年度

からは、この取組を喫緊の課題である大分県版

地方創生につなげていくため、身近な美化活動

を深化し、地域活性化を目指すおおいたうつく

し作戦に発展させました。 

 例えば、杵築市の奈狩江地区では、荒廃して

いた松林を再生するだけでなく、地場産品を販

売する奈多マルシェを開催するなど、地域のに

ぎわいづくりにつながっています。 

 環境教育にも力を入れました。環境分野の専

門家をアドバイザーとして学校や地域に派遣し、

その受講生は平成１６年度の制度開始以来１０

万人を超えました。 

 環境を守り、継承していく二つ目の取組は、

循環型社会に向けた仕組みづくりです。平成１
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７年度に産業廃棄物税を導入して、事業者のリ

サイクル設備への支援などを行ってきたところ、

令和２年度の再生利用率は６９．１％と全国の

５３．４％を大きく上回っています。 

 あわせて、プラスチックごみ対策にも取り組

み、平成２１年度から国に先駆けて実施した県

域でのレジ袋の無料配布中止は、その後の法整

備につながったと考えています。 

 そして、三つ目の取組は、環境保全を本県の

魅力につなげていくことです。美しい自然と快

適な環境を守る努力は、地域に新しい価値を生

み、活力と自信を育てます。これまで日本ジオ

パークの認定やユネスコエコパークの登録を通

じて、ブランド力を高め、大分固有の魅力を発

信してきました。また、さきのラグビーワール

ドカップ２０１９では、県民が一つになって環

境美化などおもてなしに取り組み、国内外の観

戦客から高い評価を得ました。再来年の福岡・

大分デスティネーションキャンペーンに向けて

もしっかりと準備を進めていきます。 

 地球温暖化や海洋プラスチックごみなど、世

界的な環境問題にも果敢に挑戦し、引き続き大

分の恵み豊かな自然環境を守り、次世代に継承

できるようにしっかりと取り組んでいきます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 知事、ありがとうございました。知

事の２０年間の様々な施策の中でも、こうした

地球環境を守る、また、県民の意識醸成を高め

る、長きにわたる継続した取組は非常に評価で

きるものではないかと思っています。そういう

意味では、さきほどラグビーワールドカップで

のおもてなしの話もありましたが、サッカーの

ワールドカップの激戦の舞台裏では、日本人サ

ポーターがごみを拾う。そして、それが世界に

高く評価された。本当に日本の価値を高めると

ともに、そういった行動を当たり前に行える日

本のサポーターの行動は本当に誇りに思います。

そういった方が次の世代に継承していくこと、

そして、こういった県民の取組が、また未来の

世代に継承していくこと、そうしたことを本当

に期待していきたいと思っています。 

 もう一点、環境をめぐる諸課題で温泉資源の

保護と適正利用の推進について伺います。 

 源泉数、湧出量ともに日本一を誇る本県の温

泉資源は、おんせん県おおいたを支える大きな

財産です。発電など地熱、温泉熱の利用が増加

する一方で、地域によっては温泉資源の衰退が

懸念されています。 

 別府市では温泉温度の低下や噴気、沸騰泉の

減少が確認されており、県と別府市は平成３０

年から令和２年まで、別府市の全泉源を対象と

した温泉現況調査と、将来の温泉資源量を予測

する温泉賦存量調査を実施しました。 

 調査データを基に作成した地下構造のモデル

と、今後の温泉利用のシミュレーションにより、

将来の温泉資源量の予測を行う中で、本年４月

から新たに二つのエリアについて新規掘削を認

めない特別保護地域に指定しています。 

 既設泉の増掘等も行われることから、継続し

たモニタリング調査等、今後の温泉資源の保護

推進が必要と考えます。貴重な資源である温泉

の持続可能な利用に向け、県として温泉資源の

保護と適正利用の推進についてどのように取り

組んでいくのか、生活環境部長に伺います。 

御手洗議長 高橋生活環境部長。 

高橋生活環境部長 温泉は本県にとってかけが

えのない財産です。そのため、将来にわたり温

泉を利用していけるよう、科学的根拠に基づき、

掘削する場所と湧出量に着目し、保護に努めて

います。 

 まず、掘削する場所については、新たにこれ

を認めない特別保護地域や、既存の温泉から一

定の範囲内で掘削を認めない保護地域等を指定

し、規制を行っています。 

 次に、湧出量についてですが、用途や種類に

応じて管の口径を指定するなど、過度の湧出に

ならないよう制限を行っています。 

 これらにあわせて、県下３４地点で温度、湧

出量、成分等のモニタリングを行い、状況変化

を早期に把握するよう努力しています。 

 一方、適正利用については、県環境審議会温

泉部会において、専門家の知見、あるいはエビ

デンスに基づき、地域の実情、周辺環境への影

響等も勘案しながら、掘削の可否等を判断して
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います。 

 本県には、多くの研究者の協力で得られた貴

重なデータや文献等の蓄積があります。これら

もしっかり活用しながら、保護と利用の両面を

バランスよく進めていきます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 賦存量調査については、今後行われ

る掘削、また増掘、そういったことも加味され

てのデータであると思いますが、やはりモニタ

リングがきちっとデータどおりいっているのか、

また変化があっているのか、そういったことの

継続したモニタリング調査は必要と思うので、

ぜひお願いします。 

 もう一点、管理の部分で聞きますが、この温

泉掘削の許可については、温泉資源の保護の観

点から距離や申請する場所を確認する必要があ

りますが、現状では字図などから周辺状況を調

査して、紙の温泉台帳を閲覧して、必要となる

付近の線図を作成する必要があって、申請者の

大きな負担となっています。 

 一方、保健所においても、紙の温泉台帳が住

所、所有権、採取権者、地図による検索、そう

いったことができないために、閲覧者が必要と

する温泉台帳を提示するまでにすごく時間がか

かるという問題があります。本県は、特に鉱泉

地の所有権の流動性が高くて、温泉採取権が鉱

泉地の従物という扱いではなくて、別個の独立

した権利として扱われるために、不動産取引の

際に関係者個々の温泉採取権の取扱いを失念す

るケースが発生しやすくなります。土地の売買

は行われても、それがまだ残っているというこ

とで、これが期間が経つと手続がすごく大変で、

そういったことが課題としてあります。 

 こうしたことから、申請者及び保健所の手続

事務効率化のために温泉台帳の電子化を行って

はどうかと考えますが、生活環境部長の見解を

お願いします。 

御手洗議長 高橋生活環境部長。 

高橋生活環境部長 温泉台帳の電子化について

お答えします。 

 温泉台帳は、議員御指摘のとおり、源泉の所

在地、採取権者、土地の所有者といった重要な

データを記載しているものであり、県、それか

ら温泉所有者にとっても非常に重要なものと考

えています。正に紙で管理しているものですか

ら、地図からの検索が直接できないということ

で、申請者が必要とする台帳を特定するまでに

時間がかかっているという問題があると認識し

ています。閲覧上の課題があります。 

 現在、県でも全庁を挙げてＤＸ化を進めてい

ます。その中で温泉台帳の電子化についても課

題として検討を進めています。 

 今後、利用者の利便性の向上、あるいは事務

の効率化といった部分でも、より効果的なやり

方がないか今検討しています。そうしたことで

進めていきます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 さきほど言った保護の観点からも、

正確な源泉の調査がまず第一だと思うし、紙を

見たら分かると思いますが、昔の漢字というか、

手書きで非常に分かりにくい台帳になっていま

す。そういったものは本当に効率よくやって、

管理も正確にする意味では、早急に進める必要

があるのではないかと思っているので、ぜひ検

討をお願いします。 

 次に、防災力のさらなる強化について。 

 本年９月に発生した台風第１４号は、中心気

圧が２０００年以降の日本で最も低い９３５ヘ

クトパスカルで鹿児島県に上陸し、九州各地で

豪雨や暴風による猛威を振るいました。特に、

大雨特別警報が発表された宮崎県では、降り始

めからの総雨量が山沿いの地域で１千ミリメー

トルを超過し、土砂災害や冠水により３人の方

が犠牲になるなど、人的被害を伴う大災害とな

りました。本県でも、１１人の負傷者や５００

件以上の建物被害が発生するなど、改めて自然

災害の恐ろしさを痛感しました。 

 今回のような台風や今後３０年以内の発生確

率が７０から８０％とされる南海トラフ地震な

どの大規模な自然災害ともなれば、市町村だけ

での応急対策は困難であり、国や県、関係機関

が一体となった迅速な対応が求められます。 

 また、市町村にとって最も身近な県の振興局

が中心となって運営する地区災害対策本部は、
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管内市町村への支援や協力、情報収集など重要

な役割を担っていることから、平時からの顔の

見える関係づくりや災害発生時に派遣する情報

連絡員のスキルアップは欠かすことができませ

ん。 

 加えて、大分大学等が開発中の、防災・減災

のための災害情報活用プラットフォームＥＤｉ

ＳＯＮ（エジソン）など、先端技術の活用によ

り防災行政、災害対応を高度化する取組も必要

です。 

 近年の自然災害の頻発・激甚化に対し、本県

ではハード、ソフト両面から県土強靱化を進め

てきました。国土強靱化５か年加速化対策事業

の活用などにより、道路や河川、砂防等のハー

ド面での整備は着実に進んでいますが、同時に、

市町村、国、関係機関との連携強化や地区災害

対策本部等の防災体制の強化はもとより、産学

官が一体となった防災のＤＸ化などソフトの面

でも防災体制の充実を進めていく必要があると

思います。 

 こうしたことを踏まえ、県民の命と暮らしを

守る防災力のさらなる強化について、知事に伺

います。 

御手洗議長 広瀬知事。 

広瀬知事 防災力のさらなる強化について御質

問いただきました。 

 線状降水帯による豪雨など、近年、自然災害

が頻発・激甚化しており、活力ある地域づくり

の基盤として、県土強靱化は一段と重要性を増

しています。９月の台風第１４号では、事前避

難の徹底に加え、ダムの洪水調節や河川改修な

どが功を奏し、人的被害を最小限に食い止める

ことができました。国の組織等に対して感謝し

ています。 

 こうした防災力をさらに強めるべく、国土強

靱化５か年加速化対策の活用によりハード対策

を着実に進めるとともに、ソフト対策を充実さ

せていきたいと考えています。 

 一つは、地区災害対策本部の強化です。 

 議員御指摘のとおり、地区災害対策本部は、

県防災の最前線で重要な役割を担っており、即

応力の強化が必要です。 

 このため、市町村との合同による防災気象情

報研修やシステム操作研修等で、情報連絡員な

ど職員のスキルアップを図っています。 

 また、関係機関で構成する地域防災ネットワ

ーク会議等を通じて、顔の見える関係づくりに

も取り組んでいます。今後とも、市町村からの

声に耳を傾けて、職員の対応能力の向上に努め

ていきます。 

 二つは、関係機関との連携強化です。 

 １０月に実施した３年ぶりの県総合防災訓練

には、７２機関、約６００人が参加しました。

今回の訓練は、野外救護やドローンを使った孤

立地域の状況確認、アバターの活用による避難

所での健康管理など、より実践に近い形で行い、

役割の相互理解や連携の重要性を再認識しまし

た。引き続き、訓練等で得た成果や課題を関係

機関と共有、検証し、迅速な応急体制の構築を

図っていきます。 

 三つは、産学官が一体となった災害対応のさ

らなる高度化です。 

 議員から御指摘があったように、ＥＤｉＳＯ

Ｎ（エジソン）による災害発生リスク予測や、

県災害対応支援システムのドローン映像の共有

は、台風第１４号においても市町村の早期の避

難情報発令等につながりました。 

 また、行政だけにとどまらず民間企業の防災

力向上を図る仕組みづくりも進めています。先

般、奄美大島で開催された九州地方知事会議で

この取組を紹介しましたが、九州、全国の防災

力を高めるプラットフォームとなることを期待

しています。 

 今後は、ＥＤｉＳＯＮ（エジソン）との連携

を深めて、防災分野における衛星データの有用

性の検証やドローンによる情報収集体制の充実、

複雑化する災害対応業務のＤＸ化など、先端技

術を活用してさらなる高度化に取り組んでいき

ます。 

 自助、共助の推進はもとより、防災関係機関

の組織力と産学官の英知を結集して公助の一層

の強化を図り、県民の命と日々の暮らしを守っ

ていきます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 
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戸高議員 ありがとうございました。防災ＤＸ

自体が初動体制に生かされることを本当に期待

しているし、まず、何よりも住民の情報インプ

ットはすごく大事だと思います。自分の地域で

発生し得る災害リスクが分かっているか分かっ

ていないかで、住民の行動自体が大きく変わっ

てくると思うし、今情報発信をしていただいて

いますが、これは更新が必要なので、そうした

正確な情報の発信と更新を今後もお願いして、

次の質問に移ります。 

 新型コロナウイルス感染症への対応について

です。 

 まず、今後の感染症の蔓延に備えて、大規模

病院などに病床確保を義務付ける感染症法改正

法が成立しました。新型コロナウイルスの流行

で病床が逼迫した教訓を踏まえたものであり、

改正では、都道府県が病床確保数などを定めた

計画を策定した上で、感染拡大時の患者の受入

れなどについて医療機関と事前協定を結び、医

療提供を義務付ける改正などが盛り込まれてい

ます。 

 医療提供の義務化は、公立・公的医療機関を

始め、高度医療を提供する特定機能病院、そし

て、入院、救急医療など地域医療の中核を担う

地域医療支援病院が対象となり、知事は医療機

関に対し、協定どおり対応するよう勧告や指示

を行い、従わなかった病院名を公表できます。

一方で、民間の医療機関については、協定の締

結を義務付けないものの、協定締結に向けた協

議に応じる義務を課しています。 

 改正の背景には、これまでのコロナの流行で

病床逼迫が繰り返され、医療提供体制の脆弱さ

が浮き彫りとなったことがあり、感染拡大への

備えを平時から整えていくことが大事であり、

こうしたことを踏まえ、改正法の施行も見据え

た本県の今後の医療提供体制について、福祉保

健部長に伺います。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 新型コロナの医療提供体制

については、これまで入院病床を５５２床、宿

泊療養施設を１１棟１，３７０室確保するなど、

感染者が安心して療養できるよう強化を図って

きました。 

 このような体制を整備できたのは、医療機関

や医師会、病院協会などの関係者に個別、丁寧

に説明し、御理解いただいたことによるものと

考えています。 

 今回の改正法では、新たな感染症の流行初期

に、一般診療を制限することに伴う経営リスク

を考慮し、財政的な支援を行う仕組みを導入し

た上で、公立・公的病院等への受入義務などが

課されることとなっています。 

 令和６年４月の施行に向け、医療関係者とし

っかり協議し、十分な理解を得た上で、新たな

感染症の流行に迅速、的確に対応できる医療提

供体制の整備を進めていきます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 ありがとうございました。法の仕組

みは全国一律ですが、大分県の病床使用率など

の実態にこれが見合ったものになっているのか、

それに伴う課題が今分かれば教えてください。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 今回の改正では、病床確保

の義務付けの対象となる公立・公的医療機関が

全病院の２割にすぎないということで、これが

必要な病床数に足りるのかという懸念の声があ

るようです。 

 ちなみに、本県内の公立・公的病院は２０あ

り、全体の１３％程度ですが、これまでのコロ

ナ対応に関しては大変積極的な御協力をいただ

いているのはさきほど答弁したとおりです。全

国では、コロナ患者を受け入れているのは公的

病院の７割、それから、公立病院の約半数と言

われていますが、本県では全ての公立・公的病

院で御協力いただいており、確保病床数の３分

の２が公立・公的病院になっています。 

 そういったことから、この点に関しては引き

続き今後も協定締結に御協力いただけるものと

期待しています。 

 課題としては、コロナの対処方針については

ある程度知見が蓄積してきていますが、問題と

なるのは今後の新しい感染症に対してどう対処

するかということで、未知なる感染症にも対応

できるような人材の育成がやはり急務である。
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平時のうちからしっかりとその辺の人材育成を

進めていく必要があると考えています。 

 また、感染が大規模になった場合は、公立・

公的病院だけでは足りません。やはり民間の病

院の協力が必要になるので、その民間協力病院

に対する財政的な支援措置をしっかり確保する

ことが大事であり、その辺が課題ではないかと

考えています。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 県内の医療機関は全て御協力いただ

いており、特に、これは公的と公立、同一視し

たこと自体、すごく違和感を感じるというか、

逆に知事が特定機能病院の承認を取り消すこと

があってはならないと思うし、実際すごく協力

していただいているので、そういった事態は多

分招かないと思いますが、そうしたことが予想

される場合には、ぜひ相談しながら進めていた

だきたいと思っています。 

 もう一つがワクチンの接種の促進です。 

 ワクチン接種が重要であるということで促進

が要であると思いますが、既にオミクロン株に

対応した２価ワクチンの接種が始まっており、

国ではＢＡ．１対応とＢＡ．５対応型のどちら

も従来の１価ワクチンを上回る効果があって、

今後の変異株にも有効であるとされています。 

 あわせて、５歳から１１歳までの小児や生後

６か月から４歳までの乳幼児についても、重症

化するケースがあることから接種が推奨されて

おり、この冬はインフルエンザとコロナの同時

流行も懸念されているために、インフルエンザ

の予防接種も急ぎ促進していく必要があります。 

 こうしたことを踏まえて、特に一番大事な高

齢者や重症化しやすい患者への接種も含め、本

県でのワクチン接種の現状と接種促進策につい

て、福祉保健部長に伺います。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 現在、高齢者や重症化リス

クのある基礎疾患を有する方を中心に接種が進

んでおり、６０歳以上の４回目接種率は７５％

を超えているほか、高齢者施設等における５回

目接種も促進しています。 

 ９月下旬からはオミクロン株対応ワクチンの

接種も始め、多い日は約８千人が接種していま

す。接種の促進にあたっては、接種間隔を５か

月から３か月へ短縮したこと、小児用ワクチン

接種の努力義務化と乳幼児への拡大、インフル

エンザワクチンとの同時接種が可能なことなど、

最新の情報を確実に県民に伝えることが重要で

す。 

 そのため、知事の会見や日々の公表資料、ホ

ームページや新聞、ＳＮＳなど各種媒体を活用

した広報を通じて正確な情報を発信し、接種の

促進を図っています。また、県民の利便性を考

慮して、県営接種センターを木曜、金曜の夜間

や土曜日に開設し、好評を得ています。 

 ワクチン接種は新型コロナの感染拡大防止策

の要であり、引き続き市町村や医師会、薬剤師

会等と緊密に連携しながら接種促進を図ってい

きます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 子どもの接種については、なかなか

やっぱりためらっている方も多いと思うので、

正確な情報提供を今後とも続けていただきたい

と思います。 

 そんな中、昨日、インフルエンザワクチンと

コロナワクチンの誤接種について報道発表があ

りました。こういった事態にならないようにす

る取組はやってきたと思いますが、どうしても

医師が確認不足ということでこういった事態が

起こりました。この再発防止策について、福祉

保健部長、何かコメントがあればお願いします。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 ただいま話があったように、

あってはならない事故であったと思います。こ

れは本当に現場の不注意というか、ヒューマン

エラーで、現場の接種する医師だけではなく、

それをサポートする看護師等の医療スタッフも

含めて、気を引き締めて緊張感を持って対応す

ることが大事ではないかと思っているので、今

回の事案について、接種を行う各市町村に対し

て通知等で十分注意喚起を図っていきます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 大事なことなので、ぜひ県がしっか

り関与して再発防止に努めていただきたいと思
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うので、よろしくお願いします。 

 後遺症への対応についてです。 

 前回も質問しましたが、コロナが感染拡大し、

後遺症と思われる症状を訴える方が増えていま

す。この複合的な支援体制が必要であると思っ

ています。 

 様々な症状、目に見える症状だけでなく、集

中力の低下や抑鬱などの精神的症状も伴ってい

ることから、家庭や仕事への影響にも目配りが

必要で、多彩な症状に対応するために、幅広い

分野の専門医と、かかりつけ医が連携して対応

できる体制づくりが必要であると思っています。

職場の中では、気のせいだと言われたり、さぼ

っていると言われるケースがあると聞いていま

す。症状が悪化するケースも報告されているし、

後遺症に関する理解を広める必要があります。 

 本県でも、１１月から後遺症の診療協力医療

機関を公表するなど、少しずつ取組が進んでき

ていますが、第８波ではさらにこういった事例

が広がるケースがあると思います。 

 この後遺症への対応をどのように進めるのか、

福祉保健部長の見解を伺います。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 本県の新型コロナ感染者は

累計で２０万人を超え、後遺症に苦しむ方の増

加も懸念されます。 

 このため、県のホームページにおいて、後遺

症の診療体制等について情報提供しています。

具体的には、まずはかかりつけ医に相談するこ

ととし、かかりつけ医がいない方に対しては、

後遺症の診療協力医療機関９６か所をホームペ

ージに掲載しています。それでもなお、受診が

難しい方については、管轄の保健所に相談して

いただくこととしています。 

 また、後遺症への理解促進に向けては、この

夏実施した県内医療機関における後遺症の診療

状況の調査結果を公表しています。 

 加えて、大分大学や県立看護科学大学の協力

を得て、現在、２千人を超える感染者を対象に、

後遺症の発生状況や生活への影響等の実態調査

を実施しています。この結果についても、今年

度中に取りまとめて、県民に分かりやすく提供

する予定です。 

 こうした取組により、後遺症に悩む方への支

援の充実に努めていきます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 その２千人の調査の現状はまだ上が

ってきていないですか。何か報告できるものが

あればお願いします。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 現時点では、大分大学医学

部、それから、県立看護科学大学で調査した調

査票の中身を分析しているところで、まだお答

えできる、公表できる内容はありません。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 分かりました。認知度を上げるのが

生活、仕事をする上でも大事だと思うので、ぜ

ひそういった取組もお願いします。 

 次に、先端医療が受けられる環境整備につい

てです。 

 血液の逆流を防ぐ心臓弁が正常に働かなくな

る心臓弁膜症は、加齢や血管の動脈硬化などが

原因で発症し、徐々に進行して心臓の筋肉、心

筋にも障がいが生じ、最終的には心不全という

状態に陥ります。 

 県内で透析生活を続けている患者が、数年前

から弁膜症の疑いで心エコー検査を定期的に行

っていましたが、今年の精密検査の結果、大動

脈弁閉鎖不全症との診断で手術が必要となりま

した。透析患者は血管が傷んでおり、どの手術

法もとても心配でなかなか選択することができ

なかった中で、透析患者にとって有効性、安全

性が高いとされている自己心膜等を用いた大動

脈弁再建術、いわゆる尾崎法を紹介されました。

一般的となっている手術の弁は人工弁や動物の

生体弁が用いられますが、それらは血栓などを

起こしやすくて、免疫抑制剤が必要とされます。 

 今回、大分大学から尾崎先生が所属する東邦

大学につないでいただき、尾崎先生がわざわざ

大分に来県されて執刀していただいたと聞きま

した。術後１０日で退院し、退院翌日から毎日

１時間のウォーキング、ストレッチなどが可能

となるまで回復しています。 

 先日、１１月２７日に東邦大学医療センター
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大橋病院にて今回の再建術を中心としたシンポ

ジウムが開催されて、尾崎教授、また、大分大

学の宮本教授や和田准教授、そして、今回、大

分で手術を受けた大分県腎臓病協議会の池邉会

長も演者として出席され、報告されました。 

 現在、人工弁を使用しない大動脈弁再建術は、

小児心臓血管外科領域でもかなり注目されてお

り、人工弁の適応するサイズがない小児におい

ても今後広まる期待があります。 

 患者のＱＯＬの向上には術後の負担を抑える

ことが重要であり、今後こうした先端医療を受

けられる機会、患者が治療を選択できる環境整

備が必要と考えます。大分県でもそういった研

修等に要する費用の助成等も行っていただいて

いますが、県内で先端医療が受けられる環境整

備について、福祉保健部長に伺います。 

御手洗議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 自己心膜による大動脈弁再

建術は、さきほど御紹介があったとおり、東邦

大学で開発された治療法で、全国５０施設で臨

床応用が進められています。県内では、大分大

学医学部の医師が治療法を学び、１２年前から

大学附属病院で手術することが可能となってお

り、ここ数年は年間５例程度の手術が行われて

います。 

 県では、地域の中核病院等の医師が先端医療

を学び、その成果を地域に還元できるよう、平

成２０年度から国内外での留学研修を支援する

制度を設けています。これまでに、海外の病院

で難治性てんかん患者に対する外科治療を学ん

だ小児科医など、４５人の医師がこの制度を活

用しています。 

 また、先端医療には、医師だけでなく、臨床

工学技士等の専門人材の育成も重要です。来年

４月に医療系の学部、学科が新設される大分大

学や日本文理大学とも一層の連携を図り、県民

の皆さんが最先端の質の高い医療を受けられる

よう体制の充実に努めていきます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 さきほど言われたように、２０１０

年から大分大学が尾崎法の手術を、術式を取り

入れられているということで、最近は５例程度

ということですが、カテーテルを活用した手術

が大勢を占めているということでした。 

 今回、池邉会長が手術したのは大切開ではな

く小切開です。それがすごく患者負担が軽減さ

れているということで、尾崎先生自らが執刀し

ていただいたと聞いています。患者のＱＯＬを

向上させるために、そういった先端医療が受け

られる体制整備を今後とも構築していただきた

いと思っているので、よろしくお願いします。

大分県でそういう研修補助が出ているのは、尾

崎先生もすごく評価していました。 

 次に、海外との航空ネットワークについてで

す。 

 個人の海外旅行を解禁した成果が徐々に現れ

て、本県でも外国人観光客が増加しています。

本格的な回復には国際線の再開が必須となりま

すが、コロナ前は３路線運航されていた国際線

も、現在は全ての路線で運休が続いています。 

 県内のコロナ前のインバウンド需要の約半数

は韓国からによるもので、まずは韓国路線の再

開が短期的な課題として挙げられると思ってい

ます。受入体制の準備を進めながら再開に向け

た取組が必要であると思います。また長期的に

は、経済成長が著しい東南アジア諸国への路線

開拓も重要なテーマです。 

 こうしたことを踏まえて、今後の航空ネット

ワークの拡充に向けた施策の方向性と具体的な

取組について、企画振興部長に伺います。 

御手洗議長 大塚企画振興部長。 

大塚企画振興部長 本県の地方創生を加速させ

るためには、国際線の拡充に向けた取組を戦略

的に推し進めることが必要です。 

 まずは韓国路線の早期再開に向けて、航空会

社を訪問し、運航再開の働きかけを行っていま

す。韓国路線の再開に向けては、本格的な需要

の回復と空港側の受入体制の再整備が課題とな

っています。現在、訪日需要が本格的に回復す

れば、すぐにでも運航再開につなげられるよう、

体制が縮小した空港の保安検査や地上支援業務、

新たな対応が必要となった検疫の体制充実に向

けて、関係者と調整を続けています。 

 あわせて、新規の路線誘致も重要です。本県
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への来訪実績が多い台湾、中国・香港の航空会

社の訪問等を強化し、新規就航を働きかけてい

きます。 

 また、中長期的には東南アジア諸国の航路誘

致も視野に入れ、温泉や豊かな天然自然、食、

アクティビティーなど本県の魅力をしっかりと

ＰＲしながらエアポートセールスを展開してい

きます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 ありがとうございました。実際には

今、韓国からのお客さんはものすごく多い。そ

れで、これは大事なのですが、受入れの聞き取

りをきちっとしていただかないと、なぜかとい

うと、人手が足りない。知り合いに言って福岡

から旅館に従業員を雇っている状況で、コロナ

によってかなり従業員の体制も変わってきた。

こういった聞き取りをしっかりしながら、旅割

の再生も、企画振興部長に言ってもあれですが、

連携を取ってお願いします。 

 ６番目に、教育ＤＸについて伺います。 

 学校現場でもＤＸの推進が進んでいるという

ことですが、先日、プログラミングやデータ分

析を学ぶ高校の必修教科、情報の指導体制が整

っていないとの報道がありました。全国の公立

高校の担当教員４，７５６人のうち、今年５月

時点で７９６人、率にして１６％が正規免許を

持っていないことが文部科学省の調査で判明し

ました。 

 情報科は２０２２年度導入の学習指導要領で

再編され、プログラミングやデータ分析を学ぶ

必修の情報Ⅰが２５年１月実施の大学入学共通

テストで初出題されます。 

 高校生のうちにデジタル技術の基礎知識を身

に付け、情報リテラシーを養う狙いがある中、

指導体制が整わなければ、授業内容に地域差が

生じる懸念があります。 

 こうしたことを踏まえ、本県における高等学

校情報科指導体制の現状とその充実に向けどの

ように取り組むのか伺います。 

御手洗議長 岡本教育長。 

岡本教育長 本県では、これまで情報科担当教

員の計画的な採用を行い、指導体制の充実に取

り組んできました。 

 その結果、文部科学省の調査時点において、

情報科担当教員２９人のうち９３％となる２７

人が正規免許状を所有しています。所有してい

ない割合でいくと、全国１６％に対して、本県

は７％という状況です。 

 また、昨年度から情報科専任の指導主事を配

置するとともに、全ての情報科担当教員にプロ

グラミング研修などを行っています。 

 さらに、今年度から、情報科の若手や中堅教

員からなる６人のチームを編成し、東京学芸大

学と連携して、探究的な学びの要素を組み込ん

だ授業づくりに関する高校探究プロジェクトに

も取り組んでいます。 

 その中で指導案の検討や授業研究会を実施し、

県内各校に波及させることによって、県全体と

して情報科の授業改善を図っています。 

 今後も、このような取組を行い、指導体制の

一層の充実を図っていきます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 ありがとうございました。学校で、

今授業でデジタル教材を活用した取組などが進

んでおり、授業参観に行った方からすごく高い

評価をいただきました。本当に分かりやすくて、

使いこなされているなというのがありました。

一方で、まだ教員については、指導もずっと週

に２回とか行っていただいていますが、なかな

かやっぱり御本人の得意、不得意はあると思い

ます。 

 そういう中で、近隣校で情報共有して、オン

ラインで授業をつなぎながらでもいいと思いま

す。分かるような形で、目に見える形で、授業

の状況の情報交換といった仕組みができれば学

校の授業もやりやすくなると思うので、ぜひ進

めていただきたいと思います。 

 もう一点、教育長お願いします。 

 県では、いじめや虐待等から児童生徒を守る

取組として相談窓口や連絡サイトを活用すると

ともに、人間関係づくりプログラムを導入し、

未然に防ぐ取組を行っていますが、児童生徒を

取り巻く環境は日に日に変化しているだけでは

なく、教職員の業務も多忙であることから、事



第４回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 127 - 

前にいじめ等の兆候を把握することが困難な場

合もあると聞きます。 

 そのような中、ＡＩによってその兆候を見抜

くといった取組がなされています。ＡＩヘルス

チェッカーと呼ばれるようですが、児童生徒の

一人１台端末に導入し、端末のカメラ機能を使

い、生徒の顔映像からメンタル面の状態をＡＩ

が自動分析、学校が生徒のメンタル面の状況を

把握、分析、早期に支援するための補強ツール

として活用するものです。 

 本県でも中津南高校、日出総合高校、臼杵高

校、由布高校、豊府中学校で試験導入しており、

今後、結果を検証の上、実施校の拡大検討を行

うとのことですが、最近は不登校の児童生徒も

増えており、新たな不登校を生まない未然防止

対策としても非常に有効であると考えますが、

こうした取組の現状について、教育長に伺いま

す。 

御手洗議長 岡本教育長。 

岡本教育長 ＡＩヘルスチェッカーは、生徒自

身が心の状態を客観的に把握し、心の健康管理

に役立てることを目的とし、また、生徒の心の

不安を発見し、教員が早期支援につなげる補助

ツールとして、今年度、県立学校５校で試験導

入しています。 

 個人情報となることから、保護者、本人の同

意が得られた約１，６００人の生徒が夏休み明

けから使用しています。疲れなどが的中してい

て驚いた、あるいは、自分では気付いていなか

ったストレスにもいち早く気付くことができた

など肯定的な生徒の声があります。 

 一方で、同意が得られない生徒もいて、校内

で一斉に行うことができないという声もあって、

課題として認識しています。 

 今後、導入校の活用状況をさらに調査して、

学校の状況に応じた実施方法などを工夫しなが

ら、不登校防止対策の観点も含め、効果的な活

用について研究していきたいと考えています。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 ありがとうございました。本当に有

効と判断されれば、全校にそういった取組の補

助ツールとして活用していただきたいと思って

います。 

 最後になりますが、県庁の職場環境の改善に

ついて伺います。 

 現在、県庁を訪ねてみると、執務室の課題が

目に付きます。打合せやＷｅｂ会議スペースの

不足はもとより、紙資料を基本とした業務スタ

イルや有線ＬＡＮ主体の固定した席の配置など、

時代に合わなくなってきているのではないかと

心配しています。 

 最近、民間企業ではフリーアドレス制の導入

など、いわゆるオフィス改革が先行しています。

もちろん、県庁では個人情報を扱う部署や紙を

主体とした慎重な審査をする部署もあるなど多

種多様な業務を行っており、一律的には適用で

きないかもしれませんが、職員自らが各業務に

最適な環境で働くことができるオフィス環境を

検討、整備することは大切だと考えます。 

 １１月に総務企画委員会の調査で総務省の行

政管理局に伺い、オフィス環境の改修後の状況

について伺いました。 

 この改修のポイントは、ペーパーレス化とコ

ミュニケーションの活性化です。フリーアドレ

ス制を導入し、チームで仕事を行うことを重視

したデスク配置によって、コミュニケーション

の増加や意思決定の迅速化を促進しました。情

報の電子共有を推進した結果、個人周辺の文書

の８割が削減され、紙のコピーは半減し、用紙

やインク、電気代などのコスト削減と印刷やコ

ピーにかかっていた手間も少なくなっていると

のことでした。 

 組織のパフォーマンスを向上させ、職場を活

性化して、職員一人一人がこれまで以上に活躍

できる少数精鋭かつ質の高い組織の実現が求め

られる中にあって、このような行政のワークス

タイル変革を模索していく必要があると思いま

すが、県庁の職場環境の改善についてどのよう

に取り組むのか伺います。 

御手洗議長 若林総務部長。 

若林総務部長 県庁の職場環境の改善について

の御質問でした。 

 新型コロナ感染拡大、またデジタル化の進展

により、働き方が変化している中、多様で柔軟
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な働き方を選択できる職場環境を整えていくこ

とは重要と考えています。 

 県では、令和３年１０月にオフィス改革推進

のためのプロジェクトチームをつくっており、

その場で執務環境に関する意識調査や若手職員

によるデザインシンキング等を行っています。

その中では、打合せやＷｅｂ会議スペースの確

保によるコミュニケーションを活性化すること

や、紙文化からの脱却、また、時間や場所を選

ばない働き方等、様々な必要性も出てきて、我

々もそれを確認しました。 

 これまでも電子決裁の推進や電子申請を導入

することによって紙資料の削減、また、大型モ

ニターを配備することによりＷｅｂによる会議

環境の改善等に取り組んできましたが、こうし

た流れをさらに加速していく観点から、フリー

アドレス等を含めて、その方策の取組について

検討しています。 

 実際導入するにあたっては、各所属の業務に

適性があるかどうか判断する必要があることや、

無線ＬＡＮなどの設備の導入も必要になります。

そのため、多様な業務特性に応じて効果が上が

るかどうかを丁寧に検証していきながら、職員

の能力を十分に発揮できる職場環境となるよう

に取り組んでいきます。 

御手洗議長 戸高賢史君。 

戸高議員 ありがとうございました。資料が今

ここにないのですが、皆さんに配布している行

政管理局の分と、下にちょっとごちゃごちゃし

た総務部の資料を送ってもらいたかったのです

が、結構きれいな写真が送られてきました。本

当に頑張ってさきほど言った県の取組も進めら

れているということですので、ぜひモデル的に

でもやっていただきたい。これは県庁全体、一

律業務が違うので、同じ形ではできないとも言

われましたが、それぞれの仕事の機能がスムー

ズにできるような職場環境づくりも自らが考え

ながらやっていけば、本当に職場環境が良くな

ると思います。他から来た部長はすごく喜んで

いましたが、他に行ったところは最悪だという

声もあったので、ぜひそういった取組もお願い

します。 

 以上で終わります。（拍手） 

御手洗議長 以上で戸高賢史君の質問及び答弁

は終わりました。 

 暫時休憩します。 

午前１１時５８分 休憩 

―――――→…←――――― 

午後１時 再開 

古手川副議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

 一般質問及び質疑を続けます。阿部長夫君。 

  〔阿部（長）議員登壇〕（拍手） 

阿部（長）議員 ６番、自由民主党、阿部長夫

です。本日また質問の機会をいただきました。

先輩、同僚議員の皆さん、大変ありがとうござ

います。感謝します。また、杵築の方から少人

数でいただきありがとうございます。 

 今期限りで引退される広瀬知事、これまで大

変お疲れ様でした。私が知事と初めてお会いし

たのは、平成１８年、杵築で青年会議所の大分

ブロック幹事大会が開催され、知事が来賓とし

て出席されたときでした。その際の知事の胸に

めじろんバッチが付けられており、知事、バッ

チがいいですねと言ったら、よかったら君にあ

げるよ、こう言ってバッチを外してくれました。

知事の気さくな人柄に、私はそのときから知事

のファンになりました。 

 知事はこれまで５期、大分県のトップリーダ

ーとして行財政改革を行いながら、大分県の発

展のため御尽力いただきました。県民中心を掲

げ、県政に全力を傾けた知事の行政手腕はすば

らしいものがあり、知事の功績は、引退後も長

く伝えられることと思います。広瀬知事、これ

まで本当にお疲れ様でした。ありがとうござい

ました。まだ残任期は５か月弱ですが、最後ま

でよろしくお願いします。 

 それでは、質問に入ります。 

 畜産共進会を踏まえた今後の畜産振興につい

て伺います。 

 １０月に鹿児島で第１２回全国和牛能力共進

会鹿児島大会、いわゆる全共が開催されました。

全共は、５年に１度開催される国内最大の畜産

共進会で和牛のオリンピックとも呼ばれていま
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す。大会は回を重ねるごとに注目度が上がり、

本大会には過去最多の４１道府県から九つの区

に、４３８頭の優秀な牛が集いました。期間中

は、各県が改良の成果を示すとともに、この機

会にブランド力向上を図ろうと、あらゆる面で

しのぎを削る大変激しい大会となり、会場は大

いに盛り上がりました。 

 そのような中、本県出品牛は種牛の部第２区

の若雌の１において、農林水産大臣賞に輝くと

ともに、全ての審査区において優等賞を受賞す

るという大変素晴らしい成果を収めました。こ

れは生産者を始め関係者が一体となって改良や

飼養管理技術の向上に、日夜研さんを積まれた

結果であり、改めて敬意を表する次第です。私

自身も県代表の皆さんの激励のため、我が自民

党調査会同僚議員と鹿児島の会場を訪れました

が、現地での関係者と意見交換を通じて、生産

者の皆様の意気込みの強さに直に触れ、今後の

本県畜産業の可能性を大いに感じたところです。 

 改めて言うまでもなく、今後は、こうした熱

気をしっかりと生産振興につなげていくことが

大事です。上位となった鹿児島、宮崎両県が大

生産地であることから考えても、今後おおいた

和牛がさらなる躍進を目指す上では、やはり裾

野の拡大、つまり生産基盤の強化が重要です。

令和９年には第１３回北海道大会が開催されま

す。大会に向けた強化に重点的に取り組み、次

回、令和９年の大会において、おおいた和牛が

名実ともに日本一となることを大いに期待して

います。 

 そこで、知事にお尋ねします。 

 第１２回鹿児島全共の成果についてどう捉え、

今後の畜産振興にどのようにつなげていくのか

伺います。 

 続いて、おおいた和牛について伺います。 

 さきほど全共の結果を踏まえた今後の展開に

ついて質問しましたが、その振興の前提となる

部分でどうしても気になっていることがありま

す。 

 百年の歴史を有するおおいた豊後牛の先頭に

立って、生産・流通の両面で豊後牛の全体を引

っ張っていく新たなリーディングブランドおお

いた和牛が平成３０年９月に立ち上げられ、早

くも５年目を迎えています。肉質４等級以上で

あることや飼料用米、又はビールかすの給餌と

いった要件を満たす、最高級の豊後牛に限定し

てネーミングを使用することとしているようで

すが、消費者から見れば、豊後牛とおおいた和

牛という二つのブランドがあり、非常に分かり

にくいというのが本当のところです。また、そ

うしたことから、生産者に対する浸透という面

でも課題があるのではないかと感じています。 

 そこでまず、豊後牛に加えて、おおいた和牛

というブランドを導入するにあたって、どのよ

うな課題認識を持ち、どういった手順で導入を

進めてきたのか伺います。その上で今回の全共

の結果を機に、私としては改めて関係者間で協

議を進め、ブランド名を急ぎ統一していくべき

ではないかと思いますが、あわせて農林水産部

長に伺います。 

 次は、本県で開催される第４３回全国豊かな

海づくり大会に関して質問します。 

 去る１０月３日に実行委員会が設立され、い

よいよ令和６年の開催に向けた準備が本格化し

ています。実行委員会では、大会の基本方針、

基本理念とともに、式典会場が大分市、海上歓

迎・放流行事が別府市で行われることが決定し

ました。海づくり大会は、昭和５６年に本県で

第１回目が開かれて以来、４３年ぶりの開催と

なります。本大会が大分県で開催されることを

歓迎する声を耳にするなど、県民の期待も高ま

ってきており、私自身も大きな期待をしていま

す。 

 本大会について、昨年の第４回定例会におい

て、知事からは大会を通じて漁業者には新たな

取組の契機とし、県民には水産業や環境保全へ

の理解と関心を持つ機会として今後の水産業の

発展につながるよう、準備を進めていくとの答

弁でした。 

 そうした中で定められた大会の基本方針です

が、資源保護と管理の推進、自然環境保全、水

産物の消費拡大、県の魅力発信の四つが柱とさ

れています。中でも、森と海をつなぐ取組は、

林業、水産業共に盛んな本県にふさわしいもの
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であり、こういった考えを広めることが、海の

ない市町や私の地元の杵築市のように、開催地

ではない市町村も巻き込んだ取組へのステップ

になると思います。 

 今後、準備が本格化していくと思いますが、

こうした取組を強化することで、４３年ぶりの

この栄えある大会を、開催地だけでなく、大会

成功に向けて県民総参加で盛り上げていくこと

が必要であると思います。 

 そこで、どのようにして本大会を県全体での

水産業への理解の醸成、振興につなげていくの

か、農林水産部長に伺います。 

 あとは、対面席から。 

  〔阿部（長）議員、対面演壇横の待機席 

 へ移動〕 

古手川副議長 ただいまの阿部長夫君の質問に

対する答弁を求めます。広瀬知事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 阿部長夫議員から、農林水産業をめ

ぐる諸課題について御質問いただきました。 

 まず、私から、畜産共進会を踏まえた今後の

畜産振興についてお答えします。 

 阿部長夫議員からは、鹿児島全共の成績につ

いてお褒めの言葉をいただきましたが、私とし

ては、前回、宮城全共で日本一を獲得した本県

の実績からして、やはり物足りなさを感じてい

ます。生産者の皆さんの御努力、御奮闘に対し

て、私ども行政や畜産関係団体の力不足もあっ

たのではないかと反省するとともに、大変申し

訳なく思っています。 

 全国和牛能力共進会は、その結果がブランド

力に大きく影響する畜産振興にとって大変重要

な大会です。今回の結果を真摯に受け止め、５

年後に北海道全共での日本一奪還を目標に、全

力で取り組みます。鹿児島全共で見えてきた課

題は二つ。これからそれをしっかりと解決して

いきます。 

 一つは、肉牛の生産技術の向上です。本県は、

宮城全共において、種牛の部で日本一を獲得し

ました。今回の鹿児島全共では、名実ともに日

本一になるべく、肉牛の部でもトップを目指し

てきましたが、肉質面では高評価を得たものの、

歩留まりの評価が低く、最優秀賞を逃す結果と

なりました。 

 鹿児島全共では、消費者ニーズに応じ、オレ

イン酸を重視した審査基準が新たに導入されま

した。次回大会では、サシ重視から肉本来のお

いしさを求める流れが、さらに強まると予想さ

れます。 

 そこで、こうしたニーズに応えた改良を目指

して、ゲノム育種価の活用による種雄牛造成や

歩留まりに影響を与える子牛段階からの一貫し

た育成、肥育マニュアルの見直し等に、県畜産

研究部で責任を持って取り組みたいと思います。 

 現場への普及については、畜産関係団体が主

体となって、基本的な管理技術に加え、高度な

育成ノウハウを継承する場を提供するなど、全

共に向け、積極的に取り組んでいただきたいと

思います。 

 二つは、それを支える生産基盤の強化です。

さらなる躍進には、産地規模の拡大が必須であ

ることから、施設整備や繁殖雌牛の導入を積極

的に支援するなど、多様な形態に合わせた増頭

支援策を展開します。 

 大会に向けては、現場で実践する若い担い手

や技術者のさらなる奮起が何よりも重要です。

全共後に地域で開催された反省会では、若い生

産者から、今日をスタートに、次回大会では自

分たちが中心となって日本一を取ると力強い声

が出たと伺い、大変頼もしく感じています。こ

うした声に応えるべく、早速改良に向けた重要

な資料となる県内雌牛の登録データを収集する

とともに、今月１４日には、生産者、関係団体

を交えた戦略会議を開催します。 

 ５年後の北海道全共における日本一の奪還に

向け、生産者、関係団体、県が、我が事と捉え、

全力で取り組んでいきます。 

古手川副議長 佐藤農林水産部長。 

佐藤農林水産部長 まず、おおいた和牛につい

てお答えします。 

 豊後牛の平成２９年度の出荷頭数は２，８３

１頭とロットが小さく、県外流通におけるブラ

ンド確立の大きな課題となっていました。この

ため、県では施設整備等の支援により、肥育牛
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頭数の増頭を図るとともに、関係者と連携し、

県外取扱店舗の拡大などのＰＲを強化してきま

した。 

 そうした中、県外の卸業者からは、豊後とい

う呼称では大分のイメージに結び付かず、地域

としてのブランドが生かせない。また、直接消

費者に提供する飲食店からも、豊後牛では産地

が分からないなどの意見がありました。このよ

うな声を受け、平成３０年９月に生産者の代表

や県内外の流通関係者、飲食業者などと協議を

進め、新たにリーディングブランドを、おおい

た和牛に統一したところです。 

 現在、ほとんどの肥育農家がおおいた和牛の

参画農場になり、出荷可能頭数も増加し、直近

の見込みでは約５，３００頭に達しています。

また、県外認知度も平成３０年度の４％から令

和３年度には１６．３％へと着実に向上してい

ます。 

 今後も、関係者一丸となって、議員が御心配

なさっていることを払拭できるよう、おおいた

和牛の拡大を進めていきます。 

 続いて、全国豊かな海づくり大会による水産

業の振興についてお答えします。 

 本県の豊かな海や川を次代へ引き継いでいく

という基本理念を支える四つの基本方針を達成

するためには、漁業者はもとより、県全体の機

運を高めていくことが重要です。そのため、杵

築市農林水産祭などの県下各地で開催される様

々なイベントに出向き、大会のＰＲをしていき

ます。来年には１年前プレイベントを開催し、

基本方針に沿った企画展示や体験コーナー等を

通じ、水産業や環境問題等について広く県民へ

発信していきたいと思います。 

 また、沿岸部のみならず、内陸部の河川にお

いても稚魚を放流するリレー放流や水産教室等

を開催し、子どもたちへ、つくり育てる漁業の

重要性や、森から川、海へとつながる自然環境

を守る大切さを伝えていきます。 

 さらに、大会当日には開催地以外でも、別府

港とリモートでつないだ放流イベントや関連行

事を開催してもらえるよう、関係市町村に検討

していただくこととしています。 

 このような場を通じて、水産業や消費拡大に

ついて県内外に直接アピールし、交流すること

で生産者のやる気を喚起し、今後の水産振興に

つなげる大会としていきます。 

古手川副議長 阿部長夫君。 

阿部（長）議員 知事ありがとうございました。

肉牛の生産技術の向上、それから生産基盤の強

化をしっかりとやって、大分の和牛の能力を高

めるということでした。ぜひお願いします。 

 そういう中で若者も頑張っているので、若い

人をしっかりと経営ができるように、応援して

いただきたいと思っています。 

 それと、おおいた和牛の件ですが、ＪＡさが

と宮崎県の和牛、これも確認させていただきま

した。佐賀牛というのは肉質が４等級以上で脂

肪交雑７以上、これを佐賀牛と呼ぶ。それ以下

は佐賀産和牛と言うらしいのですね。 

 宮崎牛は、肉質等級は日本食肉格付協会の格

付において、格付４等級以上の牛肉のことのよ

うですが、それ以下は、宮崎和牛と言うようで

す。 

 つまり、佐賀牛、それから宮崎牛でもブラン

ドが統一されているということですね。特に佐

賀県の畜産振興課に確認させていただきました

ら、ＪＡさがが意匠登録して進めているという

ことですが、やはり生産者のうちの９割ぐらい

が佐賀牛と、佐賀産和牛ということになってい

るようです。 

 したがって、大分においても豊後牛のこだわ

りはあるのかもしれませんが、出口のところで

おおいた和牛を全国的に売り出す必要があるの

ではないかな。難しいところもあるかもしれま

せんが、ぜひ協議を進めていただきたい。 

 それからまた、豊かな海づくり大会は水産振

興が目的の一つでもあるし、大会を契機に漁業

者のやる気がいかに醸成されるかということだ

ろうと思います。さきほど農林水産部長の答弁

でもあったように、各地においていろんなイベ

ントをしていただけるということですが、漁師

の皆さんがそこでいかに参加するか、参加して

いることが大事だろうと思うので、しっかりと

漁師の皆さんがやる気を起こすようなイベント



第４回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 132 - 

にしていただきたいと思います。 

 次の質問に移ります。 

 社会インフラの老朽化対策について伺います。 

 道路や河川などの社会インフラは、社会経済

活動の基盤として県民の安心・安全を守り、本

県が将来にわたって発展していくための活力源

でもあります。 

 広瀬知事が平成１５年に就任して、これまで

を振り返ると、東九州自動車道、中津日田道路

などの広域道路ネットワークや地方の活力とな

る国・県道の地域道路ネットワークを始め、過

去３度の大水害から竹田市民を守る治水の要、

稲葉・玉来ダム、さらには土石流から被害を軽

減する砂防ダムなど、その整備は大幅に進んで

きました。このように、社会インフラが整って

いく中、その総量は着実に増加しているほか、

既存の施設については高度経済成長期に集中的

に建設されていることから、概ね５０年が経過

し、近年、その老朽化対策が喫緊の課題となっ

ています。昨年１０月に和歌山市において水道

橋が老朽化で崩落し、約６万世帯が１週間にわ

たり断水となった事故は記憶に新しいところだ

と思います。 

 とりわけ、道路については県民生活に及ぼす

影響が大きく、日頃は何気なく車で運転してい

るが、橋梁が損傷などにより一たび通行止めと

なれば人々の暮らしは混乱し、大きな経済損失

をもたらします。そのため、社会インフラは、

当たり前のようにその機能を持続的に発揮して

いくことが非常に重要です。 

 国においても、法律改正による定期点検の義

務付けや予算の重点化などの対応を行っている

ところですが、限られた状況の中で、いかに効

率的・効果的に対策を講じていくか、また、対

応する土木技術者の技術力をどうやって高めて

いくかなど、様々な課題に取り組んでいかなけ

ればなりません。市町村においても、その課題

は県と同様です。財政面の問題もありますが、

加えて、技術力不足は深刻であり、中には事務

職の職員が土木の業務を行っているところもあ

るようです。施設規模は小さいものの、県より

数が多く、道路橋は市町村全体で８，１４２橋

と、県の３倍以上です。これらの橋梁を適切に

維持管理していくためには、健全度判定や対策

工法の選定などの技術的判断が重要であり、県

が積極的に技術支援を行っていくべきと考えま

す。 

 こうしたことを踏まえ、技術的難易度が高く、

社会的影響が大きい橋梁を始めとする社会イン

フラの老朽化対策について、今後どのように進

めていくのか、知事の考えを伺います。 

古手川副議長 広瀬知事。 

広瀬知事 社会インフラの老朽化対策について

御質問いただきました。大変大事なテーマです。 

 社会インフラは、安心・活力・発展の大分県

づくりを支える重要な役割を担っており、必要

な整備を積極的に進めるとともに、維持管理を

適切に行いながら、健全な状態で次世代に継承

していかなければいけないと考えています。 

 とりわけ、高度経済成長期に集中して建設さ

れた施設の老朽化が進展する中で、その対応は

重要な課題です。次の三つの視点で取組を進め

ています。 

 一つは、更新時期の集中を回避し、予算を平

準化する長寿命化計画の策定とその着実な実施

です。 

 本県では、平成２２年度の橋梁を皮切りに、

トンネル、舗装など順次策定を進め、令和元年

度に主要１８施設の策定を完了させました。 

 今後も、定期的な点検診断を着実に行いなが

ら、ライフサイクルコストの縮減につながる予

防保全型の対策を講じていきます。壊れるまで

待っているのではなくて、予防保全でいきたい

ということです。 

 二つは、この計画を実行するために必要な予

算の確保です。 

 今後、急増するインフラの維持管理、更新需

要を踏まえ、国は、３年度からの防災・減災、

国土強靱化のための５か年加速化対策に、老朽

化対策を追加したところです。これは大変あり

がたかったわけです。本県においてはこれを積

極的に活用して、計画に基づき、対策工事を鋭

意実施しています。国土強靱化は息の長い取組

が必要であり、あらゆる機会を捉え、関係機関
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にその推進を訴えてきました。先月も、全国知

事会国土交通・観光常任委員長として、５か年

対策の完了後においても、継続、推進してもら

うように、必要な予算を確保するよう、直接、

総理大臣にお願いする機会を得たところです。

こうして確保した予算を効率的、効果的に活用

するため、ドローンやＡＩ等の先端技術を導入

した点検等にも積極的に取り組みます。 

 三つは、人材育成と技術力の向上です。 

 県では、建設技術センターと連携し、新技術

に関する講座の充実や点検の現場研修を行いな

がら、官民双方の技術力向上を図っています。 

 議員御指摘の市町村技術職員の減少や技術力

向上については、県としても大きな課題と認識

しています。 

 このため、市町村と議論を重ね、まずは技術

者不足への対応として、ＪＲをまたぐ市町村管

理の橋梁を、県が実施する点検とあわせて発注

する取組を２市町で試行しています。 

 このように、橋梁の点検業務を県、市町村合

同で行うことは、市町村職員の技術力向上にも

つながるものと期待しています。引き続き、市

町村のニーズを見極めながら、必要な支援体制

を構築していきます。 

 今後とも、県民生活を支える社会インフラの

老朽化対策を着実に進めていかなければならな

いと思っています。 

古手川副議長 阿部長夫君。 

阿部（長）議員 知事ありがとうございます。 

 ただいま老朽化対策として予防保全しながら

長寿命化を図っていく。そしてまた、しっかり

と予算を確保していく。そして、人材の育成、

技術力を向上する、正に老朽化対策にはこれが

必要ではないかと思います。特に市町村におい

ては技術力が不足している中、県の支援をいた

だきながら点検等を進めて、本当に対策が必要

かどうかという診断はやはり技術力がないとで

きないと思うので、しっかりと県の支援を各市

町村にお願いします。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 児童養護施設入所児童生徒へのケアについて

伺います。 

 先日、児童養護施設の方から話を伺う機会が

ありましたが、いじめ防止のために関係者が尽

力されている中、やはり当事者の子ども同士で

は、特に施設に入っている子どもとして違う目

で見られたり、嫌がらせを受けたりする例も少

なくないとのことでした。 

 常に子どもの最善の利益を第一に考え、子ど

もに関する取組、政策を社会の真ん中に据え、

子どもの視点で、子どもを取り巻くあらゆる環

境を視野に入れ、子どもの権利を保障し、誰一

人取り残さず、健やかな成長を社会全体で後押

しする新たな司令塔として、こども家庭庁がい

よいよ創設されます。 

 今後のこども政策の基本理念は、子どもの視

点、子育て当事者の視点に立った政策立案、誰

一人取り残さず、抜け落ちることのない支援、

子どもや家庭が抱える様々な複合する課題に対

し、制度や組織による縦割りの壁、年齢の壁を

克服した切れ目ない包括的な支援、待ちの支援

から、予防的な関わりを強化するとともに、必

要な子ども・家庭に支援が確実に届くようプッ

シュ型支援、アウトリーチ型支援に転換などと

されており、正に頼もしい限りです。 

 この機に、県でもこれまで制度の谷間に陥り

やすかったケースにもきちんと連携しながらケ

アしていくことが大切です。特に虐待等によっ

て傷つき情緒不安を抱えた子ども、発達障がい

等により関わりの難しい子どもの教育と発達、

安心できる生活と治療的ケアを保証するために

は、福祉保健部と教育委員会、そして児童福祉

と障がい者福祉など、これまでの枠を超え、正

にこどもまんなか社会を目指した横の連携が大

変重要です。 

 そのための一歩として、児童養護施設と学校

との協力体制が必要です。社会的養育施設の子

どもが多く通学する小学校、中学校に対し、冒

頭のような不幸なことが起こらないように、チ

ームティーチングなどのための教員の加配等、

きめ細かな配慮が必要と考えますが、学校にお

ける児童養護施設入所児童生徒へのケアについ

て教育長の見解を伺います。 

 次に、子育て短期支援について伺います。 



第４回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 134 - 

 保護者の病気や仕事などにより子どもの養育

が一時的に困難となった場合や、育児不安や育

児疲れ、慢性疾患児の看病疲れなどの身体的・

精神的負担の軽減が必要な場合に、児童養護施

設などで一定期間子どもを預かる事業として、

市町村が実施する子育て短期支援事業、いわゆ

るショートステイです。県内では、姫島村を除

く各市町で利用が可能となっており、令和３年

度は、延べ１，６８１人が利用し、いざという

ときに助かったという声を聞いています。 

 冠婚葬祭や学校等の公的行事等の社会的な事

由でも利用できるという点で利便性は高いので

すが、受け入れる施設側は通常の職員体制のま

ま一時的に受け入れるため、おのずと受入人数

が限られてきます。利用したいときに利用でき

なかったとの声も聞いており、受入体制の充実

は不可欠です。 

 国の令和３年度補正予算において、その取組

を支援する補助金も用意されているようですが、

実施主体である市町村の取組が進まず、なかな

か受入拡大までは行き着いていないのが現状で

す。 

 このようなときに、さきほども言いましたが、

これまでの枠を超え、こどもまんなか社会を目

指した県と市町村の連携が大変重要です。施設

の受入拡大に向け、子育て家庭へのサポートが

充実するよう市町村と連携して取り組むことが

大切だと考えますが、子育て短期支援の充実に

ついて福祉保健部長の見解を伺います。 

 続いて、通園バスの置き去り防止対策につい

て伺います。 

 今年９月、静岡県牧之原市でまたもや不幸な

通園バス置き去り死事件が発生しました。事故

で浮上したのは安全管理のずさんさでした。降

車後に車内を点検する園のルールは守られず、

乗車名簿には園児の降車を確認する欄もなかっ

たとのことでした。 

 本県でも９月に県内全６３１の幼児・保育施

設を対象に実施した緊急調査結果では、通園バ

スを運行している９７施設のうち、約２割が乗

降時に子どもの人数、名前などの確認や記録を

徹底していませんでした。また半数以上の施設

が、降車時の車内確認などの手順を定めた安全

管理マニュアルを策定していないことも分かっ

たとのことでした。車内にセンサーを付けるな

ど、園児が残されていないか見落としを防ぐシ

ステムを導入済みの施設は現状ではないとのこ

とでしたが、国が再発防止の緊急対策として、

来年４月からブザーなど安全装置を義務化する

方針を示し、今回その設置のための補助経費が

補正予算案として提案されていることは、今後

の再発防止策として大いに期待できるところで

す。 

 本県でも実際に今年６月には、登園時に子ど

も１人が３分間、通園バスに取り残された事件

が発生しました。施設独自のマニュアルは設け

ていたものの徹底されていなかったとのことで、

やはり装置の設置とともに、運営に携わる方々

の二重三重にわたるチェックなど、その取扱い

の徹底が大切であることは言うまでもありませ

ん。 

 こうしたことを踏まえ、今後、通園バスの置

き去り防止対策をどのように進めていくのか、

福祉保健部長に伺います。 

古手川副議長 岡本教育長。 

岡本教育長 児童養護施設入所児童生徒へのケ

アについてお答えします。 

 県内９か所の児童養護施設には、本年４月１

日現在で２８２人の児童生徒が入所し、それぞ

れ近隣の小中学校等に通学しています。その中

には、保護者がいない、あるいは虐待を受けて

いるなど、複雑な事情を抱えている児童生徒も

います。 

 特に虐待を受けた子どもは、大人への不信感

や恐怖心を抱いていたり、自己肯定感が著しく

低いこともあるため、その言動の背景を理解し

た上で対応することが大事になります。 

 教職員には、これら児童生徒の気持ちに寄り

添い、学校には、落ち着いて過ごすことができ

る居場所としての役割が求められます。学校は、

児童養護施設との定期情報交換会や個別事案の

検討会のほか、要保護児童対策地域協議会での

情報共有など、関係機関と密接な連携を図って

います。 
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 県教委では、実情に応じて児童生徒支援加配

等の教員を配置したり、スクールカウンセラー、

スクールソーシャルワーカーを活用した心のケ

アなど、きめ細かな支援も行っています。 

 今後も、児童生徒が安心して学校生活を送れ

るよう、課題を抱える児童生徒に対し、適切な

支援に取り組んでいきます。 

古手川副議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 私からは２点お答えします。 

 １点目は、子育て短期支援についてです。 

 県内の各市町では、乳児院や児童養護施設、

児童家庭支援センター等に委託して子育て短期

支援、いわゆるショートステイを実施しており、

利用実績は、平成２８年度の延べ７９７件から

昨年度の１，６８１件へと、５年間で２倍以上

に増加しています。 

 一方、議員御指摘のとおり、地域によっては、

身近な場所に受入可能施設がない、満室で空き

がない、施設の人員不足により受入れの余力が

ないといった声があると承知しています。 

 そのため県では、昨年度、施設のない日田市

と佐伯市で児童家庭支援センターの開設を支援

したほか、新たに受入先として制度化された里

親への委託を推進し、今年度、大分市で６組の

里親による受入れが可能となりました。 

 また、昨年度、国が追加した補助メニューに

ついては、現在、専用施設の整備を１市で、専

従職員の配置を２市で検討しています。さらな

る活用に向け、引き続き市町村に働きかけてい

きます。 

 今後とも、市町村や関係機関と連携しながら、

困りを抱える子育て家庭が適時に必要な支援を

受けられるよう、子育て短期支援の充実に努め

ていきます。 

 ２点目は、通園バスの置き去り防止対策につ

いてです。 

 県では、市町村と協力して、送迎バスを運行

している９７の幼児教育・保育施設への実地調

査を、当初計画を前倒しして先月末までに急ぎ

実施しました。その結果、乗降時の人数や名前

の確認が常に行われている施設は、９月の緊急

点検時の約８割から９割に増加し、マニュアル

等を策定済みの施設も、約５割から６割に増え

るなど、一定の改善が確認されました。 

 さらに、園児に対してクラクションを押す訓

練を実施したり、園児が助けを求めるために押

すブザーをバス内に設置するなど、静岡県の事

案を受け、独自の対策を講じている園があるこ

とも確認できたところです。 

 今議会に補正予算案を提出している安全装置

の設置費用の助成については、送迎バスを有す

る全ての幼稚園等に活用を促し、早期の導入を

図っていきます。 

 加えて、市町村との連携の下、点呼等による

所在確認の徹底など、重層的なチェック体制に

ついても指導を行い、幼稚園、認定こども園、

保育所等が子どもたちにとって安全で安心な場

所となるよう、万全を期していきます。 

古手川副議長 阿部長夫君。 

阿部（長）議員 ありがとうございました。 

 送迎バスの事故は、本当にあってはならない

事故だったと思います。しっかりと御指導くだ

さい。 

 また、教育委員会は施設と学校との連携で支

援されているようです。ただ、私が行ったとこ

ろではそれが行き届いていないのかなという感

じもしました。様々な理由で家庭を離れて児童

養護施設で生活せざるを得なくなった子どもた

ちが、自分ではどうすることもできない理由で

いじめに遭ったりする、そういうことはあって

はならないと思っています。施設から同じ小中

学校に何人も通うわけですから、私が訪問した

施設は、小学校に２３人、そして中学校に１０

人通っているということです。これだけの人数

であると、やはりそういった子どもたちに対す

る先生の目が行き届きにくいようです。施設に

入っているというだけでいじめに遭ったり、不

利益を被らないように、そういった支援をしっ

かりとお願いしたいと園長は言っていました。 

 加配の支援をしていただいて、スクールソー

シャルワーカー等を派遣していただいていると

いうことですが、実態をもう少し把握していた

だいて、目が届いた指導、支援を行っていただ

きたいと思っています。 
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 また、子育て支援について様々な取組をして

いただいているようですが、やはり利用者のニ

ーズが多いというところで、利用したいときに

利用できないという声が上がっています。市町

村ごとのマンパワーの確保が難しいということ

であれば、国の子育て短期支援臨時特例事業を

使って、県が市町村の間に入ってこういった事

業を進めていっていただきたい、支援を広げて

いただきたい。 

 別府市の担当課に確認したのですが、来年は

その施設、短期入所支援加配を国の事業を使っ

て県にお願いしたいと。大分市も何か取組をし

ようとしているようですが、別府市の担当者が、

県が補助金を出していただければと言っていま

した。どうかよろしくお願いします。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 ホーバー就航に伴う陸上アクセスについて伺

います。 

 大分空港と大分市を結ぶ海上交通として、来

年度中に復活を予定するホーバークラフトの船

体デザインが１０月末に発表されました。大分

空港が航空機を使った小型人工衛星の打ち上げ

拠点に選ばれた宇宙港がモチーフとなっており、

未来や夢を感じさせ、開業への期待が高まって

きました。 

 期待が高まる一方で、少し心配になる点もあ

ります。現在、大分空港への足となっている空

港バスエアライナーとの乗客の奪い合いとなり、

エアライナー運行に係る収支にも大きな影響を

与えるのではないかと懸念しています。仮に、

収益の悪化のためにエアライナーが減便され、

車両の売却などにより運行基盤が一旦失われる

と、なかなか復活には厳しいものがあり、それ

は利便性の低下に直結します。 

 空港アクセスの利便性向上やアクセスの多重

化の観点から、陸路であるエアライナーと海路

であるホーバークラフトの両方を安定的に維持

していくことが重要です。また、近接するＪＲ

杵築駅や大分空港道路なども活用しながら、ホ

ーバー欠航時の対策を講じておくことも忘れて

はなりません。 

 現在国内では運航していないホーバークラフ

トが復活することで期待は高まるのですが、あ

わせて、こうした諸課題も整理していく必要が

あろうかと考えます。 

 こうしたことを踏まえ、ホーバー就航に伴う

陸上アクセスの課題について、県としてどのよ

うな対策を考えているのか伺います。 

古手川副議長 大塚企画振興部長。 

大塚企画振興部長 ホーバークラフトの導入に

あたっては、発着地となる西大分に５００台程

度の無料駐車場を整備し、自家用車やレンタカ

ーからの転換を主に図りたいと考えていますが、

一部、空港バスからの転換も予想されています。 

 議員御指摘のとおり、大分空港の利便性を高

めるためには、空港アクセスとして、陸路と海

路の両ネットワークが安定的に維持されるよう

取り組むことが重要です。そのため、県として

は、国際線を含めた新規路線の誘致等による航

空ネットワークの拡充や宇宙港の実現などによ

る新たな需要の創出により、空港利用者数その

ものを増加させるための取組をあわせて進めて

いくこととしています。 

 また、荒天などによるホーバー欠航時には、

運航情報をホームページ等でリアルタイムに発

信するとともに、予約者には、個別にメールや

電話等で連絡を行い、空港バスの利用を促して

いく予定です。他の代替策についても、バス事

業者と検討していきたいと考えています。 

 空港利便性を低下させることがないよう、バ

ス事業者などの関係者と緊密に連携して取組を

進めていきます。 

古手川副議長 阿部長夫君。 

阿部（長）議員 ありがとうございました。 

 ただ、空港アクセスがホーバーによって増え

ることは非常にいいことだと思いますし、また、

空港の利用客を増やす対策はぜひ取っていただ

きたいと思います。 

 そういう中で、一番打撃を受けるのはやはり

空港エアライナーではないかと思っています。

その辺の支援もしっかりと検討していただきた

いと思いますし、また、以前にお尋ねしたこと

ですが、ホーバー欠航時の対策としてＪＲ杵築

駅と相原パーキングを結ぶことを考えていただ
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けないか。相原パーキングとＪＲ杵築駅、シャ

トルバスでこういったことが考えられないかと

伺いました。 

 また、パーク・アンド・ライド方式で空港バ

スをＪＲ杵築駅に停車させて空港に向かうルー

トをつくってはどうか。悪天候時の代替手段だ

けではなく、県内各地からＪＲ杵築駅を利用し

たルートの多様化を図る観点から、相原パーキ

ング経由の空港輸送も検討してはいかがでしょ

うか。見解を伺います。 

古手川副議長 大塚企画振興部長。 

大塚企画振興部長 大分空港の利便性を高める

ためには、多様なルートでアクセスできること

が大変重要です。 

 その中で、議員御提案のＪＲ杵築駅を利用し

たアクセスも、将来的な選択肢の一つとして検

討の余地はあるのではないかとは考えています。 

 一方で、具体的なアクセスとして導入を考え

るにあたっては、やはり一定程度の安定提供な

利用者ニーズということも大事です。 

 そういうことなので、まず、私どもとしては

大分空港そのものの利用者数を増やしていく取

組をしっかりと行っていきたいと思います。 

古手川副議長 阿部長夫君。 

阿部（長）議員 将来的な検討ではなくて、直

ちに検討に入っていただきたいとお願いして、

私の一般質問を終わります。ありがとうござい

ました。（拍手） 

古手川副議長 以上で阿部長夫君の質問及び答

弁は終わりました。玉田輝義君。 

  〔玉田議員登壇〕（拍手） 

玉田議員 皆さんこんにちは。３４番、県民ク

ラブの玉田です。最後、３日目の４番目ですが、

よろしくお願いします。 

 まず、１０月４日に、早いもので２か月経ち

ますが、広瀬知事が次期の県知事選挙に出馬し

ないと表明されました。私もそうですが、多く

の県民は驚いており、引き続き県政運営に当た

ってほしいという声もあります。特に人口減少、

過疎、大規模自然災害の頻発、国際情勢の不安

定化、新たな感染症、そして、ポストコロナの

社会づくりなどの多くの課題がある中で、続投

を望む声は、これまでの知事のリーダーシップ

に対する評価と私は受け止めています。 

 同時に、知事が長年にわたり本県のリーダー

として、日々、重要な判断を迫られてきたこと

を思うと、心身への御負担はいかばかりだった

かと推察します。これまでの御尽力に対し、改

めて心からの敬意を表します。 

 それでは、早速、質問に入ります。 

 まず一つ目は、三つの日本一に向けた取組に

ついてです。 

 知事は、２０１５年に今後１０年間の県政運

営の道しるべとして、大分県長期総合計画、安

心・活力・発展プラン２０１５を策定し、特に

安心の分野では、子育て満足度、障がい者雇用

率、健康寿命の三つの日本一の実現を目指し、

県政運営に当たってこられました。 

 まだ、計画の最終年ではありませんが、現時

点の成果として、子育て満足度については、重

要指標の一つである合計特殊出生率が、２０１

５年の１．５９から、２０２１年に１．５４と

低下。障がい者雇用率についても、全国順位が

２０１４年の２位から、２０２１年には７位と、

これも順位が低下したものの、健康寿命につい

ては、２０１６年に男性３６位、女性１２位か

ら、２０２１年に発表された２０１９年時点の

順位は男性が１位、女性が４位と、飛躍的に順

位を伸ばしました。 

 これら三つの日本一を目指す取組により、ど

のような大分県を創造しようとしてこられたの

か、知事の思いと、これまでの成果に対する評

価について伺います。 

 以下は対面席で行います。 

  〔玉田議員、対面演壇横の待機席へ移動〕 

古手川副議長 ただいまの玉田輝義君の質問に

対する答弁を求めます。広瀬知事。 

  〔広瀬知事登壇〕 

広瀬知事 玉田輝義議員から、大分県が目指す

三つの日本一に向けた取組について質問いただ

きました。 

 私が就任した平成１５年は、一方で少子高齢

化の進行、他方で長期にわたる景気低迷のトン

ネルの中、先行きが見通しにくい時期でした。 
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 そうしたときであっても、この大分県は県民

の皆さんにとっては大事な生活の場であり、仕

事の拠点でもあることから、求められているの

は、やはり安心・活力・発展の大分県づくりで

あると考えました。三つの日本一は安心の礎と

して、プラン２０１５において枢要な施策に位

置付けられています。 

 まず、子育て満足度日本一です。 

 御指摘の合計特殊出生率も重要な指標ですが、

この目標に込めた思いは、若い世代が安心して

子どもを産み育てられ、子どもが心身ともに健

やかに育つ大分県づくりです。 

 着任後には早速、国に先駆けた県独自の不妊

治療費助成や総合周産期母子医療センターの開

設、小児救急医療体制の充実などに着手しまし

た。その後、第２子以降の保育料や子ども医療

費の助成も拡充するなど、一貫して妊娠・出産、

子育てまでの切れ目のない支援に力を入れてき

ました。 

 あわせて、児童相談所の職員増員や城崎分室

の設置などの児童虐待対策はもとより、子ども

食堂やヤングケアラーへの支援などにもきめ細

かく対応しています。 

 次に、健康寿命日本一では、県民が総ぐるみ

で健康づくり運動を展開し、一人一人が健康で

活力あふれる人生を送ることができる社会の構

築を目指しています。 

 各界トップが結集した健康寿命日本一おおい

た創造会議を中心に、官民一体となって、県民

が自然に無理なく健康増進に取り組める環境づ

くりを推進しています。 

 特に、働く世代と高齢者への対策は重要と考

え、健康経営事業所の拡充や日本一を誇る通い

の場への参加率向上等に努めてきました。そう

した中での昨年の快挙は、これまでの県民の努

力が結実したものと考えています。 

 三つ目の障がい者雇用率日本一の目指すとこ

ろは、障がいのある方も自分が望む地域で自立

して暮らすことができる社会の実現です。 

 これまで、雇用アドバイザーによる企業との

マッチング支援や、法定雇用率未達成企業への

重点訪問等に取り組んできた結果、雇用率自体

は上昇傾向にあり、昨年度の県内の一般就労者

数は、過去最多となりました。 

 最近では、農業やＩＴ分野で活躍する方も増

えており、多様な就労の場が広がってきていま

す。 

 三つの日本一の実現には道半ばですが、県民

と共に一歩ずつ歩んできたことで、目指す社会

へ着実に近づいてきたのではないかと考えてい

ます。 

古手川副議長 玉田輝義君。 

玉田議員 知事、ありがとうございました。今

の答弁で、知事が就任以来、安心については非

常に思い入れが強く進めてこられたことが分か

りました。 

 就任当時は決して、今もそうですが、財政状

況が良くない中で、しかも安心はどうしても公

共セクターというか、公の税金で何とかしよう

という当時の機運があった中で、行財政改革を

進めながら安心を確保するということで、非常

に御苦労されたのではないかと思っています。 

 そういう中で、私も今回この質問を考えなが

ら思ったのですが、もちろん結果数値に上下は

ありますが、三つの日本一という目標を掲げて、

そして、県民運動としてこの間取り組まれたの

は非常に大きなことだったと私自身も思ってい

ます。 

 ただ、これからやはり安心・活力・発展の安

心というのは、その後の活力・発展の土台の部

分なので、これはまたこの先ぐらぐらしては困

ると思っています。私は勝手に、知事の安心フ

ァーストの県政をこの間、安心の中でやられて

きたと思っていますが、この安心ファーストの

理念をこれからどう継承していくか、ここがや

っぱりこれから激動する社会の中で大きな課題

ではないかと思いますが、知事のその辺の思い

があれば、ぜひ答弁願います。 

古手川副議長 広瀬知事。 

広瀬知事 思い起こすと、私が最初に知事にな

ったときに積極的に言ってきたのは、選挙公約

として安心・活力・発展の大分県をつくること

ですが、行革は実は不勉強で、最初はそういう

ことは考えておらず、行革というのは後ろ向き



第４回 大分県議会定例会会議録 第４号 

- 139 - 

の政策ですし、どちらかというと、反対勢力に

遭うと決まっていますから、やりたくない話な

ので、考えていなかったのですが、実際に知事

になって、さて、これからいろいろなことをや

らなきゃいけないというので財政を調べてみた

ら、これはすぐに財政再建団体というか、民間

でいえば企業倒産に陥ると分かったものですか

ら、それで慌てて行革をやろうとなったわけで

す。逆になっていたら安心ということが言えた

かどうか分かりませんが、そんな経緯がありま

した。 

 しかし、安心というのは、今、議員が言われ

るように、この大分県は県民にとっては暮らし

の場であり、子どもを育てる場であり、そして、

仕事をする拠点、大事な大事なふるさとです。

そのふるさとに一番大事なのは、やっぱり安心

して心豊かに暮らすことができる基盤ではない

かと思います。 

 そんな思いで２０年間、これは県民どなたで

も思うに違いない。このことを曲げてはいけな

いという気持ちで、ずっと一貫して守らせてい

ただいたような次第です。そういう思いでやっ

てきました。県民の皆さんもきっと、そこのと

ころは同じような気持ちではないかと思ってい

ます。 

 したがって、これから立派な方が後任として

選ばれるに違いありませんが、そういう方も必

ずこの安心については同じような気持ちで対応

してくれるのではないかと思っています。 

古手川副議長 玉田輝義君。 

玉田議員 ありがとうございました。私も継承

されることを非常に期待していますし、そのた

めにはやはり我々自身もそれに向かって声を上

げていかなくてはならないとも思っています。 

 あわせて、知事に大分県の次世代を担う子ど

もたちへのメッセージをいただけたらと思いま

すが、私は今いろんなところで、自分の年齢に

２８を足してみてくださいと言っています。２

８という数字は、２０５０年までの数字です。

あわせて、家族とか近くに住んでいる方の年齢

に２８を足してみると、２０５０年の周りの姿

が大体見えるのではないかと思っていますが、

２０５０年といえば、政府が気候変動問題の解

決に向けてカーボンニュートラルを目指すと宣

言した期限です。これから子どもたちが地球規

模の大きな問題に向き合わなければならない一

方で、国内にも大きな問題を抱えています。２

０５０年に向かって子どもたちがどのような２

８年間を過ごしていくのか、正確に予想するこ

とは難しいですが、想像することはできるので

はないか。 

 例えば、人口減少が進む中で、２０２５年以

降、高齢者の急増から現役世代の急減に局面が

変化すると言われており、喫緊の問題として、

介護職員の不足が懸念されます。また、２０４

０年頃には消滅可能性都市が現実のものになり、

機能を維持できない自治体が現れ始め、２０４

５年には人工知能が人間の知能を凌駕するので

はと言われています。これらを経験した後に２

０５０年の社会があります。 

 今の小学校６年生が２８年後にはちょうど４

０歳になって、社会の中枢を担うことを考える

と、その社会を生きる中心は彼らの世代です。

困難な時代を生き抜いていかなければならない

子どもたちに対し、知事はどのようなメッセー

ジを寄せるのかと思うので、どうかよろしくお

願いします。 

古手川副議長 広瀬知事。 

広瀬知事 いろいろ考えると、なかなか将来は

厳しいものがあり、子どもや孫の世代は大変難

しい時代になるだろうなという心配もあります

が、他方、大人たちもそういう見通しのままに

この時代を次の世代に引き継ぐつもりは全くな

くて、少しでも打開への道を切り開いておこう

と努力するはずです。 

 地球温暖化の問題にしても、大変厳しい見通

しですが、カーボンニュートラルに向けて、い

くつかの取っかかりはつくりながら、時代を切

り開いていって、次の世代に渡す努力をするだ

ろうし、そういった意味で、我々も自信を持っ

ていいのではないかと思うし、そして、子ども

たちが自分たちで明るい未来を切り開いていけ

るような基盤をつくってここまで進んだという

決意が皆さんあるのではないかと思います。 
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 そういう意味で、時代を担う子どもたちの未

来については、私はそんなに悲観的ではなく、

むしろ現代は、グローバル化の進展等により、

世界経済が急速な成長を遂げるとともに、技術

革新も目覚ましく、ドローンやアバターやＡＩ

などの先端技術が世の中のありようまで変える

勢いで進んでいます。 

 また、日本では少子高齢化・人口減少が進ん

でいますが、世界的にはむしろ人口増加が進み、

まだまだ世の中もにぎやかになっていくわけで

すから、そのグローバルな世界の中で考えてみ

ると、我々だけ１１０万人、１２０万人から４

６万人の世界に取り残されるということではな

くて、こういう世界の爆発する人口をどうやっ

てうまく取り入れながらやっていくか、そう考

えていけばいいのではないか。 

 こうした変革の著しい時代ですが、歴史を振

り返ると、いつの時代も先人たちは夢を持って、

英知を結集して、たゆまぬ努力を重ねて、明る

い未来を切り開いてきたわけです。子どもたち

にもそんな気持ちで夢を描きながら、大きく羽

ばたいてほしいと思っています。 

 今年の宇宙技術および科学の国際シンポジウ

ム（ＩＳＴＳ）ですが、１月に開幕イベントが

ありました。宇宙飛行士の山崎直子さんは、好

きが最大のエネルギー源だと。自分の興味があ

ることにとことん力を注いだから宇宙飛行士に

なれたと述べています。子どもたちには、自分

の夢に向かって、可能性を信じて、前向きに取

り組んでいただきたいと思います。 

 大分県は今、宇宙港の実現に向けて挑み続け

ています。水平型の人工衛星の打ち上げとか、

あるいは宇宙往還機での地上と宇宙ステーショ

ンの往来の実現は、あと一歩のところまで近づ

いています。これは私どもの世代の夢かもしれ

ません。さらにその先には、例えば、宇宙経由

で大分とニューヨークを３０分ほどで結ぶ高速

２地点間の移動という大変すばらしい冒険が待

っています。あるいは惑星に向けた旅行など、

夢が広がります。 

 大分の子どもたちも、それぞれの夢に向けて、

遠慮なく夢を追い続けてもらってはどうかと思

います。 

 令和２年度から次世代プログラマー発掘コン

テストを開催しています。先端技術人材の発掘、

育成を行っていますが、全国大会でグランプリ

を獲得した小学生を始め、参加した子どもたち

は、失敗と挑戦を何度も繰り返しながら、懸命

に工夫を重ねていました。私も大変頼もしく感

じたところであり、こうした発想力や課題の発

見力、そしてチャレンジ精神を持ち合わせた人

材が、子どもたちが新たな未来を牽引していく

だろうと思っています。 

 言うまでもありませんが、子どもたちは社会

の宝であり、将来を担う大きな希望です。 

 今後とも、子どもたちが無限の可能性を信じ

て挑戦していけるように、夢を大きく広げて進

んでもらいたいと思いますし、そういう子ども

たちの環境をつくってやるのが我々の生きがい

ではないかと思っています。 

古手川副議長 玉田輝義君。 

玉田議員 ありがとうございます。１９６２年

生まれの私は、２００１年、２１世紀になるの

が未来だったのですね。それがもう２０年以上

経ってしまって、２０５０年という数字を聞く

と、ああ、これはどういう時代になるのかなと

思うわけです。 

 先般、豊後大野市立菅尾小学校の６年生に、

出前県議会で行って、意見交換する機会があり

ました。君たちが４０歳になったらどんな社会

になっているかと聞いたら、車で空を飛んでい

る、そういう答えが返ってくるのですね。それ

から、今県政で一番どんなことをやっています

かという中で、宇宙港の話をしたら、非常に皆

さん興味深く話を聞いてくれるわけです。 

 彼らが成長して子育て世代になったときにど

ういう世界が広がっているかを我々も想像しな

がら、さきほど知事が言ったように、基盤をし

っかりとつくっていく。駅伝でいうと、我々は

たすきをつないでいる方で、次の世代にどうた

すきをつないでいくかが非常に重要なことだと

思いますが、そういう意味では、夢の実現のた

めの可能性という部分では、やはり教育も含め

て、いろんな基盤を整備しなくてはならないと
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思いました。そういう社会をこれから我々もし

っかりと責任を持って現役世代としてつくって

いかなくてはならないと思っています。 

 それでは、次の質問に入ります。 

 介護人材の確保についてです。急に現実的な

話になりますが。 

 今年度の決算特別委員会の審査報告書にも記

載されていますが、本県における介護人材は、

２０２５年時点で１，２００人程度、２０４０

年には６千人程度不足すると推計されています。

これまでも一般質問等で取り上げられているよ

うに、高齢化が進む中で要介護者等の増加を見

据えた介護人材の確保は大きな課題だと考えま

す。 

 まず一つは、介護人材の確保のためには、介

護事業所が魅力ある職場であることが重要です。

そのような中で、１０月２８日に、働きやすく、

やりがいのある介護職場に県がお墨付きを与え

るふくふく認証の交付式があり、県内の３事業

者の代表に知事から認証書が手渡されたという

報道がありました。そこでまず、この認証の狙

いと効果について伺います。 

 また、介護事業所の魅力の中で重要なのは賃

金の問題です。介護業界の働き手でつくる労働

組合によると、これまで介護職は全産業平均賃

金と比べ月額４万円ほど賃金が低い実態にある

とされており、職場の過酷さとあいまって人材

の確保に苦労しています。 

 そのような中、国は、２０２２年２月から介

護職員処遇改善支援補助金を創設し、介護職の

給料アップを図ろうとしています。しかし、本

県での補助実績が見込みを大幅に下回っている

ようです。そこで、補助実績が見込みを下回っ

ている理由について伺います。 

 また、補助を受けた事業所について、実際に

職員の賃金がどれくらい上がっているのか、ま

た、賃金引上げ以外に補助金がどのように使わ

れたのか伺います。あわせて、補助の申請に至

らなかった介護事業所について、申請しなかっ

た主な理由についても伺います。 

 さらに、第８期介護保険事業支援計画にない

今回の処遇改善は、税金を投入して行うもので

すから、その効果を検証する仕組みが必要と考

えます。どのようにして効果を検証するのでし

ょうか。以上の点について、少し多いですが、

福祉保健部長の見解を伺います。 

古手川副議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 ２点についてお答えします。 

 １点目は、介護現場の認証制度についてです。 

 要介護者の増加に伴い介護人材の不足が見込

まれる中、介護現場の職員が将来に夢と希望を

持ち、働き続けることができる、魅力ある職場

づくりの推進が求められています。 

 このため県では、やりがいと働きやすさの両

立に向けた取組を実践する介護事業者の増加を

目指し、事業者や職員はもとより、求職者や利

用者にもメリットのある認証制度を今年度創設

しました。 

 早速、先月末までに５２の事業者が基準に沿

った取組を推進することを宣言し、そのうち、

資格取得支援や労働時間短縮の取組等、２４の

評価項目をクリアした３事業者をこのたび認証

しました。 

 認証を受けた事業者にとっては、よりよい職

場環境の実現に加え、積極的なＰＲを通じたイ

メージ向上により、人材確保につながることも

期待されます。求職者にとっても本人が望む職

場を探しやすくなります。 

 加えて、職員のモチベーションアップにより、

利用者に対する介護サービスの質の向上も期待

できると考えています。 

 今後とも、ふくふく認証制度の普及を通じた

魅力ある介護の職場づくりに努めていきます。 

 ２点目は、介護事業所における処遇改善につ

いてです。 

 今回の処遇改善支援補助金の実績は、補助要

件を満たした法人数ベースでは７７．８％です

が、事業所数ベースでは５２．７％にとどまっ

ており、制度の活用が十分とは言えません。 

 未活用の理由としては、短期間での賃金規程

の整備が困難だった例や、医療機関と介護事業

所を両方運営する医療法人において、双方の職

員の賃金のバランスを保つため引上げを見送っ

た例があると伺っています。 
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 また、施設によっては、申請時期がコロナ対

策に忙殺された時期と重なったことも影響して

いると考えられます。 

 この補助金の使途は賃金のみで、介護職員１

人当たり月額９千円相当が交付されていますが、

各事業所の判断で介護職員以外の職員も対象に

加えることができます。 

 申請のあった事業所に聞き取りを行ったとこ

ろ、実際の賃金改善額は、多くの事業所で月額

９千円を下回っており、他の職種にも配分され

ていることがうかがえます。 

 事業効果については、処遇改善支援補助金の

後継として本年１０月から制度化されたベース

アップ等支援加算も含め、国が今月から調査を

予定しており、その結果を注視したいと考えて

います。 

古手川副議長 玉田輝義君。 

玉田議員 ありがとうございます。まず、ふく

ふく認証制度について要望を少し言いますが、

今、福祉保健部長から、現在５２事業者が登録

しているということで、もちろんスタートした

ばかりなので、まだまだこれから増えていくと

思います。 

 ただ、今のところ認証を受けることで事業者

が介護人材の確保を期待しているものの、まだ

そこまでに至っていない状況なので、事業者と

しては人材確保につながる何かもう一工夫欲し

いという思いもあるようなので、この事業を検

証する中で、確実に人材確保につながるように

事業を進めてもらいたいと要望します。 

 それから、さきほど答弁があった処遇改善に

ついてですが、処遇改善支援補助金の後継制度

として、本年度、今年１０月からベースアップ

等支援加算について始まっていますが、さきほ

ど部長から５２％程度にとどまっているという

話もありましたが、現在その申請状況について

どのようになっているか教えてください。 

古手川副議長 山田福祉保健部長。 

山田福祉保健部長 このベースアップ等支援加

算については、今年１０月以降の賃金のアップ、

９千円相当が想定されていますが、それを目指

した施策ですが、申請済みの事業所は１１月末

時点で全事業所の８３％となっており、処遇改

善支援補助金を申請しなかった事業所において

も、こちらの申請は進んでいます。 

古手川副議長 玉田輝義君。 

玉田議員 ありがとうございます。８３％とい

うことで、この事業を進めることで、最終的に

は介護人材の確保というか、賃金アップにつな

がるように、ぜひ進めてもらいたいと思ってい

ます。 

 来年度、２０２３年度が介護保険事業計画の、

そして、県では支援計画の見直しの年です。今

回、言わばカンフル剤的な処遇改善事業でした

が、さきほど国が効果を検証するという話があ

りましたが、そういう効果をしっかり検証して、

そして、介護人材の確保というか、一つはやっ

ぱり、４万円の差があるところを今９千円とい

うことで、しかもその９千円は丸々行っている

わけではないので、１円でも上がるように、何

か知恵を絞っていかなくてはならないと思って

います。 

 ただ、介護報酬自体が、介護保険税とか、そ

ういうことで賄われるので、報酬の決定等に随

分と人件費は左右されますが、そういう中で、

介護人材の確保について、ぜひ議論して進めて

いただきたいと思っています。よろしくお願い

します。 

 それでは次に、気候変動対策について伺いま

す。 

 １１月６日から２０日まで、ＣＯＰ２７（国

連気候変動枠組条約第２７回締約国会議）がエ

ジプトで開催され、気候変動により引き起こさ

れた洪水や干ばつなどの途上国の被害に対し、

支援基金の創設が合意されました。 

 あわせて、期間中、日本は世界の環境団体か

ら、地球温暖化対策に消極的な国であるとして、

化石賞に３回連続で選ばれるという不名誉なニ

ュースもありました。 

 さて、国内では、２０５０年までの二酸化炭

素排出ゼロを宣言した自治体が１０月３１日現

在、７９７自治体に上っており、大分県も２０

２０年３月にゼロ宣言を行っています。 

 また、１１月９日現在、全国１２９の自治体
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で気候非常事態宣言を行っており、本県議会で

も令和２年第１回定例会で気候非常事態宣言を

求める請願を全会一致で可決しましたが、執行

部では実質的な政策を積み重ねるとの理由で、

宣言は行っておらず、気候危機に対する政策の

緊急度が私は余り感じられません。 

 こうした中、本年度、国が推進する脱炭素先

行地域の枠組みを活用しながら、農業大学校の

農地や加温ハウスに太陽光発電設備を試験的に

設置し、農業生産との両立について、その可能

性を検証する事業が予定されていました。 

 この事業は、カーボンニュートラル社会にお

ける農業の方向性を示すとともに、農業大学校

で学ぶ学生のモチベーション向上にもつながり、

また燃油高騰対策としても、本県の農業の将来

にとって非常に重要な事業だと考えていました。 

 しかし、本年度の環境省の脱炭素先行地域の

選定には、結果として申請できておらず、事業

内容が画期的と私は思っていただけに、なぜと

いう思いがあります。話を聞いてみると、地域

として一定の広がりや規模の確保が不十分など

の理由で、申請しても採択の見込みが薄いため

とのことでした。 

 今回、この事業が申請に至らなかった一因と

しては、市町村に計画策定の努力義務が課され

ている地球温暖化対策実行計画について、県内

では６市の策定にとどまっており、まだ、本気

で自分のこととして、県全体で気候変動対策に

取り組むという機運が醸成されていないことに

あるのではないかと思っています。そこで、今

後どのように当該事業を進めるのか、まず伺い

ます。 

 また、地球温暖化対策実行計画について、本

県では今年度見直しが行われていますが、計画

未策定の市町村に対しては、今後どのようにし

て計画策定を促していくのか伺います。 

 そして最後に、県全体で気候変動対策に取り

組むという強い姿勢を打ち出す意味からも、気

候非常事態宣言を行うことは大変意義のあるこ

とと私は考えますが、以上の点について生活環

境部長の見解を伺います。 

古手川副議長 高橋生活環境部長。 

高橋生活環境部長 脱炭素先行地域事業は、そ

の採択状況を見ると、エリアの広がりや住民、

行政、事業者等との連携した取組が求められて

います。今回計画した事業は、県単独で再エネ

施設を設置する効果を検証するものであったた

め、申請を見送ったものです。 

 現在、事業内容の見直しや他の枠組みの活用

などを幅広に検討しています。 

 市町村の計画策定にあたっては、専門知識の

不足や財源といった課題があります。そのため、

国の専門家を招聘した担当者研修会の開催や各

種調査などに関する国庫補助制度の活用等を働

きかけていきます。 

 気候非常事態宣言は、国や自治体などが気候

変動への危機感を示し、行動を呼びかけるもの

と理解しています。本県では、その趣旨と意義

をしっかり踏まえた上で、危機感を持って、具

体的な方向性を掲げる２０５０年温室効果ガス

排出実質ゼロを令和２年３月に表明しました。 

 引き続き、県民、事業者、行政が主体的に行

動し、脱炭素社会の実現に向けて一体的に取り

組んでいきます。 

古手川副議長 玉田輝義君。 

玉田議員 非常事態宣言についてはそういう答

弁だろうと思っていますが、先般、常任委員会

で長野県の地球温暖化防止の取組を見ました。

当然、情報が生活環境部長にも行っていると思

いますが。長野県では２０１９年１２月に、気

候非常事態宣言－２０５０ゼロカーボンへの決

意－を行っています。御案内のとおりだと思い

ます。 

 その中で、今年度は２０５０信州ゼロカーボ

ンチャレンジ、信州スマートムーブ通勤ウィー

ク、再配達削減キャンペーンなど、県民運動で

そういう脱炭素の取組を行っています。本県で

も様々な事業に取り組んでいますが、さらに、

さきほどの安心ではありませんが、県民運動と

して進化させていく、取り組んでいくことがで

きればいいなと、随分進むと思っています。そ

の意味でも、非常事態宣言もぜひ引き続き、こ

こでぷつっと切るのではなくて、検討していた

だければと思っています。 
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 そしてまた、市町村に対する計画策定も、や

はりどうしても周辺部、私の地元、豊後大野市

もそうですが、むしろ二酸化炭素を吸収してい

るのだという思いがどうしてもあるのですよね、

僕らもそうですが。ただ、そうは言うが、市民

運動、県民運動の一環だという意味でも、こう

いう計画策定について、ぜひ県からも促してい

ただきたいと思っています。これは要望です。 

 あと、一つ再質問ですが、農業大学校で画期

的だなと僕が思ったのは、農業生産の現場にお

ける脱炭素をこれからやっていくということで、

それを学べるというところが画期的だなと思っ

たのですが、これから農業生産分野においても

脱炭素化に取り組むことが大事だと思っていま

す。それは共通だと思いますが、知事が先般の

提案理由で、脱炭素社会に向けた対応として、

これからの産業振興にあたっては、カーボンニ

ュートラルの実現が不可避の命題であり、いず

れの業界も厳しいかじ取りが迫られているとい

うことで、大分コンビナートについて事業継続

と脱炭素の両立は今後の県政発展に関わる死活

問題だと言われています。 

 産業界の取組に対する覚悟を私も感じました

が、製造業に限らず、本県の基幹産業である農

業についても、事業継続、脱炭素の両立が今後

の県政発展に関わる大きな課題だと思っていま

す。 

 そういうことを踏まえて、農業生産分野にお

いてどのように脱炭素に取り組んでいくのか、

農林水産部長の見解を伺います。 

古手川副議長 佐藤農林水産部長。 

佐藤農林水産部長 やはり持続可能な農業生産

を行っていくということであれば、今問題とな

っている脱炭素化への取組は大変重要な取組だ

と思っています。そういった意味では、化学肥

料とか化学農薬を使うことの削減、それから、

耕畜連携の推進、省エネ機関の導入などに今後

とも取り組んでいくことは推進していくべきだ

と思っています。 

 それから、農大についても、今年、ドローン

を活用して農業を行うということで、先端的な

農業を今後の担い手である農大の生徒には学ん

でいただきたいということで今整備しています

が、脱炭素化に向けても、やはりそういった必

要となる学びのための取組は非常に大事になっ

てくると思っています。 

古手川副議長 玉田輝義君。 

玉田議員 佐藤農林水産部長、ありがとうござ

いました。 

 農業分野での脱炭素の問題は、やっぱり一つ、

日本とは逆に、世界中の人口増を含めて大きな

課題になっていることは皆さんの方が御案内だ

と思います。 

 私がちょっと、心配まではいかないんですが、

今、新規就農者とか若い人たちに農業参入をど

んどん求めていって、そこに若い人がいろいろ

装置、生産体制に投資するわけですよね。その

投資したものが、今度２０５０年に向かって脱

炭素の生産体制に変わっていったときに、また

新たな投資をせざるを得ないような、社会のど

真ん中でこれから子育てになったときに、また

新たな投資が必要というか、価値観が変わって

しまったということになるのではないかと、ち

ょっとそこが私は心配で、そういう意味で、さ

きほど農林水産部長が言われた部分も大事で、

それから先の部分も少し懐を広くして、そして、

対応を考えるようなところで農業生産の脱炭素

化も本県農業については大事ではないかと思っ

ているので、そういう意味で伺ったので、どう

か御検討をお願いします。 

 それでは、次に行きます。 

 芸術等の文化を活用した誘客対策で、福岡・

大分デスティネーションキャンペーンに関連し

て伺います。 

 県立美術館が開館して７年が経過し、県外か

らも多くの来館者にお越しいただいた結果、通

算の来館者数は３７０万人を超え、すっかり大

分県の芸術の中心施設として、芸術と観光が融

合した施設にもなりました。芸術の情報発信場

所が観光振興につながっていることを改めて感

じています。 

 さて、２０１５年夏以来９年ぶり、２０２４

年春に予定されている福岡・大分デスティネー

ションキャンペーンについても、本県の観光振
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興につながるビッグイベントとして大きな期待

がかかっています。これは知事もずっと答弁で

答えておられました。 

 現在、実行委員会において検討が行われてい

ると伺っていますが、県立美術館を始め、県内

の美術館等を誘客場所として広く取り込むなど、

すばらしい企画を期待しています。 

 そこで提案ですが、今回のＤＣでは、観光施

設に加えて、県内のＪＲ駅舎を活用した企画も

ぜひ考えてもらいたいと思っています。例えば、

第１６回を数える大分アジア彫刻展の歴代入賞

作品を、大分駅から豊後荻駅までの豊肥本線の

駅舎に展示し、それをきっかけにして、沿線の

朝倉文夫記念館など文化施設への誘客を図って

はいかがでしょうか。無人駅での展示物をどう

管理するかという大きな問題がありますが、課

題をクリアすれば、赤字にあえぐ路線の魅力を

再発見する機会になるのではないかと思います。 

 また、今回は福岡県と共同のＤＣとなってい

ます。キャッチコピーも「至福の旅！大吉の

旅！福岡・大分」に決まり、両県が連携した企

画が特に重要になります。 

 そこで、もう一つ提案ですが、両県ゆかりの

戦国武将である大友宗麟や黒田官兵衛と同じ時

代を生きた武将に関係する史跡巡りや、鉄道開

業１５０年の歴史を観光資源とし、ＪＲを使っ

て両県を巡る誘客などを図ってはいかがでしょ

うか。 

 こうしたことを踏まえ、ＤＣを契機とした、

芸術や歴史などの文化を活用した誘客対策につ

いて、観光局長の見解を伺います。 

古手川副議長 秋月観光局長。 

秋月観光局長 県では、国民文化祭等を契機に

芸術文化と地域の様々な魅力を融合するカルチ

ャーツーリズムの推進に取り組んできました。

現在、ＯＰＡＭで開催中の相国寺展と宇佐神宮

参拝をセットにした福岡からのツアーが好評を

得るなど、カルチャーツーリズムへの関心は高

く、今回のＤＣにおける重要なテーマの一つと

考えています。 

 また、ＤＣの基本方針の一つに福岡大分連携

による感動の最大化を掲げており、両県の異な

る魅力を掛け合わせたり、議員から御提案いた

だいたような関連する素材を一つの物語として

提案したりすることで新たな価値を創出し、満

足度の向上を目指していきます。 

 そのために商品開発部会では、その期間しか

鑑賞できない文化財の特別公開や地域で活動す

る若手アーティストによるワークショップなど、

芸術文化の様々なコンテンツの掘り起こしと物

語化を県内の市町村や福岡県と今進めています。 

 また、こうしたコンテンツを巡る周遊方策に

ついて交通事業者と連携して検討を進めていま

す。 

 大分アジア彫刻展の入賞作品の活用など、議

員の御提案も含め、市町村や芸術文化関係者等

とさらに協議を深め、魅力あるカルチャーツー

リズムを全国の方に楽しんでいただけるように

取り組んでいきます。 

古手川副議長 玉田輝義君。 

玉田議員 ありがとうございます。ちなみに、

来年は朝倉文夫氏の生誕１４０年の節目の年で、

朝倉記念館も非常に、どういう企画を練ろうか

と、観光局長も御存じだと思いますが、そうい

うことをやられているみたいですし、それから、

駅そのものを素材にするという意味では、ＪＲ

グループが今、鉄道開業１５０年を記念して、

ツイッターで好きなＪＲの駅名と思い出などを

募集して、それをサイトにアップしています。

例えば、県内の駅の思い出の場所とか、思い出

のツイートをＤＣの期間中、展示するとか、さ

きほど言われたように物語をつくってみるのは

非常に大事だと思います。 

 それから、１１月２７日に大野町で大友能直

８００回忌法要が行われました。これは大友の

初代の子孫の方ですが、その８００回忌法要で、

これは合同新聞にも報道されていますが、そう

いう大友氏をしのぶ活動も息づいており、これ

も資源の一つだなと思います。というのが、連

絡を取っているのは柳川市の立花宗茂のところ

とか、それから、福岡県新宮町の戸次道雪のお

城があったところとか、戸次道雪自体が大野町

というか、鎧ヶ岳城のどこかにお城があったの

ではないかと言われていますが、そういうこと
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で市民レベルでいろいろつながっているので、

その辺もうまく連絡を取りながらやってほしい

と思いますし、それから、観光振興とあわせて、

ＤＣの後もＪＲの利用客が固定するというか、

増えるというか、そういう仕掛けもぜひ考えて

いただきたいと思います。これは要望ですが、

ぜひよろしくお願いします。 

 それでは最後ですが、芯の通った学校組織の

取組の成果について伺います。 

 芯の通った学校組織の件ですが、２０５０年

の大分県に住む人々が安心して暮らしていくた

めには、次世代を担う子どもたちへの教育の投

資が重要だと思います。 

 本県は、２０１２年から芯の通った学校組織

の構築による教育改革を進めており、取組開始

から１０年が経ち、子どもたちの学力、体力は

全国上位クラスになりました。 

 その一方で、県内の不登校の児童生徒数は２

０２１年に３，２５４人となり、データのある

１９９９年以降、最多となっています。２０２

１年から３千人台に急増したことは、新型コロ

ナの影響が一因と考えられますが、既にコロナ

禍前の２０１７年には、初めて２千人台を超え

ており、今後も増加傾向にあるのではないか、

その背景には、子どもたちが将来に希望を見い

だせなくなっているのではないかと私は心配で

す。 

 さて、先頃、芯の通った学校組織について、

総括する会議が行われたと伺いました。学力や

体力の向上と同じくらい大切なことは、自分の

やりたいことを、たとえ失敗しても何度でも挑

戦できる学校づくりであり、そこで教育を受け

た子どもたちが、地元愛を形成し、大分県に住

み続けたいと思えるかに集約されると思ってい

ます。 

 教育県大分を創造しても、高校を卒業後、地

域によっては大部分の生徒が地元から転出して

しまう実態がある中で、一時的に転出したとし

ても、いずれは戻って地元のためにと思わなけ

れば、２０５０年の大分県はどうなっているで

しょうか。 

 芯の通った学校組織の取組の成果として、教

育水準が向上し、子どもたちが卒業後、県外で

存分に活躍していることは、もちろん誇るべき

ことです。しかし、それだけではなく、学校が

子どもたちにとって、失敗しても何度も挑戦で

きる場所であって、学校が楽しい、地元が好き

と感じられるかが重要だと思います。 

 こうしたことを踏まえ、これまでの芯の通っ

た学校組織の取組の成果と今後の課題について、

教育長に伺います。 

古手川副議長 岡本教育長。 

岡本教育長 明確な目標の下、学校全体で組織

的に教育活動に取り組む芯の通った学校組織の

確立による学校改革を平成２４年度から開始し、

働き方改革など、時々の政策課題も踏まえなが

ら進めてきました。 

 学校の組織的課題解決力は着実に向上し、小

中学生の学力や体力は全国に誇れる水準まで向

上するなど、教職員一人一人のたゆまぬ努力の

成果が、子どもたちの力となって着実に現れて

きたと認識しています。 

 その一方で、御指摘のとおり、子どもの挑戦

意欲を伸ばすこと、地域を支える人材を育成す

ることは重要であり、例えば、将来の夢や目標

を持っていると回答する子どもが減少傾向にあ

るなど課題も見られます。 

 県教育委員会では、今年度の重点方針として、

子どもの力と意欲の向上に向けた組織的取組の

推進や、地域を担う人づくりの推進を掲げ、様

々な取組を行っています。 

 今後も大分の将来を担う本県の全ての子ども

たちが未来を切り開く力と意欲を身に付けるこ

とかできるよう、教育県大分の創造に向けて不

断の努力を継続していきます。 

古手川副議長 玉田輝義君。 

玉田議員 まず、教育長、不登校の件について

は昨日の答弁で、中学校３年生のときに増えて

いるが、高校の段階になると随分減っている。

やはり現場の方の努力が非常にあるなと私も昨

日、答弁を聞いて思いました。ただ、それでも

やはり不登校の方は増えている。総体ですね、

総数が。ということで、これから子どもたちに

とって、居場所である学校で居場所がなくなっ
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てくるのは非常に僕らもつらいなと思うので、

一人一人に光を当てた、十分そこは認識されて

いるでしょうが、改めてそういうことを言いた

いと思っています。 

 先般、１１月６日に豊後大野市で、地元出身

の小説家で今脚光を浴びていますが、乙野四方

字さんの講演会があり、終わった後に少し意見

交換させてもらいました。これはさきほどの知

事のメッセージも関わることですが、こんなふ

うに言われていました。僕は、乙野さんは小説

一本でずっと来たと思っていたのです。ところ

が、彼は音楽とか演劇とかいろんなことにチャ

レンジして、今残っているのが執筆活動だと言

われるのですね。いろいろ話を聞きながら、こ

れまでいろんなチャレンジをして、いろんな壁

にぶつかって、それでもやっぱり頑張ってきて、

一つ残ったのを大切にしながら今があるのだな

と思いました。 

 様々なチャレンジの結果、今、彼がそうある

とすれば、これからの子どもたちもそうあって

ほしいなと思うし、いずれ組織はその構成員を

守るのではなくて、組織を守り始めるというか、

時間が経つと、そういう転機があるときがある

ので、そうではなくて、そこは重々御承知だと

思いますが、繰り返しますが、誰一人も取り残

さない、一人一人に光が当たるような学校組織

として、さらに進化させていただきたいと思い

ます。そういう要望というか、意見を付して、

ぜひ取り組んでいただきたいと思っています。 

 これで私の一般質問を終わります。どうもあ

りがとうございました。（拍手） 

古手川副議長 以上で玉田輝義君の質問及び答

弁は終わりました。 

 これをもって一般質問及び質疑を終わります。 

 ただいま議題となっている各案件は、お手元

に配布の付託表のとおり、所管の常任委員会に

付託します。 

 なお、他の委員会にも関連のある案について

は、合い議をお願いします。 

―――――→…←――――― 

 

付        託        表 

件          名 付 託 委 員 会 

第１０２号議案 令和４年度大分県電気事業会計補正予算（第１号） 商工観光労働企業 

第１０３号議案 大分県個人情報保護法施行条例の制定について 総 務 企 画 

第１０４号議案 個人情報の保護に関する法律の一部改正等に伴う関係条

例の整備について 

総 務 企 画 

第１０５号議案 大分県職員定数条例の一部改正について 総 務 企 画 

第１０６号議案 職員の給与に関する条例等の一部改正等について 総 務 企 画 

第１０７号議案 当せん金付証票の発売について 総 務 企 画 

第１０８号議案 大分県の事務処理の特例に関する条例等の一部改正につ

いて 

総 務 企 画 

第１０９号議案 公の施設の指定管理者の指定について 総 務 企 画 

第１１０号議案 大分県病院事業の設置等に関する条例の一部改正につい

て 

福祉保健生活環境 

第１１１号議案 公の施設の指定管理者の指定について 土 木 建 築 

第１１２号議案 工事請負契約の締結について 土 木 建 築 

第１１３号議案 工事請負契約の変更について 土 木 建 築 

第１１４号議案 大分県県営住宅等の設置及び管理に関する条例の一部改

正について 

土 木 建 築 

第１１５号議案 警察署の名称、位置及び管轄区域条例の一部改正につい 文 教 警 察 
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て 

第１１６号議案 財産の取得について 文 教 警 察 

第１１７号議案 令和４年度大分県一般会計補正予算（第４号） 全 委 員 会 

第 ５ 号報告 令和４年度大分県一般会計補正予算（第３号）について 総 務 企 画 

商工観光労働企業 

第 ６ 号報告 反訴の提起について 商工観光労働企業 

―――――→…←――――― 

古手川副議長 以上をもって本日の議事日程は

終わりました。 

 お諮りします。８日、９日及び１２日は常任

委員会のため、１３日は議事整理のため、それ

ぞれ休会としたいと思います。これに異議あり

ませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

古手川副議長 異議なしと認めます。 

 よって、８日、９日、１２日及び１３日は休

会と決定しました。 

 なお、１０日及び１１日は県の休日のため休

会とします。 

 次会は、１４日定刻より開きます。日程は、

決定次第通知します。 

―――――→…←――――― 

古手川副議長 本日はこれをもって散会します。 

午後２時４９分 散会 
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令和４年第４回大分県議会定例会会議録（第５号） 

 

令和４年１２月１４日（水曜日） 

――――――――――――――――――――― 

議事日程第５号 

           令和４年１２月１４日 

              午前１０時開議 

第１ 第１０２号議案から第１１７号議案まで

並びに第５号報告及び第６号報告 

   （議題、常任委員長の報告、質疑、討論、

   採決） 

第２ 議員提出第２３号議案、第２４号議案 

  （議題、提出者の説明、質疑、討論、採決） 

第３ 委員会提出第３号議案 

  （議題、提出者の説明、質疑、討論、採決） 

第４ 議員派遣の件 

第５ 閉会中の継続審査及び調査の件 

――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した案件 

日程第１ 第１０２号議案から第１１７号議案

まで並びに第５号報告及び第６号報

告 

     （議題、常任委員長の報告、質疑、

     討論、採決） 

日程第２ 議員提出第２３号議案、第２４号議

案 

     （議題、提出者の説明、質疑、討論、

     採決） 

日程第３ 委員会提出第３号議案 

     （議題、提出者の説明、質疑、討論、

     採決） 

日程第４ 議員派遣の件 

日程第５ 閉会中の継続審査及び調査の件 

――――――――――――――――――――― 

出席議員 ４１名 

 議長 御手洗吉生 副議長 古手川正治 

    志村  学     井上 伸史 

    吉竹  悟     清田 哲也 

    今吉 次郎     阿部 長夫 

    太田 正美     後藤慎太郎 

    衛藤 博昭     森  誠一 

    大友 栄二     井上 明夫 

    鴛海  豊     木付 親次 

    麻生 栄作     三浦 正臣 

    嶋  幸一     元吉 俊博 

    阿部 英仁     成迫 健児 

    浦野 英樹     高橋  肇 

    木田  昇     羽野 武男 

    二ノ宮健治     守永 信幸 

    藤田 正道     原田 孝司 

    馬場  林     尾島 保彦 

    玉田 輝義     平岩 純子 

    吉村 哲彦     戸高 賢史 

    河野 成司     猿渡 久子 

    堤  栄三     荒金 信生 

    小川 克己 

欠席議員 ２名 

    小嶋 秀行     末宗 秀雄 

――――――――――――――――――――― 

出席した県側関係者 

 知事           広瀬 勝貞 

 副知事          尾野 賢治 

 副知事          吉田 一生 

 教育長          岡本天津男 

 公安委員長        岩本 光生 

 人事委員長        石井 久子 

 代表監査委員       長谷尾雅通 

 総務部長         若林  拓 

 企画振興部長       大塚  浩 

 企業局長         磯田  健 

 病院局長         井上 敏郎 

 警察本部長        種田 英明 

 福祉保健部長       山田 雅文 

 生活環境部長       高橋  強 

 商工観光労働部長     利光 秀方 

 農林水産部長       佐藤  章 

 土木建築部長       島津 惠造 

 会計管理者兼会計管理局長 廣末  隆 
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 防災局長         岡本 文雄 

 観光局長         秋月 久美 

 労働委員会事務局長    田邉 隆司 

――――――――――――――――――――― 

午前１０時 開議 

御手洗議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

―――――→…←――――― 

 諸般の報告 

御手洗議長 日程に入るに先立ち、諸般の報告

をします。 

 広報委員長から出前県議会について報告した

い旨の申出がありますので、これを許します。

広報委員長古手川正治君。 

  〔古手川議員登壇〕 

古手川広報委員長 おはようございます。本年

度開催した出前県議会について、御報告します。 

 去る９月２８日に、佐伯市において、県議会

から１３名の議員が出席し、佐伯市の防災をテ

ーマに開催しました。 

 当日は、佐伯市防災局及び防災に取り組んで

いる３団体の方から意見発表していただき、そ

の後、意見交換を行いました。 

 伺った御意見等については、今後の議会、そ

して議員活動に反映させていただきたいと考え

ています。 

 詳細については、本日、各議員のお手元に報

告書を配布しているので、御一読の上、御活用

いただくようお願いします。 

 以上で出前県議会の報告を終わります。 

御手洗議長 以上、報告を終わります。 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 本日の議事は、議事日程第５号に

より行います。 

―――――→…←――――― 

 日程第１ 第１０２号議案から第１１７号議

案まで並びに第５号報告及び第６

号報告 

      （議題、常任委員長の報告、質疑、

      討論、採決） 

御手洗議長 日程第１、日程第１の各案件を一

括議題とし、これより各常任委員長の報告を求

めます。福祉保健生活環境委員長二ノ宮健治君。 

  〔二ノ宮議員登壇〕 

二ノ宮福祉保健生活環境委員長 皆さんおはよ

うございます。福祉保健生活環境委員会の審査

の経過と結果について御報告します。 

 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案２件及び継続請願２件です。 

 委員会は去る９日に開催し、部局長ほか関係

者の出席説明を求め、慎重に審査した結果、第

１１０号議案大分県病院事業の設置等に関する

条例の一部改正について及び第１１７号議案令

和４年度大分県一般会計補正予算（第４号）の

うち本委員会関係部分については原案のとおり

可決すべきものと、いずれも全会一致をもって

決定しました。 

 次に、継続請願１６犬猫の殺処分における安

楽死を求めることについて及び継続請願２０物

価高騰に見合う年金額引上げを求める意見書の

提出については、さらに審査を要するので、い

ずれも別途議長宛て閉会中継続審査の申出をし

ました。 

 以上をもって福祉保健生活環境委員会の報告

とします。 

御手洗議長 商工観光労働企業委員長井上明夫

君。 

  〔井上（明）議員登壇〕 

井上（明）商工観光労働企業委員長 商工観光

労働企業委員会の審査の経過と結果について御

報告します。 

 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案２件及び報告２件です。 

 委員会は去る８日に開催し、部局長ほか関係

者の出席説明を求め、慎重に審査した結果、第

１０２号議案令和４年度大分県電気事業会計補

正予算（第１号）及び第１１７号議案令和４年

度大分県一般会計補正予算（第４号）のうち本

委員会関係部分については原案のとおり可決す

べきものと、第５号報告令和４年度大分県一般

会計補正予算（第３号）についてのうち本委員

会関係部分及び第６号報告反訴の提起について

は承認すべきものと、いずれも全会一致をもっ

て決定しました。 
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 以上をもって商工観光労働企業委員会の報告

とします。 

御手洗議長 農林水産委員長太田正美君。 

  〔太田議員登壇〕 

太田農林水産委員長 農林水産委員会の審査の

経過と結果について御報告します。 

 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案１件及び継続請願１件です。 

 委員会は去る８日に開催し、部長ほか関係者

の出席説明を求め、慎重に審査した結果、第１

１７号議案令和４年度大分県一般会計補正予算

（第４号）のうち本委員会関係部分については

原案のとおり可決すべきものと全会一致をもっ

て決定しました。 

 次に、継続請願１２コロナ禍による米の需給

改善と米価下落の対策の意見書の提出について

は、さらに審査を要するので、別途議長宛て閉

会中継続審査の申出をしました。 

 以上をもって農林水産委員会の報告とします。 

御手洗議長 土木建築委員長清田哲也君。 

  〔清田議員登壇〕 

清田土木建築委員長 土木建築委員会の審査の

経過と結果について御報告します。 

 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案５件です。 

 委員会は去る９日に開催し、部長ほか関係者

の出席説明を求め、慎重に審査した結果、第１

１１号議案公の施設の指定管理者の指定につい

て、第１１２号議案工事請負契約の締結につい

て、第１１３号議案工事請負契約の変更につい

て、第１１４号議案大分県県営住宅等の設置及

び管理に関する条例の一部改正について及び第

１１７号議案令和４年度大分県一般会計補正予

算（第４号）のうち本委員会関係部分について

は原案のとおり可決すべきものと、いずれも全

会一致をもって決定しました。 

 なお、第１１１号議案については文教警察委

員会に合い議し、その結果をも審査の参考にし

ました。 

 以上をもって土木建築委員会の報告とします。 

御手洗議長 文教警察委員長阿部長夫君。 

  〔阿部（長）議員登壇〕 

阿部（長）文教警察委員長 文教警察委員会の

審査の経過と結果について御報告します。 

 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案３件です。 

 委員会は去る９日に開催し、教育長及び警察

本部長ほか関係者の出席説明を求め、慎重に審

査した結果、第１１５号議案警察署の名称、位

置及び管轄区域条例の一部改正について、第１

１６号議案財産の取得について及び第１１７号

議案令和４年度大分県一般会計補正予算（第４

号）のうち本委員会関係部分については原案の

とおり可決すべきものと、いずれも全会一致を

もって決定しました。 

 以上をもって文教警察委員会の報告とします。 

御手洗議長 総務企画委員長今吉次郎君。 

今吉総務企画委員長 総務企画委員会の審査の

経過と結果について御報告します。 

 本委員会で審査した案件は、今回付託を受け

た議案８件、報告１件です。 

 委員会は去る９日に開催し、部長ほか関係者

の出席説明を求め、慎重に審査した結果、第１

０３号議案大分県個人情報保護法施行条例の制

定について、第１０４号議案個人情報の保護に

関する法律の一部改正等に伴う関係条例の整備

について、第１０５号議案大分県職員定数条例

の一部改正について、第１０６号議案職員の給

与に関する条例等の一部改正等について、第１

０７号議案当せん金付証票の発売について、第

１０８号議案大分県の事務処理の特例に関する

条例等の一部改正について、第１０９号議案公

の施設の指定管理者の指定について及び第１１

７号議案令和４年度大分県一般会計補正予算

（第４号）のうち本委員会関係部分については

原案のとおり可決すべきものと、第５号報告令

和４年度大分県一般会計補正予算（第３号）に

ついてのうち本委員会関係部分については承認

すべきものと、いずれも全会一致をもって決定

しました。 

 なお、第１０４号議案及び第１０５号議案に

ついては福祉保健生活環境委員会に、第１０８

号議案については農林水産委員会に合い議し、

その結果をも審査の参考にしました。 
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 以上をもって総務企画委員会の報告とします。 

御手洗議長 以上で委員長の報告は終わりまし

た。 

 これより委員長の報告に対する質疑に入りま

す。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

し、これより討論に入ります。 

 発言の通告がありますので、これを許します。

堤栄三君。 

  〔堤議員登壇〕 

堤議員 おはようございます。日本共産党の堤

です。今回上程された各議案に対して賛成及び

反対討論を行います。 

 まず、第１１７号議案２０２２年度大分県一

般会計補正予算（第４号）。 

 今回の第４号補正予算は、国の補正予算を受

けてのものです。コロナウイルス感染症の第８

波到来かと言われるように、全国的に陽性患者

が増加傾向にあり、大分県でも増減を繰り返し

ています。 

 決算討論でも指摘しましたが、コロナウイル

スの拡大防止は思い切ったＰＣＲ検査等の拡大

です。早期発見で隔離し他者への感染経路を遮

断することが有効な手段です。これまでの予算

だけでは不足です。いつでも、誰でも無料で受

けられる体制構築の補正予算とすべきです。 

 また、今回の第４号補正予算ではプレミアム

商品券や観光振興等で経済の活性化を図ろうと

していますが、それによってさらなるコロナウ

イルスの感染拡大になってしまえば本末転倒で

す。ワクチン接種等を推進すると言っています

が、後遺症で苦しんでいる人がいることも忘れ

てはなりません。 

 先日、地域の商店街を訪問しました。ここ数

日お客が全く来ない、１２月で閉めようかと考

えている、仕入商品が入ってこない、あっても

値段が２倍近く上がって手が出せない、プレミ

アム商品券でお客が来るわけではないなど、事

業を継続することが大変厳しい状況であるとの

話を聞きました。プレミアム商品券や中小企業

向け融資の拡大も大切ですが、国、県挙げてコ

ロナウイルスの収束及び中小企業者に対し一人

も倒産、廃業させないという本気の対策と予算

を組むべきです。また、景気回復のためには庶

民の懐を温める賃金引上げと消費税の減税が大

切です。 

 また、今回の第４号補正予算の４００億円の

うち、約３００億円の国土強靱化５か年加速化

対策等の公共事業が計上されています。盛土災

害防止のための規制区域の指定に向けた基礎調

査や農業用ため池の整備事業などのほか、台風

１４号被害のブリ類養殖業者の減収に対する支

援や子ども送迎用バスの安全装置設置助成など

必要な予算が計上されています。 

 しかし、重要港湾改修事業や、防災のためと

して大企業しか利用できない堤防等の改修を大

企業の負担なしで行う国直轄海岸事業負担金な

ども含まれています。補正予算として組むべき

ものか等、問題がないわけではありません。や

はりコロナウイルス感染拡大防止と疲弊してい

る中小事業者への固定費助成の実施のほか、非

課税世帯に限定した５万円支給などは、対象者

を限定せずに広く低所得者に向けた支援策を講

じるべきであることを指摘し、賛成討論としま

す。 

 続いて、第１０３号議案大分県個人情報保護

法施行条例の制定について及び第１０４号議案

個人情報の保護に関する法律の一部改正等に伴

う関係条例の整備について反対します。 

 今回の条例制定及び関係条例の整備は、いず

れもデジタル社会形成整備法の公布に合わせた

ものです。 

 今でも個人情報の不正な流用や本人の同意を

得ない第三者提供が後を絶ちません。プライバ

シーを守る権利は憲法が保障する基本的人権で

す。どんな自己情報が集められているかを知り、

不当に使われないように関与する権利、自己情

報コントロール権、情報の自己決定権を保障す

ることこそ急務です。 

 しかし政府は、行政機関などが持つ個人デー

タを、特定の個人を容易に識別できないように

行政機関等匿名加工情報として加工すれば、本

人の同意なしに第三者に提供できる仕組みを導

入しました。さらに、デジタル関連法によって
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利活用の邪魔になる規制を緩和し、行政、民間、

独立行政法人で別建ての法律だった個人情報保

護法制を一元化し、保護の対象となる公的部門

の個人情報の範囲を狭めます。 

 地方に対しては自治体独自の個人情報保護条

例を一旦リセットし、全国共通のルールを設け

た上で、自治体独自の保護措置は最小限に制限

します。自治体が条例で国より強い規制をする

ことに縛りがかかります。そのため、今回の法

施行条例では、開示請求や審査会などの事項の

制定にとどまっています。 

 デジタル関連法が国と地方自治体の情報シス

テムの共同化、集約を掲げ、国基準に合ったシ

ステムの利用を自治体に義務付けていることも

重大です。国のシステムに合わない自治体独自

の施策が制限されかねません。自治体の役目は

住民福祉の向上です。この立場に立って地方自

治が侵害されないようにしなければなりません。 

 さらにデジタル関連法が個人情報を大規模に

集める手段としているのがマイナンバー制度の

利用拡大です。政府が管理、運営するＷｅｂサ

イト、マイナポータルで行政手続の利用を促し、

そこを入口にして集まる個人情報を利活用に回

します。マイナンバーは社会保障、税、災害対

策の３分野に限定して導入され、個人情報は分

散管理されています。情報漏えいや悪用を防ぐ

ためとして行われてきた管理の原則を揺るがす

ものです。 

 このような問題のある法律を前提とした各条

例については反対します。 

 続いて、第１０６号議案職員の給与に関する

条例等の一部改正等について。 

 今回の改正案では、人事委員会勧告に基づき、

職員の給料表の各号給の引上げや期末勤勉手当

等の引上げが実施されます。そして、特別職、

県議会議員の報酬の期末手当等も同時に引き上

げるものです。 

 公務員は、憲法第１５条によって、住民の奉

仕者としての役割が規定されています。また、

地方公務員法第２４条では、職員の給与は、そ

の職務と責任に応ずるものでなければならない

と規定されています。本来、その役割にふさわ

しい給与規定であるべきです。会計年度任用職

員も含め職員の給与等のさらなる引上げを求め、

今回の改正部分には賛成します。 

 しかし、特別職や県議会議員の引上げについ

ては、多くの県民がコロナ過や物価高騰で苦し

んでいる中、引上げを実施することに県民が納

得できるものではありません。よって、この部

分には反対します。 

 今回の条例改正で県職員と議員等の引上げの

条例改正が同時に行われる以上、反対の立場を

取らざるを得ません。 

 最後に、第１１０号議案大分県病院事業の設

置等に関する条例の一部改正について。 

 国は１９９２年から２０２０年までに保健所

数をほぼ半減させ、大分県でも１３保健所から

９保健所、支所等へ減らしたことによって、コ

ロナ禍で現場の疲弊を深刻にしてきました。こ

の間に保健師を若干名増員したことは一定程度

評価しますが、やはり保健所の増設と保健師な

どの職員を増員すべきです。 

 さらに地域医療構想の下、公立・公的病院の

再編や病床数の削減問題があります。大分県立

病院でもコロナ患者を受け入れ、重要な役割を

果たしてきました。今回の職員定数条例で、県

立病院の医師や看護師等を３８人増員する条例

改正も出されています。新型コロナ禍による感

染症病床の重要性を認識したもので評価します。 

 しかしその一方で、病床数を５６６床から５

０９床に５７床減らす今回の設置等に関する条

例の一部改正は、一般患者の締め出しにつなが

らないようにしなければなりません。そして、

再編統合を進める地域医療構想の撤回を求める

と同時に、病床数の削減を中止するよう求め、

反対討論とします。 

 以上、今議会に上程された各議案１６本中、

４本に対する反対討論を終わります。（拍手） 

御手洗議長 以上で通告による討論は終わりま

した。 

 これをもって討論を終結し、これより採決に

入ります。 

 まず、第１０２号議案、第１０５号議案、第

１０７号議案から第１０９号議案まで、第１１
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１号議案から第１１７号議案まで及び第５号報

告、第６号報告について採決します。 

 各案件は、委員長の報告のとおり決すること

に御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各案件は委員長の報告のとおり決定

しました。 

 次に、第１０３号議案、第１０４号議案、第

１０６号議案及び第１１０号議案について、起

立により採決します。 

 各案に対する委員長の報告は可決であります。 

 各案は、委員長の報告のとおり決することに

賛成の諸君の起立を求めます。 

  〔賛成者起立〕 

御手洗議長 起立多数であります。 

 よって、各案は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

―――――→…←――――― 

 日程第２ 議員提出第２３号議案、第２４号

議案 

      （議題、提出者の説明、質疑、討

      論、採決） 

御手洗議長 日程第２、議員提出第２３号議案

及び第２４号議案を一括議題とします。 

―――――→…←――――― 

議員提出第２３号議案 帯状疱疹ワクチンへの

助成及び定期接種化を

求める意見書 

議員提出第２４号議案 知的障がい者の定義の

明確化及び知的障がい

行政の国の対応拡充を

求める意見書 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 提出者の説明を求めます。吉村哲

彦君。 

  〔吉村議員登壇〕 

吉村議員 ただいま議題となった議員提出議案

第２３号並びに第２４号議案について説明しま

す。 

 まず、第２３号議案帯状疱疹ワクチンへの助

成及び定期接種化を求める意見書についてです。 

 帯状疱疹は、過去に水痘に罹患した者が、免

疫力の低下により、帯状疱疹ワクチンが再び活

性化することで発症するものです。 

 日本人では、５０歳代から発症率が高くなり、

治療が長引くケースや後遺症として痛みなどの

症状が残るケースもあります。また、帯状疱疹

後神経痛と呼ばれる合併症に加え、目や耳に障

がいが残ることもあると言われます。 

 帯状疱疹の発症を予防するためには、ワクチ

ンが有効であるとされていますが、費用が高額

になることから、接種を諦める高齢者も少なく

ありません。 

 よって、国会及び政府に、帯状疱疹の発症率

が高くなる５０歳以上の国民に対するワクチン

の有効性等を早急に確認の上、周知するととも

に、帯状疱疹ワクチンの助成制度の創設や予防

接種法に基づく定期接種化を求めるものです。 

 次に、第２４号議案知的障がい者の定義の明

確化及び知的障がい行政の国の対応拡充を求め

る意見書です。 

 身体障がい者及び精神障がい者は法律で定義

されているものの、知的障がい者に関しては、

知的障害者福祉法で福祉サービスは規定されて

いますが、知的障がい者の定義は規定されてい

ません。 

 また、身体障がい者、精神障がい者、知的障

がい者の手帳制度について、法律の規定に基づ

き交付され、制度が運営されていますが、知的

障がい者の療育手帳の制度は、厚生事務次官通

知に基づき、各都道府県知事等が定めた要綱に

よって手帳が交付され、制度が運営されていま

す。 

 知的障がい者については、自治体により障が

いの程度の区分に差があり、各判定機関によっ

て障がいの判定にも差が生じ、手帳交付も都道

府県によって対応が異なっています。 

 自治体によって、異なる要綱によって療育手

帳の制度が運営されていることにより、知的障

がい者が他の自治体に転居する際、場合によっ

ては改めて療育手帳の交付を受ける必要がある

など、知的障がい者の負担となっています。 

 よって、国会及び政府に、知的障がい者につ
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いて法律で定義するとともに、知的障がい行政

・手帳制度を、法律の規定に基づく全国共通の

施策として展開することを強く求めるものです。 

 案文はお手元に配布しているので、朗読は省

略します。 

 何とぞ御賛同いただくよう、よろしくお願い

します。 

御手洗議長 以上で提出者の説明は終わりまし

た。 

 これより質疑に入ります。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

します。 

 お諮りします。両案は、委員会付託を省略し

たいと思います。これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、両案は委員会付託を省略することに

決定しました。 

 これより討論に入りますが、ただいまのとこ

ろ通告がありませんので、討論なしと認めます。 

 これをもって討論を終結し、これより採決に

入ります。 

 両案は、原案のとおり決することに御異議あ

りませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、両案は原案のとおり可決されました。 

―――――→…←――――― 

 日程第３ 委員会提出第３号議案 

      （議題、提出者の説明、質疑、討

      論、採決） 

御手洗議長 日程第３、委員会提出第３号議案

を議題とします。 

―――――→…←――――― 

委員会提出第３号議案 大分県議会の保有する

個人情報の保護に関す

る条例の制定について 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 提出者の説明を求めます。井上伸

史君。 

  〔井上（伸）議員登壇〕 

井上（伸）議員 ただいま議題となった委員会

提出第３号議案大分県議会の保有する個人情報

の保護に関する条例の制定について、提案理由

の説明をします。 

 個人情報の保護に関する法律の一部改正によ

り、地方公共団体にも法の規定が適用されるこ

とになった一方、地方議会は原則として法の適

用対象外となったことから、本県議会が保有す

る個人情報の保護に関し必要な事項を定めるた

め、新たに条例を制定するものです。 

 案文はお手元に配布しているので、朗読は省

略します。 

 何とぞ慎重御審議の上、御賛同賜るよう、よ

ろしくお願いします。 

御手洗議長 以上で提出者の説明は終わりまし

た。 

 これより質疑に入ります。 

 別に御質疑もないようですので、質疑を終結

します。 

 なお、本案は会議規則第３９条第２項の規定

により委員会に付託しません。 

 これより討論に入りますが、ただいまのとこ

ろ通告がありませんので、討論なしと認めます。 

 これをもって討論を終結し、これより採決し

ます。 

 本案は原案のとおり決することに御異議あり

ませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されました。 

―――――→…←――――― 

 日程第４ 議員派遣の件 

御手洗議長 日程第４、議員派遣の件を議題と

します。 

―――――→…←――――― 

 議員派遣 

 その１ 

１ 目的 

   大分県議会ユースモニター制度意見交換

   会出席のため 

２ 場所 

   大分市 

３ 期間 
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   令和４年１２月１５日 

４ 派遣議員 

   井上明夫、古手川正治、浦野英樹、吉村

   哲彦、猿渡久子、小川克己 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 お諮りします。会議規則第１２５

条第１項の規定により、お手元に配布のとおり

各議員を派遣したいと思います。これに御異議

ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各議員を派遣することに決定しまし

た。 

 次に、お諮りします。ただいま可決された議

員派遣の内容について、今後変更を要するとき

は、その取扱いを議長に御一任願いたいと思い

ますが、これに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、そのように決定しました。 

―――――→…←――――― 

 日程第５ 閉会中の継続審査及び調査の件 

御手洗議長 日程第５、閉会中の継続審査及び

調査の件を議題とします。 

―――――→…←――――― 

 閉会中の継続審査事件 

福祉保健生活環境委員会 

 継続請願１６ 犬猫の殺処分における安楽死

を求めることについて 

 継続請願２０ 物価高騰に見合う年金引上げ

を求める意見書の提出につい

て 

農林水産委員会 

 継続請願１２ コロナ禍による米の需給改善

と米価下落の対策の意見書の

提出について 

―――――→…←――――― 

 閉会中における常任委員会、議会運営委員会

 の継続調査事件 

総務企画委員会 

 １、職員の進退及び身分に関する事項につい

て 

 ２、県の歳入歳出予算、税その他の財務に関

する事項について 

 ３、市町村その他公共団体の行政一般に関す

る事項について 

 ４、条例の立案に関する事項について 

 ５、県行政の総合企画及び総合調整に関する

事項について 

 ６、国際交流及び文化振興に関する事項につ

いて 

 ７、広報及び統計に関する事項について 

 ８、地域振興及び交通対策に関する事項につ

いて 

 ９、出納及び財産の取得管理に関する事項に

ついて 

１０、他の委員会に属さない事項について 

福祉保健生活環境委員会 

 １、社会福祉に関する事項について 

 ２、保健衛生に関する事項について 

 ３、社会保障に関する事項について 

 ４、県民生活に関する事項について 

 ５、環境衛生、環境保全及び公害に関する事

項について 

 ６、男女共同参画、青少年及び学事に関する

事項について 

 ７、災害対策、消防防災及び交通安全に関す

る事項について 

 ８、県の病院事業に関する事項について 

商工観光労働企業委員会 

 １、商業に関する事項について 

 ２、工・鉱業に関する事項について 

 ３、観光に関する事項について 

 ４、労働に関する事項について 

 ５、情報化の推進に関する事項について 

 ６、電気事業及び工業用水道事業に関する事

項について 

農林水産委員会 

 １、農業に関する事項について 

 ２、林業に関する事項について 

 ３、水産業に関する事項について 

土木建築委員会 

 １、道路及び河川に関する事項について 

 ２、都市計画に関する事項について 
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 ３、住宅及び建築に関する事項について 

 ４、港湾その他土木に関する事項について 

文教警察委員会 

 １、市町村教育委員会の指導に関する事項に

ついて 

 ２、県立学校の施設及び設備の充実に関する

事項について 

 ３、教職員の定数及び勤務条件に関する事項

について 

 ４、義務教育及び高校教育に関する事項につ

いて 

 ５、へき地教育及び特別支援教育の振興に関

する事項について 

 ６、社会教育及び体育の振興に関する事項に

ついて 

 ７、文化財の保護に関する事項について 

 ８、治安及び交通安全対策に関する事項につ

いて 

議会運営委員会 

 １、議会の運営に関する事項について 

 ２、議会の会議規則、委員会に関する条例等

に関する事項について 

 ３、議長の諮問に関する事項について 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 各常任委員長及び議会運営委員長

から、会議規則第７３条の規定により、お手元

に配布のとおり閉会中の継続審査及び調査の申

出がありました。 

 お諮りします。各委員長から申出のとおり、

閉会中の継続審査及び調査に付することに御異

議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

御手洗議長 御異議なしと認めます。 

 よって、各委員長から申出のとおり閉会中の

継続審査及び調査に付することに決定しました。 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 以上をもって今期定例会に付議さ

れた諸案件は全て議了しました。 

―――――→…←――――― 

御手洗議長 これをもって令和４年第４回定例

会を閉会します。 

午前１０時３２分 閉会 

―――――→…←――――― 

 なお、閉会後、永年勤続議員に対する表彰が

行われたので、参考のためその氏名を掲載する。 

 全国都道府県議会議長会表彰 

  勤続２０年以上 御手洗吉生 

          平岩純子 

          末宗秀雄 

          元吉俊博 

          堤 栄三 

  勤続１５年以上 玉田輝義 

          嶋 幸一 

 議会表彰 

  勤続２０年以上 御手洗吉生 

          平岩純子 

          末宗秀雄 

          元吉俊博 

          堤 栄三 

  勤続１５年以上 玉田輝義 

          嶋 幸一 

 知事感謝状 

  勤続２０年以上 御手洗吉生 

          平岩純子 

          末宗秀雄 

          元吉俊博 

          堤 栄三 

  勤続１５年以上 玉田輝義 

          嶋 幸一 
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請     願 
受理番号 受理年月日 提出者の住所及び氏名 

１２ 令和３年９月８日 
大分市古ヶ鶴１－４－２６ 
大分県農民運動連合会 
会長 佐 藤 隆 信 

件 名 及 び 要 旨 
コロナ禍による米の需給改善と米価下落の対策の意見書の提出について 

 新型コロナウイルスの感染拡大による需要の消失から、２０２０年産米の過大な流通在庫が

生まれ、市場価格は大暴落した。２０２１年産米についても、政府が打ち出した３６万トンの

上乗せ減反と、感染拡大によるさらなる消費減少により、昨年以上の米価下落が危惧されてい

る。 
 加えて、国内消費量は３０年間で４分の３に減少しているが、ミニマムアクセス米は年間７

７万トン輸入されており、一切見直されていない。 
 また、コロナ禍の中、全国各地で取り組まれている食料支援では、米をはじめとする食料配

布が歓迎されている。 
 ついては、農業者の経営と地域経済を守るため、次の事項を実現するよう、国に意見書の提

出を求める。 
 １ コロナ禍の需要減少による過剰在庫を政府が緊急に買い入れ、米の需給環境を改善し、

米価下落に歯止めをかけること。 
 ２ 政府が買い上げた米をコロナ禍などによる生活困難者・学生などへの食料支援で活用す

ること。 
 ３ 国内消費に必要のない外国産米（ミニマムアクセス米）について、当面、国産米の需給

状況に応じた輸入数量調整を実施すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

紹介議員氏名 付託委員会 結 果 備 考 
猿 渡 久 子 
堤  栄 三 

農林水産  継続審査 
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請     願 
受理番号 受理年月日 提出者の住所及び氏名 

１６ 令和４年６月１４日 
大分市大字一木１２１２番地の６０ 
おおいた動物との共生を考える会 
会長 土 井 篤 子 

件 名 及 び 要 旨 
犬猫の殺処分における安楽死を求めることについて 

 現在、動物の殺処分に関しては、各自治体がその方法を判断しているが、環境省からは、で

きる限り苦痛を与えない方法に努めることとされている。 
本県では、未だ大多数の犬猫は、二酸化炭素ガスで苦痛を与えられながら殺処分されてい

る。 
 ついては、犬猫の殺処分に関して、少しでも苦痛を与えぬよう、麻酔投与による安楽死とす

ることを要望する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

紹介議員氏名 付託委員会 結 果 備 考 
後 藤 慎太郎 福祉保健生活環境  継続審査 
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請     願 
受理番号 受理年月日 提出者の住所及び氏名 

２０ 令和４年９月７日 
大分市下郡１６０２－１ 
全日本年金者組合大分県本部 
委員長 笠 村 伸 一 

件 名 及 び 要 旨 
物価高騰に見合う年金額引上げを求める意見書の提出について 

 総務省の発表によると、７月の消費者物価指数は前年同月比で２．６％上昇しており、４か

月連続で２％を超える状況となっている。パンや冷凍食品、生鮮食料品のほか、原油高により

電気、ガス代なども大幅に値上がりし、年金受給者に対する影響、被害はあまりにも重大であ

る。 
 相次ぐ物価の高騰にもかかわらず、政府は６月支給分から年金支給額を０．４％削減してい

る。年金削減は消費を冷やし、地域経済にも深刻な打撃となるため、年金削減ありきの仕組み

を改め、直ちに増額すべきである。 
 ついては、安心して暮らせる年金制度とするため、現行の年金改定ルールを見直し、年金改

定時は物価上昇率に基づき増額（改定）することを求める意見書を国に提出していただきた

い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

紹介議員氏名 付託委員会 結 果 備 考 
堤  栄 三 福祉保健生活環境  継続審査 
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